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はじめに
平成２４年版宮城県環境白書をここに公表します。

平成２３年３月に本県を襲った東日本大震災の発災から一年以上が経過しましたが、災害廃
棄物の処理や放射性物質による環境汚染対策など、今なお多方面にわたり山積する課題・難
問に迅速に対応していかなければならない状況にあります。

今年度は、昨年１０月に策定した「宮城県震災復興計画」の実現に向け、具体的な取組を本
格的に進める「復興元年」であります。
「宮城県震災復興計画」では、環境政策についても、復興のポイントの一つとして「再生可
能なエネルギーを活用したエコタウンの形成」を掲げています。被災地の復興に当たっては、
再生可能エネルギーの活用を組み込んだまちづくりを積極的に推進し、一日も早く被災者の
皆さまに安心をお届けするとともに、国内外から寄せられている御支援に感謝する気持ちを
忘れずに、引き続き全力で取り組んでまいります。

また、県は、震災前から「富県宮城」の実現を目指して策定した「宮城の将来ビジョン」
に基づき、様々な施策を進めてきましたが、今年３月には、「宮城の将来ビジョン」と「宮城
県震災復興計画」を着実に実施するため、「宮城の将来ビジョン・震災復興実施計画」を策定
しました。
この実施計画における政策推進の基本的方向の１つの柱である、「人と自然が調和した美
しく安全な県土づくり」の実現に向けて、「経済・社会の持続的発展と環境保全の両立」と
「豊かな自然環境、生活環境の保全」に取り組み、復興を図りながら「富県宮城」の実現を目
指す県政運営を行っているところです。
さらに、平成２３年４月からは、地球温暖化をはじめとした喫緊の環境問題への対応と、宮
城の豊かな環境を守ることを目的とした、「みやぎ環境税」を活用した様々な施策を展開して
います。環境問題への取組は、震災復興の取組と合わせて県政にとって重要な課題であるた
め、「節電、省エネルギー対策の推進」と「生活基盤の再建と災害に強い県土の保全」という
震災対応に配慮した視点を加えながら、引き続き持続可能な社会を目指す「環境立県みやぎ」
の確立に向けてまい進していきます。

今後とも、省エネルギーの促進や自然エネルギーの導入など、環境負荷の少ない社会の形
成に向けて適切に対応するとともに、ラムサール条約湿地である伊豆沼をはじめとした豊か
な自然環境を将来の世代に引き継ぐため、県民、事業者、行政といったすべての主体が一丸
となり、互いに連携し、協力していく必要があります。

この環境白書は、平成２３年度における宮城県の環境の状況及び県が実施した環境施策につ
いて取りまとめたものです。
震災を契機に、エネルギーの重要性や一人一人のライフスタイルのあり方が問い直されて
いる折、この冊子が宮城の環境に対して理解を深める一助となり、環境を守る活動の輪が広
がっていくことを心より願っています。

　　平成２４年１２月

宮城県知事　村　井　嘉　浩　
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第１章　宮城県の環境施策の展開

第１章　宮城県の環境施策の展開

宮城県は、平成７年４月に、「環境基本法」（平
成５年法律第９１号）制定等の国内動向を踏まえ、
良好な環境の保全及び創造について基本理念を定
め、県、市町村、事業者及び県民の責務を明らか
にするとともに、良好な環境の保全及び創造に関
する施策の基本的な事項を定めることにより、県
民の健康で文化的な生活の確保に寄与することを
目的として、「環境基本条例」（平成７年条例第１６
号）を施行しました。平成９年３月には、同条例
の理念を具体化するため、県が環境施策を進める
上での総合的指針となる「宮城県環境基本計画」
を策定し、基本目標の達成に向けて各種施策を進
めました。平成１８年３月には、この計画の期間が
終了したことを受け、平成１８年度から平成２７年度
までの１０年間を計画期間とする、新たな環境基本
計画の策定を行いました。
環境基本計画は、良好な環境の保全及び創造に

関する総合的かつ長期的な目標並びに県の施策の
大綱を明らかにし、環境分野の個別計画に施策の
基本的方向性を与えるものであり、目指す将来像
を明らかにし、地域社会を構成するすべての主体
間で将来像に対する認識の共有化を図るものとし
ての役割を有したものであり、本県の環境施策は
同計画に沿って展開していくことになります。
平成２３年１０月には、東日本大震災による甚大な

被害からの復興の道筋を示す「宮城県震災復興計

画」を策定しました。現在は、本計画に基づき県
政を運営しているところですが、環境政策におい
ては、計画の中で掲げる「持続可能な社会と環境
保全の実現」を目指し、復興を図りながら環境基
本計画で掲げる将来像を実現するための施策展開
が必要になります。
宮城の豊かな環境を守り、将来に引き継いでい

くためには、地球温暖化などの直面する課題に対
応しつつ、環境の保全等の施策を幅広くかつ積極
的に展開する必要があります。そこで、今後の施
策の更なる拡充を図るため、平成２３年度から「み
やぎ環境税」を導入し、本県の良好な環境保全及
び創造に資する環境施策をまとめた「みやぎグ
リーン戦略プラン」に基づく事業を開始しました。
「みやぎ環境税」を活用し、自然エネルギー・省エ
ネルギー設備の導入及び間伐等の森林整備などに
対する支援を行っていきます。
一方、県自ら環境負荷削減に向けた取組とし

て、「宮城県環境保全率先実行計画（第４期）」に
基づき、事務事業の執行に伴い発生する環境負荷
の削減（省エネルギー、廃棄物の削減、リサイク
ル及びグリーン購入の推進等）に取り組んでいま
す。特に、平成２３年度は、東日本大震災に起因す
る電力需給の逼迫を受け、一事業者の立場から、
宮城県内の他事業者や家庭の模範となるよう節電
を率先して実施しました。

第１部　総　　説

▲図１－１－１　宮城県の環境施策体系の相関図

＜関連条例＞
●自然環境保全条例（昭和47年7月）
●環境影響評価条例（平成10年3月）
●宮城県自然エネルギー等・省エネルギー促進条例
（平成14年7月）
●産業廃棄物税条例（平成16年3月）
●ふるさと宮城の水循環保全条例（平成16年6月)
●グリーン購入促進条例(平成18年3月)
●産業廃棄物の処理の適正化等に関する条例
　（平成17年10月）　　　　　　　　　　　など

＜県自らの取組＞
●宮城県環境保全率先実行計画（第4期）（平成23年8月）
●宮城県グリーン購入の推進に関する計画（毎年度策定）

宮城県環境基本条例（平成7年3月） 環境基本法（平成5年11月）

第四次環境基本計画（平成24年4月）

根拠：第9条第1項

宮城県環境基本計画（平成18年3月）

施策の基本的方向性

＜環境分野の個別計画等＞
●宮城“グリーン”行動促進計画（第2期）（平成23年8月）
●環境基本計画重点プログラム「地域からの地球
温暖化対策の推進」（平成18年3月）

●自然エネルギー等の導入促進及び省エネルギー
の促進に関する基本的な計画（平成17年9月）

●宮城県循環型社会形成推進計画（平成18年3月）
●宮城県自然環境保全基本方針（平成18年11月）
●宮城県自動車交通環境負荷低減計画（平成19年3月）
●宮城県水循環保全基本計画（平成18年12月）

＜関連条例＞
●地球温暖化対策の推進に関する法律
●循環型社会形成推進基本法
●廃棄物の処理及び清掃に関する法律
●自然環境保全法　●大気汚染防止法
●水質汚濁防止法　●環境影響評価法
●エネルギー使用の合理化に関する法律
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第１部　総　　説

～震災復興と持続可能な社会の実現に向けた宮城の取組～

１　みやぎの節電　～一日も早い復興のために～

平成２３年３月１１日１４時４６分、三陸沖（牡鹿半島の東約１３０km）を震源とするマグニチュード９．０、最大震度
７の地震が発生しました。
この地震により、県では強い揺れを観測し、さらに津波による多大な被害を受けました。
この震災を契機として、エネルギーの重要性と、その利用のあり方をはじめとした一人一人のライフスタ
イルのあり方が問い直される中、県では、復旧・復興に向かっていく上で、環境と経済を両立させた「グリー
ンな復興」を目指して施策を展開していきます。

東日本大震災により、太平洋岸にある多数の発
電所が甚大な被害を受け、稼動停止や東京電力福
島第一原子力発電所の事故により、全国各地で電
力供給不足となりました。東北電力管内では、電
力供給量の逼迫が続き、平成２３年７月１日から９
月２日まで、「電気事業法」（昭和３９年法律第１７０
号）第２７条に基づく電気の使用制限令が発動され
ました。
県は、電力需給のバランスを保ち、一日も早い

復興につなげるため、県内の事業者や家庭におけ
る節電の必要性を呼びかけるとともに、自らも事
業者の立場から節電を率先実行しました。

１　県民を挙げた節電運動
東北電力及び東京電力の管内で電力使用制限令

が発動された平成２３年７月１日に、県民を挙げた
節電運動を推進するため、「みやぎ節電推進会議」
を開催しました。この会議には県内の市町村や企
業など約９０団体が参加し、「みやぎの節電クール
ライフ宣言」が採択され、家庭や職場において節
電に努めていく
ことが宣言され
ました。
また、同年８

月には、電力需
給が逼迫してい
ることを踏まえ、「緊急節電アピール」を行うとと
もに、「節電街頭キャン
ペーン」を行い、節電への
より一層の協力を呼びかけ
ました。
さらに、家庭における節

電を広めるため、県内の小
学生を対象に「みやぎ節電
コンテスト」を実施し、節
電に取り組み、前年の電気

使用量と比べて１５％以上の削減を達成した方を
ホームページ上で紹介しました。

２　県自らの節電
ア　夏の節電（７月～９月）
県有施設一丸となり、平成２２年度の使用最大電

力の１５％抑制を目標に掲げ、執務室１/２消灯や
コピー機の使用台数制限（１/２）、空調の効率的
運転、執務室電気ポット休止及びエレベータの間
引き運転を重点的に取り組みました。
また、各職場に対する節電パトロールを月２回

実施し、３か月間、徹底して節電に取り組みまし
た。
その結果、県庁舎では昨年の使用最大電力に対

して１９．４％抑制される等、県有施設全体で電力の
使用状況の把握が可能な２１９施設（特別高圧電力及
び高圧電力で契約している施設）のうち、１１７施設
で目標を達成しました。

イ　冬の節電（１２月～３月）
夏ほど電力需給の状況が厳しくならない見通し

であり、国の電力需給対策において、東北電力の
数値目標が示されなかったものの、一事業者の立
場から今夏に引き続き節電に取り組み、平成２２年
同月の使用最大電力と比較して５％削減すること
を目標に掲げ、可能な範囲での照明の間引き、パ
ソコンの省エネモード設定などの取り組みを行い
ました。この結果、県庁舎では全ての月で５％以
上抑制し、目標を達成しました。

▲みやぎ節電コンテストチラシ

『みやぎの節電　クールライフ宣言』
～合い言葉は節電～

私たち宮城県民は、家庭や職場においてクールライフに
取り組み、節電に努めることを決意し、ここに宣言します。

一、一人ひとりの節電で、一日も早い宮城の復興に繋げよう。
一、『小さな節電、大きな力』で、節電を実践しよう。
一、エアコンと照明を、最小限に抑えよう。

平成23年７月１日　みやぎ節電会議

▲節電パトロール中の風景
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第１章　宮城県の環境施策の展開

宮城の豊かな環境を適切に保全・創造し、次の
世代へ引き継いでいくため、様々な環境施策を一
体的・複合的に展開し、喫緊の環境問題に対して
新たに実施又は拡充を図る施策に充当する財源と
して、平成２３年４月から「みやぎ環境税」を導入
しました。
平成２３年度は、今後５年間の「みやぎ環境税」

を活用する事業内容を取りまとめた「みやぎグ

リーン戦略プラン」＊１に基づく施策の中から、震
災復興に配慮した「節電・省エネ対策の推進」と「生
活基盤の再建と災害に強い県土保全」の視点を加
えて、下記「平成２３年度におけるみやぎ環境税を
活用した取組の概要」に示す１１事業を実施しまし
た。宮城の「目指す姿」＊２の実現に向けて取組を
推進していきます。

２　平成２３年度から本格始動！「みやぎ環境税」を活用した取組

▲図１－１－２　平成２３年度におけるみやぎ環境税を活用した取組の概要

＜施策展開の考え方＞ ＜県の取組＞

＜市町村の取組＞

平成23年4月～
『みやぎグリーン戦略プラン＊1』４つの観点

【観点１】

待ったなしの二酸化炭素
削減の取組

【観点2】

豊かな自然環境を次世代に
引き継ぐ責任

【観点3】

地球環境保全への貢献を
通した地域経済の活性化

【観点4】

人と自然の交流、心身の
健康と安らぎ、癒しの提供

県では、４つの観点を踏まえ、シーン（場面）ごとに取組を行っています。

市町村では、次の６つの取組の中から
地域の実情に応じた取組を行っています。

シーンⅠ シーンⅡ シーンⅢ シーンⅣ

地球にやさしい
ライフスタイルの

創造

環境と調和した
産業の振興

環境立県を
支える人材の育成

森林機能や
生物多様性
など基盤の整備

①公共施設、学校等における二酸化炭素削減対策
②照明（街灯、商店街）のLED化
③自然環境保全活動（イベント、環境教育等）
④野生鳥獣対策　　　⑤環境緑化推進　　　⑥省エネ機器導入支援

県

市町村

＊1：「みやぎグリーン戦略プラン」は環境政策課のホームページで
　ご覧いただくことができます。

※各事業実績の詳細は、第３部第１章に記載しています。
　なお、シーンⅢは、震災復旧・復興業務優先のため休止しました。

目指す姿①低炭素社会構築に向けた新しいライフスタイルを
県民挙げて創造していく宮城県

②森林や生物多様性など自然環境を
積極的に守り育てる宮城県

平成23年度の主な実績
シーンⅠ シーンⅡ シーンⅣ 市町村支援事業

住宅用太陽光発電
普及促進事業

県産材利用エコ
住宅普及促進
事業

省エネルギー・
コスト削減実践
支援事業

森林吸収オフセット推進事業

新エネルギー
設備導入支援事業

温暖化防止
間伐材推進事業

野生鳥獣適正保護
管理事業

新しい植林対策
事業

環境林型県有林
造成事業

公共インフラ
省エネ推進事業

みやぎ環境
交付金事業

家庭における二酸化
炭素排出量の削減を
図るため、住宅用太陽
光発電システムを新
たに設置した方に、シ
ステム１ｋWあたり
2.5万円（上限10万
円）を助成しました。

優良みやぎ材などの
県産材を一定以上使
用した戸建て木造住
宅の建て主に対して
助成（上限50万円/一
棟）しました。

省エネルギー設備を
導入する民間事業者
に対し、導入経費の一
部（補助率1/3、被災
事業者は1/2）を助成
しました。

太陽光発電をはじめ、
風力、太陽熱、バイオ
マスなどの新エネル
ギー設備を導入する
民間事業者に対し、導
入経費の一部（補助
率1/3、被災事業者は
1/2）を助成しました。

森林所有者などに対
し、二酸化炭素吸収能
力の高い成長期（11
年～25年）の初回間
伐や作業道の整備に
要する経費の一部を
助成しました。

地域の生態系保全を
図るため、ニホンジカ
の個体数を抑制する
など、人と野生鳥獣の
すみ分けを図りまし
た。

震災による津波被害
や山火事により被害
を受けた箇所などへ
供給するスギ苗木を
生産するための施設
を設置しました。

森林整備による二酸化炭素吸収量を可視化し、
取引を行う「カーボンオフセット」を定着、拡大を
図るため、クレジットの取得と取引・流通の基盤
づくりを進めました。

森林の多面的機能の
維持向上を図るため、
伐採跡地へスギや広
葉樹の植栽を行いま
した。

国県道における道路
照明灯について、水銀
灯から省エネルギー
型照明灯へ改修しま
した。

地域の環境課題に対
応するため、市町村が
実施する事業に対し、
補助金を交付しまし
た。

※具体的な取組内容
はお住まいの市町村
環境関係課にお問い
合わせください。

県産木材を多用した住宅建築による
炭素固定量の増加

太陽光発電設備の導入例

間伐が行われ適正に経営されている森林

＊2
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第１部　総　　説

第２章　環境基本計画の進捗状況

第１節　環境基本計画施策体系

将 来 像

基 本 的 戦 略

将来像実現の
た め の 政 策

［　　　　　　］

［　　　　　　］

人と自然が共生する豊かで美しい県土

“グリーン”な地域社会構築に向けての行動促進プログラム
①地域環境力の向上　　②“グリーン”な経済システムへの加速

地球環境
保全への貢献

①地域からの
地球温暖化
対策の推進

②資源循環型
社会の形成

③豊かな自然
環境の保全

④環境負荷の
少ない交通の推進

⑤健全な
水循環の確保

資源循環型
社会の形成

安全で良好な
生活環境の確保

自然環境の保全とやすらぎや潤いの
ある身近な環境の保全及び創造

持続可能な社会の実現に向けて
すべての主体が行動する地域社会

地球環境保全への貢献

資源循環型社会の形成

安全で良好な生活環境の確保

自然環境の保全とやすらぎや潤い
のある身近な環境の保全及び創造

地域からの地球温暖化対策の推進

オゾン層保護対策の推進

国際的な環境協力等の推進

地域からの資源循環型社会の形成促進

一般廃棄物の３Ｒの推進

産業廃棄物の３Ｒの推進

廃棄物の適正な処理の推進

健全な生態系の保全及び生態系ネットワークの形成

生物多様性の保全及び自然環境の再生

豊かな自然環境を次世代に引き継ぐ基盤づくり

やすらぎや潤いのある生活空間の創造

大気環境の保全

水環境の保全

土壌環境及び地盤環境の保全

地域における生活環境の保全

化学物質による環境リスクの低減

１　環境基本計画が目指す将来像と将来像実現のための戦略

２　将来像実現のための政策と施策項目

県内の各主体が連携し、及び協働して、宮城の
環境をより良くしていくためには、本計画の目標
とする将来像がすべての主体の共通の認識となる
ことが必要です。本計画の目指す将来像は、第一
に、「現在の環境に関する課題が解決されている
とともに、本県の優れた自然環境等が確実に維持
され、及び保全されている人と自然が共生する豊
かで美しい県土」とし、第二に、「このような県土
の実現から地球全体で取り組むべき地球環境問題

並びに資源及びエネルギー問題の対策までも含め
た『持続可能な社会』の実現に向けて、すべての
主体が行動する地域社会」を掲げています。
この将来像の実現のためには、一人一人の行動

が重要です。そのため、県は、環境が社会や経済
とともに向上するような社会経済システムに変え
ていくため、「地域環境力の向上」と「“グリーン”
な経済システムへの加速」を進めていきます。

環境基本計画の目標と
する将来像を実現するた
め、４つの環境分野の政
策ごとに施策項目を掲
げ、これに沿って体系的
な施策を展開していま
す。

▲図１－２－１－１　環境基本計画が目指す将来像と将来像実現のための戦略

▲図１－２－１－２　環境基本計画の将来像実現のための政策と施策項目
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第２章　環境基本計画の進捗状況

第２節　環境基本計画の進捗状況の点検評価

１　環境基本計画の基本的事項
①　計画の役割等
環境基本計画は、環境基本条例により、良好な

環境の保全及び創造に関する総合的かつ長期的な
目標並びに県の施策の大綱を定めるものであり、
目指す将来像を明らかにし、地域社会を構築する
すべての主体間で将来像に対する認識の共有化を
図るものとしての役割を有しています。
また、「自然エネルギー等の導入促進及び省エ

ネルギーの促進に関する基本的な計画」や「循環
型社会形成推進計画」といった環境分野の個別計
画に基本的方向性を与えるものとして策定してお
り、地球温暖化対策や資源循環型社会形成などの

個々の分野の具体的な目標や施策は、これらの個
別計画において定めることになり、各個別計画
は、基本計画の実施計画となるものです。
②　計画期間
平成１８年度から平成２７年度まで

③　施策の基本的戦略
将来像実現のため、「グリーンな地域社会構築

に向けての行動促進プログラム」及び「各分野に
関する重点プログラム」を基本的戦略として掲げ、
プログラムの分野ごとに個別計画を策定し、具体
的目標や施策を定め、主要な課題に適切に対処す
るための施策を総合的・計画的に推進するもので
す。

２　平成２３年度における点検評価結果
本計画に掲げる各個別計画は、計画の目標を達
成するため、各種指標による目標値を設定し、毎
年度、施策の進捗状況の点検評価を行うこととし
ており、「当該年度に達成すべき目標値等」に対す
る「指標の現況値」の状況を示す「達成度」及び
「前年度実績値」からの改善度により評価を行いま
した。
その結果、測定可能な直近年度において、管理

指標１９項目のうち、１０項目で「当該年度に達成す
べき目標値等」を達成しています。
なお、本計画は、環境マネジメントシステム（右

図参照）の考え方に基づき、進行管理を実施して
います。

宮城県環境基本計画
Ⅰ　グリーンな地域社会構築に向けての行動促進プログラム

基
本
的
戦
略

１　宮城“グリーン”行動促進計画■　地域環境力の向上
■　グリーンな経済システムへの加速

Ⅱ　各分野に関する重点プログラム
２　環境基本計画重点プログラム「地域からの地球温暖化対策の推進」※●　地域からの地球温暖化対策の推進
３　自然エネルギー等の導入促進及び省エネルギーの促進に関する基
本的な計画

４　宮城県循環型社会形成推進計画●　資源循環型社会の形成
５　宮城県自然環境保全基本方針及び関連計画●　豊かな自然環境の保全
６　宮城県自動車交通環境負荷低減計画●　環境負荷の少ない交通の推進
７　宮城県水循環保全基本計画及び流域別計画●　健全な水循環の確保

１　総合的評価

▼表１－２－２－１　将来像実現のための基本的戦略とプログラム分野ごとの個別計画

▲図１－２－２－１　環境マネジメントシステムに基づく計画の
推進イメージ

計画：Plan

見直し：Act

●基本目標の達成に
　向けた施策の検討

●施策の改善・見直し
●県民・事業者・民間団体など
　からの意見・提言の反映検討

実施：Do
●施策・事業の実施

点検・評価：Check
●施策の実施状況等の把握
　施策の実施状況や数値目標の達成状況を点検・評価
●環境白書での公表
　毎年度、運用の成果を環境白書にて公表

※　環境基本計画の個別計画である「“脱・二酸化炭素”連邦みやぎ推進計画」が平成２２年度で計画の目標年を迎え、新たな地域温暖化対策実行計
画を平成２２年度中に策定する予定でしたが、東日本大震災により、原子力発電等の国のエネルギー施策の大幅な見直しが必要であること等を考慮
し、当面の間、計画策定が延期されました。よって、新計画が策定されるまで、環境基本計画の重点プログラム「地域からの地球温暖化対策の推
進」により進行管理しています。
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第１部　総　　説

▼表１－２－２－２　各個別計画の管理指標の目標値達成状況

※１　目標達成状況におけるマークの意味は以下のとおりです。
 ：年度目標を達成した項目
 ：年度目標は未達成であるが、前年度数値から改善している項目
 ：年度目標は未達成であり、かつ前年度数値を改善できなかった項目
なお、年度ごとの達成目標値を設定していない場合においてもその進捗を確認するため、各計画策定時の現況値と目標年度の目標値との変化

量を、期間内で均等に配分した場合の目安として年度ごとの目標値を算出し、確認しています。
※２　平成２２年度における目標達成状況を示しています。（平成２２年度が「測定可能な直近年度」となっています。）
※３　具体的な内容は、第２節２から７における「平成２３年度に講じた施策」の中で示しています。
※４　環境基本計画の個別計画である「“脱・二酸化炭素”連邦みやぎ推進計画」により進行管理しており、新たな地域温暖化対策実行計画を平成
２２年度中に策定する予定でしたが、東日本大震災により、原子力発電等の国のエネルギー施策の大幅な見直しが必要であること等を考慮し、当
面の間、計画の策定が延期されました。新計画が策定されるまで、環境基本計画の重点プログラム「地域からの地球温暖化対策の推進」により
進行管理しています。なお、管理指標は設定していません。

平成２３年度において講じた主な施策※３目標達成
状況※１管理指標個別計画基本的戦略

みやぎｅ行動（eco do!）宣言の普及拡大のため、
以下の取組を実施。
・みやぎｅ行動（eco do!）出前講座
⇒県内小学校延べ２０校で実施
・住宅用太陽光発電システムの導入に対する補助制度
とのタイアップによる普及拡大活動の実施

み や ぎ ｅ 行 動
（eco do!）宣言登
録者数（人）環境配慮行

動宣言登録
件数宮城“グリーン”行動促

進計画

グリーンな
地域社会構
築に向けて
の行動促進
プログラム

Ⅰ み や ぎ ｅ 行 動
（eco do!）宣言登
録事業者数（件）

環境マネジメントシステム構築
事業者数（件）

Ⅱ　各分野に関する重点プログラム

・「みやぎ環境税」の活用による太陽光発電設備やその
他省エネルギー設備の導入費用の一部を支援－－

環境基本計画重点プログ
ラム「地域からの地球温
暖化対策の推進」※４

地域からの
地球温暖化
対策の推進 県内における自然エネルギー等

の導入量（原油換算　千kL）

自然エネルギー等の導入
促進及び省エネルギーの
促進に関する基本的な計
画

・「資源循環コーディネーター」による企業訪問活動を
実施

・「宮城県グリーン製品」を認定し、利用拡大を促進
・産業廃棄物税を活用した３Ｒ推進のための設備整備
や研究開発に対する支援

・不法投棄・不適正処理の根絶のための広報啓発活動

県民１人１日当たりのごみ排出
量（ｇ／人・日）

宮城県循環型社会形成推
進計画

資源循環型
社会の形成

一般廃棄物リサイクル率（％）

一般廃棄物最終処分率（％）

産業廃棄物排出量（千ｔ／年）

産業廃棄物リサイクル率（％）

産業廃棄物最終処分率（％）

・里山林の紹介と斡旋による県民や企業と協働した森
づくりの普及活動

・特定鳥獣保護管理計画の策定
・山岳指導員による自然保護思想等の普及啓発の実施

豊かな自然環境の保護・保全を
目的とした指定地域の県土面積
に占める割合（％）

宮城県自然環境保全基本
方針及び関連計画

豊かな自然
環境の保全

・整備不良車や過積載車等の指導取締をはじめ自動車
の運行に伴う単体からの騒音及び排ガスの低減のた
めの取組を実施

・第３セクター鉄道事業に対する補助等をはじめ自動
車交通量の低減に資する取組を支援

・ラジオスポットＣＭ等でエコドライブに関する普及
啓発を実施

二酸化窒素の沿道における環境
基準達成率（％）

宮城県自動車交通環境負
荷低減計画

環境負荷の
少ない交通
の推進

浮遊粒子状物質の沿道における
環境基準達成率（％）

自動車交通騒音の道路に面する
地域の環境基準達成率（％）

自動車からの二酸化炭素排出量
の平成１７年度からの削減率（％）

・北上川流域及び名取川流域における水道水源特定保
全地域の指定を実施清らかな流れ（点）

宮城県水循環保全基本計
画及び流域水循環計画

健全な水循
環の確保

豊かな流れ（点）

安全な流れ（点）

豊かな生態系（点）

　※２

　※２

　※２

　※２

　※２

　※２

　※２

　※２

　※２
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第２章　環境基本計画の進捗状況

３　平成２３年度における点検評価を踏まえ
た課題と今後の施策展開の方向性
今日の環境問題は、解決すべき課題に対応した
多様な施策手段を適切に活用するとともに、最適
な組合せで施策を展開することが必要です。
また、県民及び事業者等のすべての主体の中に

環境への配慮が織り込まれ、継続的に環境保全へ
の取組の改善を図っていく仕組みの構築に向けた
施策が重要となります。
そこで、県自らも県有施設のスマート化や、県

内事業者から創出される環境価値に対する国内ク
レジットやカーボン・オフセット事業等を率先垂
範することにより、事業者等を牽引していかなけ
ればなりません。
平成２３年度から、地球温暖化をはじめとした喫

緊の環境問題への対応と、本県の豊かな環境を守
ることを目的に、「みやぎ環境税」を活用した施策
展開が始まりました。東日本大震災に対する復
旧・復興に配慮し、今後は「自然エネルギー普及
の加速化・省エネルギー対策の推進」と「生活基
盤の再建と災害に強い県土づくり」という視点を

盛り込み、宮城の将来像の実現に向けた事業を実
施していきます。
また、東日本大震災を踏まえた新たな「地球温

暖化対策実行計画」を策定するとともに、同計画
の実施計画として位置付けられる「自然エネル
ギー等の導入促進及び省エネルギーの促進に関す
る基本的な計画」においても新たな目標値を設定
し、県内における温室効果ガス排出削減に向けた
取組と自然エネルギー等の導入及び省エネルギー
の促進を進めていきます。　
自然エネルギー等の中でも、住宅用太陽光発電

システムは、県民に最も身近で普及が進みつつあ
るエネルギーであり、環境への配慮のみならず、
節電や防災の観点からも効果が見込めることか
ら、県内住宅への太陽光発電システムの導入を加
速させます。
さらに、震災からの復興に向かう中で、県民及

び事業者における環境配慮行動の促進及び定着
は、基本計画で掲げる将来像である「持続可能な
社会の実現」の観点から必須であることから、イ
ンセンティブを付与する施策を展開します。

１　計画の概要
①　位置付け・役割
地球温暖化対策をはじめとした環境分野全体を

「行動促進」という観点で捉えた計画であり、環境
基本計画に基づく「グリーンな地域社会構築に向
けての行動促進プログラム」を推進するための実
施計画として位置付けられています。
②　施策展開の考え方
持続可能な地域社会の構築のために必要な行動

について、一人一人の個別の行動促進対策を講じ
るだけでなく、快適さを損なわずに環境配慮行動
ができるよう、行動の基盤となる社会・経済の変
革（地域環境力※１の向上及びグリーンな経済シス
テム※２への加速）を目指すものです。

　

③　計画期間
平成２３年度から平成２７年度まで

２　平成２３年度における点検評価結果
①　計画の基本目標
「豊かな社会構築に進む中で、一人一人の行動
により県内の環境負荷を減らす」こととして、数
値目標を設定しています。
②　数値目標に係る指標値の状況
基本目標に係る指標値において、平成23年度の

状況は次のとおりでした。
 

～宮城“グリーン”行動促進計画～

２　“グリーン”な地域社会構築に向けての行動促進プログラム

※１　地域環境力：
地域における各主体のより良い環境、より良い地
域を創っていこうとする意識・能力の高まり

※２　グリーンな経済システム：
環境配慮製品や環境配慮経営を行っている事業者
が市場において適切に評価されること

▼表１－２－２－３　宮城“グリーン”行動促進計画の指標値の
達成状況

実績値目標値
（平成２７年度末）管理指標

１４，４７３人４０，０００人みやぎｅ行動（eco do!）
宣言登録者数※１

環境配慮行動
宣言登録件数

３３６事業所７００事業所みやぎｅ行動（eco do!）
宣言登録事業者数※２

６３４事業所８００事業所環境マネジメントシステム構築事業者
数

※１　県民向けの「わたしのｅ行動（eco do!）宣言」があります。
※２　事業者向けの「わが社のｅ行動（eco do!）宣言」があります。
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第１部　総　　説

環境配慮行動宣言登録件数は、目標値に達して
いないものの、みやぎe行動（eco do!）宣言登録
者数については昨年度実績と比べて１２．４％増加し
ました。
また、環境マネジメントシステム構築事業者数

は、年度目標をわずかに上回り、目標達成に向け
順調に推移しています。
③　平成２３年度に講じた施策
ア　地域環境力の向上を目指した取組
平成２３年度から小学生を対象に始めた「みやぎ

ｅ行動（eco do!）出前講座」における普及啓発や、
住宅用太陽光発電システムの導入に対する補助制
度とのタイアップにより、みやぎe行動（eco do!）
宣言登録の促進に努め、環境配慮行動の家庭や地
域への拡大を図りました。

イ　グリーンな経済システムへの加速を目指した
取組
企業や団体等と情報交換を行い、「わが社のe行

動（eco do!）宣言手引書」を配布するなど、事業
者への環境配慮経営の普及促進を図りました。
なお、平成２３年度は、震災復興業務を優先した

ため、セミナー等を通した広報は実施しませんで
した。
（※ア、イの詳細は第３部第１章及び第５章に記載してい
ます。）
④　現状及び課題
本計画の基本目標を達成させるためには、日常

生活及び事業活動の変革が重要であることを踏ま
え、平成２３年度から新たな指標で進捗状況を管理
しています。
本計画の指標のうち、環境マネジメントシステ

ム構築事業者数は、目標値に向かって順調に推移
しており、事業活動における環境負荷の低減に積
極的に取り組む事業者の広がりが期待できます。
一方、環境配慮行動宣言（みやぎｅ行動（eco 

do!）宣言）登録件数は、各種事業に関連させて普
及に努めていますが、震災復興業務が優先された
ことで休止事業も多く、普及啓発活動を実施する
機会が例年以上に減ったことから、目標値に届き
ませんでした。
⑤　今後の施策の方向性
日常生活及び事業活動を環境に配慮したものに

していくためには、環境と地域活動と経済がそれ
ぞれ相互に関連し合い、向上していくような地域
社会に変えていくことが重要です。
近年、環境意識の高まりから、道路や河川等で

の環境保全活動への取組や、企業の社会的責任の
一環として植林活動に参加する事業者が増加して
おり、社会との関連性が芽生えつつあります。こ
の関連性をさらに高めるためには、県民、事業者、
行政といった各主体一人一人が地域及び地球環境
問題について自ら気付き、考え、行動することが
重要です。
環境と経済の観点では、商品の購入やサービス

の提供を受ける際に、環境配慮製品や環境配慮経
営を実践している事業者を選択することで、環境
性能に優れた技術及び製品の開発を促進し、環境
と経済が両立した持続可能な社会の構築に向かう
ことができます。
本計画で掲げる目標達成に向け、各主体一人一

人が参画できる機会や場となる各種施策を実施す
るとともに、主体一人一人の意識的な参画を促す
「環境配慮行動宣言（みやぎｅ行動（eco do!）宣
言）登録」と「環境マネジメントシステム」を普
及していきます。

▲図１－２－２－２　環境配慮行動宣言（みやぎｅ行動（eco 
do!）宣言）登録者数の推移

▲図１－２－２－３　環境配慮行動宣言（みやぎｅ行動（eco 
do!）宣言）登録者事業者数の推移

▲図１－２－２－４　環境マネジメントシステム構築事業者数の
推移

煙みやぎｅ行動（eco do!）出前講座
対象：県内小学校４～６年生１，００３人（１，００３件の宣言

登録）
煙住宅用太陽光発電システム補助者へのｅ行動
（eco do!）喚起
１，０３５件の宣言登録
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第２章　環境基本計画の進捗状況

１　計画の概要
①　位置付け・役割
環境基本計画の個別計画である「“脱・二酸化炭

素”連邦みやぎ推進計画」は、地域レベルから地
球温暖化対策を積極的に推進するため、県として
の温室効果ガス削減目標、県民・事業者・行政の
各主体に求められる役割・責務等を明らかにする
とともに、“脱・二酸化炭素”　連邦みやぎ形成に
向けた県の推進方策等を示すものでした。
同計画は平成２２年度を目標年度としており、新

たな計画見直し作業を進めていましたが、東日本
大震災の影響により新たな計画の策定が困難と
なったことから、上位計画である環境基本計画の
重点プログラム「地域からの地球温暖化対策の推
進」に基づき、総合的な推進を図っています。
②　施策展開の考え方
以下の４つを重点的に推進し、多様な政策手法

を組み合わせて用いることで、より実効性の高い
温室効果ガスの排出削減を総合的かつ計画的に推
進します。
煙“脱・二酸化炭素”連邦みやぎ形成事業
煙自然エネルギー等の導入促進
煙省エネルギーの促進
煙二酸化炭素吸収源対策

③　計画期間
平成１８年４月から平成２８年３月まで（環境基本

計画による計画期間）

２　平成２３年度における点検評価結果
①　計画の基本目標
京都議定書の目標達成に向けた枠組みの中、こ

れまでのエネルギー多消費型の生活様式及び社会
システムを見直し、地域からの取り組みを積極的
に推進し、地球温暖化防止に県民運動として取り
組む社会の実現を図ります。（環境基本計画にお
ける「地域からの地球温暖化対策の推進」に係る
プログラム目標。）
②　数値目標に係る指標値の状況
環境基本計画の重点プログラム「地域からの地

球温暖化対策の推進」においては、管理指標を設
定していません。

③　平成２３年度に講じた施策
煙地球温暖化対策推進法第２３条の規定に基づ
き、知事が委嘱した地球温暖化防止活動推進
員への活動支援等（推進員を対象とした研修
会を１回開催し、地球温暖化防止に係る各種
情報を提供するもの。）を行いました。
煙住宅用太陽光発電システムを設置した県民
に、その経費の一部を補助することで、県内
における導入を促進しました。

煙公共施設等の省エネ改修事業を行った他、市
町村に対する補助を実施し、地球温暖化対策
の推進に努めました。
煙「みやぎ環境税」を財源として、市町村が実
施する地域の良好な環境の保全・創造に資す
る事業に要する経費に対し、交付金を交付
し、市町村の取組を支援しました。
煙東日本大震災の影響による夏の電力需給の厳
しい状況を受け、県民を挙げた節電運動を推
進するため、県内の経済団体・消費者団体・
環境団体等から構成される「みやぎ節電推進
会議」を開催し、全県挙げての節電対策を推
進しました。

④　平成２３年度点検評価を踏まえた課題
東日本大震災の影響により計画策定が困難と

なったことに加え、震災により国のエネルギー施
策が大幅に見直される情勢であること、人口、世
帯数及び自動車保有台数等本県の基礎データに変
更が生じており、震災後のデータを踏まえた計画
策定が必要です。
⑤　今後の施策展開の方向性
「“脱・二酸化炭素”連邦みやぎ推進計画」は、
京都議定書及び京都議定書目標達成計画に対応し
た計画でしたが、震災や原発事故を踏まえた国の
エネルギー政策の動向や再生可能エネルギー導入
に対する機運の高まりを考慮しつつ、計画策定作
業を進めていきます。
当面、温室効果ガス排出量削減に向け、県民・

事業者・市町村等の各主体との連携協力により各
種対策に取り組むほか、温室効果ガス排出量削減
による事業活動や県民生活への利点の明示、補助
制度等のインセンティブを検討していきます。

～環境基本計画重点プログラム「地域からの地球温暖化対策の推進」～

３　地域からの地球温暖化対策の推進
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第１部　総　　説

１　計画の概要
①　位置付け・役割
環境基本計画の地球環境保全及び「“脱・二酸化

炭素”連邦みやぎ推進計画」の重点的推進対策で
ある新エネルギー導入促進と省エネルギー促進の
実施計画として位置付けられています。
また、自然エネルギー等の導入促進及び省エネ

ルギーの促進の必要性と可能性を示すことで、県
民、事業者等の自主的な行動を促進するととも
に、総合的かつ長期的な目標を掲げ、その実現に
向けた県の施策の大綱及び重点事項の着実な推進
を図ります。
②　施策展開の考え方
本県における将来のエネルギー消費量の推計や

京都議定書目標達成に向けた民生・産業・運輸各
部門での施策、事業者としての県自らの率先的な
取組等を体系的に整理し、次の施策を重点プロ
ジェクトと位置付けて展開します。
煙住宅の省エネルギー促進プロジェクト
煙“脱・二酸化炭素”連邦みやぎ形成事業
煙クリーンエネルギー自動車導入促進プロジェ
クト
煙再生可能エネルギー促進プロジェクト

③　計画期間
平成１８年度から平成２７年度まで

２　平成２３年度における点検評価
①　計画の基本目標
化石燃料に由来するエネルギー消費量の削減に

当たっては、各目標年において、削減必要量の
１０％以上を自然エネルギー等の導入により達成
し、併せて省エネルギーの促進により削減目標量
の達成を目指しています。具体的には、原油換算
での自然エネルギー等の導入量として、平成２７年
度に８３４．３千kLを目標としています。
②　数値目標に係る指標値の状況
平成２３年度の自然エネルギー等の導入量をみる

と、原油換算で５７７．１千kLとなっています。中で
も、製紙・製材工場等におけるバイオマスボイ
ラーをはじめ、主にバイオマスエネルギーの導入
が進んでいましたが、東日本大震災によりバイオ
マスボイラーが被災し、一部が使用中止となった
ことから、目標を下回る結果となりました。

③　平成２３年度に講じた施策
ア　自然エネルギー等・省エネルギー設備の導入
支援
住宅用及び事業所用の太陽光発電設備やLED

照明等の設備導入に対し補助を行いました。
イ　普及啓発事業の実施
宮城県自然エネルギー等・省エネルギー促進条

例に基づき、宮城県自然エネルギー等・省エネル
ギー大賞の公募・審査を行っていますが、東日本
大震災により延期されていた平成２２年度大賞受賞
者の表彰を実施しました。
（※上記ア～イの詳細は、第３部第１章に記載しています。）
④　平成２３年度点検評価を踏まえた課題
自然エネルギー等の導入量について、平成２３年

度実績では５７７．１kLであり、平成２７年度目標に対
する達成率は約６９％でした。その要因としては、
技術開発のスピードやコスト低減幅などが計画策
定時の想定に至らなかったことのほか、東日本大
震災によるバイオマス利用施設の一部が被災した
ことなどが挙げられます。
⑤　今後の施策展開の方向性
この計画の上位計画であり、温暖化対策の実行

計画である「“脱・二酸化炭素”　連邦みやぎ推進
計画」が、平成２２年度を目標年とし、同年度中に
新たな計画を策定する予定でしたが、東日本大震
災の影響により策定が困難となったことから、本
計画においても、宮城県自然エネルギー等・省エ
ネルギー促進審議会の意見を踏まえながら、計画
の改訂作業を進めます。
また、宮城県再生可能エネルギー導入推進本部

を設置して「みやぎ再生可能エネルギー導入推進
指針」を策定し、全庁を挙げて再生可能エネル
ギーの導入推進に努めるほか、平成２３年度から導
入した「みやぎ環境税」を活用しながら、可能な
限り、自然エネルギー等の導入促進及び省エネル
ギーの促進を進めていきます。

～自然エネルギー等の導入促進及び省エネルギーの促進に関する基本的な計画～

▲図１－２－２－５　自然エネルギー等導入の目標及び実績
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第２章　環境基本計画の進捗状況

１　計画の概要
①　位置付け・役割
「循環型社会形成推進基本法」（平成１２年法律第
１１０号）に基づく地域における循環型社会形成推進
基本計画及び「廃棄物の処理及び清掃に関する法
律」（昭和４５年法律第１３７号。「廃棄物処理法」とい
う。）に基づく都道府県廃棄物処理計画として策定
した計画であり、各市町村の一般廃棄物処理計画
と調和を図りながら、その区域を越えた広域的事
項や技術的知見を含めた県全体の廃棄物対策の基
本計画としても位置付けられています。
②　施策展開の考え方
｢循環型社会の形成～意識から行動へ～｣を基本

理念として、社会を構成するすべての主体の意識
を具体的な行動へつなげるとともに、行動を妨げ
ている社会的な要因を克服するための基盤整備、
課題の大きい廃棄物等に係る個別対策が必要であ
ることから、以下の基本方針を掲げ、廃棄物の適
正処理の推進も含めた施策を展開していくことと
しています。

③　計画期間
平成１８年度から平成２７年度まで
（中間目標年度：平成２２年度）

２　平成２３年度における点検評価結果
①　計画の基本目標
循環型社会形成の状況を表す指標及び計画の最

終目標年度である平成２７年度の基本目標値を次の
とおり定めています。

②　数値目標に係る指標値の状況
基本目標に係る平成２２年度（中間目標年度）の

指標値は下記のとおりですが、一部の指標では実
績値が最終目標年度である平成２７年度の目標値に
既に達しています。

 

～宮城県循環型社会形成推進計画～

４　資源循環型社会の形成

（ｇ/人・日）

１
人
１
日
当
た
り
ご
み
排
出
量

（年度）

1,1111,1111,111

961961961
981981981

1,0171,0171,017

1,0661,0661,066

900

950

1,050

1,000

1,100

1,150

平成18 22212019

▲図１－２－２－６　１人１日当たりごみ排出量（注）の推移
【基本方針】

煙すべての主体の行動の促進
煙循環型社会を支える基盤の充実
煙循環資源(廃棄物等)の3Rの推進

９３０ｇ／人・日県民1人1日当たりのごみ排出量
３０％リサイクル率
１２％最終処分率

１１，４５０千ｔ／年排出量
３１％リサイクル率
１％最終処分率

・一般廃棄物

・産業廃棄物

実績値平成２２年度
（中間目標年度）の目標値

９６１ｇ／人・日１，０００ｇ／人・日県民１人１日当たり
のごみ排出量

２５．２％３０％リサイクル率
１２．３％１２％最終処分率

・一般廃棄物

（注）　ごみ総排出量＝収集ごみ量＋直接搬入量＋集団回収量
※　平成２０年度の排出量は、岩手・宮城内陸地震による災害廃棄物を
除いています。また、平成２２年度の排出量は、東日本大震災による
災害廃棄物を除いています。

▲図１－２－２－７　リサイクル率の推移

▲図１－２－２－８　最終処分率の推移
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第１部　総　　説

③　平成２３年度に講じた施策
煙県民・事業者の廃棄物の３Ｒに対する意識の
醸成を図るため、啓発活動を実施しました。
煙県内企業の３Ｒの取組を支援するため「資源
循環コーディネーター」による企業訪問活動
を行いました。
煙グリーン購入促進条例に基づき「宮城県グ
リーン製品」の認定を行い、その利用拡大を
促進しました。
煙産業廃棄物税を活用して、産業廃棄物の３Ｒ
を促進するための設備整備や研究開発に対し
て費用助成を行いました。
煙廃棄物の適正処理の推進を図るため、排出事
業者・処理業者に対する指導、廃棄物処理施
設の維持管理に関する指導、違反行為の早期
発見・早期対応を実施しました。

（※詳細は第３部第２章に記載しています。）

④　平成２３年度点検評価結果を踏まえた課題
計画の基本目標に対する現況値は、ほとんどが

前年度より向上しており、施策は順調に実施され
ていると思われますが、廃棄物に関する指標は経
済動向を反映し、変化しやすいことから、引き続
きその動きを注視していく必要があります。
⑤　今後の施策展開の方向性
計画の基本理念及び基本方針に基づき、「すべ

ての主体の行動の促進」、「循環型社会を支える基
盤の充実」、「循環資源（廃棄物等）の３Ｒの推進」
及び「廃棄物の適正処理の推進」に関し、より有
効な手段を組み合わせて施策を展開していきま
す。

・産業廃棄物

実績値平成２２年度
（中間目標年度）の目標値

１０，６６１千ｔ／年１１，９７１千ｔ／年排出量
３０．９％３１％リサイクル率
１．１％２％最終処分率

（千ｔ/年）

排　

出　

量

（年度）

11,19211,19211,192

10,66110,66110,661
10,85110,85110,851

11,26011,26011,26011,17211,17211,172

10,500

11,000

11,500

12,000

平成18 22212019

最
終
処
分
率

（％）

1.1

1.9 1.9

1.4

1.2

1.0

1.5

2.0

2.5

平成18 20 22（年度）2119

リ
サ
イ
ク
ル
率

（％）

30.9
31.3

29.9

29.4

30.1

29

30

31

32

平成18 20 22（年度）2119

▲図１－２－２－９　排出量の推移

▲図１－２－２－１０　リサイクル率の推移

▲図１－２－２－１１　最終処分率の推移

達成状況

達成状況

達成状況
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第２章　環境基本計画の進捗状況

～宮城県自然環境保全基本方針及び関係計画～

５　豊かな自然環境の保全

③　平成２３年度に講じた施策
ア　豊かな生態系の保全とネットワークの形成
（場の確保）を目指した取組
「豊かなみどり空間の保全・創出」として、県民
や企業と協働した森づくりを県内に広めるため、
活用できる里山林の紹介と斡旋を実施しました。
イ　生物多様性の保全と自然環境の再生（質の確
保）を目指した取組
煙鳥獣の保護繁殖を図り、また傷病野生鳥獣の
保護から野生復帰までの一貫した救護システ
ムの構築を図るため、鳥獣保護区等の整備に
よる「野生生物保護対策の推進」を実施しま
した。
煙伊豆沼・内沼自然再生推進事業では、自然再

生実施計画案を策定し、沈水植物の増殖・移
植、導水実験等及びモニタリングを実施しま
した。

ウ　豊かな自然環境を次世代に引き継ぐ基盤づく
り（主体の確保）を目指した取組
山岳指導員による自然保護思想等の普及啓発を

実施しました。
（※ア～ウの詳細は、第３部第３章に記載しています。）

④　平成２３年度点検評価を踏まえた課題
煙自然環境の保全再生の推進においては、複雑
多様な連鎖、因果関係で成立する自然を対象
とすることから、科学的知見とそれに基づく
シナリオの検討を行い、事業に着手した後も
モニタリングを継続して実施し、その結果を

１　基本方針の概要
①　基本方針の位置付け及び役割
宮城県自然環境保全基本方針は、「自然環境保

全条例」（昭和４７年条例第２５号）に基づき、本県の
自然環境の保全を図るための基本方針として定め
ているものであり、宮城県環境基本計画の自然環
境保全部門の基本方針として、本県の自然環境保
全に関する施策を長期的展望に立って総合的、計
画的に推進するための中長期的な運営指針として
の役割を果たしています。
②　施策展開の考え方
施策展開の基本的方向性を示すものとして、同

方針において、次の３つの基本目標を掲げ、それ
ぞれについて、各種計画・事業により実現を図っ
ていきます。
 

２　平成２３年度における点検評価結果
①　基本方針における基本目標
３つの基本目標のうち、「場の確保」に関する

「豊かな自然環境の保護・保全を目的とした指定地
域の県土面積に占める割合」について数値目標を
設定し、平成２７年度において現状維持の２６％とす
ることを目標としています。
②　数値目標に係る指標値の状況
平成２３年度は、昨年度と同様に２６．０６％となっ

ており、数値目標である２６％を達成しています。

平成２３年平成２２年平成２１年平成２０年平成１９年平成１８年平成１７年平成１６年

１７１，１９９１７１，１９９１７１，１９９１７１，１９９１７１，１９９１７１，１９９１７１，１９９１７１，１９９自然公園面積

８，５７２８，５７２８，５７２７，８１７７，８１７７，８１７７，８１５７，８１５県自然環境保全地域面積

１０，１０１１０，１０１１０，１０１１０，１０１１０，１０１１０，０９２１０，０９２１０，０９２緑地環境保全地域面積

１８９，８７２１８９，８７２１８９，８７２１８９，１１７１８９，１１７１８９，１０８１８９，１０６１８９，１０６合計（Ａ）

７２８，５７５７２８，５７５７２８，５７５７２８，５７３７２８，５７３７２８，５７３７２８，５６０７２８，５５３県土面積（Ｂ）

２６.０６２６.０６２６.０６２５.９６２５.９６２５.９６２５.９６２５.９６Ａ／Ｂ（％）

▼表１－２－２－４　県土面積に占める割合の変遷 面積単位：ha

【３つの基本目標】
煙健全な生態系の保全と生態系ネットワークの形成
（場の確保）
煙生物多様性の保全と自然環境の再生
（質の確保）
煙豊な自然環境を次世代に引き継ぐ基盤づくり
（主体の確保）

達成状況
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第１部　総　　説

科学的に評価し、それを事業内容にフィード
バックさせる順応的な方法により進める必要
があります。

煙野生生物の保護管理の推進において、イノシ
シ及びニホンジカの個体数調査については、
生息密度が低い区域であったことや、東日本
震災の影響で事業開始が遅れたことにより、
捕獲頭数の実績が上がりませんでした。
煙豊かなみどり空間の保全・創出においては、
県民や企業と協働した森づくりを県内に広め
るために、活動の場となる適地を掘り起こ
し、計画的に事業展開していく必要がありま
す。

⑤　今後の施策展開の方向性
ア　健全な生態系の保全と生態系ネットワークの
形成（場の確保）
○　自然保護対策の推進
自然公園、県自然環境保全地域及び緑地環境

保全地域の開発行為などについて、自然公園法
等に基づく適切な指導を行い、優れた自然環境
の保全と適正な利用を図ります。
また、平成２３年度に事業を中止した南三陸金

華山国定公園内の金華山島や栗駒国定公園内の
栗駒山の雪田植生地域等、特に優れた自然環境
を有する地域の自然環境保全対策を実施しま
す。
○　豊かなみどり空間の保全・創出
市町村の公共施設などへの植樹を通じて、身

近なみどり空間の保全・創出を図ります。
また、民間企業、ＮＰＯ及び県民との協働に

よる里山等の整備・再生活動を支援するととも
に、県民が豊かな自然とふれあうことができる
場の創造に向け、ＮＰＯによる利活用等を含
め、県有財産の保全・有効利用を図ります。
さらに、林地開発行為及び大規模開発行為に

ついて、法令等に基づき適切な指導・監督を行
い、みどり空間を保全します。

イ　生物多様性の保全と自然環境の再生（質の確
保）
○　野生生物保護対策の推進
第１１次鳥獣保護計画を策定し、既存の鳥獣保

護区や休猟区の見直し等を行い、新たな鳥獣保
護体制を構築します。
また、震災後の鳥獣の生息状況調査を実施す

るとともに、レッドデータブックを改訂し、希
少野生動植物保護及び生息環境の保全を目指し

ます。
○　自然環境保全・再生の推進
ラムサール条約登録湿地である伊豆沼・内沼

について、関係者で組織された自然再生協議会
で事業内容を検討し、自然再生事業を推進しま
す。
渡り鳥の中継地、繁殖地である蒲生干潟につ

いては、東日本大震災に伴う津波により被災
し、地形等が大きく改変したことにより、被災
前に策定した実施計画に基づく事業の実施は困
難と判断しました。平成２４年度以降はモニタリ
ング調査を実施し、自然環境等の変化を見守る
こととします。

ウ　豊かな自然環境を次世代に引き継ぐ基盤づく
り（主体の確保）
森林環境教育の指導者（宮城県森林インストラ

クター）の養成を進めるとともに、自然保護思想
の普及啓発を図るため、自然とふれあう機会の提
供や、森林とふれあう活動に対する支援などの事
業を実施します。
また、自然環境学習の拠点施設となる伊豆沼・

内沼サンクチュアリセンター及び蔵王野鳥の森自
然観察センター並びに森林レクリエーションや憩
いの場として、「県民の森」、「昭和万葉の森」及び
「こもれびの森」の運営管理を行います。
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第２章　環境基本計画の進捗状況

１　計画の概要
①　位置付け・役割
自動車交通に伴う環境負荷の低減方策の基本的

な考え方とその目標を示し、自動車交通公害問題
の解決を図るとともに、地球温暖化の防止に寄与
するものです。
また、関係行政機関が連携・協力して各種施策

を総合的かつ体系的に推進していくための指針と
しての役割を担うとともに、県民・事業者がそれ
ぞれの立場で自主的かつ積極的に取り組むための
行動指針としての役割を担うものです。
②　施策展開の考え方
自動車交通公害及び地球温暖化問題の特性を考

慮し、次の事項に配慮して施策を展開します。
ア　総合的な取組
関係行政機関が、相互に協力・連携のもと、地

域の実情に合わせて広範な分野の施策を総合的・
効果的に推進します。
イ　広域的、長期的な取組
自動車が環境負荷の移動発生源であるという特

性から、国等の施策を考慮しつつ、広域的な視点
での対応も視野に入れて対策を推進するととも
に、施策の方向性に沿って長期的な取組を着実に
推進します。
ウ　優先的取組
自動車交通公害の著しい地域での対策を優先的

に実施します。
③　計画期間
平成１８年度から平成２７年度まで

２　平成２３年度における点検評価結果
①　計画の基本目標
以下の３つの目標を掲げ、それぞれの目標のも

とに具体の数値目標を定めています。

②　数値目標に係る指標値の状況
ア　二酸化窒素の沿道における環境基準下限値達
成率
平成２３年度は、自動車排出ガス測定局９局にお

いて二酸化窒素環境基準下限値の達成率８４％を目
指していましたが、評価対象となった７局中６局
が達成し、達成率は８５．７％でした。

　
イ　浮遊粒子状物質の沿道における環境基準達成率
平成２３年度は、自動車排出ガス測定局９局にお

いて浮遊粒子状物質環境基準（短期的評価）の達
成率６４．４％を目指していましたが、実績では６局
で未達成となり、達成率は３３．３％でした。
環境基準（短期的評価）が達成できなかった理

由として、全県的に観測された黄砂の影響による
ものと考えられます。（※平成２１年度の達成率の
減少も、同様に黄砂の影響と考えられます。）

ウ　自動車交通騒音の道路に面する地域の環境基
準達成率
平成２３年度は、自動車交通騒音評価対象区間に

おいて、対象世帯の９４．６％が昼間、夜間ともに環
境基準を達成することを目指しており、対象世帯
７２，７７８世帯のうち、６６，０３０世帯が目標値に達し、
達成率は９０．７％でした。

～宮城県自動車交通環境負荷低減計画～

６　環境負荷の少ない交通の推進
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【３つの基本目標】
煙道路沿線の大気環境を改善する
煙道路沿線の騒音を改善する
煙自動車からの二酸化炭素排出量を減らす
【数値目標】
煙二酸化窒素の沿道における環境基準下限値達成率

…１００％　
煙浮遊粒子状物質の沿道における環境基準達成率

…１００％　
煙自動車交通騒音の道路に面する地域の環境基準達成率
…１００％
煙自動車からの二酸化炭素排出量の平成１７年度からの削
減量…１０％

▲図１－２－２－１２　自動車排出ガス測定局　二酸化窒素環境
基準下限値達成率（日平均９８％除外値）

▲図１－２－２－１３　自動車排出ガス測定局　浮遊粒子状物質
環境基準達成率（短期的評価）

達成状況

達成状況



第
　
一
　
部

総
　
　
　
　
　
説

環
境
基
本
計
画
の
進
捗
状
況

16

第１部　総　　説

　
エ　自動車からの二酸化炭素排出量の平成１７年度
からの削減量
二酸化炭素排出量の算出は、統計データの入手

の都合上時間を要するため、毎年度の進行管理に
当たっては、県内のガソリン及び軽油の販売実績
から算出した「暫定値」により評価することとし
ています。
平成１７年度（基準年）における二酸化炭素排出

量暫定値は５，９３０，５６４tであり、平成２３年度は、こ
の暫定値から６％削減することを目標とし、削減
実績は５４２，７９１tで、平成１７年度からの削減率は
９％でした。

③　平成２３年度に講じた施策
ア　自動車からの環境負荷の低減を目指した取組
低公害車については、「宮城県グリーン購入の

推進に関する計画」を踏まえて県自らが率先して
導入するなど普及を推進したほか、整備不良車、
過積載車等の指導・取締りを行い、自動車の運行
に伴う単体からの騒音及び排ガスの低減を図りま
した。
イ　発生する自動車交通量の低減を目指した取組
第３セクター鉄道事業（阿武隈急行）に対する

補助や市町村及びバス事業者に対するバス運行費
の一部補助を行うなど自動車交通量の低減に資す
る取組への支援を実施しました。
ウ　交通流円滑化の促進を目指した取組
交差点の改良や歩道・自転車歩行者道の整備な

ど「道路網の整備」を推進するとともに、信号機
や交通管制センターの高度化、違法駐車の指導取
締りの強化及び交通情報提供エリアの広域化など
による「交通流の管理」を推進し、交通流の一層
の円滑化を図りました。
エ　自主的取組・行動促進のための普及啓発に関
する取組
エコドライブに関する情報をホームページで提

供するなどの情報提供を行ったほか、ラジオス
ポットＣＭ、運転免許更新講習教本でのＰＲ等を
実施するとともに、「エコドライブ宣言」の登録者
（個人・事業者）に対し、エコドライブ宣言ステッ
カーを交付し、エコドライブの実践を促しまし
た。
④　平成２３年度点検評価を踏まえた課題
各管理指標は、いずれも計画策定時の現況値よ

りも改善傾向を示しており、全体として目標達成
に向かっている。特に自動車からの二酸化炭素排
出量は、計画年度を前倒しで目標値を上回る削減
率となっています。
一方、自動車交通騒音に係る環境基準達成率は

改善傾向ではあるものの、前年度に引き続き当年
度目標を下回っている状況であり、計画目標の達
成のためには、各種施策を総合的かつ効果的に推
進し、県民・事業者等が一体となって自動車交通
公害の解決に向けて取り組むよう促すことが必要
です。
⑤　今後の施策の方向性
計画の目標を達成するため、特に次の３つの施

策を重点的に推進することとしています。

また、施策の展開に当たっては、自動車単体対
策、道路構造対策、発生交通量低減対策、交通流
対策、沿道対策、普及啓発及び調査測定を基本的
な７施策とし、地域や路線ごとの状況に応じて施
策を選択し、効果的に推進することとしていま
す。
今後も、計画に掲げた重点施策を中心に据え

て、他の行政機関と連携した効果的な施策の推進
を着実に進めていくとともに、ホームページをは
じめとして各種媒体を活用した県民・事業者への
エコドライブの普及・啓発を一層図っていきます。

（年度）
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▲図１－２－２－１４　自動車交通騒音達成率の道路に面する地
域の環境基準達成率（昼間・夜間とも達成）

▲図１－２－２－１５　自動車からの二酸化炭素排出量
（平成１７年度からの削減率）

【３つの重点施策】
煙窒素酸化物等の大気汚染物質の排出が少なく燃費の良
い「低公害車」の普及促進

煙経済的メリットがあり、運転者の誰もが気軽に取り組
める「エコドライブ」の普及促進

煙県内で最も交通量が多く自動車交通に係る環境負荷の
大きい地域である「仙台都市圏」における総合的対策
の推進

達成状況

達成状況
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第２章　環境基本計画の進捗状況

１　計画の概要
①　位置付け・役割
宮城県水循環保全基本計画は、「ふるさと宮城

の水循環保全条例」（平成１６年条例第４２号）に基づ
き策定されたものであり、宮城県環境基本計画の
重点プログラム「健全な水循環の確保」に関する
個別計画として位置付けられています。
また、流域水循環計画は、水循環基本計画に基

づき策定されています。
②　施策展開の考え方
宮城県水循環保全基本計画に基づき、流域ごと

の特性を踏まえて個別の目標を設定し、それを達
成するための具体的な施策を流域水循環計画で示
しています。
流域水循環計画は、水循環の総合評価が低い流

域から順に策定することとしており、鳴瀬川流
域、北上川流域、名取川流域、南三陸海岸流域、
阿武隈川流域の順で策定します。
また、施策を効果的に実施するために、流域全

体を視野に入れた「流れの視点」から計画を策定
していきます。

③　計画期間
平成１８年度から平成２７年度まで

２　平成２３年度における点検評価結果
①　計画の基本目標
健全な水循環を保全することを目標に、｢清ら

かな流れ｣「豊かな流れ」「安全な流れ」「豊かな生
態系」をそれぞれ１０点満点とした場合、県全体で、
それぞれの現況値（本計画策定時点で順に、７．５、
７．６、６．４、６．５）を維持・向上することとしていま
す。
また、県内を５つの流域に区分し、流域ごとに

その地域特性を考慮しながら、各現況値を維持・
向上することを目標としています。

ア　清らかな流れ
水質環境基準点におけるＢＯＤ、ＣＯＤ、全窒

素及び全リンに係る水質環境基準達成度で表す指
標で、全ての地点で達成した場合１０点となりま
す。
イ　豊かな流れ
地下水涵養量（森林の流出係数との乖離）及び

河川の利水量で表す指標で、全ての地域において
森林程度の涵養量があり、かつ河川からの利水量
がない場合１０点となります。
ウ　安全な流れ
河川整備率（整備済区間、整備不要区間及び安

全率達成区間の延長割合）で表す指標で、全ての
河川延長において安全率を達成した場合１０点とな
ります。
エ　豊かな生態系
植物自然充実度及び河川生物生息環境指標で表

す指標で、全ての地域で自然豊かな森林を形成
し、かつ全ての河川延長において水生生物の生息
環境が整っている場合１０点となります。
②　数値目標に係る指標値の状況
基本目標に係る指標値において、測定可能な直

近年度の状況は下記のとおりでした。

管理指標のうち、「清らかな流れ」は８．４点でし
た。従来からの河川の環境基準の達成率が高いの
に加え、海域の環境基準の達成率が改善したこと
により、前年度数値から１ポイント上昇しました
が、湖沼における達成率が依然として低位にとど

～宮城県水循環保全基本計画及び流域水循環計画～

７　健全な水循環の確保

【流れの視点】
煙施策の連携（一つの要素に対して効果のある複数の施
策を連携させる）
煙上流域と下流域の連携（流域内の山間部、農村部及び
都市郊外部、都市部のそれぞれの地域が連携する）
煙各計画主体間の協働（施策の円滑な推進に向けて、県
民、民間団体・ＮＰＯ法人、事業者、行政機関等が互
いに連携を図る）

▼表１－２－２－５　基本目標における指標値の達成状況

達成状況実績値
（点）

目標値
（点）管理指標

 ８．４９．０清らかな流れ

 ７．６７．６豊かな流れ

 ６．４６．４安全な流れ

 ６．５６．５豊かな生態系

※　「清らかな流れ」は平成２３年度実績値であり、それ以外の管理指標
は平成２２年度実績となっています。
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第１部　総　　説

まっていることにより、当該年度の目標値には届
きませんでした。
「安全な流れ」については、東日本大震災による
施設の被災により河川整備済の区間延長が減少し
たことから、前年度より０．１ポイント減少しまし
た。
「豊かな流れ」及び「豊かな生態系」について
は、指標値のデータが毎年度更新されるものでは
なかったため、計画策定時における指標値から更
新していませんでしたが、基礎データを定期的な
更新が可能なものへ代替し、実績を算出しまし
た。その結果、目標値が維持されていることを確
認できました。
③　平成２３年度に講じた施策
平成２１年度に流域計画を策定した鳴瀬川流域に

ついては、関係行政機関や民間活動団体等による
取組の実施状況や計画で設定した管理指標状況の
取りまとめを行いました。
また、平成２２年度に流域計画を策定した名取川

流域及び北上川流域については、水道水源特定保
全地域の指定を行いました。
④　平成２３年度点検評価を踏まえた課題
既に計画が策定された流域にあっては、当初に

盛り込まれた取組の状況把握を行うとともに、新
たな取組の拾い上げを行うこと等により、計画の
実効性を高める必要があります。
また、新たな計画の策定に向けて、それぞれの

流域の特徴を踏まえ、具体的な施策・取組をでき
る限り盛り込んだ計画を策定し、計画に沿って地
域の各主体が中心となった持続的な水循環保全活
動が図られるよう進行管理を行う必要がありま

す。
計画の実効性を高めるためには、身近な地域環

境へ対する県民の関心を喚起し、ＮＰＯ法人等を
核とする地域連携活動の仕組みづくり等を支援し
ていくことが重要です。
⑤　今後の施策の方向性
既に策定した鳴瀬川流域、北上川流域、名取川

流域の水循環計画に基づく事業の進行管理を行っ
ていくとともに、残余の２流域（南三陸海岸流域、
阿武隈川流域）については、東日本大震災の影響
を勘案し、平成２７年度までを目標に流域水循環計
画の策定作業を進めていきます。
これにより、計画の進行管理と新たな流域計画

の策定作業とを並行して進めていくことになるた
め、将来を見据えながら、現場と望ましい将来像
を意識し、実効性ある「計画づくり」「運用」「評
価」「見直し」の作業を進めます。
これまでは、各主体が、環境、治水、利水など

のそれぞれの限定した側面を捉えて解決を図る
「場の視点」に立った取組を実施してきましたが、
流域全体の「流れの視点」に立ち、上流域と下流
域の連携及び各主体間の協働連携を重視し、具体
的な目標と施策を示し、点検を重ねながら、各流
域の健全な水循環の保全に向けた取組を推進して
いく必要があります。
また、身近な地域環境へ対する県民の関心を喚

起するため、流域の関係者を参集した推進会議の
開催や、先進事例に学ぶ講演会を開催するととも
に、流域における民間団体の活動支援について検
討します。



第
　
二
　
部

東
日
本
大
震
災
か
ら
の

復
興
に
向
け
て

19

１　災害廃棄物の処理
災害廃棄物は、一般廃棄物として取り扱われる

ことから、本来市町村が処理を実施することと
なっていますが、津波の被害を受けた沿岸市町が
自ら処理を行うことが困難な場合においては、地
方自治法の規定に基づく事務の委託により、県が
処理を行うこととしています。
県は、膨大な量の災害廃棄物の処理を効率的に

進めるため、事務の委託を受けた沿岸１２市町を気
仙沼ブロック（気仙沼市、南三陸町）、石巻ブロッ
ク（石巻市、東松島市、女川町）、宮城東部ブロッ
ク（塩竈市、多賀城市、七ヶ浜町）及び亘理名取
ブロック（名取市、岩沼市、亘理町、山元町）の
四つに分け、処理を行う計画としています。

処理スキームとしては、まず、各市町に設置し
た十数ヶ所程度の一次仮置場に、散乱した災害廃
棄物を運搬し、可燃物、不燃物、家電などの特定
品目等に粗分別をした後、一部の廃棄物について
は各市町で独自処理を行います。
県は、中間処理プラントを配備した二次仮置場

を各ブロックに設置し、一次仮置き場から搬送さ
れた廃棄物を細分別・破砕・焼却等の処理にかけ
た後、積極的にリサイクル等の利活用を行いま
す。

各ブロックの二次仮置場の状況は、次ページの
表２－１－１のとおりです。
災害廃棄物は、できる限りブロック内での処理

及び再生利用を優先しますが、目標である平成２６
年３月までの処理完了を目指し、県内外からの幅
広い支援を得ながら、着実に処理を進めます。

第２部　東日本大震災からの復興に向けて

▲図２－１－１　沿岸地域ブロック分け

１　東日本大震災による環境問題への対応

震災廃棄物対策課

▲図２－１－２　災害廃棄物の基本的な処理フロー

▲石巻ブロック焼却施設全景

▲南三陸処理区二次仮置き場の災害廃棄物搬入状況

被災現場 市　町 県

災害等廃棄物 一次仮置場 二次仮置場
○可燃物
・粗大木材
・その他粗大ごみ

○不燃物
・粗大金属くず
・廃家電
・危険物
　アスベスト
　PCB
　ガスボンベ

○廃船舶
○廃自動車

・市町内に数か所
　配置
・選別による処理

（中間処理基地）
・広域単位で数か
　所配置
・破砕、焼却によ
　る処理

別途処理

リサイクル

最終処分

気仙沼ブロック
（気仙沼市・南三陸町）

石巻ブロック
（石巻市・東松島市
　女川町）

宮城東部ブロック
（塩竈市・多賀城市・七ヶ浜町）

亘理名取ブロック
（名取市・岩沼市・亘理町・山元町）
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第２部　東日本大震災からの復興に向けて

２　被災自動車の処理
津波により、沿岸部の市町では多数の被災自動

車が発生しました。現行法上、被災自動車の処理
は原則として市町が進めることとなっています
が、被害が甚大で、自ら処理をすることが困難な
市町については、地方自治法に基づく事務の委託
により、県が処理を行うこととし、その処理を迅
速かつ適切に実施するため、平成23年５月に「被
災自動車処理指針」を策定しました。
県は、事務の委託を受けた５市町の被災自動車

約９千台について、「被災自動車処理指針」に基づ
き、被災地から保管場所に搬入した後、所有者の
特定と、処理に係る所有者の意思確認に努めまし
た。所有者が自動車の引き取りを求めた場合は引
き渡しを行い、所有者から意思表示がなされな
かった自動車については、一定期間公告した後、
所有者から処理を委ねられた他の自動車と一緒
に、「使用済自動車の再資源化等の促進に関する
法律」（平成14年法律第87号。「自動車リサイクル
法」という。）に基づき、使用済自動車として引取
業者への売り払いを行っています。

３　福島第一原発事故に伴う放射性物質に
よる汚染の状況と対応

①　放射性物質による環境汚染の現状
ア　空間放射線量
東日本大震災に伴い、東京電力福島第一原子力

発電所事故が発生し、県内においても事故に起因

する放射性物質の影響により、空間放射線線量率
（以下「線量率」という。）が事故の前と比較し、
ほとんどの場所で高くなりました。この状況は県
及び文部科学省が行った航空機モニタリング結果
からも確認されています。

▼表２－１－１　各ブロックの二次仮置場の状況
稼働期間

仮設焼却炉の概要設置場所
県の業務対象量※

処理区名ブロック名 処理完了予定焼却施設破砕施設津波
堆積物（万t）

災害
廃棄物（万t）

平成２５年１２月
（工事完了は平成２６年３月）

平成２４年５月～
平成２５年１２月

平成２４年５月～
平成２５年１２月

５基
焼却能力１５００t/日

石巻市潮見町地内
約７４ha４０３２４―石　　巻

ブロック

平成２５年１２月
（工事完了は平成２６年３月）

平成２４年３月末
～平成２５年１２月

平成２４年３月末
～平成２５年１２月

２基
焼却能力１９０t/日

名取市閖上字東須賀地内
約６．６ha１４３０名取処理区

亘理名取
ブロック

平成２５年１２月
（工事完了は平成２６年４月）

平成２４年４月末
～平成２５年１２月

平成２３年１２月末
～平成２５年１２月

３基
焼却能力１９５t/日

岩沼市押分字須加原地内
約３０．５ha４９３４岩沼処理区

平成２５年１２月
（工事完了は平成２６年３月）

平成２４年３月末
～平成２５年１２月

平成２４年３月末
～平成２５年１２月

５基
焼却能力５２５t/日

亘理町吉田字砂浜地内
約１６．４ha６８５１亘理処理区

平成２６年１月
（工事完了は平成２６年３月）

平成２４年４月末
～平成２６年１月

平成２４年４月末
～平成２６年１月

２基
焼却能力３００t/日

山元町高瀬字浜砂地内
約１２．８ha５１７７山元処理区

平成２５年１２月
（工事完了は平成２６年３月）

平成２４年８月～
平成２５年１２月

平成２４年８月末
～平成２５年１２月

２基
焼却能力３２０t/日

仙台市宮城野区港一丁目５
−１（東北スチール株式会
社工場地内）他２５．５ha

９３０―宮城東部
ブロック

平成２５年８月
（工事完了は平成２６年１月）

平成２４年９月～
平成２５年８月

平成２４年９月～
平成２５年７月

３基
焼却能力２８５t/日

南三陸町戸倉字新中芝外地
内約２４ha３２８南三陸処理区

気 仙 沼
ブロック

平成２５年１１月
（工事完了は平成２６年２月）

平成２４年１２月～
平成２５年１１月

平成２４年９月～
平成２５年８月

（階上地区）
２基
焼却能力４００t/日

（階上地区）
気仙沼市波路上瀬向外地内
約２０.４ha

３１０９気仙沼処理区
平成２５年９月
（工事完了は平成２６年２月）

平成２５年１月～
平成２５年８月

平成２４年９月～
平成２５年８月

（小泉地区）
２基
焼却能力３００t/日

（小泉地区）
気仙沼市本吉町新南明戸外
地内約３９．５ha

２３７６８３計

※　県の業務対象量は、中間処理選別後の数量を記載しています。なお、端数処理により、内訳と合計が不一致の場合があります。

▲図２－１－３　航空機モニタリングによる県内の線量率
（文部科学省ホームページより）

資源循環推進課

原子力安全対策課
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県は、事故直後の平成２３年３月１４日から、県南
市町を中心に線量率の定点測定を毎日実施してき

ました。その線量率の推移は、平成２３年３月１６日
に最大値を示した後は減少傾向にあります。

市台仙 町元山 市石白
町理亘 町原河大 市沼岩
市取名 町森丸 市田角
町宿ヶ七

( )

1.80

1.60

1.40

1.20

1.00

0.80

0.60

0.40

0.20

0.00

３月
14
日
３月
25
日
4月
5日

4月
16
日
4月
27
日
5月
8日

5月
19
日
5月
30
日
6月
10
日
6月
21
日
7月
2日

7月
13
日
7月
24
日
8月
4日

8月
15
日
8月
26
日
9月
6日

9月
17
日
9月
28
日
10
月9
日

10
月2
0日

10
月3
1日

11
月1
1日

11
月2
2日
12
月3
日

12
月1
4日

12
月2
5日
1月
11
日
1月
22
日
2月
2日

2月
17
日
3月
5日

3月
21
日

5月24日より仙台市、山元町、亘
理町、丸森町、角田市の測定をモ
ニタリングカー（地上2.5ｍ位置
で検出）からサーベイメーター
（地上1ｍ位置で検出）に変更

▲図２－１－４　県南市町等の線量率定点測定結果の推移

また、国及び市町村と協力し、写真に示したよ
うな線量率の連続測定を可能とするモニタリング
ポストを県内、合計40箇所に設置しました。測定
結果については、ＷＥＢ上においてリアルタイム
で公開しています。

イ　環境中の放射能
農産物や水道水などの試料中の放射性物質濃度

について、平成２３年３月２５日から測定を実施して

います。当初は、東北大学の協力により実施して
きましたが、平成２４年１月１６日からは、県の測定
体制の整備により独自に測定を行っています。
平成２４年４月からは、食品についてより厳しい

基準値が定められたことを受け、放射能測定体制
を強化しています。現在、一部のものを除き、基
準値を下回る結果となっています。
ウ　測定結果等の公表
平成23年９月28日にインターネット上に「放射

能 情 報 サ イ ト み や ぎ（http://www.r-info-
miyagi.jp/r-info/）」を開設し、日々の線量率、放
射能測定結果及び関連情報について随時公表して
います。

▲図２－１－６　「放射能情報サイトみやぎ」のトップページ

▲図２－１－５　モニタリングポスト配置図
写真（左上）：県大崎合同庁舎に設置したモニタリング

ポスト

名取市

石巻市

塩竈市

気仙沼市

白石市 角田市

多賀城市

蔵王町

七ヶ宿町

川崎町

丸森町

七ヶ浜町

大和町

仙台市

大郷町大郷町

富谷町富谷町
利府町利府町

岩沼市岩沼市

亘理町亘理町

村田町村田町

柴田町柴田町

山元町山元町

大河原町大河原町

松島町松島町

大衡村

加美町

色麻町

大崎市

涌谷町

栗原市

登米市

東松島市
女川町女川町

南三陸町

美里町美里町

モニタリングポスト
（女川原子力発電所
監視用ポスト等を除く）
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第２部　東日本大震災からの復興に向けて

②　放射性物質による汚染の除去等の取組
県は、福島第一原子力発電所の事故による被害

等に対する総合的な対応を図るため、平成２４年１
月に、「東京電力福島第一原子力発電所事故被害
対策基本方針」を策定し、県内の全ての地域につ
いて、生活環境の年間の追加被ばく線量を５年以
内に１ミリシーベルト以下とすることを目標とし
ました。この目標を達成するため、放射性物質に
よる汚染の除去等の取組を以下のとおり進めてい
ます。
ア　放射性物質汚染対処特措法に基づく除染等の
取組
煙放射性物質汚染に係る除染支援チームの派遣
「放射性物質汚染対処特措法」（平成２３年法律
第１１０号）に基づく汚染状況重点調査地域の指定
を受けた９市町における円滑な除染の推進を支
援するため、平成23年12月に、関係職員２３名か
らなる除染支援チームを設置し、各市町に派遣
しています。
除染支援チームは、汚染状況の調査測定、除

染実施計画の策定、研修会及び除染に関する住
民説明会の開催等の業務について技術的な支援
を行い、市町と一体となって除染を推進してい
ます。
煙除染対策連絡調整会議の設置
汚染状況重点調査地域の指定市町が、相互に

情報を共有し、共通する課題を検討することに
より、除染を円滑に推進することを目的とし、
平成２３年１２月に、県及び指定市町による除染対
策連絡調整会議を設置しました。平成２３年度
は、連絡調整会議及び幹事会を各１回開催し、
各市町の除染体制及び除染の進め方等につい
て、情報共有を図りました。
煙環境審議会「放射能対策専門委員」の設置
放射線・放射能に係る県の施策・事業の基本

的な方向性について、平成23年12月に環境審議
会に諮問するとともに、当該審議会に放射能対
策専門委員を置くこととし、有識者６名を委嘱
しました。
平成23年度は、同委員による会議を２回開催

し、「東京電力福島第一原子力発電所事故被害
対策基本方針」について意見を聴くなどしまし
た。
煙除染アドバイザーの委嘱
県及び市町村が実施する除染について、専門

的知識及び技術的知見を得るため、東北大学大
学院石井慶造教授を除染アドバイザーに委嘱
し、県及び市町村職員を対象に開催した除染研

修会の講師や、除染モデル事業等におけるアド
バイザーとして派遣しました。
煙県管理施設等の除染対策
除染実施計画において定められた除染実施区

域内に所在する県管理施設等の除染について
は、当該市町と協議の上、除染対策を進めてい
ます。

イ　その他の線量低減対策の取組
汚染状況重点調査地域以外の市町村において

も、雨樋の下や道路側溝など、風雨等により放射
性物質が集積し、局所的に周囲より高い線量を示
す箇所（いわゆる「マイクロホットスポット」）が
生じていることが分かっています。市町村等が実
施するマイクロホットスポット対策に関し、以下
の取組を行いました。
煙市町村職員向け講習会の開催
除染対策の進め方や除染活動の実務などにつ

いて、除染アドバイザーや関係する専門家を招
き、市町村職員を対象に講習会を開催しました。
煙マイクロホットスポット対策に関するリーフ
レットの作成・配布
身の回りの局所的に高線量を示す箇所の線量

率を減らすための工夫について、放射線・放射
能の基礎及び作業時の注意事項や手順などを図
入りで分かりやすく解説したパンフレットを作
成し、市町村等に配布しました。

国

除
染
対
策
連
絡
調
整
会
議

汚染状況重点調査地域指定9市町 汚染状況重点調査指定市町以外
の市町村

白石市
七ヶ宿町

角田市
大河原町 丸森町 亘理町

山元町
石巻市
栗原市 その他の市町村

派遣

参画

参画

財政支援

除染アドバイザー

宮　城　県

除染支援チーム

環境審議会

諮問 答申

設置

委嘱

委嘱

助言 助言

実施

放射能対策専門委員 県管理施設等
の除染対策

マイクロホット
スポット対策等
に係る技術的
アドバイス

知　　事

▲図２－１－７　県の除染対策の取組

▲図２－１－８　マイクロホットスポット対策に関するパンフレット
「身のまわりの放射線量を減らす工夫」
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３　被災地における生活環境
①　大気環境モニタリング
東日本大震災の被災地のうち、特に津波の被害

が甚大だった県内沿岸部においては、津波堆積物
等による粉じんや被災建築物、がれき処理場から
のアスベストの飛散など、生活環境への多大な影
響が懸念されたため、県は環境省と連携し、市町
村の協力を得て大気環境モニタリングを実施しま
した。
二酸化窒素や浮遊粒子状物質といった常時監視

対象物質については、大気汚染測定局に加えて、
測定局と同等の測定器を搭載した移動測定車によ
り、延べ６３地点で測定しました。このうち、光化
学オキシダント濃度については、１地点で日の出
前に環境基準を超えたことがありましたが、その
他の項目は全ての地点で環境基準を下回りました。
ダイオキシン類については、延べ４０地点で測定

し、ダイオキシン類を除く有害大気汚染物質（優
先取組物質）については、延べ３９地点で測定した
結果、石巻市学習等共用施設釜会館においてヒ素
及びその化合物の指針値を超過した他は環境基準
や指針値を下回りました。なお、指針値を超過し
た１地点については、再調査を行ったところ指針
値を満足しました。
また、大気環境中のアスベストについては、延

べ４３７地点で測定した結果、通常の一般大気環境
とほぼ変わらない値でした。
さらに、不適正な解体によりアスベストが大気

環境中に飛散する懸念があるため、がれきの散乱
状況のパトロールや、労働基準監督署や建築部局
と連携して建築物の解体工事現場のパトロールを
実施し、適切な処理が行われるよう監視を強化し
ました。
②　水環境モニタリング
河川、海域及び地下水の水質並びに河川及び海

域の底質や土壌について、環境省が有害物質等の
調査を実施しました。
河川の水質では、２１地点で測定した結果、フッ

素が１地点、ホウ素が４地点で環境基準を超過し
ましたが、汽水域であるため海水の影響と考えら
れます。また、ダイオキシン類についても２１地点
で測定した結果、４地点で基準を超過しました
が、過去に使用されていた水田除草剤の影響と考
えられます。
海域の水質では、有害物質等及びダイオキシン

類について５６地点で測定した結果、全て環境基準
を下回りました。
なお、河口及び海域の底質についても延べ９４地

点で測定しましたが、目立った汚染はありません
でした。
地下水では２８地点で測定した結果、１地点で鉛

が環境基準を超過し、土壌では１２１地点で測定し
た結果、鉛が２０地点、ヒ素が３１地点で基準を超過
しましたが、自然由来と考えられます。
放射性物質については、底質が河川で最大

１１，１００Bq/kg（放射性セシウム）、湖沼で最大
３，０００Bq/kg（同）、海域で最大８３０Bq/kg（同）が
検出されました。

４　衛生害虫への対応
東日本大震災の被災地では、沿岸部を中心に海

底から巻き上げられたヘドロや、水産加工場から
大量に流れ出た魚介類、あるいは、自治体が収集
しきれなかった家庭等から出た生ごみ等により、
衛生害虫のハエ、蚊等の大量発生が懸念されまし
た。
このため、平成２３年６月２４日に、関係課や関連

団体で構成する庁内検討会を設置し、「対応マ
ニュアル」を取りまとめるとともに、県民からの
各種問い合わせや相談等に対応するため、「電話
相談窓口」を７月４日から１２月２８日まで設置しま
した。
また、平成２３年７月に、陸上自衛隊が９市町、

約１４ヘクタールでハエの駆除活動を行いました
が、県は事前に市町村からの要請を取りまとめ、
日程・実施場所の調整を行いました。
さらに、各保健福祉事務所（保健所）では、特

にハエが異常発生した気仙沼市を始めとする各市
町が開催した害虫駆除、殺虫剤配布及びその使用
方法に関する講習会において助言及び現地指導を
実施しました。

環境対策課

※①及び②に係る測定結果の詳細は、環境政策課ホームページ内の
「平成２４年版宮城県環境白書＜資料編＞」の表２－１－１にてご覧いただ
くことができます。なお、地点数については仙台市を含む県内全域
分です。
（http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/kankyo-s/
hakusyofram.html）

資源循環推進課

▲ハエの駆除作業の様子
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第２部　東日本大震災からの復興に向けて

２　復興に向けた環境関連の取組

東日本大震災を経験した私たちは、当面の電力
需給の逼迫に対応せざるを得ない状況に置かれ、
エネルギーの重要性と、その利用や物品購入等の
あり方をはじめとした、ライフスタイルを考え直
すきっかけとなりました。
現在、県は、今後１０年間の復興の道筋を示す「宮

城県震災復興計画」に基づき事業を実施していま
す。
東日本大震災を契機として、地域に太陽光やバ

イオマス等の再生可能エネルギーを大幅に導入し
ていくことは、新しいまちづくりの展開、新産業
の振興、エコライフの普及に資するなど、今後の
県土復興の大きな柱になるものと考えられてお
り、「宮城県震災復興計画」で、復興のポイントの
一つとして、「再生可能なエネルギーを活用した
エコタウンの形成」が示されています。
また、各市町の震災復興計画においても、環境

への配慮や防災の観点から、再生可能エネルギー
やスマートグリッドの積極的な導入によるエコタ
ウンの形成が提唱されています。
平成２３年度は、庁内関係課による「みやぎエコ

タウン推進検討プロジェクトチーム」において、
被災市町が取り組んでいる再生可能エネルギー関
連プロジェクトについて、具体的な支援のあり方
を検討しました。今後は、連絡会議の設置など、
被災市町の支援をより一層充実させるとともに、
平成２３年度から新たに導入した「みやぎ環境税」
を活用した事業において、再生可能エネルギーの
導入を推進していきます。
クリーンエネルギー関連産業については、県内

で集積が進む自動車関連産業や、高度電子機械産
業と大きな相乗効果が見込めることから、これま
でも誘致活動を進めており、集積に向け、今後も
積極的に事業を展開していきます。

環境政策課

▲図２－２－１　エコタウンのイメージ図（宮城県震災復興計画より抜粋）
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第１章　地球環境保全への貢献

第１章　地球環境保全への貢献

１　“脱・二酸化炭素”連邦みやぎ推進計画
の策定延期
地域からの地球温暖化対策を強力に推進するた
め、国における京都議定書の批准、新たな地球温
暖化対策推進大綱の策定などの動向を踏まえ、平
成１６年３月１９日に、「地球温暖化対策の推進に関
する法律」（平成１０年法律第１１７号。以下、「温対
法」という。）第２０条に基づく新たな地球温暖化対
策実行計画として「“脱・二酸化炭素”連邦みやぎ
推進計画」を策定しました。
この計画では、県内の温室効果ガス排出状況を

明らかにするとともに、「２０１０年（目標年）におけ
る県民１人当たりの温室効果ガス年間排出量を基
準年（１９９０年。代替フロン類については１９９５年。）
レベルから２．４％削減する」という目標を掲げ、地
球温暖化防止に県民運動として取り組む社会
「“脱・二酸化炭素”連邦みやぎ」の形成を目指し、
その実現に向けて、県民・事業者・行政の各主体
に求められる役割・責務や県の推進施策について
示していました。
平成２２年度においては、当該計画が計画期間の

終期であったことから、新たな計画策定に向け
て、専門委員会等を設置し、検討を重ねてきまし
たが、東日本大震災の影響により、当面の間、策
定を延期しました。
また、平成２３年度においても、国によるゼロ
ベースでのエネルギー基本計画の見直し及びこれ
に伴う地球温暖化対策が検討されていたことか
ら、それを踏まえて計画を策定する必要があると
判断し、平成２２年度に引き続き策定を延期するこ
ととしました。
　

２　宮城県地球温暖化防止活動推進員
県内各地域において、特に家庭を対象とした地

球温暖化対策に関する普及活動や調査・相談活動
を行うボランティア活動員として、温対法第２３条
に基づき、知事が委嘱しています。平成２３年度は
１０３人の宮城県地球温暖化防止活動推進員が活動
（講演等を含めて５５６回）しました。推進員は、年
１回研修を受講し、活動に必要な知識や技術を習
得しています。

３　宮城県地球温暖化防止活動推進センター
温対法第２４条の規定により、平成１２年５月に公

益財団法人みやぎ・環境とくらし・ネットワーク
（MELON）を宮城県地球温暖化防止活動推進セン
ターに指定しています。センターは、地球温暖化
対策の普及や宮城県地球温暖化防止活動推進員の
支援を行っています。

第３部　環境保全施策の展開

第１節　地域からの地球温暖化対策の推進

環境政策課

▲図３－１－１－１　宮城県の温室効果ガス排出量
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▲図３－１－１－２　宮城県の温室効果ガス排出削減目標
　　　　　　 （県民一人当たり排出量）
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１　“脱・二酸化炭素”連邦みやぎの形成

▲地球温暖化防止推進員研修会の様子
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第３部　環境保全施策の展開

２　自然エネルギー等の導入促進・省エネルギーの促進

１　自然エネ等・省エネ導入促進
①　宮城県自然エネルギー等・省エネルギー促進
審議会の設置、運営
「自然エネルギー等の導入促進及び省エネル
ギーの促進に関する基本的な計画」について調査
審議するため、学識経験者等の２０人の委員で構成
される審議会を設置しています。
平成２３年度については、平成２４年１月に審議会

委員の委嘱替えを行いました。
②　宮城県自然エネルギー等・省エネルギー大賞
の実施
毎年度、自然エネルギー等の導入及び省エネル

ギーの促進に関し、　顕著な功績があった個人及
び団体等を表彰しています。
平成２３年度は、震災復旧・復興業務優先のため、

事業を休止しましたが、自然エネルギーの活用と
省エネルギーの促進に関して継続的な普及啓発を
図ります。
③　みやぎＥＶ・ＰＨＶの普及促進

市販車の中で最も環境負荷の少ない電気自動車
（ＥＶ）及びプラグインハイブリッド（ＰＨＶ）を
県内に普及させるため、関係企業、団体、行政機
関から構成される研究会（「せんだい・みやぎＥＶ
／ＰＨＶ普及研究会」）を平成22年度に設置し、普
及支援策やインフラ整備の在り方について検討を
重ね、この結果を踏まえ、平成２３年度にみやぎ環
境税を活用した事業を実施する予定でしたが、震
災復旧・復興業務優先のため、事業を休止しまし
た。

④　住宅用太陽光発電の普及促進
地球温暖化防止対策を推進し、低炭素社会の実

現を図るため、発電の際に二酸化炭素を排出しな
いクリーンな電力として、県内の住宅用太陽光発
電システム普及を促進すること、また、東日本大
震災への対応として重要な節電や省エネルギーの
一層の推進が必要なことから、太陽光発電システ
ムを設置する県民に対して補助を実施しました。

⑤　事業所での取組支援
県内事業者の省エネルギーの取組や自然エネル

ギー等の導入を促進するため、事業所用の太陽光
発電設備や省エネルギー設備等の導入に対して助
成を行いました。

⑥　公共インフラにおける省エネの推進

県で管理している国県道における道路照明灯に
ついて、従来の水銀灯から消費電力量が少ない省
エネルギー型に改修を行い、あわせて道の駅及び

環境政策課

４　「ダメだっちゃ温暖化」宮城県民会議
「ダメだっちゃ温暖化」の標語を掲げた県民運動
を全県的に展開するため、県内の業界団体や消費
者団体、教育機関、市町村などをメンバーとする

「ダメだっちゃ温暖化」宮城県民会議を設置してい
ます。
この県民会議は、温対法第２０条の４に基づく

「地方公共団体実行計画協議会」に位置付けられて
います。
なお、平成２３年度

は、震災復旧・復興
業務優先のため、当
該会議は実施しませ
んでした。

公益財団法人みやぎ・環境とくらし・ネットワーク（MELON）
活動状況の詳細は、以下ホームページでご覧いただく
ことができます。
http://www.melon.or.jp/melon/index.htm
なお、公益認定を受け、平成２４年２月１日付けで財団
法人から公益財団法人へ移行しました。今後も地球環境
の保全のための活動が期待されます。

▲みやぎ温暖化対策　
　推進事業ロゴマーク

煙省エネルギー・コスト削減実践支援事業
県内事業所に省エネルギー設備を導入する事業者に

対して、費用の一部を補助するもの。（補助対象経費
の１/３以内（被災事業者は１/２以内）、上限５００万円
（省エネルギー診断結果に基づく事業、それ以外の事
業は３００万円））
実績：４７件

煙新エネルギー設備導入支援事業
県内事業所に太陽光発電をはじめとする新エネル

ギー設備を導入する事業者に対して、導入にかかる費
用の一部を補助するもの。（補助対象経費の１/３以内
（被災事業者は１/２以内）、上限１，０００万円）
実績：９件

○受付期間：平成２３年８月１日～平成２３年９月７日
○補助金額：１kW当たり２万５千円（上限１０万円）
○交付件数：１，０３５件

環境政策課

環境政策課

環境政策課

道　路　課

環境政策課
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第１章　地球環境保全への貢献

簡易パーキング内に設置しているトイレの照明灯
についても、従来の蛍光灯から省エネルギー型に
改修を行っています。平成２３年度は全体で２３３基
を改修し９２．９ｔの二酸化炭素の削減に取り組みま
した。
⑦　バイオマスの利活用について
庁内に「宮城県バイオマス利活用推進委員会」

を設置して、「みやぎバイオマス利活用マスター
プラン」を制定し、地域・事業者等のバイオマス
利活用の積極的な取組に対する助言・指導や、バ
イオマスタウン構築の中心的役割を担う市町村と
の連携・協力により、一体的な取組に対する支援
を実施しています。
平成２３年は、東日本大震災により、一部の事業

者が休止を余儀なくされる一方、国の地域バイオ
マス利活用交付金等の交付を受け、３事業者のバ
イオマス関連施設が整備され、そのうち大崎市の
１事業者で、バイオディーゼル燃料の製造が開始
されました。　

２　地域グリーンニューディ－ル基金を活
用した事業
地域における環境保全に関する取組を一層推進

するため、環境省において「平成２１年度地域環境
保全対策費補助金」（いわゆる「平成２１年度地域グ
リーンニューディール基金」）が創設されたことに
伴い、地域環境保全特別基金を設置しました。こ
の基金を活用し、平成２３年度は、県庁舎の照明や
道路照明の省エネ化などの事業を実施したほか、
県内８市町村が実施する公共施設の省エネ化な
ど、１７事業に助成を行いました。
また、平成２３年度は、環境省において、東日本

大震災による被災地域の復旧・復興や、原子力発
電所の事故を契機とした電力需給の逼迫への対応
に鑑み、再生可能エネルギー等の地域資源を活用
した災害に強い自立・分散型のエネルギーシステ
ム導入等を支援し、環境先進地域（エコタウン）
の構築に資する事業を実施するための基金が造成
されたことから、県は約１４０億円を地域環境保全
特別基金に積み増ししました。
今後、この基金を活用し、防災拠点となり得る

公共施設や民間施設へ再生可能エネルギーや蓄電
池などの導入を促進することにしています。

３　ＥＳＣＯ事業
「自然エネルギー等の導入促進及び省エネル
ギーの促進に関する基本的な計画」及び「宮城県
環境保全率先実行計画」に基づき、平成１９年２月

に「宮城県ＥＳＣＯ事業導入基本方針」を策定し、
二酸化炭素削減効果の高い施設から順次ＥＳＣＯ
事業を導入して省エネルギーを推進することとし
ました。
ＥＳＣＯ事業導入効果の高い①宮城県立がんセ

ンター（平成１９年度）、②東北歴史博物館（平成２０
年度）及び③宮城県図書館（平成２１年度）に順次
導入しましたが、他の県有施設は既に省エネル
ギー化が進んでいる等、その効果が期待できない
ことからＥＳＣＯ事業の新たな施設への導入を見
合わせています。
しかし、既に導入されている３施設における平

成２３年度のＥＳＣＯ事業実績は、事業導入前と比
較すると、省エネルギー率、二酸化炭素削減率と
もに一定の効果がありました。
また、宮城県立がんセンターＥＳＣＯ事業によ

り削減された二酸化炭素排出量（平成２２年度分）
について、国内クレジット制度を利用し、第２１回
国内クレジット認証委員会において９０２ｔ−CO2
が国内クレジットとして認証されました。
さらに、平成２３年度からは、東北歴史博物館Ｅ

ＳＣＯ事業により削減された二酸化炭素排出量に
ついても同制度を利用し、第２４回国内クレジット
認証委員会において３０９ｔ−CO2が認証されまし
た。

農産園芸環境課

環境政策課

環境政策課

▲国内クレジット制度概要

国内クレジット制度
中小企業等

・大企業等の支援により
排出を削減

国内クレジット認証委員会
・排出削減量の認証

大企業
・中小企業等に
資金・技術を提供

自主行動計画の
目標達成に活用

技術・資金

国内
クレジット

国内クレジット

▲ＥＳＣＯ事業のイメージ

ESCO事業実施前ESCO事業実施前 契約期間終了後ESCO事業実施後
（複数年契約）

光熱水費支出

光熱水費支出 光熱水費支出

依頼者の利益

依頼者の利益
ＥＳＣＯ事業者の
経費・利益
金　利

初期投資

Ｅ
Ｓ
Ｃ
Ｏ

サ
ー
ビ
ス
料

省
エ
ネ
効
果

（
削
減
保
証
）

※ＥＳＣＯ事業者が省エネ診断などの
　包括的なサービスを提供

※ＥＳＣＯ事業者が
　省エネ効果を保証

※光熱水費の削減分から、
　ＥＳＣＯサービス料として事業費等を分割支払い

▼表３－１－１－１　ＥＳＣＯ事業実績

平成２３年度実績
CO２削減率省エネルギー率

２１．６％２０．７％がんセンター
３０．５％２５．８％東北歴史博物館
２０．５％２６．４％図書館



第
　
三
　
部

環
境
保
全
施
策
の
展
開

地
球
環
境
保
全
へ
の
貢
献

28

第３部　環境保全施策の展開

３　二酸化炭素吸収源対策

１　二酸化炭素吸収源としての森林の適正
管理

①　森林の保全・管理
京都議定書における温室効果ガス削減目標を達

成するために、森林における二酸化炭素の吸収量
を活用することが認められています。ただし、森
林吸収量の算入対象となる森林は、１９９０年（平成
２年）以降、新たに造成された森林及び適切な森
林経営が行われている森林に限られます。
このため、適切な森林経営に必要な間伐を重点

的に推進することとし、間伐対象地の集約や間伐
材の搬出に不可欠な作業路の開設、高性能林業機
械の導入など、間伐材生産の低コスト化について
支援するとともに、効率的な間伐の実施について
普及指導等を行いました。

　

②　健全な森林の整備
二酸化炭素を長期にわたり持続的かつ安定的に

吸収・固定する森林へ誘導するため、間伐の積極
的な実施や間伐を効率的に実施するための作業道
の開設の推進に努めました。
また、健全な森林を維持するため、松くい虫被

害対策など森林病害虫等の適切な防除の推進に努
めたほか、森林の機能が低下した保安林の整備に
努めました。
ア　温暖化防止間伐推進事業
森林の有する二酸化炭素吸収機能を十分に発揮

させるためには、健全な育成を促す間伐が不可欠
ですが、林業を取り巻く情勢は厳しく、森林への
経費投入が敬遠され、手入れ不足の森林が増加し
ています。京都議定書のルールでは、適切な森林
経営が行われている森林の吸収量のみを算入対象
としているため、削減目標を達成するためには、

特に二酸化炭素の吸収量が多いとされている若齢
林の間伐について新たに支援するとともに、間伐
を効率的に実施するための作業道の開設に対して
支援し、二酸化炭素吸収量の増加に向けた森林の
機能の向上を図りました。
イ　新しい植林対策事業
長期にわたる木材価格の低迷で森林所有者の経

済的負担が大きくなり、伐採後も植林されない放
棄地が県内でも増加しています。今後、森林所有
者の負担を軽減する低コストの植林技術の導入
や、近年関心が高まっている花粉の少ないスギの
植栽等を推進し、植林面積を増やすことにより、
二酸化炭素吸収量の算入対象となる森林の増加を
推進することとしています。
このような新しい植林対策の一環として、宮城

県林業技術総合センターにおいて、少花粉スギ苗
等の生産に必要な温度湿度を自動管理することが
できるミストハウスを建設し、今後の苗木供給に
向けた生産基盤の整備を行いました。
ウ　環境林型県有林造成事業
県行造林地は、県以外の森林所有者の所有地に

地上権を設定し、県が管理している森林ですが、
地上権設定契約が満了し、伐採地の更新が困難と
なっている林地を県が引き続き公的森林として整
備し、二酸化炭素の吸収をはじめ、生物多様性の
保全など、多面的機能が強化された「次世代へと
繋がるみやぎの豊かな森林」を造成しました。

２　木材資源の有効利用の促進

木材は、加工に必要なエネルギーが少ないなど
環境にやさしい資材であり、公共建築物や住宅等
に利用することで、森林が吸収した炭素をさらに
長く貯蔵できるものです。
一方、本県の森林は、戦後植栽されたスギを中

心に成熟の度合いを高め、利用時期を迎えつつあ
ることから、多様な機能を持つ健全な森林を維持
しながら、木材を利用していく必要があります。
このため、木材利用について、平成２２年に施行

された公共建築物等木材利用促進法に基づき、平
成２３年１０月に「宮城県の公共建築物における木材
利用の促進に関する方針」を制定しました。
また、県が率先して県産材の利用推進に取り組

むために策定した「みやぎ材利用拡大行動計画」

森林整備課

▲間伐が行われ適切に経営されている森林

林業振興課

林業振興課
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第１章　地球環境保全への貢献

（平成１９年１月）を平成２４年３月に改定し、公共建
築物や公共事業等で積極的に県産材製品等の利用
を促進するとともに、市町村や県民が県産材の利
用を推進するための支援等を講じています。
さらに、関係団体や企業と連携し、県産材を活

用した建築資材等の開発や、木材に関する情報提
供・イベント等の開催による木材利用推進に向け
たＰＲを行っています。
加えて、平成２３年度から、森林整備による二酸

化炭素吸収量をクレジットとして可視化し、森林
整備と二酸化炭素削減を社会全体で支える仕組み
づくりを構築するため、県営林を活用したオフ
セット・クレジットの取得と流通環境の整備を進
めています。平成２３年度は１６２ｔ−CO2の認証を
取得しました。今後もこの取り組みを進め、企業
や団体等が広く森林吸収クレジットによるカーボ
ン・オフセット制度を活用できる環境整備を行い
ます。
 

３　県産材を活用した住宅
①　県産材利用エコ住宅の普及促進

県産材を利用した木造住宅を普及させるため、
優良みやぎ材など県産材を一定量以上使用した新
築の一戸建て木造住宅の建築主に対し、費用の一
部を補助しました。
今後も地球温暖化の防止や森林整備の促進、健

康で快適な住まいづくりなどに寄与する木材の利
用を拡大するため、木造住宅の普及を行います。

②　みやぎ版住宅制度の推進
地元の木材をふんだんに使い、地元の工務店と

一緒につくり上げていく、安全で安心な家づくり
「みやぎ版住宅」制度を進めています。
木材を住宅資材として利用し、また住み続ける

限り、空気中に二酸化炭素として戻ることはあり
ません。また、木材を伐採した後に新たな植林を
進めることで、森林資源の循環的利用が図られま
す。

▲カーボン・オフセットのイメージ

▲森林資源の有効活用と循環利用（「みやぎ材利用拡大行
動計画」より抜粋）

住宅課

▲みやぎ版住宅の実例

林業振興課

※補助内容の詳細については、林業振興課のホームページにてご覧い
ただくことができます。
（http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/ringyo-sk/ekojyuutaku-
top.html）
また、環境政策課ホームページ内の「平成２４年版宮城県環境白書＜
資料編＞」の表３－５－３－１にも補助内容を記載しています。
（http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/kankyo-s
/hakusyofram.html）
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第３部　環境保全施策の展開

第２節　オゾン層保護対策の推進

フロン類は、大気中に放出されると地球温暖化
の原因となるばかりでなく、オゾン層破壊の原因
となります。洗浄用に使われるCFC−１１３及び冷
媒用に使われるCFC−１２等の特定フロンは、「特
定物質の規制等によるオゾン層の保護に関する法
律」（昭和６３年法律第５３号。「オゾン層保護法」と
いう。）に基づき、平成８年に全廃措置が執られて
いますが、CFC−１２は、現在使用されている冷蔵
庫やカーエアコンなどに冷媒としてストックされ
ていることから、大気中への放出をいかに防止す
るかが課題となっています。
オゾン層破壊が進んでいるかどうかは、オゾン

ホールの大きさや地上に到達する紫外線の量など
でとらえることができますが、これは地球規模に
おいて意味のある指標です。本県においては、そ
の原因となるフロン等の物質の排出量を指標化

環境政策課

「特定製品に係るフロン類の回収及び破壊の実
施の確保等に関する法律」（平成１３年法律第６４号。
以下、「フロン回収・破壊法」という。）に基づき、
業務用冷凍空調機器（第一種）及びカーエアコン
（第二種）からの冷媒フロン類の回収・破壊の法的
枠組みが整備されています。平成１９年１０月から
は、３割程度にとどまっているフロン類の回収率
を向上させるため、「改正フロン回収・破壊法」が
施行されています。また、平成１７年１月からは、
「使用済自動車の再資源化等に関する法律」（平成
１４年法律第８７号。「自動車リサイクル法」という。）
が施行され、カーエアコンに関するフロン類の回
収・破壊は使用済み自動車のリサイクル制度の中
で一体的に処理されています。
県は、フロン回収・破壊法に基づき、特定製品

からのフロン回収を行う業者の登録を行ってお
り、平成２３年度末現在で、第一種フロン類回収事
業者が４９６事業者、第二種フロン類回収事業者が
６事業者となっています。

平成２３年度に集計した平成２２年度の県内におけ
るフロン類の回収量は、第一種で計６５，１０９kgであ
り、破壊量は４７，３４１㎏でした。
また、平成２３年度は、フロン回収業者への立入

検査を２件実施しました。
さらに、フロン類の排出防止、回収促進を図る

ため、宮城県フロン回収事業協会などが中心とな
り、フロン類の二酸化炭素換算量を表示する「フ
ロン類の見える化」といった取組を行っています。

２　特定製品からのフロン類の回収促進

１　オゾン層破壊負荷の現状

環境政策課

し、特定フロンを大気中への放出段階でとらえた
「オゾン層破壊負荷指標」により算定しています。

▼表３－１－２－１　オゾン層破壊負荷指標値の推移

ＣＦＣ－１１３ＣＦＣ－１２指標値年度
１９１１３７２９０平成２年※１

１１０１４９２３７平成６年※１

０６７６７平成１３年※２

０４６４６平成１４年※２

０４２４２平成１５年※２

０３１３１平成１６年※２

０２０２０平成１７年※２

０１７１７平成１８年※２

０１４１４平成１９年※２

０１４１４平成２０年※２

０１２１２平成２１年※２

０１８１８平成２２年※２

オゾン層破壊負荷指標＝オゾン層破壊ガスごとの（排出量×オゾン層破壊係数）の総和
○　オゾン層破壊ガスとして、CFC−１２とCFC−１１３を対象とした。
○　オゾン層破壊係数は、CFC−１２を１、CFC−１１３を０．８とした。
※１　排出量実態調査（事業者アンケート）による算出
※２　「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律」
による排出量の推計値（環境省・経済産業省）を参考に算出

▲図３－１－２－１　宮城県内の第一種フロン類回収量の推移
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第１章　地球環境保全への貢献

友好県省締結（昭和６２年６月１日）している中
国吉林省の中西部には、過去の天然林伐採，開墾
等の人為的影響によって、砂地化、砂漠化の問題
が深刻化している地域があります。宮城県日中友
好協会では、日中緑化交流基金（小渕総理大臣が
平成８年７月の訪中の際に提案）による助成を受
け、中国吉林省林業庁をカウンターパート（受け
入れ対応機関）として、友好県省締結１５周年に当
たる平成１５年度から砂漠化防止植林事業を実施し

ています。
県は、宮城県日中友好協会の依頼を受け、毎年

林業技術者を派遣し、植栽されたポプラ等の生育
状況について調査を行うとともに、技術指導等を
行ってきました。平成２３年度も、吉林省で実施さ
れた植林事業に対し、前年度に引き続き技術者を
派遣し、１００haの植林地について、調査、技術指導
を行いました。　

第３節　国際的な環境協力等の推進

森林整備課
１　世界の森林保全対策の推進

―中国吉林省における植林事業に対する支援―

▲植栽地調査の状況 ▲植栽後３年目の植林地

▼表３－１－３－１　植林事業実績

備　　　考樹　　　　　種　
植栽本数面　　積
（本）（ha）

棟南市ポプラ２３４，６６６９２．２平成１５年度植栽

棟南市ポプラ、山杏、雲杉、垂れ柳、ライラック、
ハマナス１６６，７００１０９平成１６年度植栽

棟南市ポプラ、山杏、桑３６１，８６７１０８平成１７年度植栽
松原市ポプラ、障子松１８３，４００１００平成１８年度植栽
松原市ポプラ、障子松１８３，４００１００平成１９年度植栽
松原市ポプラ、障子松１８３，４００１００平成２０年度植栽
双遼市ポプラ２００，０００１０４平成２１年度植栽
双遼市ポプラ１８３，０００１００ 平成２２年度植栽
双遼市ポプラ３１６，０００１００ 平成２３年度植栽
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第３部　環境保全施策の展開

１　一般廃棄物
①　ごみの総排出量の状況
日常生活に伴って排出される生活系ごみ及び事

業系ごみの一般廃棄物の総排出量は、平成２２年度
実績で８１３千ｔであり、前年度比２．８％の減少と
なっています。

②　１人１日当たりのごみの排出量の推移
一般廃棄物の県民１人１日当たりのごみ排出量

は、平成２２年度実績で９６１ｇであり、総排出量と同
様の推移を示し、前年度比２０ｇ／人・日の減少と
なっています。
　

③　リサイクルの状況
平成２２年度に市町村等で処理した廃棄物のう

ち、分別収集、中間処理、集団資源回収などを合
わせたリサイクル量は２２６千ｔとなっています。
リサイクル率は、２５．２％であり、前年度比１．０ポ

イントの減少となっています。
 

④　最終処分の状況
平成２２年度に最終処分された一般廃棄物は１００

千ｔであり、対前年度比で２．０％減少しており、総
排出量に占める最終処分率は１２．３％となっていま
す。

２　産業廃棄物
①　産業廃棄物の発生・処理状況

平成２２年度における産業廃棄物の排出量は
１０，６６１千ｔであり、平成２１年度と比べて若干減少
が見られました。
また、リサイクル量は３，２９４千ｔ、リサイクル率

は３０．９％となり、前年度より０．８ポイント上昇し
ています。　
一方、最終処分量は１１４千ｔ、最終処分率は

１．１％となり、前年度より０．１ポイント低下してい
ます。
 

第２章　資源循環型社会の形成

１　廃棄物・リサイクルの現状

▲図３−２−１−２　１人１日当たりのごみ総排出量の推移

▲図３−２−１−３　リサイクル量・率の推移

※　事業者による市町村を経由しない再生利用が進みつつあること
から、平成１７年度より、このリサイクル量を含めて算定していま
す。

▲図３−２−１−４　最終処分量・率の推移

▲図３−２−１−１　ごみ総排出量の推移

※　ごみ総排出量＝計画収集量＋直接搬入量＋集団回収量
※　平成２２年度のデータに、南三陸町分は含まれていません。
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第２章　資源循環型社会の形成

 

②　小鶴沢処理場の埋立処分の状況

公益財団法人宮城県環境事業公社小鶴沢処理場
の埋立処分量については、昭和６１年度から景気の
拡大により急増し、平成２年度及び平成３年度に
は４０万ｔを超えました。
しかし、その後はバブル経済の崩壊による経済

の低迷や企業の環境配慮経営への取組などにより
減少傾向にあります。
平成２３年度の搬入量は６６，８１６ｔで、前年度より

１３，０５０ｔ増加しています。これは、東日本大震災
の影響により、建設解体物等の搬入廃棄物が増加
したことなどによるものです。
また、搬入廃棄物の種類は、ガラスくず・コン

クリートくず及び陶磁器くずが最も多く、次いで
廃プラスチック類、がれき類、無機性汚泥、非飛
散性アスベストの順となっています。

▲図３−２−１−５　産業廃棄物の排出量の推移

▲図３−２−１−６　産業廃棄物のリサイクル量・率の推移

▲図３−２−１−７　産業廃棄物の最終処分量・率の推移

廃棄物対策課

▲図３−２−１−８　小鶴沢処理場年度別処分実績
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▲図３−２−１−９　小鶴沢処理場廃棄物搬入率　（平成２３年度）
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第３部　環境保全施策の展開

１　地域からの資源循環型社会の形成促進
資源循環型社会を形成するためには、県民一人
一人が、資源循環型社会の意義及び必要性を理解
し、具体的な行動をとるとともに、県民、事業者、
行政等それぞれの主体が、個々の立場、区域等既
存の枠組みを越えた連携を進めていくことが求め
られています。
また、資源循環型社会を支える環境・リサイク

ル産業の振興、再生利用品市場の拡大及びリサイ
クルに関する法令の適正かつ円滑な運用も必要と
されています。
このようなことから、資源循環型社会の形成に

関する普及啓発及び環境教育の充実を始めとし
て、地域からの資源循環型社会の形成に向けた次
のような各種施策の展開を図りました。
①　循環型社会の形成に向けた普及啓発・環境教
育の充実

ア　エコフォーラムの構築・運営支援
地域の複数企業が、廃棄物のリサイクル等環境

に関連する課題に対して連携して取り組み、３Ｒ
等を進めていくための組織である「エコフォーラ
ム」の運営の支援を行いました。
平成２３年度末現在で１５のエコフォーラムが活動

しています。
イ　リサイクルエネルギー利活用の支援
バイオディーゼル燃料（ＢＤＦ）の大口利用者

を対象とした奨励金制度によりＢＤＦの利活用促
進を図りました。
さらに、県内のＢＤＦの品質向上を図るため、

ＢＤＦ製造事業者を対象に専門家を派遣して工程
改善の助言と品質分析を行いました。
 

②　宮城県グリーン製品の認定
県内で発生した廃棄物等を再生利用した製品の

普及拡大を図るため、これらの製品を「宮城県グ
リーン製品」として認定しています。
平成２３年度は、２

社２製品を新規に認
定したほか、６社９
製品の認定を更新認
定しました。この結
果、平成２４年４月１
日現在の認定製品数
は４６社６７製品となり
ました。

③　リサイクルに関する法令の適切な運用
ア　容器包装リサイクル法への対応
家庭から排出されるごみの中で相当量を占める

容器包装廃棄物について、廃棄物の減量と再生資
源の利用を推進するため、県内各市町村等におい
て、「容器包装に係る分別収集及び再商品化の促
進等に関する法律」（平成７年法律第１１２号。以下、
「容器包装リサイクル法」という。）に基づく分別
収集を実施しています。
県は、市町村等の分別収集の実施状況を取りま

とめ、市町村等に対し情報提供等の必要な技術的
支援を行いました。
なお、平成２３年度の分別収集の実施状況は次の

とおりです。
 

２　資源循環型社会の形成を目指して講じた施策
資源循環推進課

▲廃食用油からできるＢＤＦ燃料

▲ＢＤＦ燃料で走るバス

▲宮城県グリーン製品
認定証票
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第２章　資源循環型社会の形成

イ　家電リサイクル法への対応
特定家庭用機器再商品化法（平成１０年法律第９７

号。以下、「家電リサイクル法」という。）が平成
１３年４月に施行され、特定家庭用機器廃棄物（テ
レビ、冷蔵・冷凍庫、洗濯・衣類乾燥機、エアコ
ンの４品目）についてリサイクル等の義務が課せ
られています。
法施行以降は製造業者等による再商品化が進ん

でいる一方で、平成２３年度の不法投棄台数は
１，５３２台となっています。
なお、県ではホームページ等により県民等に対

する広報を行い、制度の普及に努めています。
 

ウ　食品リサイクル法への対応

「食品循環資源の再生利用等の促進に関する法
律」（平成１２年法律第１０６号。以下、「食品リサイク
ル法」という。）が平成１３年５月から施行され、食
品廃棄物の発生抑制と減量化を図るとともに、飼
料や肥料等へのリサイクルを促進することとして
います。
家畜飼料に使われる穀類のほとんどは輸入に依

存しており、飼料自給率が低い状況であり、食品
製造業者からでる食品残さ（食品循環資源）を飼
料として有効利用することで飼料自給率の向上が
期待できることから、食品循環資源の飼料（エコ
フィード）製造・利用の支援に向けた取組を実施
しています。
エ　建設リサイクル法への対応

「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法
律」（平成１２年法律第１０４号。以下、「建設リサイク
ル法」という。）が平成１４年５月に施行され、一定
要件に該当する建築物の解体等を行う場合には、

▼表３−２−２−１　容器包装リサイクル法に基づく分別収集の状況

平成２３年度平成２２年度平成２１年度平成２０年度平成１９年度平成１８年度平成１７年度
容器の種類

達成率実績計画実績実績実績実績実績実績
１０５．０％６，４８２６，１７６３，８７４７，１３８７，２５７７，５３０７，８２３８，１１２

無色のガラス
－－－３２６，６１４３２８，４０２３２７，２３０３３２，４１７３３９，０１９３４１，７４８

１０５．２％８，４０２７，９８４５，５６４９，２１９９，５５９９，８８０９，２２４９，５４４
茶色のガラス

－－－２８２，６６３２８３，５７５２８６，６２７２９０，５７０２９２，３２３２９３，８２５
９８．３％４，０９８４，１６７２，０４５４，３４８４，１５４４，１５７４，００８４，０２３

その他のガラス
－－－１８８，１１７１８８，７９７１８１，０６０１８５，６４４１８１，３８５１７４，０８２

１２０．０％７，２５９６，０４９２，８５５６，４４６６，５７８６，８３６６，２１９５，８９７
ペットボトル

－－－２９６，８１５２８７，３４０２８３，８６６２８３，４４１２６８，２６６２５１，９６２
９９．０％５，１５４５，２０６２，７５０５，１９５５，２６８５，８９２６，８７０７，２２０

スチール缶
－－－２２６，０３８２４５，１４９２４９，２９４２７５，３５３３０４，５７８３２９，５３５

１０９．０％３，８６０３，５４１１，５９６３，６３２３，６４０３，６６８３，７５０３，７９９
アルミ缶

－－－１３１，１２１１３２，９００１２４，００３１２６，３３４１３４，４５８１３９，５３５
１９２．７％６０９３１６２００３１０３０３３１２３３７２４１

飲料用紙製容器包装
－－－１５，６１２１５，２１３１５，０７０１６，５８６１５，９２１１６，３２０

６２．４％２，０９６３，３６０１，９４９２，０６１１，９１９１，９１３１，８２２１，２３２
その他の紙製容器包装

－－－９３，１０７８８，８５６８３，８０４８２，９５７８１，８１５７１，０１２
９５．９％１７，１７１１７，８９６４，３８７１６，９１６１６，６７９１７，１８２１７，５９９１７，９６０その他のプラスチック製

容器包装 －－－７０８，９５０６８８，４３６６７２，０６５６４３，１１４６０９，２１５５５８，９９７
１７．９％５２８３６３６２７２８１６２４うち白色

トレイ －－－３，２４２３，３６８３，４７０３，９１７４，３２５４，５８１
１３３．６％１５，００４１１，２２８５，１１４１１，９０７１０，４３７１０，０８０１１，８５４６，７７９

段ボール
－－－６０３，２４４５９７，７５１５５３，６１５５８３，１９５５８４，３１２５５４，８２０

１０６．４％７０，１３５６５，９２３３０，３３４６７，１７２６５，７９４６７，４４９６９，５０５６４，８０７
計

２，８７２，２８２２，７７６，６３４２，７７６，６３４２，８１９，６１１２，８１１，２９３２，７３１，８３６

（単位：トン）

上段：宮城県の状況
下段：全国の状況

▲図３−２−２−１　家電不法投棄の状況
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第３部　環境保全施策の展開

分別解体及び特定建設資材廃棄物の再資源化が義
務付けられています。
同法の遵守を徹底するため、１０月に解体工事現

場等全国一斉パトロールを実施するとともに、広

報用資料の配付等による普及啓発を行いました。
また、同法第２１条に基づく解体工事業者の登録

者数は、平成２３年度末現在で２７４事業者となって
います。

▼表３−２−２−２　平成２３年度建設リサイクル法に基づく分別
解体に係る助言・勧告・命令等の状況

▼表３−２−２−３　平成２３年度建設リサイクル法に基づく再資
源化に係る助言・勧告・命令等の状況

▼表３−２−２−４　建設リサイクル法に基づく届出件数等

法第４３条第
１項に基づ
く立入検査
(件)

法第４２条第１
項に基づく報
告の徴収
(件)

法第１５条
に基づく
命令
(件)

法第１４条
に基づく
勧告
(件)

法第１４条
に基づく
助言
(件)

３４１００２県（各土木事務所）
４２４０００市（特定行政庁）
７６５００２合計

法第１１条に基づく対象建設工事の通知件数法第１０条に基づく対象建設工事の届出件数

通知件数
合計

工事の種類

届出件数
合計

工事の種類

その他工作物
の解体工事・
新築工事

建築物の新築
工事、建築物
の修繕・模様

替え

建築物の
解体工事

その他工作物
の解体工事・
新築工事

建築物の新築
工事、建築物
の修繕・模様

替え

建築物の
解体工事

（件）（件）（件）（件）（件）（件）（件）（件）
２，７３３２，５８２６１９０４，７７１６３３３９９３，７３９平成１９年度

宮城県
２，５７６２，３７８６９１２９４，５８６７９７３０９３，４８０平成２０年度
２，７８３２，５６２９９１２２４，１７５７３４２６２３，１７９平成２１年度
２，３９０２，１６４８２１４４４，２９２７６５３３９３，１８８平成２２年度
３，１０５２，２６１３８４４６０４，２４４９６９４６２２，８１３平成２３年度

１０４，５５７９５，４１０３，７４１５，４０６２４５，１２４４５，１９０２１，１１９１７８，８１５全国（平成２３年度）

法第４３条第
１項に基づ
く立入検査
（件）

法第４２条第１
項に基づく報
告の徴収
（件）

法第２０条
に基づく
命令
（件）

法第１９条
に基づく
勧告
（件）

法第１９条
に基づく
助言
（件）

２０００００県（各保健所）
２６００００仙台市
４６００００合計

オ　自動車リサイクル法への対応
「使用済自動車の再資源化等の促進に関する法
律」（平成１４年法律第８７号。以下、「自動車リサイ
クル法」という。）が平成１４年７月に公布され、段
階的な施行を経て、平成１７年１月１日から本格施
行されています。
県では、自動車リサイクル法の実効性を確保す

るため、引取業者、フロン類回収業者、解体業者
及び破砕業者への立入検査を実施するとともに、
ホームページ等において関連情報の提供を行って
います。

 

カ　家庭用パソコンのリサイクルへの対応
「資源の有効な利用の促進に関する法律」（平成
３年法律第４８号。以下、「資源有効利用促進法」と
いう。）に基づき、メーカーと一般ユーザーが協力
しあって家庭のパソコンを再資源化するパソコン
リサイクル制度が平成１５年１０月からスタートし、
家庭用パソコンは、パソコンメーカーが回収し、
部品や材料をより有効に再資源化しています。
県は、ホームページ等により県民に対する広報

を行い、家庭用パソコンリサイクル制度の普及に
努めています。

２　一般廃棄物の３Ｒの推進　
本県の平成２２年度の１人１日当たりのごみ排出

量は９６１ｇと、近年、減少傾向にありますが、東日
本大震災によって災害廃棄物が大量に発生したこ
ともあり、処理の負荷を軽減するためにも、ごみ
の発生抑制は依然として喫緊の課題となっていま
す。
また、一層の再資源化の取組が求められてお

り、特に、生ごみ（厨芥類）、紙類及び廃プラス
チック類の占める割合が可燃ごみの中では高いこ
とから、これらの発生抑制と再資源化が大きな課

▼表３−２−２−５　使用済自動車及び解体自動車の取引状況

平成２３年平成２２年平成２１年平成２０年年度　
　工程種別

１１２，７７３９４，７９２１０１，６６３１００，２８４
引取工程 （８０，５９５）（７０，５５２）（７２，４７９）（７６，３７９）

２，９６３，６４２３，６４８，４２８３，９１８，４１５３，５８０，８８２全国
８５，９４７８０，５２４８６，３１０７９，２９４ 

フロン類
回収工程 （７０，６６２）（６４，６０１）（６６，３８６）（６３，９６８）

２，４４１，７１５３，０４８，６２７３，２２１，７７０２，７９８，４１８全国
１１３，５７３１０８，７６５１０６，６1７１０２，４1０

解体工程 （９５，７４１）（９０，８３０）（８４，１１７）（８４，０９５）
３，０８３，１６２３，８３３，９８９４，０７６，４２４３，７１６，７９１全国
１７２，５1４２０７，１８８１９９，３６８１９３，４４５

破砕工程 （１５０，４５７）（１８９，７７３）（１７９，１５６）（１７０，７３９）
５，１７７，１７３６，５１６，８４０６，８４１，３９４６，１２９，７９７全国

（単位：件）

※（   ）内は仙台市を除く宮城県の件数
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題となっています。
このようなことから、一般廃棄物の３Ｒの一層

の推進を図るため、例年、各種の事業を実施して
きましたが、平成２３年度は震災の影響により次の
事業のみ行いました。
①　市町村の取組に対する助成
市町村振興総合補助金の補助メニューに「ごみ

減量化・再資源化促進事業」を設け、市町村等が
行うごみの減量化・再使用及び再生利用の促進を
図るための事業に対して、財政的支援を行ってい
ます。
平成２３年度は、廃食油の回収体験や分別マナー

の向上等を行う６市町村に対し、当該補助金を交
付決定しました。
②　容器包装廃棄物の分別収集の実施支援
容器包装リサイクル法に基づく第６期分別収集

計画に基づいて、県内の分別収集の実施状況を取
りまとめ、各市町村に情報提供を行う等、分別収
集の着実な実施に向け支援を行いました。
③　市町村等の取組支援
３Ｒ推進市町村等支援事業として、普及啓発資

材の貸出し等を通じ、市町村等における一般廃棄
物の３Ｒの取組を支援しました。

３　産業廃棄物の３Ｒの推進
本県の平成２２年度の産業廃棄物の排出量は年間

１０，６６１千ｔであり、県内で排出される廃棄物全体
の９０％以上を占めていることから、循環型社会の
形成を進めていく上で産業廃棄物の３Ｒを推進す
ることが大変重要になっています。
このため、産業廃棄物の発生・排出抑制を優先

しながら、リサイクルの取組を進めることとし、
排出事業者や産業廃棄物処理業者に対し、次のよ
うな各種施策の展開を図りました。
①　産業廃棄物の３Ｒの推進に関する全般的な対策
ア　産業廃棄物税の活用
平成１７年度から施行した「産業廃棄物税条例」

（平成１６年条例第１９号）に基づき、循環型社会の形
成を目指し、「廃棄」から「循環」へと経済的に誘
導していくため、産業廃棄物の最終処分場への搬
入重量に応じた課税を行い、これを財源として、
産業廃棄物の発生抑制やリサイクル促進、適正処
理を推進するための各種事業を実施しました。
イ　資源循環コーディネーター等による支援
県内企業の３Ｒ推進を支援する資源循環コー

ディネーターが企業を訪問し、廃棄物の処理をは

じめとした環境に関する課題やニーズを把握しな
がら、その企業の工程改善への助言、環境負荷低
減につながる技術やノウハウなどの環境関連情報
の提供及び専門家とのコーディネートなどを行
い、企業の環境に配慮した事業活動を支援してい
ます。平成２３年度には延べ２３３件の企業訪問を行
いました。
また、３Ｒ推進のための課題解決に取り組んで

いる事業者に対して、専門的な知識や経験を有す
る専門家を派遣し、その課題解決に向けて指導・
助言を行い、平成２３年度は５社に対して支援しま
した。
ウ　関係事業者間の交流
地域における３Ｒ推進のための企業連携組織で

ある地域エコフォーラムの幹事企業の連絡会を開
催し、意見交換等による情報共有の場を設営する
などして、３Ｒの推進を図りました。
②　建設副産物対策
国土交通省の平成２０年度の建設副産物実態調査

によれば、本県における平成２０年度の建設工事に
伴う建設副産物の発生量（現場外排出量）及び再
利用率は次ページ表３－２－２－６のとおりです。本県
では、アスファルト・コンクリート塊及びコンク
リート塊はリサイクルが進んでおり高い再利用率
を維持しています。
また、建設発生木材、建設汚泥、建設混合廃棄

物についても再利用率が上昇しており、リサイク
ルが着実に進んでいます。
なお、発生量については、建設発生土が２６１万

㎥、それ以外の建設副産物が１１９万ｔとなってお
り、平成１７年度の建設副産物実態調査と比較して
減っています。
県は、建設副産物の発生の抑制、再利用の促進

及び適正処理の徹底を基本方針とした建設副産物
対策を総合的に進めるために、国土交通省による
「建設副産物実態調査」に合わせて本県の実態調査
を実施し、搬出量、リサイクル率、処理・処分状
況を分析、建設副産物の現況把握に努めています。
また、建設副産物の再利用率の向上のため、技

術基準等の整備を進めるとともに、宮城県グリー
ン製品調達事業等を実施しリサイクル製品の利用
に努めています。
さらに、建設副産物情報交換システムにより、

建設副産物の実態を把握するための調査や需給調
整をより効果的に行うなど、本県における建設副
産物のリサイクルを一層推進していきます。

事業管理課
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③　下水汚泥対策
下水の処理過程で発生する下水汚泥は、県全体

で８．９万ｔ（脱水汚泥換算）であり、東日本大震災
で沿岸部を中心に被災した施設があったため、平
年の約６割となっています。
下水汚泥は、セメント原料化やコンポスト（肥

料）化による有効利用の他、汚泥焼却施設で処理
することで減量化し、焼却灰についても建設資材
化等有効利用していました。
平成１５年度には、財団法人宮城県環境事業公社

小鶴沢処理場への搬入量は６．４万ｔありましたが、
全県的に再資源化を推進するなどした結果、平成
２０年度以降、発生した汚泥は埋立処分をしていま
せんでした。
しかし、震災により沿岸部の汚泥焼却施設や燃

料化施設が被災し、壊滅的な被害を受けたため、
再資源化のみでは処理が困難となり、平成２３年度
は２．８万ｔの下水汚泥を埋立処理しました。
今後、浄化センターの復旧に伴い下水汚泥の発
生量は増加が見込まれることから、汚泥の減容
化・再資源化施設についても早期の復旧を図り、
震災前と同様に下水汚泥の再資源化を推進し、循
環型社会の実現に貢献していくこととしています。
また、県内全市町村が下水道事業を実施しており、
下水汚泥の効率的な処理と、複数の自治体が共同
して下水汚泥処理施設を整備する等の広域的な取
組が必要となることから、県は、市町村と連携し
て以下の対応を行うことにより、将来にわたる下
水汚泥の安定処理・処分を図ることにしています。

④　家畜排せつ物対策
畜産経営に起因する環境汚染の防止と畜産経営

の健全な発展を図ることを目的に、畜産環境整備
リース事業により、家畜排せつ物処理施設の貸付
を行っています。
⑤　農業用廃プラスチック対策
農業用プラスチックは、ハウスの被覆やトンネ

ル・マルチ等様々な農業資材として利用されてい
ます。平成２２年度の排出量は８４０ｔ（前年対比９９％）
であり、種類別にみると、塩化ビニルフィルムが
３８４ｔ（同９８％）で、全排出量の４６％を占め、同様
にポリエチレン、農ＰＯ等フィルムが３６８ｔ（同
１０３％）で４４％を占めています。
また、回収量に対する再生処理量は、ほぼ１００％

となり、セメント生成時における焼成剤、再生原
料、発電原料等に利用されています。
県は、平成１１年度に「宮城県農業用廃プラス

チック適正処理基本方針」を策定し、農業生産に
携わる者に排出者責任の認識を定着させるととも
に、関係機関が一体となった地域ぐるみで回収体
制を整備し、また、関係法令に則した回収処理シ
ステムの確立と再生処理を基本とした誘導を図っ
てきました。
平成１３年２月には「宮城県農業用廃プラスチッ

ク適正処理推進協議会」を設立し、分別回収の徹
底、廃プラ排出抑制への取組とリサイクル品の積
極的な活用などの再生処理を主体とした適正処理
に関する啓発活動及び情報提供を行っており、回
収組織である地域適正処理協議会については、県
内全市町村で設置され、平成２３年度末現在、１４協
議会で活動を展開しています。
さらに、生分解性プラスチックの農業分野での

普及に向け、生分解性プラスチックを導入する農
業者を支援しています。

▼表３−２−２−６　平成２０年度建設副産物実態調査結果

全国利用率
宮城県

再利用率発生量
２６１〈３５７〉（６１６）万㎥建設発生土

９４〈９２〉（９２）%９６〈９４〉（９４）%１１９〈１４６〉（１７６）万ｔ建設発生土以外
の建設副産物

９８〈９９〉（９９）%９９〈９９〉（９９）%３９〈　５５〉（　８７）万ｔアスファルト・
コンクリート塊

９７〈９８〉（９８）%９８〈９９〉（９８）%５７〈　６３〉（　６４）万ｔコンクリート
塊

８０〈６８〉（６１）%８１〈６６〉（４０）%１２〈　１０〉（　１０）万ｔ建設発生木材
８５〈７５〉（６９）%８８〈８８〉（６１）%６〈　７〉（　１１）万ｔ建設汚泥
－〈－〉（３６）%－〈－〉（２９）%３〈　５〉（　４）万ｔ建設混合物廃棄物

２〈　６〉（　－）万ｔその他（廃プラス
チック類など）

（注）＜　＞内は平成１７年度、（　）内は平成１４年度の実態調査結果

下水道課

煙下水汚泥の焼却処理による減量化
煙下水汚泥のセメント原料化等有効利用の推進
煙下水汚泥燃料化施設整備によるバイオマスエネル
ギー利用の推進
煙下水汚泥焼却灰の建設資材化等有効利用の推進
煙広域汚泥処理の推進

▲図３−２−２−２　下水汚泥処理状況の推進
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畜　産　課

農産園芸環境課
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生分解性プラスチックは、従来の農業用プラス
チックより高価ですが、自然界中の微生物により
水や二酸化炭素などに分解されるため、栽培終了
後そのまま農地にすき込み処理できることからコ
スト削減も期待できる環境負荷が少ない資材で
す。

４　廃棄物の適正な処理の推進

廃棄物の適正な処理の推進のため、一般廃棄物
処理施設の計画的な整備、災害廃棄物への対応、
産業廃棄物処理業者及び処理施設の維持管理に対
する指導の強化、特別管理産業廃棄物の適正な処
理の推進、不法投棄及び不適正処理の根絶、産業
廃棄物の処理施設の確保等の施策を展開していま
す。
①　一般廃棄物処理施設の計画的な整備
ア　一般廃棄物処理施設の整備状況
市町村及び一部事務組合は、一般廃棄物処理基

本計画を策定の上、計画的な施設整備を進めてお
り、ごみ処理広域化計画及び循環型社会形成推進
地域計画に基づき施設整備が行われています。
平成２４年４月１日現在、ごみ焼却施設１９箇所、

し尿処理施設１７箇所、粗大ごみ処理施設１３箇所、
埋立処分地施設３０箇所の一般廃棄物処理施設※が
稼働しています。ごみ焼却施設は、ごみの総排出
量の減少やごみの質的変化、施設の老朽化に伴う
処理能力の低下などの状況を踏まえながら、施設
の統廃合や更新が必要となってきています。

イ　ごみ処理広域化計画
煙計画策定の趣旨
ごみの減量化やリサイクルの推進、ダイオキ

シン類の排出削減等、現在のごみ処理に課され
た問題に的確に対応し、総合的かつ効率的なご
み処理を進めるためには、市町村や一部事務組
合の広域的連携を一層推進させる必要があるこ
とから、平成１１年３月に「ごみ処理広域化計画」
を策定しました。
本計画は、広域処理を行う際の「広域ブロッ

ク」の設定や各ブロックの施設整備計画、過渡
期におけるごみ処理方法、ダイオキシン類排出
の将来推計等、本県の新たなごみ処理体制を整
備する上での指針となるものです。
煙計画期間
平成１１年度から１０か年間（さらに１０年程度先

までを視野に入れています。）
煙広域化の基本方向
・ごみの減量化と資源化・リサイクルの推進
・ダイオキシン類の排出削減
・焼却残さの高度処理と有効利用の推進
・最終処分場の確保
・ごみ処理コストの縮減
煙広域化の推進
本計画に基づく広域化を推進するため、ブ

ロック毎に、当該構成市町村等による「ブロッ
クごみ処理広域化推進協議会」を組織し、計画
の具体化を図っています。
 

▲図３−２−２−３　農業用廃プラスチック排出量及び再生処理
率の推移

※　平成２０年までは前年７月から当年６月までの集計値、平成２１年か
らは前年４月から当年３月までの集計値となっています。

廃棄物対策課

※　一般廃棄物処理施設の整備状況の詳細は、「平成２４年版宮城県環
境白書＜資料編＞」の表３−２−１−５～３−２−１−８にてご覧いただくことが
できます。
（http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/kankyo-s
/hakusyofram.html））
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第３部　環境保全施策の展開

県は、計画の円滑な推進のため、ブロック間の
調整、技術的助言など必要な支援を行っています。
なお、実質的な計画期間が平成２０年度末をもっ

て完了しましたが、当計画は適正な廃棄物処理体
制の整備を進める上で指針となるものですので、
引き続きごみ処理広域化の推進を継続することと
しています。
ウ　循環型社会形成推進交付金による整備
県は、市町村に対し、循環型社会形成推進交付

金制度（平成１７年度創設）を有効に活用し計画的
な施設整備を進められるよう支援を行っています。
当制度活用に当たっては、計画対象地域（人口

５万人以上又は面積４００挨以上）の市町村又は一部
事務組合等が、国及び県とともに廃棄物の３Ｒを
広域的かつ総合的に推進するための「循環型社会
形成推進地域計画」（概ね５か年計画）を構想段階
から協働して、策定することとなっています。
②　災害廃棄物への対応
大規模災害の発災時は、被災市町村のみでは対

応が困難になる状況が発生します。県は、廃棄物
関連の業界団体などと災害時の応援協定を締結
し、災害発生時には、必要に応じて市町村や関係
団体等と連携しながら広域的な支援態勢の調整を
行うこととしており、東日本大震災では、協定を締
結している団体からの支援を受けました。

③　産業廃棄物処理業者及び処理施設の維持管理
等に対する指導強化
産業廃棄物処理業者及び処理施設（中間処理施

設及び最終処分場）に関する地域住民等の信頼を
確保するため、各事業者に対して厳格かつ適切な
指導を行うとともに、必要な情報の提供及び研修
会を開催することにより、産業廃棄物の適正処理
に関する技術及び知識の普及を図っています。
最終処分場については、従来の浸透水や放流水

等の水質検査に加え、残余容量測量が義務化され
たことに伴い、適正な把握や管理がなされている
か等、必要に応じて確認をするほか、埋立処分を
終了する施設については、廃止に向けた適切な維
持管理体制に移行させるなど指導の徹底を図って
います。
④　特別管理産業廃棄物等の適正な処理の推進
廃棄物処理法では、「爆発性、毒性、感染性その

他の人の健康又は生活環境に係る被害を生ずるお
それがある性状を有する廃棄物」を特別管理廃棄
物として規定し、必要な処理基準を設け、通常の
廃棄物よりも厳しい規制を行っています。
このため、廃棄物処理法のほか各特別法に基づ

き、排出事業者、処分業者等に対し指導及び啓発
活動を実施し、感染性廃棄物、廃石綿（飛散性ア
スベストに限る）、ポリ塩化ビフェニル廃棄物等
特別管理廃棄物の適正な処理を徹底しています。
特に、ＰＣＢ廃棄物については、平成２０年７月

から本県に保管されているものの処理が開始さ
れ、処理期限が決まっている（平成２７年３月）こ
とから、参加する「北海道ＰＣＢ廃棄物処理事業」
の各種基準を周知・遵守させながら期間内におけ
る適正処理が図られるよう指導を行っています。
⑤　不法投棄及び不適正処理の根絶
ア　現状
廃棄物の不法投棄や不適正処理は、自然環境や

地域の景観を損なうだけでなく、悪臭・地下水汚
染などの発生により県民の健康や暮らしに様々な
影響を及ぼしかねない問題です。
本県においても、一般廃棄物を中心に、廃棄物

の不法投棄は依然として後を絶たず、引き続き、
対策を講じていく必要があります。
なお、産業廃棄物の１０ｔ以上の大規模な不法投

棄事案については、平成１５年度をピークに件数、
投棄量とも減少し、平成２２年度以降は件数、投棄
量ともゼロになりました。

▲図３−２−２−５　広域ブロック区割図

【協定団体名】
煙宮城県解体工事業協同組合（平成１１年３月）
煙宮城県環境整備事業協同組合（平成１８年１１月）
煙公益社団法人宮城県生活環境事業協会（平成１９年５月）
煙社団法人宮城県産業廃棄物協会（平成２０年１０月）

※（　）内は協定締結年月

※　東日本大震災による災害廃棄物への対応については、
第２部「東日本大震災からの復興に向けて」に記載して
います。
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第２章　資源循環型社会の形成

イ　不法投棄等対策の概要
煙啓発活動
毎年９月を不法投棄防止強化月間と定め、新
聞、パンフレット及び広報誌等による啓発活動
等を実施しているほか、年間を通じ各種媒体を
活用して、廃棄物の適正処理に向けた啓発を推
進しています。
煙事業者の指導の徹底
処理業者が法を遵守し適正な処理業務を行う
よう、立入検査等による指導を徹底していま
す。
煙違反行為の早期発見、早期対応
産業廃棄物適正処理監視指導員（産廃Ｇメン）
を県内各保健所に配置し、不法投棄や不法焼却
等の監視パトロール等を行っています。
また、監視が手薄となりがちな県境地域にお

ける不法投棄を未然に防止するため、隣県との
県境合同パトロールを実施しているほか、各種
団体等との間で「不法投棄の情報提供に関する
協定」を締結することにより、地域での不法投
棄監視ネットワークの構築を目指しています。

さらに、把握した事案については、早期の適
切な対応により、事態の悪化を防止するととも
に、改善に向けた指導を行っています。
煙違法行為に対する厳格な対応
悪質な行為に対しては、警察等捜査機関と連

携し、行政指導や厳正な行政処分を実施してい
ます。行政処分については、記者発表やイン
ターネットのホームページへの掲載により処分
内容等の公表を行っています。
煙違反行為がなされない廃棄物処理システムの
構築
現状においては、安い業者に廃棄物が流れて

結果的に不法投棄等につながるという構図があ
りますが、このような構図を廃し、優良な事業
者が市場で評価される仕組みの構築を図る施策
として、平成１９年度から情報公開及び環境負荷
低減等に積極的な取組を行っている処理業者と
産業廃棄物の適正処理推進に関する協定を締結
する事業を開始しています。（平成２２年度締結
事業者数：産業廃棄物処分業者１４社、産業廃棄
物収集運搬業者１９社）

⑥　産業廃棄物の処理施設の確保
処理施設設置に当たっては、「産業廃棄物の処

理の適正化等に関する条例」（平成１７年条例第１５１
号）及び「産業廃棄物処理施設等の設置及び維持
管理に関する指導要綱」に基づき、地域住民等の
意向を反映した適正な設置について指導している
ところであり、今後とも、県民の理解を得ながら
産業廃棄物処理施設の整備促進に努めることとし
ています。
また、産業廃棄物の３Ｒを推進しても、なお必

要となる最終処分場の整備については県の関与の
在り方を検討することとしています。

▲図３−２−２−６　県内の産業廃棄物の不法投棄の推移
（仙台市を除く）

※１件あたり１０t以上の事案について計上
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▼表３−２−２−７　産業廃棄物処理業許可状況（平成２３年度末現在）

合　　計中間処分
最終処分最終処分中間処分収集運搬種類

区分
３，０２２４１２５７２，７６０産業廃棄物

宮城県 ３８８０１９３７８特別管理産業廃棄物

３，４１０４２２６６３，１３８（宮城県）合計

５６２１３８０４７８産業廃棄物

仙台市 １２９０１６１２２特別管理産業廃棄物

６９１１４８６６００（仙台市）合計

３，５８４５４３３７３，２３８産業廃棄物

合計 ５１７０２１５５００特別管理産業廃棄物

４，１０１５６３５２３，７３８
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第３部　環境保全施策の展開

▼表３−２−２−８　産業廃棄物処理施設設置状況（平成２３年度末現在）

合　　　計仙　台　市宮　城　県種　　　　　類
５５１８３７汚泥の脱水施設１
５０５汚泥の乾燥施設２
８２６汚泥の焼却施設３
５２３廃油の油水分離施設４
４３１廃油の焼却施設５
１１０廃酸・廃アルカリの中和施設６
５２１２４０廃プラ類の破砕施設７
１２３９廃プラ類の焼却施設８
２３７４８１８９木くず又はがれき類の破砕施設９
０００有害汚泥のコンクリート固型化施設１０
０００水銀汚泥のばい焼施設１１
０００シアン化合物の分解施設１２
１１１１０その他の焼却施設１３
３２５９９２２６施行令第７条に規定していない施設１４
７１５１８９５２６合　　計

（注１）上記１～１２の施設：廃棄物処理法施行令第７条に規定する施設
（注２）上記９「木くず又はがれき類の破砕施設」：平成１２年政令改正（平成１２年１１月２９日政令第４９３号附則第２条）に伴う許可みなし施設を含む。
（注３）上記１３「その他の焼却施設」：上記３、５、８に該当しない焼却施設（木くず、紙くず、繊維くず、ゴムくず等の焼却施設）
（注４）上記１４の施設：廃棄物処理法施行令第７条に規定する施設に該当しない施設（処理能力、種類等）

＜最終処分場＞

計安定型管理型遮断型　　　　種類
管理者　　　

１８１２６０宮　城　県
７３４０仙　台　市
２５１５１００合　計
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第３章　自然環境の保全とやすらぎや潤いのある身近な環境の保全及び創造

１　健全な生態系の保全

植物や動物はもとより、それらの生存基盤とな
る土壌や地形・地質、大気や水など、自然環境を
構成する要素を総合的に組み合わせて本県の自然
環境を概観すると、大きく「高山帯・亜高山帯
（山岳地域）」、「山地帯（奥山地域）」、「丘陵帯・平
野帯（里地里山、田園地域）」及び「海岸帯（沿岸
地域）」の４つの地域として認識することができま
す。
「高山帯・亜高山帯」は、標高がおおむね１，２００
ｍを超える山岳地域で、本県では、奥羽山脈に連
なる蔵王連峰や船形山、栗駒山などが該当し、優
れた自然景観に加え、多くの高山性野生生物が生
息・生育していることから、国定公園や県立自然
公園に指定されています。
「山地帯」は、標高がおおむね３００ｍから１，２００ｍ
までの範囲で、北上山地と阿武隈山地、奥羽山脈
の山腹を占め、冷温帯落葉広葉樹林をはじめとす
る森林に広く覆われており、低標高域では、戦後
植栽されたスギやアカマツなどで構成される人工
林が広範囲に見られます。

「丘陵帯」は、標高がおおむね３００ｍ以下で県土
のほぼ中央部を占め、古くから開発の手が加えら
れ、自然林の伐採跡地に生じたコナラ、クリの二
次林やスギ、アカマツの人工林と農耕地が混在す
る里地里山の自然景観が広がっており、藩政時代
以降、生活の基盤として利用されてきた「平野帯」
では、県中部から北部に広がる仙台平野を中心に
水田や畑地が広がっています。これら両地域帯で
は、社会経済活動の進展に伴う道路整備や林地開
発，山村の過疎化などにより、在来野生生物の生
息環境に変化が生じており、特に、イノシシ、ニ
ホンジカなどの生息域が拡大し、農林業被害が増
加する事態も生じています。
「海岸帯」は、海岸線が複雑で断崖の多いリアス
式海岸の北部沿岸地域（岩手県境の気仙沼市から
石巻市まで）と川や隣接海岸から運ばれた土砂が
波や風の働きによって海岸線に沿ってたい積した
砂浜海岸の中南部沿岸地域（石巻市から福島県境
の山元町まで）に二分されます。

第３章　自然環境の保全とやすらぎや潤いのある身近な環境の保全及び創造

第１節　健全な生態系の保全及び生態系ネットワークの形成

１　保護地域制度等による保全
①　自然公園
優れた自然の風景地を保護するとともに、その

利用の増進を図り、国民の保健、休養及び教化に
資することを目的に、「自然公園法」（昭和３２年法
律第１６１号）に基づく国立公園（わが国を代表する
傑出した自然の風景地）１か所、国定公園（国立
公園に準ずる優れた自然の風景地）３か所、「県立
自然公園条例」（昭和３４年条例第２０号）に基づく県
立自然公園（国立・国定公園以外で県内にある優
れた自然の風景地）８か所、計１２か所、面積
１７１，１９９ha（県土面積の約２３．５％）を指定してい
ます（図３－３－１－１）。
これら地域における優れた自然の風景地を保護

するため、地域内での開発行為等について、特別
地域内の場合は許可、普通地域内の場合は届出の
制度を設けており、平成２３年度の許可・届出の総

自然保護課

▲図３−３−１−１　自然公園位置図
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第３部　環境保全施策の展開

件数は２２８件です。
また、貴重な高山植物等を保護するため、特別

地域内の一定植物を指定し、その採取等を原則と
して禁止し、盗掘の防止を図っています。
②　県自然環境保全地域・緑地環境保全地域

優れた自然環境や市街地周辺の緑地を保全する
ため、「自然環境保全条例」（昭和４７年条例第２６号）
に基づき、県自然環境保全地域として、１５地域
８，５７２ha、緑地環境保全地域として９地域１０，１０１ 
ha、計２４地域、面積１８，６７３ha（県土面積の約２．５％
を指定し（図３－３－１－２）、自然公園と同様、地域
内において一定の行為を行う場合の許可・届出の
制度を設けており、平成２３年度の許可・届出の総
件数は２１件です。

　
③　天然記念物の指定の状況等
動物（生息地、繁殖地及び渡来地を含む）、植物

（自生地を含む）、地質鉱物等のうち、学術上貴重
で我が国の自然を記念するものについては、「文
化財保護法」（昭和２５年法律第２１４号）や「文化財
保護条例」（昭和５０年条例第４９号）に基づき、天然
記念物に指定されます。
天然記念物の現状を変更し、又はその保存に影

響を及ぼす行為をするときは、国指定の天然記念
物については文化庁長官、県指定の天然記念物に
ついては、県教育委員会教育長の許可が必要にな
ります。
また、市町村指定の天然記念物については、そ

の市町村の条例の規定によります。

２　生態系保全対策の推進
①　自然公園
ア　金華山島
金華山島は、その大部分が南三陸金華山国定公

園の特別保護地区及び特別地域に指定されてお
り、ブナ・モミ・イヌシデ等が典型的な垂直分布
を示す原生的自然林と野生のニホンジカやニホン
ザルが生息する生態学的にすぐれた地域です。
しかし、ニホンジカがブナ等の稚樹を採食する

ため、後継樹が育たず、年々草原化が進行しつつ
あることから、引き続き、稚樹をニホンジカの採
食から守るための防鹿柵の設置を予定していまし
たが、東日本大震災の影響により平成２３年度の事
業は中止しました。
イ　栗駒山
栗駒国定公園の特別保護地区に指定されている

栗駒山山頂付近の雪田植生地域（お花畑）は、登
山客の増加に伴い、踏圧による植生の損傷やそれ
に起因する土砂の流出が生じ、裸地化面積が年々
増加する傾向にあり、同様に栗駒国定公園の特別
保護地区に指定されている世界谷地湿原地域は、
近年、湿原の乾燥化やヨシ・ササ等の侵入による
湿原植生の衰退が進行しています。
これらの対策として、荒廃している栗駒山雪田

植生地域の植生回復を図ることを目的に、登山者
の誘導や雨水の流入を防止するための木製階段
工・カゴ工を実施するとともに、世界谷地湿原の
保全のためのヨシ・ササ等の刈り取り作業を予定
していましたが、東日本大震災の影響で平成２３年
度の事業を中止しました。（世界谷地の湿原の保
全対策のみ、栗原市を中心に実施しました。）

▲図３−３−１−２　県自然環境保全地域・緑地環境保全地域位
置図

文化財保護課

▼表３−３−１−１　宮城県の天然記念物の指定の状況
（平成２４年３月３１日現在）

計市町村県国　　　指定
種別　　　

１２４１７動物
２６３２２０２８１５植物
１４６２６地質鉱物
２８９２３０３１２８計

自然保護課

自然保護課

▲十八鳴浜（気仙沼市大初平）▲八景島暖地性植物群
（石巻市雄勝町）
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第３章　自然環境の保全とやすらぎや潤いのある身近な環境の保全及び創造

②　河川
河川が本来有している生物の生息・生育・繁殖

環境及び多様な河川景観の保全・創出を目的とし
て、改修中の全河川に対し、「多自然川づくり」を
推進しています。
③　農業地域
ア　環境にやさしい農業の推進
適切な農業生産活動は、良好な自然環境を形成

するとともに、景観や生物多様性・水環境の保全
など自然環境の保全に大きな役割を果たしています。
平成１１年に施行された「持続性の高い農業生産

方式の導入の促進に関する法律」（平成１１年法律第
１１０号）に基づき、たい肥等による土づくりと化学
合成農薬や化学肥料の節減による環境負荷の低減
を図る農業者の育成に努めてきました。
また、県民の食の安全性や環境への関心の高ま

りに対応し、平成１１年に制定した「みやぎの環境
にやさしい農産物認証・表示制度」において、化
学合成農薬及び化学肥料の使用を低減した農産物
を認証し、信頼性の確保に努めるとともに、農業
生産に由来する環境負荷をできる限り低減する有
機農業については、平成２１年に「みやぎの有機農
業推進計画」を策定し、推進方向を定めました。
引き続き、農業の持続的発展と環境と調和のとれ
た農業生産の確保に努めていきます。
イ　水辺の生態系の保全
平成１３年６月に改正された「土地改良法」（昭和

２４年法律第１９５号）においては、事業実施の原則と
して「環境との調和への配慮」が位置付けられま
した。
ほ場整備事業等の農業農村整備事業を実施及び

予定している地区について、市町村が作成した

「田園環境整備マスタープラン」を基本に、事業実
施に係る水生生物及び動植物等への影響に配慮す
る対策を示す「環境配慮実施方針」を作成し、生
物等の生息環境の保全に配慮した事業を展開して
います。
また、実施方針の作成に当たっては、地域住民

参画のもとに、「田んぼの生きもの調査」等を事前
に実施し、地域との合意形成を図りながら進めて
います。

④　森林
森林は多種多様な生物の生息の場を提供し、生

態系の保全や生物種を保存する役割を有していま
す。これらの森林の有する機能が高度に発揮され
る多様かつ健全な森林を整備するため、間伐の実
施や、複層林・混交林（異なる樹齢や樹種から成
る森林）及び広葉樹林造成等を促進しました。
⑤　漁場
沿岸漁業や養殖業の盛んな内湾域や河川では、

漁場環境を監視することで、漁業被害の未然防止
や、被害が発生した際の迅速な対応を行うことが
できます。
このため、気仙沼湾、志津川湾、松島湾及び鳴

瀬川において水質や底質、底生生物等の調査によ
る漁場環境の監視や情報の収集を行うとともに、
被害の防除措置への対応を行うことにより、内湾
域及び内水面漁場の保全に努めています。
また、東日本大震災により、がれき類が漁場に

流入し、沿岸漁業や養殖業に支障があるため、が
れき類の撤去を行っています。

河　川　課

農産園芸環境課

農村振興課

田園環境整備マスタープラン作成市町村：２６市町村
環境配慮実施方針作成地区：９０地区

森林整備課

水産業基盤整備課

生態系（ある地域における食物連鎖などの生物
間の相互関係と生物を取り巻く大気や水、土壌な
どの無機的環境の間に生じる相互関係とを総合的
にとらえた生物社会の一つのまとまり）を構成す
る野生生物が、その種を適切に後世に継承してい
くためには、生態系自体が適度な広がりを持ち、
かつ他の生態系と適度に近接あるいは連続してい
る状況が望まれます。
そのためには、適切な規模の保護地域を確保し

ながら、開発行為等を自然環境の保全に配慮した
ものに誘導するとともに、生物多様性に富む里地
里山や水辺などの身近な自然環境の保全・再生を
積極的に進めるなど、多様な生態系を様々な形で

連続させる生態系ネットワークの形成が求められ
ています。
こうしたネットワークの形成に向け、本県は、

平成14年３月に「宮城県自然環境共生指針」を策
定し、生態系ネットワークの実現を重要課題と位
置付けるとともに、関連各種施策を関係行政機
関、関係団体及び県民と一体となって推進してき
たところであり、また平成18年度には、宮城県自
然環境保全基本方針を改定して、生態系ネット
ワーク形成を施策の基本目標の１つとして明記
し、改めて、「保全地域」「回復地域」とその両者
を結ぶ「コリドー（生態的回廊）」から形成される
生態系ネットワークの考え方を示しました。

２　生態系ネットワークの形成
自然保護課
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第３部　環境保全施策の展開

私たち人間を含めた生物は、互いに深くかかわ
り合いながら生活しており、生物の多様性を保全
するとともに、損なわれた自然環境を再生するこ
とにより自然環境の「質」を確保することは、す
べての生物にとって重要なことです。
生物多様性を維持するための基盤となる、森

林、草原、河川、湖沼、湿地、海岸等については、
これまで実施してきた学術調査やモニタリングな
どの調査結果を活用しながら、今後も継続的に自
然環境を把握する必要があります。
また、絶滅のおそれのある野生生物の把握に関

して、震災前の状況を示したレッドリストを平成
２４年度に公表するとともに、「宮城県の希少な野
生動植物－宮城県レッドデータブック－」につい
ては、平成２７年度の改訂を目指します。
これらを基礎資料としながら、県関係機関、高

等教育・研究機関及びＮＰＯなどが保有する各種
調査データなどを相互補完的に活用し得る情報
ネットワークの構築に努めるとともに、その活用
を通じて、生物多様性を保全するための効果的・
効率的な環境配慮に努めます。

１　生物多様性の保全に向けた情報基盤の整備・活用

第２節　生物多様性の保全及び自然環境の再生

自然保護課

１　希少野生生物の保護
我が国では、平成３年に「日本の絶滅のおそれ
のある野生生物－レッドデータブック－（脊椎動
物及び無脊椎動物）」が発行され、平成４年には
「絶滅のおそれのある種の保存に関する法律」が施
行されるなど全国レベルにおける数々の施策が展
開されてきました。
県は、平成１２年度に「宮城県の希少な野生動植

物－宮城県レッドデータブック－」を、平成１３年
度にはその普及版を作成し、市町村や各種団体、
教育機関等へ配布し、普及啓発を図っています。
なお、宮城県レッドデータブックは、平成２５年

度に改訂を目指し、平成２０年度から希少野生動植
物等の生息・生育状況調査を開始しましたが、東
日本大震災で発生した津波によって沿岸地域の自
然環境が大きく変化したため、これまでの調査結
果については震災前の生息状況を示したレッドリ
ストとして平成２４年度に公表し、今後調査を継続
した上で、レッドデータブックは平成２７年度に改
訂します。
また、一般県民などからの希少野生生物の保護

に関する照会に対して、指導・助言を行い、希少
野生生物種の保護と普及啓発に努めています。特
に、イヌワシ、クマタカ、オオタカを主に、希少
猛禽類の保護を図るため、開発行為の事業者等に
対して、その保護を要請するとともに、営巣期に
は工事を行わないなど、事業との調整などの指導

を行っています。

２　内水面外来魚対策の進行状況

ブラックバスは肉食性で繁殖力・環境適応力が
強く､在来のタナゴ・ワカサギ・フナ等の魚類をは
じめ、エビ等の甲殻類や水生昆虫を捕食し、内水
面漁業や生態系に大きな影響を与えています。こ
のため、飼育や運搬、放流などが法律で禁止され
ていますが、違法な放流などによって県内の多く
の河川・湖沼に生息域を拡大しています。
県は、外来魚の生息状況や在来魚種への影響の

解明、生息域の拡大防止を目的とした調査・研究
を行うとともに、漁業者団体が実施する駆除事業
や啓発活動を支援しました。伊豆沼・内沼では、
ボランティアで構成する「バス・バスターズ」が、
人工産卵床を利用したブラックバスの卵、稚魚や
親魚の駆除を進めているほか、関係機関が共同し
て新たな駆除手法などの開発研究を行っています。
また、内水面漁場管理委員会指示によりブラッ

クバス及びブルーギルの再放流を禁止し、内水面
漁業への被害の軽減や生態系の回復に取り組んで
います。

２　希少野生生物の保護対策

自然保護課

水産業振興課･水産業基盤整備課･自然保護課
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第３章　自然環境の保全とやすらぎや潤いのある身近な環境の保全及び創造

１　鳥獣保護区の整備
①　鳥獣保護区
鳥獣の適正な保護繁殖を図るため、県土面積の

約２０％に当たる１４４，５３１ha（９５か所）を鳥獣保護
区として指定しており、当該区域での鳥獣の捕獲
を禁止するとともに制札の設置等を実施していま
す。
②　鳥獣保護区特別保護地区
鳥獣保護区の区域内で鳥獣の保護繁殖を図る上

で特に重要な地域について、その生息環境を保全
するため一定の行為が制限される特別保護地区と
して８，８０７ha（１０か所）を指定しています。
③　休猟区
狩猟を一時的に禁止して狩猟鳥獣の生息数の自

然回復を促進し、狩猟の永続化を図るため
４３，６９２ha（２１か所）を休猟区として指定していま
す。
④　特定猟具使用禁止区域（銃）
住宅地周辺など銃猟による危険を未然に防止す

るため、銃による狩猟を禁止する区域として
４４，５２３ha（７９か所）を指定しています。
⑤　指定猟法（鉛製散弾）禁止地域
水鳥の鉛中毒事故を防止するため、鉛散弾を用

いた猟を禁止する区域として１８，６６３ha（７４か所）
を指定しています。　
⑥　指定猟法（鉛製ライフル弾）禁止区域
鉛製ライフル弾による猛禽類の鉛中毒事故を防

止するため、鉛ライフル弾を使用した鳥獣の捕獲
を禁止する区域として８，５３７ha（１か所）を指定
しています。

２　鳥獣保護対策
①　傷病野生鳥獣救護
様々な要因によって傷病を負った野生鳥獣のう

ち、治療が必要なものについては、県内１０か所の
動物病院等の協力を得て治療を行い、治療を終え
た野生鳥獣のうち早期野生復帰が困難なものにつ
いては、県民ボランティアである「アニマルレス
キュー隊員」に一時飼養を依頼しています。
また、感染症防止の観点から、全国的な高病原

性鳥インフルエンザの発生を受けて野鳥の監視強
化を図るとともに、死亡野鳥に対する簡易検査を
実施しています。
②　大型獣類の保護管理
ア　ニホンザル
「第二期宮城県ニホンザル保護管理計画」に基づ
き「追い上げ」等諸対策を実施し、一部の奥山の
群には改善が見られています。
イ　ツキノワグマ
「宮城県ツキノワグマ保護管理計画」に基づき、
筋肉サンプルの遺伝子解析調査を行ったほか、年
間捕獲頭数の管理を行っています。
ウ　ニホンジカ
「牡鹿半島ニホンジカ保護管理計画」に基づき、
平成２３年度から個体数調整を開始しました。
エ　イノシシ
「宮城県イノシシ保護管理計画」に基づき、平成
２３年度から個体数調整を開始しました。
③　希少種情報データベース
自然環境や生物多様性の指標となる希少野生動

植物の生息・生育状況に関して、国、県をはじめ、
大学等調査研究機関、民間研究団体及び県民等か
ら広く情報提供を得てデータベース化し、情報の
共有化及び一元化を図ることにより、自然環境に
配慮した開発事業の実施や自然環境保護・保全活
動を行うため、昨年度に引き続いて「希少種情報
データベース」にデータを蓄積しました。

３　野生鳥獣の保護管理対策
自然保護課

４　地域協働を基本とした自然環境の保全と再生
自然保護課

１　伊豆沼・内沼自然再生
伊豆沼・内沼は、ハクチョウ類やガン類など数

多くの水鳥の渡来地として、県自然環境保全地
域、国指定鳥獣保護区特別保護地区及び国の天然
記念物の指定を受け、また、国際的に重要な湿地
として「ラムサール条約」の登録湿地にもなって
います。
その保全対策として、「伊豆沼・内沼環境保全対

策基本計画（平成５年３月策定）」に基づき、各種

事業を実施してきましたが、平成19年度からは、
地域住民、専門家、ＮＰＯ及び関係行政機関等の
多様な主体の参加と連携により自然再生を進める
「自然再生推進法」（平成14年法律第１４８号）に則り、
事業を実施することとし、調整を進めた結果、平
成20年度には同法に基づく自然再生協議会が設立
されました。平成21年度には自然再生協議会にお
いて「伊豆沼・内沼自然再生全体構想」を策定し、
平成22年度には県が「伊豆沼・内沼自然再生事業
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第３部　環境保全施策の展開

実施計画」を策定しました。
平成23年度は、協議会で事業の進め方について

協議を行うとともに、「伊豆沼・内沼自然再生事業
実施計画」に基づき、沈水植物増殖・移植、水生
植物適正管理及び水質改善導水実験を実施したほ
か、各種のモニタリング調査を実施しました。

２　蒲生干潟自然再生
蒲生干潟は、国指定鳥獣保護区特別保護地区及
び県自然環境保全地域に指定され、国際的にも重
要な野鳥の中継地、繁殖地、越冬地となっています。
平成17年度に、自然再生推進法に基づく「蒲生

干潟自然再生協議会」を設立し、その後、自然再
生の対象区域、目標及び参加者の役割分担等を定
めた「蒲生干潟自然再生全体構想」や具体的な事
業実施計画である「干潟・砂浜修復事業実施計画」
を策定し、協議会で事業の進め方について協議を
行うとともに、「干潟・砂浜修復事業実施計画」に
基づき、自然再生施設である越波防止堤設置工
事、導流堤水門部の堆積物撤去工事等を実施した
ほか、各種のモニタリング調査を実施してきました。

しかし、平成23年３月の東北地方太平洋沖地震
に伴う津波という自然災害により蒲生干潟が被災
したため、平成23年以降事業を中止しています。
平成24年度から、蒲生干潟を含む仙台湾海浜県自
然環境保全地域において、地形、生物(鳥類・底生
生物）、植生等のモニタリング調査を実施し、今後
の推移を見守ることとしています。

▲ハスの開花シーズン

▲マコモ植栽の様子

自然環境を適切に保全するためには、まず自然
環境の現状を具体的に把握した上で、時間の経過
とともに生じる変化をモニタリングし、その原因
を究明しながら効果的・効率的な対策を柔軟に講
じる必要があります。　
また、自然環境の保全・再生の実現に向けた適

切な施策の立案や選定に当たっては、高度な専門
的知識や技術に基づく、動物や植物、地形、地質
などの自然環境要素に関する基礎調査の実施及び
自然環境の保全・再生に関する総合的な調査研究
体制の確立の推進が必要であり、得られた自然環

境に関するデータや知見が、専門家や行政機関の
みにとどまることのないよう、それらを広く県民
に公開・提供し、自然環境の保全に向けた各主体
の取組がより一層促進されるよう努める必要があ
ります。
平成２３年度には、鳥獣保護行政推進の基礎資料

とするため、ニホンジカ（牡鹿半島）、イノシシ、
ツキノワグマ、ガン・カモ・ハクチョウ類等の県
内野生鳥獣の生息状況を調査しました。
調査結果は、県のホームページや調査報告書に

より公開し、情報提供しています。

第３節　豊かな自然環境を次世代に引き継ぐ基盤づくり

自然保護課
１　自然環境の保全に係る情報の効果的活用

▲蒲生干潟の航空写真
　（上：平成２２年４月４日　下：平成２３年３月１４日撮影）
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第３章　自然環境の保全とやすらぎや潤いのある身近な環境の保全及び創造

自然環境の保全に関する問題は、県民すべての
日常生活全般にかかわることであり、近年、ＮＰ
Ｏをはじめ企業など多様な主体による環境保全活
動が活発化しています。
その推進に当たっては、行政、県民それぞれが、

共通認識の下に連携・協力して行動することが不
可欠であり、自然環境の保全に関する施策を効果
的に展開するためにも、多様な主体との協働を強
力に推進するとともに、県民自らが積極的に自然
環境の保全活動に取り組むことができるよう、専
門的な知識を有する指導者の育成や各種の活動情
報の提供、交流や研修機会の確保などを通じて、
ＮＰＯをはじめ多様な主体の育成・支援に努める
必要があります。
平成２３年度の取組については以下のとおりです。

１　みやぎバットの森
地球温暖化防止など森林が有する多面的機能を

持続させ、森林の整備・保全を社会全体で支える
県民意識を醸成すべく、県民や企業などの多様な
主体と協働して広葉樹の森づくりを推進するた
め、大和町有林０．１haにおいてバットの原木とな

るアオダモ等の苗木１５０本植栽しました。
２　みやぎの里山協働再生支援
社会貢献として森林づくり活動を希望する企業

に対して、そのフィールドの斡旋を行い、２件
（１１．３３ha）について協定を更新しました。

３　自然公園等の環境保全
県内の山岳部に位置する国定公園や県立自然公

園などのかけがえのない自然環境を将来に引き継
いでいくため、山岳団体等の会員を山岳環境指導
員として委嘱し、一般登山者の山岳環境の適正利
用を啓発する山岳環境サポート事業を実施しまし
た。

４　森林環境共生育成
専門的な知識を有する指導者の育成確保では、

森林を利用した自然体験や自然観察などの野外活
動の指導や森林・林業の普及活動に寄与する専門
家を育成するため、「森林インストラクター養成
講座」及び「みやぎ自然環境サポーター養成講座」
を計画しましたが、東日本大震災の影響により中
止しました。

２　多様な主体との協働による自然環境保全活動の推進
自然保護課

国立・国定公園などの自然公園や県民の森をは
じめとする森林公園などは、気軽に自然とふれあ
い自然に対する理解を深める場として重要な役割
を担っていることから、多様な県民ニーズに配慮
した公園・空間づくりに努めるとともに、自然環
境の仕組みや成り立ち方などの普及啓発に積極的
に利活用することが必要です。
平成２３年度は、県民の森、昭和万葉の森、こも

れびの森等の森林公園をはじめ、伊豆沼・内沼サ
ンクチュアリ・センター、蔵王野鳥の森自然観察
センター等の施設において、様々な主体により各
種自然観察会や自然体験活動等が開催されまし
た。
各種自然観察会や自然体験活動の開催情報につ

いては、各開催主体がそれぞれの情報媒体により
発信しており、利用者が県全体の情報を容易に把
握することが困難なことから、県のホームページ
に「みやぎ自然ふれあい情報の森」を開設し、県

が各開催主体から情報を収集し、その情報を一元
的に提供しています。

３　自然環境を大切にする心をはぐくむ自然とのふれあい
自然保護課

▲自然観察会の様子
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第３部　環境保全施策の展開

１　みどりのクニづくり事業構成施策事業
①　百万本植樹事業
「百万本植樹事業」は、県土緑化の先導的事業と
して、緑のネットワークを形成させるもので、平
成２２年度は、６市４町１村の市町村が管理する公
共施設等の１９か所において、１，０５１本の緑化木を
配布及び植樹しましたが、平成２３年度は東日本大
震災の影響により中止しました。

②　宮城みどり基金
「宮城みどりの基金」は、県民総参加でみどりを
育てる施策として、平成５年に設置されました。
基金の運用益等により、緑化思想の普及・啓発、

森林・緑地等の整備などに活用されています。平
成２３年度末の基金造成額は、１７，６４４千円となって
います。

１　身近な地域の緑化の推進

第４節　やすらぎや潤いのある生活空間の創造

自然保護課

▼表３−３−４−１　みどりのクニづくり事業構成施策事業

事　　　業　　　内　　　容事業期間担当課（室）施　　策　　名区　分

県内の拠点となる森林を整備し、県民の共有の財産として後世に継承する。H２～

環境生活部
自然保護課

みやぎ未来の森林整備事業

みどりを 
まもる

野鳥の森等の施設を維持管理して、県民がいつでも自然に触れ合える場を
提供する。H６～野鳥の森維持管理事業

自然と景観を保全するとともに自然と人間のかかわりについて考える場を
整備する。H５～栗駒山自然景観保全修復事業

保安林機能の維持増進と潤いのある自然環境の創出を図る。H５～
農林水産部
森林整備課

保安林整備事業

海岸沿い等に造成された森林の公益的機能の維持・増進を図る。－県有防災林管理事業

家族及び地域の緑化を推進し、快適な生活空間の醸成を図り緑化思想の啓
発、人と環境にやさしい県土づくりを促進する。H５～環境生活部

自然保護課
百万本植樹事業

みどりを
ふやす

県の各種公共施設に積極的に植樹を行い、緑の量と質の確保を展開するこ
とにより、身近な環境の改善、良好な環境の創造を図る。H５～H２０土木部

都市計画課

都市環境の改善、県民レクリェーション需要に応える広域公園を整備する。－土木部
都市計画課都市公園整備事業

緑の文化創造のアプローチプラザとしてみどりの関連行事を一本化して緑
の大切さをアピールするため開催する。H５～H１８

環境生活部
自然保護課

みやぎ森林とのふれあいフェス
ティバル開催事業

みどりを 
育てる

緑化運動の展開を通じて基金の造成を図り、みどり資源のもつ環境・文化的
資源の価値を高めみどり豊かな県土をつくる。H５～宮城みどりの基金造成事業

自然教室や自然観察会など、広く県民に対して自然とふれあう機会を提供
することにより、自然保護思想の普及啓発を図る。H１１～自然とのふれあい事業

２　都市公園の整備
ライフスタイルや価値観の変化に伴うニーズの

多様化とともに、環境、防災、景観などの側面に
おいて緑とオープンスペースが果たす機能の重要
性が再認識されており、これらに対応できる都市
公園の整備が求められています。このため、次に
示す５つの視点から、地域バランスも考慮しつつ
公園を配置し、整備を進めています。また、これ
らの機能を十分に果たせるよう、適正に公園の管
理運営を行います。

▼表３−３−４−２　百万本植樹事業実績表

植　栽　本　数事　業　内　容事　業　か　所事　業　区　分

１４４，４４７本市町村立公園・諸施設等への緑化木配布仙台市　外　６４０か所市町村等公共施設緑化木配布

３７，２３７本庁舎・諸施設等への植樹東北歴史博物館　外　１１４箇所県有公共施設緑化事業

１８１，６８４本754　か所合計

＜平成２２年度事業実績概要＞
植　栽　本　数事　業　内　容事　業　か　所事　業　区　分

１，０５１本市町村立公園・諸施設等への緑化木配布大河原町外　６市４町１村市町村等公共施設緑化木配布

１，０５１本合計

＜過年度実績表（平成５年～平成２２年）＞

都市計画課
煙環境
すぐれた自然環境を構成する緑地の保全・保護

煙レクリエーション
日常生活圏及び広域圏におけるレクリエーション・コ
ミュニティー活動空間となる緑地の整備

煙防災
都市災害や自然災害の防止や緩和及び避難地や防災拠
点となる緑地等のオープンスペースの整備

煙景観
すぐれた景観資源の保護・保全

煙歴史文化
地域の歴史や文化的資源と結びついた地区の保全

※　平成２３年度は震災の影響により事業を休止したため、参考データとして昨年度実績を掲載しています。
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第３章　自然環境の保全とやすらぎや潤いのある身近な環境の保全及び創造

 

３　道路緑化の推進
県は、森と海の豊かな自然に恵まれた地域の特

性を踏まえ、自然環境・生活環境といった様々な
視点から、未来に誇れる強く美しい県土づくりを
目標に掲げ、社会資本整備を行っています。
道路緑化については、地域住民と行政が「共に

考え、共に創り、共に育む」をモットーに、県土
の豊かな緑を活かし、都市と自然が調和した独自
性のある道路環境となるよう、地域住民と協働し
て緑化作業を実施します。

▲図３−３−４−１　都市公園開設推移

（年度）
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▲広域公園（加瀬沼公園・（多賀城市・塩竈市・利府町））

▲地区公園（城山公園・大崎市岩出山）

道路課

１　親水空間の整備
河川の豊かな自然環境は、多様な動植物の生
息・生育及び繁殖環境を支えるとともに、美しい
景観を形成している。人々が河川に近づき自然と
親しむことができるよう、環境学習や癒し等の場
として、親水空間の整備を推進しています。

２　港湾内緑地の整備
港湾内緑地は、建造物が与える景観的圧迫感を
緩和させ、単調な空間に変化を与えることで、港
湾で働く人に快適な就労環境を提供するだけでは
なく、憩いの場として、またスポーツなどレクリ
エーションの場として、広く県民に利用されてい
ます。
このように県民に親しまれるウォーターフロン

トを形成するための主要施設として、港湾内緑地
の整備を進めています。

３　漁港環境整備
漁港の環境向上に必要な施設を整備するととも

に、水域の環境を保全することによって、漁港に
おける環境の保持、美化を図り、快適にして潤い
のある漁港環境を形成することを目的としていま
す。
これまで、磯崎漁港（県・松島町）で水域空間

の有効利用のため親水施設並びに漁港環境の有効
活用のための広場等の整備を行ってきましたが、

２　身近な水辺環境の保全と創出

河川課

港湾課

▼表３−３−４−３　港湾内の主な緑地・公園

施設概要面積緑地・公園名港名
展望台、親水広場、テ
ニスコート等９１千㎡仙台港中央公園

仙台塩釜港
(仙台港区) 海水浴場、階段護岸等６９千㎡湊浜緑地公園

駐車場、多目的広場、
展望台等３２千㎡向洋海浜公園

野球場、テニスコート
等２４千㎡中の島地区緑地仙台塩釜港

(塩釜港区)
 (造成中)３１千㎡(仮称)港地区緑地
 (整備予定)１０２千㎡雲雀野東緑地

石巻港
 (造成中)１３８千㎡雲雀野西緑地
バーゴラ等４千㎡汐見公園気仙沼港

漁港復興推進室
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第３部　環境保全施策の展開

平成２３年度は震災復旧・復興業務優先のため事業
を休止しました。

４　海岸環境整備事業
高潮、波浪等の自然災害から国土及び海岸環
境、沿岸住民の生命・財産を守るとともに、快適
な海浜利用の増進を図るため、海岸保全施設（環
境整備施設）の整備を実施しています。緩傾斜堤
の採用や緑化などにより、自然景観やその他の周

辺景観に配慮した施設を整備するなど、国土保全
との調和を図りながら県民に親しまれる魅力のあ
る海岸環境の形成を進めています。

▼表３−３−４−４　主な海岸環境整備施設

施設概要地区名海岸名事業
人工リーフ、階段護
岸、遊歩道

桂島
（前浜）仙台塩釜港海岸

（離島）
港湾 離岸堤、階段護岸寒風沢

（前浜）
離岸堤、親水護岸、遊
歩道湊浜仙台塩釜港海岸

１　良好な景観形成の推進
平成１６年に「景観法」（平成１６年法律第１１０号）
が制定され、景観への取組が国の施策として位置
付けられるとともに、その区域の自然的社会的諸
条件に応じた施策を策定し、実施することが、地
方公共団体の責務とされました。
県では、平成２１年７月に美しい景観の形成につ

いての基本理念と、その施策の基本となる事項を
定めた「宮城県美しい景観の形成の推進に関する
条例」（平成２１年条例第４４号）が制定されたことを
受け、平成２４年３月に、美しい景観の形成に関す
る施策を総合的、計画的及び広域的に推進するた
め、「宮城県美しい景観の形成に関する基本的な
方針」を策定しました。
同条例及び同方針に基づき、市町村の景観行政

団体への移行を支援するとともに、普及啓発の一
環として、県民が景観を生活の中の身近な問題と
して捉え、自らの問題意識から自発的に行動する
ことを促せるよう、「みやぎ景観フォーラム」を開
催するなど、景観形成を支える県民意識の醸成に
向けて、積極的に施策・事業を展開しています。

２　屋外広告物への規制
「屋外広告物法」（昭和２４年法律第１８９号）及び

「屋外広告物条例」（昭和４９年条例第１６号）に基づ
き、屋外広告物の表示・設置等に対して、地域の
土地利用等に応じた必要な規制を行いながら、地
域の景観と調和した屋外広告物の表示・設置等を
誘導することにより、県土の良好な景観の形成、
風致の維持及び屋外広告物による公衆への危害の

防止を図っています。
同条例等においては、禁止広告物、禁止物件と

ともに、禁止区域、許可地域に係る規定が定めら
れ、許可地域において屋外広告物を表示・設置し
ようとする者は、知事の許可を受けなければなら
ないとしています。
また、電柱等の違法なはり紙を減らすため、平

成１７年７月に違法広告物除却サポーター制度を発
足させ、ボランティアによる除却活動を行ってい
ます。
さらに、従来は届出制であった屋外広告業につ

いて、平成１６年の屋外広告物法の改正により、営
業停止命令等の営業上のペナルティーを適用でき
る登録制の導入が可能となったことから、平成１７
年７月から屋外広告業の登録制度を採用し、屋外
広告業の関係団体と連携しながら、悪質な業者の
排除とともに、優良な業者の育成に努めています。

３　電線類の地中化
日本の都市に比べ、欧米の都市の街並みが美し

いと思える要因のひとつに、立ち並ぶ電柱と空を
横切る電線のないことがあげられます。道路から
電柱・電線を無くす無電柱化に対する要望は、歩
行空間のバリアフリー化、避難路の確保等、都市
防災対策及び良好な住環境の形成等のほか、歴史
的な街並みの保全等、美しい景観形成の観点から
も強く求められています。　現在、県では無電柱
化推進計画（平成２１～２５年度）に基づき、まちな
かの幹線道路や歴史的街並みを保全すべき地区
等、良好な都市景観の形成を目的として電線共同
溝事業を推進しています。
また、歩道が狭い、あるいは設置されていない

道路のように、電線共同溝等の地中化による無電
柱化が困難な箇所においては、裏配線や軒下配線
等の整備手法が有効です。

３　美しい景観の形成

都市計画課

煙景観行政団体
景観法に基づく、景観計画の策定等景観行政に取り組
む地方自治体
煙県内の景観行政団体
宮城県　仙台市　登米市　松島町　塩竈市　多賀城市
（移行順）

都市計画課

都市計画課・道路課

港湾課
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第３章　自然環境の保全とやすらぎや潤いのある身近な環境の保全及び創造

１　まちづくりの支援
①　身近なまちづくり支援街路事業
日常生活の豊かさを実感できる身近な生活空間

の整備や、より質の高い街路空間の整備に対する
ニーズが高まっています。このため、地域の特性
を生かした個性のあるまちづくりに取り組もうと
する地区を対象に、身近なまちづくり支援街路事
業を実施しています。
塩竈市の鹽竈神社周辺地区においては、鹽竈神

社をはじめとする歴史的遺産や古くからの造り酒
屋や味噌醤油屋など歴史的建築物が多いことか
ら、これらを活用した個性あるまちづくりの支援
を進めています。
その中で、幹線道路や歩行者ネットワークを形

成する地区内道路の整備に当たっては、車道の拡
幅、歩道の設置、電線類の地中化、舗装や照明灯
のグレードアップなど総合的な街路整備計画を地
元関係者の参画の基に立案し、良好な居住環境の
確保、安全で快適な交通環境の整備、地元商店街
の活性化を誘導する集客力の向上などを図ること
を目途に県では、都市計画道路北浜沢乙線の街路
事業を進め、平成２２年度に完了しました。
②　都市再生整備計画事業
地域の歴史・文化・自然環境等の特性を活かし

た個性あふれるまちづくりを実施し、都市の再生
を効率的に推進することにより、地域住民の生活
の質の向上と地域経済・社会の活性化を図ること
を目的として、平成１６年度から施行している事業
です。
事業の事業主体は市町村であり、各市町村が策

定した「都市再生整備計画」に基づき事業を推進
しており、平成２３年度は７市町９地区において事
業を推進しました。

２　農業・農村が持つ多面的機能の維持・増進

農業・農村は、農業生産のほかに、洪水の防止
や美しい田園景観の保持、緑豊かで心安らかな場
の提供、さらには環境・情操教育の場や伝統文化
の継承等、様々な役割を持っており、それらは、
農業・農村の多面的機能と呼ばれています。
平成１９年度からは、農地・水・環境保全向上対

策（平成２３年度から農地・水保全管理）を実施し、
農地・農業用水等の生産資源や農村が有する自然
環境・景観などの環境資源を持続的に保存するた
めに、農業者だけでなく地域住民が一体となって
保全向上する共同活動を支援しています。

　

３　中山間地域の総合対策

中山間地域は、過疎化・高齢化に伴う農業の担
い手不足や、地理的条件が不利なことから、耕作
放棄地の増加、農林業生産活動の停滞、さらに地
域活力の停滞が大きな課題となっています。
このような状況を踏まえ、地域の特性を活かし

た農林業の振興をはじめ、農業生産基盤や生活環
境基盤の整備等、定住化に関する施策を推進する
とともに、国土保全や水源のかん養など、中山間
地域の有する多面的機能の維持を図っています。
 

４　個性ある地域づくりの推進

都市計画課

農村振興課

農 業 生 産 等

国土の保全
【国土の保全機能】

農
業
・
農
村
の
多
面
的
機
能

県

民

共

有

の

財

産

防災（洪水防止等）、水資源かん養、
環境改善（大気浄化、気候緩和等）
（評価額：1,988億円…①）

食料供給
（農業粗生産額H11：2,242億円）

アメニティ空間の
提供

【アメニティ機能】
景観保全、保健休養、生態系保全
（評価額：191億円…②）

自然体験伝統文化
の継承

【教育・文化機能】
情操教育、伝統文化保存・継承
（評価額：108億円…③）

①～③の合計額：2,287億円

▲加美町立宮崎小学校６年生児童による生きもの調査の様子

▲図３−３−４−２　農業・農村の多面的機能の概念図

農村振興課・農村整備課

▼表３−３−４−５　中山間地域に対する主な事業の実施状況

内　　　容実施地域事　業　名

耕作放棄地の発生防止、
多面的機能の確保、担い
手育成による農業生産活
動の維持等

白石市ほか
１２市町

中山間地域等直接支払交
付金事業

ほ場・農道整備、農業集
落道整備等の生産・生活
環境基盤の整備

登米市ほか
２町中山間地域総合整備事業

地域住民活動を推進する
人材の育成及び農地や土
地改良施設が有する多面
的機能の維持・保全活動
への支援

県下中山間
地域等

中山間地域等農村活性化
事業（基金）
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第３部　環境保全施策の展開

４　グリーンツーリズムによる農村振興

農山漁村を訪れ、その自然、文化、人々との交
流等を楽しむ滞在型の余暇活動を「グリーン・ツー

リズム」と呼んでいます。
豊かな自然に触れ、農林漁家民宿・レストラン

で食を楽しんだり、地元住民と一緒に農作業や郷
土料理づくりなどの体験活動をすることで、日常
の生活で失いがちな「ゆとり」や「やすらぎ」な
どを感じることができます。
こうした交流を通じて、農村住民が、農業や地

域の魅力を再認識し、その魅力を一層高めていこ
うとする活動に取り組むことで、地域に活気が生
まれています。
平成２４年度には、まるもりグリーン・ツーリズ

ム推進協議会主催の「おすそわけ博」開催のほか、
大崎市グリーン・ツーリズム協会の設立が予定さ
れるなど、新たな活動が生まれています。

▲農業用ため池に整備した生態系保全型水路と環境管理
用デッキ（登米市・機織沼）

日本の百選に代表される全国の優れた水環境、
音風景及びかおり風景は、それぞれ昭和６０年３
月、平成８年及び平成１３年に環境省によって選定
されました。地域に親しまれているこれらの環境

を将来にわたって保全・継承していくことは重要
です。
県内においては、下記のとおり認定されていま

す。

５　宮城の生活環境における日本の１００選
環境政策課

▼表３−３−４−６　名水・音・かおり風景１００選一覧

＜名水＞

概　　　　　要時　期分　類所在地名水の名称

仙台市街地の中心部を流れる都市河川でありながら、荒々しい自然崖と豊
かな河岸の緑が調和する渓谷さながらの景観を残している。また、清流に
しか棲まないアユやカジカガエルが見られるほか、カワセミ、ヤマセミな
ど、百種類を超える野鳥も確認されている。

通年河川仙台市広瀬川

奥羽山脈東麓の陸前丘陵の一部築館丘陵の南部に位置し、桂葉清水周辺は
平成4年に公園として整備され、田園風景に囲まれている。通年湧水栗原市桂葉清水

＜かおり風景１００選＞

概　　　　　要季　節かおりの源所在地かおり風景の名称
金華山には、ほぼ手つかずの原生林が見られ、生息するシカ、草、潮のに
おいが感じられる。島内は国定公園の特別保護地区に指定されている。一年中ブナ、モミ、

アカマツ、草地石巻市金華山の原生林
と鹿

２．５haの栽培面積をもつ園内には、１５０種１５万株のゆりの花が栽培されて
いる。「ゆり祭り」開催時は、「町おこしゆりの会」が主体となり、公園管
理や清掃活動を行っている。

６月中旬～７月
下旬ゆりの花栗原市南くりこま

一迫のゆり

名水１００選：　http://www.env.go.jp/water/mizu_site/ （環境省　水環境総合情報サイト）より抜粋
かおり風景・音風景１００選：http://www.env.go.jp/air/life/index.html より抜粋

＜残したい“日本の音風景１００選”＞

概　　　　　要時　期分　類所在地音風景の名称

秋の夜、岩切城跡の茂み、与兵衛沼の大堤の周辺では、スズムシの鳴き声
が良く聞こえる。宮城野のスズムシは七振り鳴くと言われ、古来より親し
まれてきた。

立秋過ぎから晩秋の
霜の降りる前まで昆虫仙台市

（宮城野区）
宮城野の
スズムシ

仙台市の街の中を流れる広瀬川は、生き物も多く生息し、５月末から８月
には、カジカガエルが美しい声を聞かせ、年間を通じセキレイ、カワセミ、
ヤマセミ等清流の鳥の声と姿を楽しめる。

カジカガエルは５月
末から８月まで。
野鳥は四季折々。

生物複合仙台市
広瀬川の

　カジカガエル
と野鳥

初夏から初冬にかけて、川面を渡る風がヨシのすれ合う音を誘い、ヨシ原
一面で合唱が始まる。多様な生物相と豊かな水をたたえるヨシ原では、毎
年初冬、地元の人々によるヨシ刈りが行われる。

４月から１２月頃植物
石巻市

（旧河北町、
旧北上町）

北上川河口の
ヨシ原

伊豆沼・内沼には、毎冬、マガンを中心に多くの雁が飛来してくる。マガ
ンは、朝、日の出と共に一斉に飛び立つ。その羽音と鳴き声はまさに壮観
である。

１０月中旬から２月下
旬、特に日の出、日
の入りの時刻。

鳥

栗原市
（旧築館町、
旧若柳町）伊豆沼・内沼の

マガン
登米市
（旧迫町）

農村振興課
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第４章　安全で良好な生活環境の確保

１　大気環境の現状
①　大気環境の監視体制
ア　大気汚染常時監視システム
「大気汚染防止法」（昭和４３年法律第９７号）第２２
条の規定に基づき、県内の大気環境基準の適合状
況や高濃度汚染の把握のため、国や仙台市ととも
に大気汚染の常時監視を行っています。平成２３年
度末現在で、一般環境大気測定局（以下、「一般局」
という。）２７局、自動車排出ガス測定局（以下、
「自排局」という。）９局、特定項目測定局１局及
び大規模発生源監視局９局において、二酸化硫黄
や光化学オキシダントなどの大気汚染物質を自動

測定しています。その結果はテレメータシステム
により保健環境センターに送信され、２４時間常時
監視するとともに、WEB上にリアルタイムで公
表しています。
イ　工場等発生源の監視
特に県の大気環境に影響を及ぼす恐れのある大

規模工場９工場については、「宮城県大規模発生
源常時監視要綱」に基づき、燃料使用量、二酸化
硫黄濃度及び窒素酸化物濃度等の連続測定データ
を保健環境センターにテレメートさせ、常時監視
しています。

▲図３−４−１−１　宮城県内の大気汚染常時監視測定局等

１　安全な大気環境の保全　

第４章　安全で良好な生活環境の確保

第１節　大気環境の保全　

環境対策課
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第３部　環境保全施策の展開

②　環境基準の達成状況
平成２３年度の環境基準の達成状況は、二酸化硫

黄、一酸化炭素及び微小粒子状物質について、す
べての測定局で環境基準を達成しました。
また、浮遊粒子状物質については、「長期的評

価」では、すべての局で環境基準を達成しました
が、「短期的評価」では一部の測定局で達成できま
せんでした。
光化学オキシダントについては、昨年同様、す

べての測定局で環境基準を達成できませんでし
た。
二酸化窒素については、環境基準の上限値はす

べての測定局で達成しましたが、下限値は自排局
１局で達成できませんでした。
有害大気汚染物質（ベンゼン等４物質）につい

ては、すべての測定地点で環境基準を達成しまし
た。

▼表３−４−１−１　平成23年度大気汚染に係る環境基準達成状況１

（１）　有効測定局：有効測定時間が６，０００時間以上の測定局をいう。（光化学オキシダント、短期的評価は除く。）
（２）　長期的評価：測定値の１時間値の１日分の平均値についての１年分のデータから、値の高い方から２％の範囲にあるものを除外し、その中で

最高となった値を基準と照らし評価するもの。（１日平均値が２日以上連続して基準を超過する場合は環境基準不適合と判断。）
（３）　短期的評価：測定値の日平均値及び１時間値又は８時間の１年分の全データを、基準と照らし評価するもの。
（４）　光化学オキシダントの評価：５時～２０時までの昼間の１時間値の１年分の全データを基準と照らして評価するもの。
（５）　９８％値評価：測定値の１時間値の１日分の平均値についての１年分のデータから、値の低い方から９８％の範囲内にあるデータの中の最高と

なった値を基準と照らし評価するもの。

二酸化窒素
NO２

光化学
オキシダント
Ox

浮遊粒子状物質
SPM

一酸化炭素
CO

二酸化硫黄
SO２

物　　質

評価方法

測　定　局

（５）
日平均値の９８%値

（４）（３）

短期的

（２）
長期的
日平均
値の２%
除外値

（３）

短期的

（２）
長期的
日平均
値の２%
除外値

（３）

短期的

（２）
長期的
日平均
値の２%
除外値

下限値
０．０４ppm

上限値
０．０６ppm

２５２５２６２６２６１１１０１０測　定　局

一般環境
大　　気
測 定 局

２２２２０１５２３１１１０９達　成　局
／／／／／／／／／────
２２２２１６２６２３１１１０９有効測定局（１）
１００．０ １００．０ ０．０ ５７．７ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ 達成率（％）
９９０９９３３００測　定　局

自 動 車
排出ガス
測 定 局

６７０３８３２００達　成　局
／／／／／／／／／────
７７０９８３２００有効測定局
８５．７ １００．０ ０．０３３．３ １００．０ １００．０ １００．０ ０．００．０達成率（％）
３４３４２６３５３５４４１０１０測　定　局

計
２８２９０１８３１４３１０９達　成　局
／／／／／／／／／────
２９２９１６３５３１４３１０９有効測定局
９６．６ １００．０ ０．０ ５１．４ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ 達成率（％）

（ ） （ ） （ ）

▼表３−４−１−２　平成23年度大気汚染に係る環境基準達成状況２

測　　　定　　　結　　　果

測定地点実　施
主　体地域分類 ジクロロメタンテトラクロロ

エチレン
トリクロロ
エチレンベンゼン

達成
状況

環境基準
１５０主/㎥

達成
状況

環境基準
２００主/㎥

達成
状況

環境基準
２００主/㎥

達成
状況

環境基準
３主/㎥

○０．４２ ○０．０２３○０．０３２ ○０．５２国設箟岳局１ 環境省
一 般 環 境 ○０．８５ ○０．０４９○０．３０ ○１．１ 大河原合同庁舎２ 宮城県

○０．９８ ○０．０８８○０．０５９ ○０．９ 榴岡測定局（榴岡公園）３ 仙台市
○０．７８ ○０．０３９○０．０４１ ○１．２ 塩釜測定局（塩竈市役所）４ 宮城県

固定発生源周辺 ○１．４０ ○０．１１○０．０２７ ○１．２ 高砂５ 仙台市
○１．６０ ○０．２１○０．０７０ ○０．９ 卸町東６ 仙台市
○０．７２ ○０．０３４○０．０６７ ○１．７ 名取自動車排出ガス測定局７ 宮城県

沿 道
○１．１０ ○０．０６２○０．０５８ ○１．３ 五橋測定局（市立病院）８ 仙台市

※１地点当たりの調査回数は１２回／年（環境省・仙台市）及び７回／年（宮城県）、各地点の測定結果は年平均値を示す。
　環境基準の達成状況については、「○」は達成を、「×」は非達成を示す。
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第４章　安全で良好な生活環境の確保

③　　汚染物質の状況
ア　二酸化硫黄
二酸化硫黄は、石炭や重油などの燃料の燃焼に

より排出されます。
平成２３年度は、県内１０局（一般局）の全局で環

境基準を達成しました。
なお、二酸化硫黄を設置した自排局がなくなっ

たため、自排局での測定は行っていません。

　
イ　一酸化炭素
一酸化炭素は、主に自動車排出ガスが発生源と

なっています。
平成２３年度は、県内４局（一般局１局、自排局

３局）の全局で環境基準を達成しました。

　
ウ　浮遊粒子状物質
浮遊粒子状物質は、粒径が１０μm以下の大気中

に浮遊する粒子状の物質で、主に工場などからの
ばいじんやディーゼル車からの黒煙などが発生原
因です。
平成２３年度は、県内３５局（一般局２６局、自排局

９局）で測定したところ、長期的評価では全局で
環境基準を達成しましたが、短期的評価では一般
局１１局、自排局６局で環境基準を達成できません
でした。
 

▲図３−４−１−２　二酸化硫黄の年間平均値の推移

▲図３−４−１−３　一酸化炭素の年間平均値の推移

エ　光化学オキシダント・非メタン炭化水素
煙光化学オキシダント
光化学オキシダントは、窒素酸化物や炭化水

素等の原因物質が光化学反応を起こして生成す
るものであり、オゾンを主成分とする汚染物質
の集合体です。
平成２３年度は、県内２６局の全局で環境基準を

達成できませんでした。

県の光化学オキシダント対策については、
「宮城県大気汚染緊急時対策要綱」に基づき、関
係市町村や関係機関との連絡体制を整備し、硫
黄酸化物、二酸化窒素及び光化学オキシダント
の３物質について緊急時には警報や注意報を発
令し速やかな広報等を行うこととしています。
また、光化学オキシダントの発生が予想され

る４月１５日から９月３０日までの間は、８地域に
おいて予報体制をとりました。
なお、光化学オキシダントの緊急時の発令に

ついては、平成１２年度以降は行われていませ
ん。
煙非メタン系炭化水素
光化学オキシダントの生成防止のため、その

原因物質の一つとなる非メタン炭化水素の環境
上の指針値が設定されています。
平成２３年度は、県内７局（一般局５局、自排

局２局）で測定しました。そのうち、自排局２
局は指針値を１日以上超過ました。
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▲図３−４−１−４　浮遊粒子状物質の年間平均値の推移
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▲図３−４−１−５　光化学オキシダントの年間値の推移
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第３部　環境保全施策の展開

オ　二酸化窒素
二酸化窒素は、工場での重油などの燃料の燃焼

や自動車排出ガス中の一酸化窒素と空気中の酸素
との反応により生成します。
平成２３年度は、県内３４局（一般局２５局、自排局

９局）で測定しました。
二酸化窒素は環境基準が一定の幅で示されてい

ます。その上限値については、すべての局で環境
基準を達成しました。
なお、下限値については自動車排出ガス測定局

１局を除くすべての局で達成しました。

カ　微小粒子状物質
微小粒子状物質は、大気中に浮遊する粒子状の

物質であって、粒径が２．５μｍの粒子を５０％の割
合で分離できる分粒装置を用いて、より粒径の大
きい粒子を除去した後に採取される粒子をいいま
す。
平成２３年度は県内５局（一般局２局、自排局３

局）で測定しました。このうち、一般局１局、自
排局１局は測定日数が短く達成状況の評価対象と
なりませんでしたが、その他の一般局１局、自排
局２局で環境基準を達成しました。

キ　有害大気汚染物質
有害大気汚染物質は、継続的に摂取される場合

には人の健康を損なうおそれのある物質で、大気
汚染の原因となるものです。
有害大気汚染物質に該当する可能性のある物質

２４８物質のうち、大気汚染による人への健康リス
クがある程度高いとして環境省が指定等を行った
「優先取組物質」２３物質（平成２２年１０月１８日中央環
境審議会答申）の中から、環境省が測定方法を提
示している１９物質（ダイオキシン類を除く。）の測
定を行っています。　　
平成２３年度は、県内８地点（一般環境３地点、

固定発生源周辺３地点、沿道２地点）で測定しま
した。
その結果、ベンゼン、トリクロロエチレン、テ

トラクロロエチレン、ジクロロメタンはすべての
地点で環境基準を達成しました。
また、アクリロニトリル、塩化ビニルモノマー、

水銀及びその化合物、ニッケル化合物、クロロホ
ルム、１，２－ジクロロエタン、１，３－ブタジエン、
ヒ素及びその化合物は、すべての地点で指針値
（健康リスクの低減を図るための指針となる数値）
を下回っていました。
 

▲図３−４−１−６　二酸化窒素の年間平均値の推移
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▼表３−４−１−３　光化学オキシダント予報等発令地域と対象
市町村

対　　象　　市　　町　　村発令地域
気仙沼市（旧唐桑町の区域を除く）の区域気 仙 沼
登米市（旧東和町の区域を除く）の区域登　　米
栗原市のうち築館、若柳、高清水、一迫、瀬峰、志波
姫の区域栗　　原

大崎市のうち鳴子温泉を除く区域、涌谷町、美里町及
び加美町のうち旧中新田町の区域大　　崎

石巻市の区域のうち旧雄勝町、旧北上町、万石橋以東
の半島部及び島しょを除く区域並びに東松島市の区
域

石　　巻

仙台市、塩竈市、多賀城市、七ヶ浜町、利府町、松島
町、大郷町、富谷町、大和町及び大衡村の区域仙　　塩

名取市、岩沼市、亘理町及び山元町の区域岩　　沼
白石市、角田市、蔵王町、大河原町、村田町、柴田町
及び丸森町の区域仙　　南
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第４章　安全で良好な生活環境の確保

▼表３−４−１−４　測定対象有害大気汚染物質と測定結果（年平均値）

基準（指針）値
（μg/㎥）

年平均値の範囲
（μg/㎥）

測定
地点数物質名物質種類基準等区分

３１．７～０．５２８ベンゼン

炭 化 水 素 系環境基準設定物質
２０００．３～０．０２７８トリクロロエチレン
２０００．２１～０．０２３８テトラクロロエチレン
１５０１．６～０．４２８ジクロロメタン
２０．２３～０．０１８アクリロニトリル

炭 化 水 素 系

指 針 値 設 定 物 質

１００．０１３～０．００５２８塩化ビニルモノマー
１８０．４１～０．０９８クロロホルム
１．６０．１７～０．０６５８１,２-ジクロロエタン
２．５０．３４～０．０１２８１,３-ブタジエン
０．０４０．００２５～０．００１５８水銀及びその化合物

重 金 属 類 ０．０２５０．００４～０．０００７８８ニッケル化合物
０．００６０．００２～０．０００２５８ヒ素及びその化合物
―２．３～０．９３８アセトアルデヒド

ア ル デ ヒ ド 類

そ の 他 の 物 質

―２．９～１．５８ホルムアルデヒド
―０．００００７６～０．００００１８ベリリウム及びその化合物

重 金 属 類 ―０．０２１～０．００７８マンガン及びその化合物
―０．００２９～０．０００９９８クロム及びその化合物
―０．０００２６～０．００００７８ベンゾ[a]ピレン多 環 芳 香 族 類
―０．０８７～０．０３５８酸化エチレンそ の 他

ク　その他の物質
煙アスベスト
アスベスト（石綿）とは、天然に産出する、

きわめて細い繊維状の鉱物群です。熱などに
強い安定した物質で、以前は建築材料などに
多く使われていましたが、吸い込むことで健

康被害が生じるおそれがあるといわれていま
す。
これまで、毎年大気環境中の濃度測定を実

施していましたが、平成２３年度は東日本大震
災への対応として、より多くの地点で実施し
ています。

ケ　酸性雨
酸性雨とは、大気中の硫黄酸化物や窒素酸化物

が取り込まれ、pH（水素イオン濃度指数）が５．６
以下となった酸性の雨をいい、原因物質の排出源
として、工場や自動車からの排ガスなどがありま
す。
平成２３年度は、酸性雨の状況とその影響を把握

するため、県内１ヶ所の定点で降雨のpHの調査
を行いました。
pHの年平均値は５．０３であり、昨年度よりわず
かに高くなりました。（平成２２年度：４．９６）
 

 

▼表３−４−１−５　平成２３年度アスベスト大気濃度調査結果

幾何平均値
（本/Ｌ）

最大値
（本/Ｌ）

最小値
（本/Ｌ）

測定
データ数地点数地域数地　　域　　分　　類

＜０．１４＜０．１４＜０．１４６２１道路沿線地域飛散懸念地域
＜０．１４＜０．１４＜０．１４６２１商工業地域

一 般 環 境
＜０．１４＜０．１４＜０．１４６２１住宅地域
＜０．１４＜０．１４＜０．１４６２１農業地域
＜０．１４＜０．１４＜０．１４６２１内陸山間地域

※　この調査結果は、宮城県及び仙台市が県内で実施した結果の集計です。
※　アスベストの大気濃度の分析方法は、宮城県は、宮城県は分散染色法により実施し、仙台市は光学顕微鏡法により実施しています。
※　アスベストが検出されなかった場合（＜０．１４本/L）は、０．１４本/Lとして幾何平均値を算出しています。全ての測定でアスベストが検出されな
かった場合（０．１４本/L）は、幾何平均値も＜０．１４本/Lとしています。

▼表３−４−１−６　酸性雨調査結果（平成２３年度）

pH（水素イオン濃度指数）
平　均最　小最　大
５．０３４．２３５．５９涌　  谷

※　涌谷：国設箟岳大気環境測定局
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第３部　環境保全施策の展開

酸性雨については、これまでの調査で以下のこ
とが分かっています。
煙本県でも酸性雨が全県的かつ定常的に観測さ
れていること
煙県内の降雨の酸性度は、全国の平均的なレベ
ルであること
煙湖沼や土壌への影響は、現在のところ認めら
れていないこと

２　安全な大気環境を目指して講じた施策
①　工場・事業場対策
工場・事業場に設置されているばい煙・粉じん

発生施設等に対しては、大気汚染防止法及び公害
防止条例において、排出基準等が設けられ、規制
が行われています。
これらの規制を受ける工場・事業場に対しては、

定期的に煙道排出ガスの行政検査を含めた立入検
査を実施し、自主測定の実施状況を把握し排出基
準超過の有無等を確認するとともに、燃焼管理や
設備の改善等を指導しています。
また、大規模発生源を有する工場と公害防止に

関する協定や覚書を締結し、硫黄酸化物の年間・
時間排出量を設定するなど法律以上の負荷削減対
策をとるよう指導しています。
大気汚染防止法等に基づく施設は、ばい煙発生

施設が４，２６５施設であり、その７１．１％をボイラー
が占めており、次いで、ディーゼル機関、ガス
タービン、乾燥炉、廃棄物焼却炉の順になってい
ます。施設数は昨年度から５施設減少しました。
また、一般粉じん発生施設は、８１０施設と昨年度

から１３６施設増加していますが、ほとんどが震災
廃棄物処理施設です。
揮発性有機化合物（ＶＯＣ）排出施設は、主に

接着や印刷の乾燥施設など３８施設です。

▲図３−４−１−７　酸性雨の年間平均値の推移

（ｐH）

（年度）
4

4.2

4.4

4.6

4.8

5

5.2

5.4

5.6

5.8

6

22 232120191817161514131211109平成8

仙台
涌谷
丸森
大河原

▼表３−４−１−７　ばい煙・粉じん発生施設等設置届出状況（法律に基づくもの）

平成２３年度末現在の届出施設数平成２２年
度末現在
の届出施
設数　　

平成２１年
度末現在
の届出施
設数　　

施　　設　　名別表
番号 計

大気汚染防止法以外の届出大気汚染
防止法の届出 鉱山に係る施設ガス工作物電気工作物

３，０３３（１，０９７）（　　　）７（　　４）２５（　　５）３，００１（１，０７９）３，１１２３，１３１ボイラー１

ば
い
煙

３１（　　４）（　　　）（　　　）（　　　）３１（　　４）３９４１金属加熱炉６
４８（　　０）１（　　０）（　　　）（　　　）４７（　　　）４６４５窯業用焼成炉・溶融炉９
１０１（　　１０）２（　　２）（　　　）（　　　）９９（　　８）１０２１００乾燥炉１１
９７（　　２３）（　　　）（　　　）（　　　）９７（　　２３）８８８９廃棄物焼却炉１３
２３３（　１５６）１６（　　０）（　　　）２０５（　１５３）１２（　　３）２２８２３０ガスタービン２９
６１２（　３０１）３４（　　０）１（　　１）５０５（　２７５）７２（　　２５）５５８５６３ディーゼル機関３０
１１０（　　３９）１７（　　０）（　　　）２６（　　１５）６７（　　２４）１０８１１１その他

４，２６５（１，６２１）７０（　　２）８（　　５）７６１（　４４８）３，４２６（１，１６６）４，２８１４，３１０施　　設　　数　　合　 計
１，９６８（　７５５）－－－－１，９６０２，００３工　場　・　事　業　場　数
１３１（　　７）１５（　　０）（　　　）（　　　）１１６（　　７）１２８１３０鉱物又は土石の堆積場２

一
般
粉
じ
ん

４２９（　　６８）（　　　）（　　　）（　　　）４２９（　　６８）３３８３１４ベルト・バケットコンベア３
１５７（　　１２）（　　　）（　　　）（　　　）１５７（　　１２）１４０１３９破砕機・摩砕機４
９３（　　６）（　　　）（　　　）（　　　）９３（　　６）６８６８ふるい５
８１０（　　９３）１５（　　０）０（　　０）０（　　０）７９５（　　９３）６７４６５１施　　設　　数　　合　 計
１３０（　　１０）－－－－１２４１２６工　場　・　事　業　場　数
４（　　０）（　　　）（　　　）（　　　）４（　　０）９９塗装の乾燥施設３

Ｖ
Ｏ
Ｃ

１６（　　４）（　　　）（　　　）（　　　）１６（　　４）１３１３接着の乾燥施設４
７（　　４）（　　　）（　　　）（　　　）７（　　４）７８印刷(グラビア)の乾燥施設７
１１（　　２）（　　　）（　　　）（　　　）１１（　　２）８８その他
３８（　　１０）０（　　０）０（　　０）０（　　０）３８（　　１０）３７３８施　　設　　数　　合　 計
５（　　３）－－－－１４１４工　場　・　 事　業　場　数
０（　　０）０（　　０）０（　　０）０（　　０）０（　　０）００施　　設　　数　　合　 計特

定
粉
じ
ん ０（　　０）－－－－００工　場　・　 事　業　場　数

（注）　（　　）内は仙台市分、内数
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第４章　安全で良好な生活環境の確保

▼表３−４−１−８　ばい煙・粉じん発生施設設置届出状況（条例に基づくもの）

平成２３年度末現在の届
出施設数

平成２２年度末現在の
届出施設数

平成２１年度末現在の
届出施設数施　　設　　名別表

番号

４（　　１）４４石油精製用廃ガス処理施設２
ば
い
煙

２６（　　０）２６２６合成樹脂用反応施設・熱処理施設４
３０（　　１）３０３０施　 　 設　 　 数　 　 合　 　 計
９（　　１）９１０工　 場　 ・　 事　 業　 場　 数
３７（　　１２）３２３３チップ等堆積場１

粉
じ
ん

１５４（　　１０）１５４１６５打綿機２
１９１（　　２２）１８６１８８施　 　 設　 　 数　 　 合　 　 計
１２４（　　２０）１２４１３１工　 場　 ・　 事　 業　 場　 数

（注）　（　　）内は仙台市分、内数

▼表３−４−１−９　工場・事業場立入検査及び行政上の措置状況

仙　台　市　実　施※宮　城　県　実　施

行政指導改善
勧告等件数

使用燃料
検査件数

煙道検査
施設数

立入検査
施設数

立入検査
事業場数

行政指導改善
勧告等件数

使用燃料
検査件数

煙道検査
施設数

立入検査
施設数

立入検査
事業場数

０００００２０９５８４１６０平成２３年度

②　自動車交通環境負荷低減対策
ア　自動車交通環境負荷低減計画の進行管理
平成１９年３月に策定された「自動車交通環境負

荷低減計画」を推進するため、宮城県自動車交通
公害対策推進協議会を開催し、関係機関による施
策の実施状況や目標の達成状況を把握するととも
に、平成２１年度末の現状で計画の見直しを行いま
した。
イ　自動車交通騒音実態調査事業
主要幹線道路沿道における自動車交通騒音の実

態を広域的に調査・解析・評価するため、自動車
交通騒音実態調査を実施しました。
ウ　エコドライブ運動推進事業
自動車による環境負荷の低減を効果的に推進す

るためには県民の理解と協力が必要であることか
ら、やさしい発進やアイドリングストップ等の実
践を促す「エコドライブ運動」を県民運動として
展開しています。
平成２３年度は、次の事業を展開しました。
煙県庁行政庁舎の放送
１１月（エコドライブ推進月間）に、県庁行政
庁舎にて、エコドライブを呼びかける庁内放送
を行いました。
煙ラジオCMの放送
県政ラジオ放送でエコドライブの実施を呼び
かけました。
 

煙エコドライブ宣言ステッカーの配布
「みやぎｅ行動（eco do!）宣言」を活用し、
エコドライブに関する項目を含んで宣言した方
のうち、希望者にエコドライブ宣言ステッカー
を配布しました。

③　アスベスト対策
平成２３年度は、被災地の環境モニタリングを優

先させるため、環境大気中濃度測定等のアスベス
ト対策事業を休止しました。
ただし、大気汚染防止法に基づく立ち入り検査

は実施２２７件（うち仙台市１４５件）実施しました。
（※被災地の環境モニタリングの状況については、第２部

「東日本大震災からの復興に向けて」に記載しています。）

▲エコドライブ宣言ステッカー

※　東日本大震災の影響により事業を休止したもの。
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第３部　環境保全施策の展開

２　さわやかな大気環境の保全
環境対策課

１　悪臭の現状
悪臭の発生源は、本県の特徴としてクラフトパ

ルプ製造工場、石油精製工場等の工業分野のほ
か、漁港付近の魚腸骨処理場をはじめとした飼
料・有機質肥料製造工場、農村部に多く立地して
いる畜舎及び家畜ふん尿を原料とする強制発酵施

設が上げられます。その他にもサービス業、ごみ
集積場、排水路、個人住宅の浄化槽等、日常生活
と切り離せないものを含め多種多様です。
平成２３年度における悪臭苦情の発生件数は２０２
件でした。

▲図３−４−１−８　 宮城県における悪臭苦情件数の推移

（年度）
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22 23212019181716151413121110987654平成3
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苦情を内容別にみると、法施行地域内では、飲
食店などのサービス業に係るものが最も多く、次
いで野外焼却となっています。このほか、食品製
造工場、畜産農業、飼料・肥料製造工場に係る苦

情も後を絶えません。
法施行地域外においては、農業に係る苦情が最

も多く、次いで建設業、小売業並びに卸売業と
なっています。

▲図３−４−１−９　法施行地域内業種別悪臭苦情割合
（平成２３年度）

▲図３−４−１−１０　法施行地域外業種別悪臭苦情割合
　（平成２３年度）

飼料・肥料製造工場
3%

畜産農業
3%

その他
52%

サービス業・その他
19%

その他の製造工場
5%

食料品製造工場
6%
化学工場
0%

野外焼却
12%

サービス業
9%

農業
57%

製造業
6%

建設業
19%

卸売業・小売業
9%

電気・ガス・水道・熱供給業
0%

２　さわやかな大気環境を目指して講じた施策
①　工場・事業場対策
県及び法施行地域を管轄する市町村において

は、「悪臭防止法」、「公害防止条例」及び「宮城県

悪臭公害防止対策要綱」に基づき、地域又は施設
を指定することにより悪臭対策に努めています。
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第４章　安全で良好な生活環境の確保

ア　悪臭防止法による規制
悪臭防止法では、知事が生活環境を保全する必

要があると認める地域を規制地域として指定する
とともに規制基準を設定し、管轄する市町村が規
制・指導にあたることとされています。
県では、昭和４８年６月に仙台市、石巻市、岩沼

市等の３市２町を含む３地域を規制地域として指
定し、５物質の規制基準を設定しました。
その後、法施行令の改正により、昭和５１年に３

物質、平成元年に４物質が追加指定されたことか
ら、平成４年４月に規制地域を９市２町（仙台市
を除く県内全市（当時）、亘理町及び七ヶ浜町）に
拡大するとともに、悪臭物質を５物質から１２物質
に追加指定しました。
さらに、平成６年４月に敷地境界及び排出口に

ついて１０物質、平成７年４月に排出水について４
物質がそれぞれ法施行令改正により追加指定され
ました。

これを受け、県における悪臭物質の追加指定に
ついて検討するため、県内の事業場における使用
実態と臭気発生状況を調査しましたが、平成７年
４月の法改正により臭気指数規制が併用（平成１３
年４月から完全施行）されたことから、県は臭気
指数規制へ移行することとし、平成１５年１０月から
規制地域の一部拡大と嗅覚測定法による規制手法
を導入しました。
また、平成２２年度には登米市、栗原市及び東松

島市を新たに規制地域に指定し、全１２市２町（仙
台市を除く）に拡大しました。
なお、仙台市では特定悪臭物質として法で定め

られた全２２物質による濃度規制を行っています。
 

▼表３−４−１−１０　 宮城県における法律・条例・要綱に基づく規制状況

仙台市悪臭対策指導要綱宮城県悪臭公害防止対策要綱公　害　防　止　条　例悪　臭　防　止　法
嗅覚測定による臭気濃度規制嗅覚測定による臭気強度指導嗅覚測定による臭気指数規制嗅覚測定による臭気指数規制規制等の手法
仙台市内全域県内全域県内全域（ただし、悪臭防止法

規制地域を除く）
仙台市、石巻市、塩竈市、気仙
沼市、白石市、名取市、角田市、
多賀城市、岩沼市、登米市、栗
原市、東松島市、大崎市、亘理
町及び七ヶ浜町の一部地域

規制地域

全業種日本標準産業分類の大分類の
次の業種
イ　農　業
ロ　建設業
ハ　製造業
ニ　卸売業、小売業
ホ　電気・ガス・水道・熱供給

業
ヘ　サービス業 
上記の施設及び作業には、廃

棄物（排せつ物）を含むものと
する

イ　飼料又は有機質肥料の製造
の用に供する施設で次に掲げ
るもの（原料として、魚腸骨、
鳥獣骨、フェザー又はこれら
のソリュブルを使用するもの
に限る）
イ　原料置場
ロ　原料処理加工施設
ハ　真空濃縮施設
ニ　乾燥施設
ホ　脱臭施設
ロ　有機質肥料の製造の用に供
する施設で次に掲げるもの
（イの項に掲げるものを除く）
イ　原料置場
ロ　原料処理加工施設
ハ　強制発酵施設
ニ　乾燥施設
ホ　脱臭施設

規制地域内の全工場・事業場規制対象

仙台市宮城県、規制地域を管轄する仙
台市を含む１３市２町

宮城県、仙台市規制地域を管轄する仙台市を含
む１３市２町規制指導の主体

敷地境界線における基準
臭気濃度　１０
排出口の高さ等に応じて以下の
範囲で４区分

臭気濃度　３００～２，０００

測定法　三点比較式臭袋法

敷地境界線上において
臭気強度　１.８

測定法　三点比較式臭気採点法

（単位　臭気指数）
　
　

測定法：三点比較式臭袋法
注）仙台市では特定悪臭物質として法で定められた全２２物質に
よる規制指導

規制基準

無臭０

やっと感知できるに
おい  １

何のにおいであるか
がわかる弱いにおい２

らくに感知できるに
おい ３

強いにおい４

強烈な臭い５

排出水排　出　口敷地境界線

臭気指数３１

悪臭防止法第４条第２項に定め
る規制基準を基礎として、悪臭
防止法施行規則第６条の２に定
める方法により算出した臭気排
出強度又は臭気指数

臭気指数１５
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第３部　環境保全施策の展開

名取市

石巻市

塩竈市

気仙沼市

白石市 角田市

多賀城市

蔵王町

七ヶ宿町

川崎町

丸森町

七ヶ浜町

大和町

仙台市

大郷町大郷町

富谷町富谷町
利府町利府町

岩沼市岩沼市

亘理町亘理町

村田町村田町

柴田町柴田町

山元町山元町

大河原町大河原町

松島町松島町

大衡村

加美町

色麻町

大崎市

涌谷町

美
里
町

美
里
町

美
里
町

栗原市

登米市

東松島市

女川町女川町

南三陸町

イ　宮城県公害防止条例による規制
本県における悪臭公害は、昭和３０年代後半から

苦情が急増し、昭和４０年頃は主として沿岸地域の
水産加工場から排出される魚介類残さの乾燥工程
から発生する悪臭が、全公害苦情件数の４０％を占
めていました。この問題を解決するため、昭和４０
年１０月２０日に制定された公害防止条例において、
全国に先駆けて魚腸骨処理場及び化製場の排出口
に対して食塩水平衡法による臭気濃度に係る規制
基準を設定しました。
その後、昭和４６年３月１８日の条例全面改正時に

規制基準等が見直され、昭和５８年１２月２３日には条

例施行規則の一部を改正し、「五点比較式臭袋法」
を採用するとともに、臭気指数による規制に改
め、特定施設を飼料又は有機質肥料製造事業場に
限定しました。
さらに、県内一律の方式で規制をするため、平

成１６年４月から法に合わせて「三点比較式臭袋法」
を採用して新たな規制基準を設定しました。
平成２３年度末現在、条例に基づく特定施設は、

魚腸骨処理場等１工場（１施設）、これ以外の飼
料・有機質肥料製造工場１６０工場（２９７施設）となっ
ています。

▲図３−４−１−１１　悪臭防止法に基づく指定地域所在市町村

▼表３−４−１−１１　悪臭防止法に基づく行政指導等の状況

処分件数改善勧告
件数

行政指導
件数測定件数立入検査

件数年度

００３００３７平成１９年
００３９０７３平成２０年
００２１０３４平成２１年
００９０９平成２２年
００２０２平成２３年
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第４章　安全で良好な生活環境の確保

▼表３−４−１−１２　公害防止条例に基づく悪臭特定施設設置工場・事業場数（平成２３年度）

計
特定施設設置工場・事業場数

市町村名No.
有機質肥料製造工場魚腸骨処理場等

８（　１１）８（　１１）仙 台 市1
１２（　２９）１２（　２９）石 巻 市２

塩 竈 市３
２（　３）２（　３）気 仙 沼 市４
７（　１１）７（　１１）白 石 市５
１（　４）１（　４）名 取 市６
１（　１）１（　１）角 田 市７

多 賀 城 市８
２（　４）２（　４）岩 沼 市９
２７（　４９）２７（　４９）登 米 市１０
１５（　２８）１５（　２８）栗 原 市１１
２（　４）２（　４）東 松 島 市１２
２１（　４０）２１（　４０）大 崎 市１３
４（　７）４（　７）蔵 王 町１４
１（　１）１（　１）七 ヶ 宿 町１５
１（　１）１（　１）大 河 原 町１６
３（　４）３（　４）村 田 町１７

柴 田 町１８
１１（　１４）１１（　１４）川 崎 町１９
１０（　２２）１０（　２２）丸 森 町２０

亘 理 町２１
２（　４）１（　３）１（　１）山 元 町２２
２（　２）２（　２）松 島 町２３

七 ヶ 浜 町２４
１（　２）１（　２）利 府 町２５

大 和 町２６
３（　１１）３（　１１）大 郷 町２７
２（　４）２（　４）富 谷 町２８
１（　５）１（　５）大 衡 村２９
２（　３）２（　３）色 麻 町３０
４（　１０）４（　１０）加 美 町３１
１０（　１６）１０（　１６）涌 谷 町３２
１（　１）１（　１）美 里 町３３

女 川 町３４
５（　７）５（　７）南 三 陸 町３５
１６１（２９８）１６０（２９７）１（　１）計

　　　　悪臭防止法による規制地域所在市町村
＊石巻市、塩竈市、気仙沼市の魚腸骨処理場等については、平成１５年１０月１日に悪臭防止法に基づく規制地域
の一部拡大により、公害防止条例の特定施設から除外された。

（　）内の数は特定施設数

▼表３−４−１−１３　公害防止条例に基づく措置等

措置の合計処分件数改善勧告件数行政指導件数測定件数立入検査件数年度
９００９１２３５平成１９年
１４０４１０１５５０平成２０年
８０１７１６５２平成２１年
３００３１１３５平成２２年
９００９１０７１平成２３年
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第３部　環境保全施策の展開

ウ　宮城県悪臭公害防止対策要綱による指導
悪臭防止法又は公害防止条例の規制対象となら

ない施設等の悪臭問題については、「宮城県悪臭
公害防止対策要綱」による改善指導を行っていま
す。
この要綱では、臭気測定法として「三点比較式

臭気採点法」を採用し、臭気強度による規制基準
を敷地の境界線について設定しています。

エ　畜産臭気対策
悪臭防止法又は公害防止条例の規制対象となら

ない畜舎、堆肥舎等由来の臭気については、畜産
環境保全連絡調整会議等により関係機関と連携を
図り「宮城県悪臭公害防止対策要綱」による指導
を実施しています。

②　大気環境教育の推進
大気の状態を目で見て確かめることは難しいた

め、環境省及び財団法人日本環境協会において
は、昭和６３年度から星空を観察することを通じて
大気環境の状態を調査する全国星空継続観察（ス
ターウォッチング・ネットワーク）を夏期と冬期
の２回実施しています。本県からは、平成２３年度
において、夏期１団体・冬期２団体が参加しまし
た。
近年、都市の規模が大きくなるにつれて人工光

により星空を観察しにくくなる等の「光害」が新
たな問題として注目されています。環境省等は、
平成１０年３月に「光害対策ガイドライン」を、平
成１２年６月には「地域照明環境計画策定マニュア
ル」を策定し、良好な照明環境に向けた取組を実
施しています。

▼表３−４−１−１４　悪臭防止法及び公害防止条例以外の行政
指導の状況

改善勧告件数行政指導件数立入検査件数年度
０８４１１７平成２１年
０５８１０１平成２２年
０２２４５平成２３年
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第４章　安全で良好な生活環境の確保

１　水環境の現状

第２節　水環境の保全

環境対策課
１　安全な水環境
①　公共用水域
公共用水域の人の健康の保護に関する項目につ

いては、大川下流で砒素が、迫川中流でカドミウ
ム､鉛及びふっ素が、江合川上流で砒素、総水銀､
ふっ素及びほう素が環境基準を超過しました。
迫川中流で鉛（五輪原橋）並びにカドミウム及

びふっ素（五輪原橋及び久保橋）が基準を超過し
た要因は、自然汚濁及び過去の鉱山排水によるも
のと考えられます。江合川上流（鳴子ダム流入部）
で砒素、総水銀、ふっ素及びほう素が基準を超過
した要因は、上流部からの温泉水の流入等自然的
汚濁によるものと考えられます。大川下流の砒素
については原因が不明ですが継続して調査してい
きます。

 

②　地下水
地下水では、概況調査において、４０地点中１地

点で砒素の環境基準を超えた井戸が発見されまし
た。環境基準を超えた地点の周辺井戸について水
質調査を行ったところ、環境基準を超過した井戸
が２点ありました。
継続監視調査では４７地点中２９地点で環境基準を

超過しています。主な超過項目は、テトラクロロ
エチレン等の有機塩素系化合物、砒素、硝酸性窒
素及び亜硝酸窒素です。超過の要因として、有機
塩素系化合物は人為的な汚染によるもの、砒素は
地質構造由来の自然汚濁によるもの、硝酸性窒素
及び亜硝酸性窒素は施肥によるものと考えられま
す。

▲図３−４−２−１　大川下流（神山橋）における砒素の測定結
果（平均値）

▲図３−４−２−２　迫川中流（五輪原橋）におけるカドミウム・
鉛・ふっ素の測定結果（平均値）
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▼表３−４−２−１　地下水水質測定計画に基づく測定結果（平成２３年度）

As*ＢFNO２-N
NO３-NSePCETCE１,１,１-

TCE
１,２-
DCE

１,１-
DCE

四塩化
炭素AsCr６+PbCd項　　目

０．０１１０．８１００．０１０．０１０．０３１０．０４０．１０．００２０．０１０．０５０．０１０．０１環境基準（mg/L）

１１１１１１１１１１１１１１１調査市町村数
概
況
調
査

５４０４０４０４０４０４０４０４０４０４０４０４０４０４０調査地点数

２（２）３５（０）１２（０）２０（０）０（０）３（０）０（０）０（０）０（０）０（０）０（０）６（１）０（０）２（０）０（０）検出（超過）地点数

０．０３００．０５３最大値（mg/L）

４３３３３３１５１１調査市町村数継
続
監
視
調
査

１５１４１４１４１４１４１１４２１調査地点数

１５（６）１２（８）４（１）１（０）３（１）１（０）０（０）１４（１３）１（０）０（０）検出（超過）地点数

２２４．７０．１０．０６６０．０９７最大値（mg/L）

（注）Cd：カドミウム、Pb：鉛、Cr６＋：六価ｸﾛﾑ、As：砒素、１，１−DCE：１，１−ジクロロエチレン、１，２DCE：１，２−ジクロロエチレン、１，１，１−TCE：１，１，１−トリクロロエタン、TCE：トリクロロエチレ
ン、　PCE：テトラクロロエチレン、Se：セレン、NO２−N、NO３−N：亜硝酸性窒素・硝酸性窒素、F：ふっ素、B：ほう素　＊汚染井戸周辺地区調査

▲図３−４−２−３　迫川中流（久保橋）におけるカドミウム・
ふっ素の測定結果（平均値）

▲図３−４−２−４　江合川上流（大深沢（鳴子ダム流入部））に
おける砒素及び総水銀の測定結果（平均値）
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第３部　環境保全施策の展開

２　清らかな水環境
①　環境基準の達成状況
生活環境項目のうち、有機性汚濁の指標となる

ＢＯＤ及びＣＯＤの環境基準の達成状況を水域ご
とに見ると、河川では５９水域中５７水域で達成して
おり、達成率は９７％でした。湖沼は１２水域のうち
１水域で達成しており達成率は８％、海域は２４水
域のうち２１水域で達成しており達成率は８８％でし
た。
なお、平成２３年度の海域調査は、東日本大震災

の震災の影響により測定は２回のみ実施しました。

全窒素・全燐の環境基準の達成状況を水域ごと
に見ると、湖沼の全燐の環境基準は、５水域のう
ち１水域で達成し、達成率は２０％でした。（全窒
素は当分の間適用しないこととしています。）
海域では、全窒素及び全燐共に９水域中７水域

で達成し、達成率は７８％でした。
また、水生生物に係る水質環境基準は、河川７

水域、湖沼２水域の全水域で達成しており、達成
率は１００％でした。

▼表３−４−２−２　類型別及び水域別のＢＯＤ（ＣＯＤ）の環境基準達成状況

達　　成　　率　（％）達　　成
水 域 数

達　　成
基準点数

基準
点数

あてはめ
水 域 数

類型
区分 平成２３年度平成２２年度平成２１年度平成２０年度平成１９年度

１００１００１００１００１００７１４１４７AA

河川
（BOD）

１００９５１００１００９５２０２０２０２０Ａ
９４１００１００１００１００１５１７１８１６Ｂ
９４１００１００１００１００１５１６１７１６Ｃ
９７９８１００１００９８５７６７６９５９計
０００００００６６AA

湖沼
（COD）

２５２５２５２５５０１１４４Ａ
０００００００２２Ｂ
８８８８１７１１１２１２計
７８１１２２０３３７１９２２※２９Ａ

海域※１

（COD）
８９６７５６６７６７８１１１２９Ｂ
１００１００１００１００１００６６６６Ｃ
８８５４５４５０６３２１３６４０２４計

▲図３−４−２−５　全水域環境基準達成率の推移
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のうち１水域及びC類型の１６水域のうち１水域で
環境基準を達成しませんでしたが、AA類型、A類
型及びC類型は全水域で達成しました。環境基準
を達成しなかった水域については、下水処理施設
の被災に伴う放流が一因と考えられます。
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濃度（㎎/Ｌ）

（年度）

金流川 小畑橋  A類型
吉田川下流 善川橋 B類型

鶴田川 下志田橋(サイホン) C類型
出来川 小牛田橋 C類型
大崎市古川地区内新堀サイホン入口 C類型

▲図３−４−２−６　生物化学的酸素要求量（BOD）が高い地点
の推移（年間７５％値）

※１　震災の影響で７地点欠測
※２　震災の影響で３７地点は年２回の測定
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第４章　安全で良好な生活環境の確保

③　湖沼
類型ごとのＣＯＤについては、Ａ類型の４水域

のうち１水域で環境基準を達成しましたが、ＡＡ
類型、Ｂ類型については全水域で未達成となりま
した。
また、全燐については、５水域のうち１水域で

環境基準を達成しています。

▲図３−４−２−７　化学的酸素要求量（COD）が高い地点の推
移（年間７５％値）
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23222120平成19

濃度（㎎/Ｌ）

（年度）

釜房ダム　ＡＡ類型 栗駒ダム　ＡＡ類型
七ケ宿ダム　Ａ類型 鳴子ダム　ＡＡ類型
大倉ダム　ＡＡ類型

0

0.005

0.010

0.015

0.020

0.025

0.030

23222120平成19

濃度（㎎/Ｌ）

（年度）

大倉ダム　Ⅱ類型

七北田ダム　Ⅱ類型

釜房ダム　Ⅱ類型

南川ダム　Ⅱ類型

七ケ宿ダム　Ⅱ類型
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8

10

12

14

16

23222120平成19

濃度（㎎/Ｌ）

（年度）

伊豆沼 Ｂ類型 長沼 Ｂ類型
南川ダム Ａ類型 樽水ダム Ａ類型
漆沢ダム ＡＡ類型

▲図３−４−２−８　化学的酸素要求量（COD）が低い地点の推
移（年間７５％値）

▲図３−４−２−９　全燐測定結果の推移（年間平均値）

④　海域
類型ごとのＣＯＤについては、Ａ類型９水域の

うち７水域、Ｂ類型９水域のうち８水域、Ｃ類型
６水域の全水域で環境基準を達成しました。
また、全窒素については、Ⅲ類型３水域のうち

２水域、Ⅱ類型６水域のうち５水域で環境基準を
達成しています。
全燐については、Ⅲ類型３水域のうち２水域

で、Ⅱ類型は６水域のうち５水域で環境基準を達
成しています。平成２３年度は被災した下水処理施
設の影響を調査するために海域の放流口付近でも

臨時検査を行いましたが、影響は認められません
でした。これらの地点については継続して平成２４
年度も実施していきます。

▲図３−４−２−１３　全燐測定結果の推移（年間平均値）

0
0.02
0.04
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0.08
0.10
0.12
0.14
0.16
0.18

23 （年度）222120平成19

気仙沼湾（ロ）　Ⅱ類型
気仙沼湾（イ）　Ⅲ類型広田湾全域　Ⅱ類型
万石浦全域　Ⅱ類型女川湾（ロ）　Ⅱ類型
女川湾（イ）　Ⅲ類型志津川湾全域　Ⅱ類型
松島湾（ロ）　Ⅱ類型松島湾（イ）　Ⅲ類型

濃度（㎎/Ｌ）

▲図３−４−２−１２　窒素測定結果の推移（年間平均値）
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1.0
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23222120平成19

濃度（㎎/Ｌ）

（年度）

気仙沼湾（ロ）　Ⅱ類型
気仙沼湾（イ）　Ⅲ類型広田湾全域　Ⅱ類型
万石浦全域　Ⅱ類型女川湾（ロ）　Ⅱ類型
女川湾（イ）　Ⅲ類型志津川湾全域　Ⅱ類型
松島湾（ロ）　Ⅱ類型松島湾（イ）　Ⅲ類型

▲図３−４−２−１０　化学的酸素要求量（COD）が高い地点の
推移（年間７５％値）
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4.0

4.5

5.0

5.5
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23222120平成19

濃度（㎎/Ｌ）

（年度）

その他の地先 桂島海水浴場 Ａ類型

石巻地先（乙-3） 雲雀野海岸沖（H-2） Ｂ類型

石巻地先（甲-2） 雲雀野海岸沖（H-１） Ｃ類型

石巻地先（甲-1） 工業港入口 Ｃ類型

二の倉地先（甲） 二の倉前-1 Ｃ類型

※平成２３年度は震災の影響により桂島海水浴場については測定して
いない。

▲図３−４−２−１１　化学的酸素要求量（COD）が低い地点の
推移（年間７５％値）
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23222120平成19

濃度（㎎/Ｌ）

（年度）

その他海域 雄勝地先 Ａ類型

その他海域 お伊勢浜 Ａ類型

その他海域 荻浜地先 Ａ類型

その他海域 小田の浜 Ａ類型

※平成２３年度は震災の影響により小田の浜・お伊勢浜については測
定していない。
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第３部　環境保全施策の展開

▼表３−４−２−３　下水道処理施設海域への放流口付近の水質
検査結果（大腸菌群数MPN/１００ｍL）

１　工場・事業場対策
水質汚濁防止法（昭和４５年法律第１３８号）では、
人の健康に係る被害が生じるおそれのある物質を
含む汚水廃液を排出する等、一定の要件を備える
施設を特定施設として定め、特定施設を設置して
いる工場・事業場から公共用水域に排出される水
について排水基準を適用して規制を行っています。

２　安全な水環境を目指して講じた施策
環境対策課

水質汚濁防止法に規定する特定事業場の数は、
平成２３年度末現在で５，７０３事業場です。このうち
有害物質を排出するおそれのある特定事業場は
２５３事業場で全特定事業場の約４％となっていま
す。

⑤　海水浴場
東日本大震災の影響により海水浴場の開設はあ

りませんでした。そのため、平成２３年度は環境省
通知に基づく海水浴場の水質検査は実施していま
せん。

２月１０月
１．８１３，０００県南浄化センター放流口
＜１．８２県南浄化センター放流口前２
４９１３０山元浄化センター

▼表３−４−２−４　下水道処理施設海域への放流口付近の水質
検査結果（COD ｍｇ/１００ｍL）

２月１０月
１．５２．３県南浄化センター放流口
１．５１．２県南浄化センター放流口前２
１．９１．７山元浄化センター
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第４章　安全で良好な生活環境の確保

▼表３−４−２−５　水質汚濁防止法に規定する特定事業場数

平成２３年度末における特定事業場数
平成２２年
度末にお
ける特定
事業場数

平成２１年
度末にお
ける特定
事業場数

業　　　種　　　区　　　分分類
番号 ①＋②

合計

②のうち生活
環境項目の排
水基準が適用
される事業場

②１日あたりの平均排水量５０㎥未満の①１日当たりの平均排水量５０㎥以上の

有害物質使用特定事業場
事業場

有害物質使用特定事業場
事業場

地下浸透地下浸透

１（　０）０（　０）０（　０）０（　０）０（　０）０（　０）０（　０）１（　０）１（　０）１（　０）鉱業又は水洗炭業１
１，０５８（　２０）１６（　０）０（　０）２０（　２０）１，０４９（　２０）０（　０）０（　０）９（　０）１，０５６（　３）１，０４８（　２０）畜産農業又は関連サービス業１－２
７８（　７）２（　１）０（　０）０（　０）６８（　６）０（　０）０（　０）１０（　１）７８（　０）７６（　７）畜産食料品製造業２
６１３（　８）２６（　０）０（　０）０（　０）５７２（　８）０（　０）０（　０）４１（　０）６３８（　０）６２７（　７）水産食料品製造業３
３０９（　９）０（　０）０（　０）０（　０）３０５（　９）０（　０）０（　０）４（　０）３０８（　０）２８８（　１０）保存食料品製造業４
７４（　２）０（　０）０（　０）０（　０）７３（　２）０（　０）０（　０）１（　０）７４（　０）７６（　２）みそ・食酢等の製造業５
１２（　３）１（　１）０（　０）０（　０）１１（　２）０（　０）０（　０）１（　１）１２（　０）１２（　３）菓子・製あん業８
４（　０）０（　０）０（　０）０（　０）４（　０）０（　０）０（　０）０（　０）３（　０）３（　０）米菓製造業等９
５０（　６）２（　２）０（　０）０（　０）４２（　４）０（　０）０（　０）８（　２）４９（　０）５２（　６）飲料製造業１０
２５（　６）０（　０）０（　０）１（　１）２２（　６）０（　０）０（　０）３（　０）２４（　０）２２（　５）飼肥料製造業１１
２（　０）０（　０）０（　０）０（　０）１（　０）０（　０）０（　０）１（　０）２（　０）４（　０）動植物油脂製造業１２
２（　０）０（　０）０（　０）０（　０）２（　０）０（　０）０（　０）０（　０）２（　０）２（　０）ぶどう糖水あめ製造業１５
３２（　３）０（　０）０（　０）０（　０）３１（　３）０（　０）０（　０）１（　０）３２（　０）３２（　３）めん類製造業１６
２９２（　２７）１（　０）０（　０）０（　０）２８９（　２７）０（　０）０（　０）３（　０）２９２（　０）３０２（　２７）豆腐煮豆製造業１７
１４（　０）１（　０）０（　０）０（　０）１１（　０）０（　０）０（　０）３（　０）１５（　０）１６（　０）冷凍調理食品製造業１８－２
９（　４）０（　０）０（　０）０（　０）８（　４）０（　０）０（　０）１（　０）１０（　０）１０（　４）繊維製品製造業１９
２（　０）０（　０）０（　０）０（　０）２（　０）０（　０）０（　０）０（　０）２（　０）２（　０）湿式バーカー２１－２
４（　０）０（　０）０（　０）０（　０）４（　０）０（　０）０（　０）０（　０）４（　０）４（　０）合板製造業２１－３
１（　０）０（　０）０（　０）０（　０）０（　０）０（　０）０（　０）１（　０）１（　０）２（　０）パーティクルボード製造業２１－４
３（　０）０（　０）０（　０）１（　０）３（　０）０（　０）０（　０）０（　０）３（　１）３（　０）木材薬品処理業２２
２（　０）０（　０）０（　０）０（　０）０（　０）０（　０）１（　０）２（　０）３（　０）３（　０）紙加工品製造業２３
５３（　４３）１（　０）０（　０）５（　５）５３（　４３）０（　０）０（　０）０（　０）５３（　２）５４（　４２）印刷業等２３－２
１（　０）０（　０）０（　０）１（　０）１（　０）０（　０）０（　０）０（　０）２（　１）２（　０）化学肥料製造業２４
１（　０）０（　０）０（　０）０（　０）０（　０）０（　０）０（　０）１（　０）１（　０）１（　０）無機顔料製造業２６
３（　２）０（　０）０（　０）０（　０）３（　２）０（　０）０（　０）０（　０）３（　０）３（　２）その他の無機化学工業製造業２７
０（　０）０（　０）０（　０）０（　０）０（　０）０（　０）０（　０）０（　０）１（　０）０（　０）有機顔料製造業３２
２（　０）０（　０）０（　０）０（　０）１（　０）０（　０）０（　０）１（　０）１（　０）２（　０）合成樹脂製造業３３
１（　０）０（　０）０（　０）０（　０）１（　０）０（　０）０（　０）０（　０）１（　０）１（　０）石けん製造業３８
１（　０）０（　０）０（　０）０（　０）１（　０）０（　０）０（　０）０（　０）１（　０）１（　０）その他の有機化学工業製品製造業４６
１（　１）０（　０）０（　０）０（　０）１（　１）０（　０）０（　０）０（　０）１（　０）１（　１）医薬品製造業４７
１（　０）０（　０）０（　０）１（　０）１（　０）０（　０）０（　０）０（　０）１（　１）１（　０）農薬製造業４９
１（　１）１（　１）０（　０）０（　０）０（　０）０（　０）１（　１）１（　１）１（　０）１（　１）石油精製業５１
３（　２）１（　１）０（　０）０（　０）１（　１）０（　０）１（　１）２（　１）４（　０）５（　２）自動車タイヤ・チューブ製造業、ゴムホース製造業等５１－２
１（　０）０（　０）０（　０）０（　０）１（　０）０（　０）０（　０）０（　０）１（　０）１（　０）皮革製造業５２
１０（　４）０（　０）０（　０）１（　１）９（　４）０（　０）０（　０）１（　０）１２（　１）１１（　４）ガラス製品製造業５３
７４（　５）１（　０）０（　０）０（　０）７４（　５）０（　０）０（　０）０（　０）７６（　０）７７（　５）セメント製品製造業５４
７８（　１７）３（　３）０（　０）０（　０）７２（　１４）０（　０）０（　０）６（　３）７９（　０）７８（　１７）バッチャープラント５５
１（　０）０（　０）０（　０）０（　０）０（　０）０（　０）０（　０）１（　０）１（　０）１（　０）人造黒鉛電極製造業５７
１４（　１）１（　１）０（　０）０（　０）１２（　０）０（　０）０（　０）２（　１）１３（　０）１４（　１）砕石業５９
３４（　４）０（　０）０（　０）０（　０）３２（　４）０（　０）０（　０）２（　０）３４（　０）３７（　４）砂利採取業６０
３（　１）１（　１）０（　０）０（　０）１（　０）０（　０）１（　１）２（　１）４（　０）４（　２）鉄鋼業６１
１（　０）２（　０）０（　０）０（　０）０（　０）０（　０）０（　０）１（　０）１（　０）１（　０）非鉄金属製造業６２
１５（　１）１（　０）０（　０）２（　０）８（　１）０（　０）３（　０）７（　０）１５（　２）１４（　２）金属製品製造業６３
０（　０）０（　０）０（　０）０（　０）０（　０）０（　０）０（　０）０（　０）０（　０）１（　０）石炭を燃料とする火力発電施設の廃ガス洗浄施設６３－３
２４（　６）７（６）０（　０）０（　０）１０（　０）０（　０）３（　０）１４（６）２２（　０）２４（　６）水道施設６４－２
８３（　１６）１（　０）０（　０）３３（　１３）６７（　１６）０（　０）８（　０）１６（　０）７７（　２６）７６（　１７）表面処理施設６５
１０（　３）０（　０）０（　０）６（　３）６（　３）０（　０）３（　０）４（　０）１５（　５）１０（　３）電気めっき施設６６
９２２（　７５）４０（　２２）０（　０）１５（　１５）８０６（　５３）０（　０）２０（　２０）１１６（　２２）９９２（　０）１，０１６（８１）旅館業６６－２
２０（　５）３（　０）０（　０）０（　０）１５（　５）０（　０）０（　０）５（　０）２０（　０）１８（　５）共同調理場６６－３
１４（　６）０（　０）０（　０）０（　０）１２（　６）０（　０）０（　０）２（　０）１４（　０）１５（　６）弁当製造業６６－４
４８（　２１）１（　１）０（　０）０（　０）３９（　２０）０（　０）０（　０）９（　１）４７（　０）４７（　２０）飲食店６６－５
３（　２）１（　０）０（　０）１（　１）３（　２）０（　０）０（　０）０（　０）３（　０）３（　２）主食と認められる食事を提供しない飲食店６６－６
３４３（　６７）５（　４）０（　０）１５（　７）３３３（　６３）０（　０）２（　２）１０（　４）３４９（　１８）３５２（　６５）洗たく業６７
１１０（　４３）０（　０）０（　０）０（　０）１１０（　４３）０（　０）０（　０）０（　０）１１０（　０）１１１（　４１）写真現像業６８
１５（　６）２（　２）０（　０）１（　１）７（　４）０（　０）３（　２）８（　２）１３（　１）１３（　５）病院６８－２
３（　１）０（　０）０（　０）０（　０）１（　１）０（　０）０（　０）２（　０）３（　０）２（　１）と畜業６９
１（　１）０（　０）０（　０）０（　０）１（　１）０（　０）０（　０）０（　０）１（　０）１（　１）中央卸売市場６９－２
１（　０）０（　０）０（　０）０（　０）１（　０）０（　０）０（　０）０（　０）１（　０）１（　０）廃油処理施設７０
１６（　１５）０（　０）０（　０）０（　０）１６（　１５）０（　０）０（　０）０（　０）１５（　０）１５（　１４）自動車分解整備事業７０－２
８０１（３５６）３（　０）０（　０）０（　０）８０１（３５６）０（　０）０（　０）０（　０）７８３（　０）７６３（３３８）自動式車両洗浄施設７１
１１８（　７２）３（　０）０（　０）５７（　４５）１１０（　７２）０（　０）６（　０）８（　０）１１６（　４２）１１９（　７１）試験・研究機関７１－２
３１（　７）１（　０）０（　０）１（　０）２７（　７）０（　０）０（　０）４（　０）１９（　１）１９（　３）一般廃棄物処理施設７１－３
２３（　１３）２（　１）０（　０）２（　２）２１（　１２）０（　０）１（　１）２（　１）２３（　２）２３（　１３）産業廃棄物処理施設７１－４
１２（　１）０（　０）０（　０）１２（　１）１２（　１）０（　０）０（　０）０（　０）１０（　１０）１０（　１）ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ等洗浄施設７１－５
１（　０）０（　０）０（　０）１（　０）１（　０）０（　０）０（　０）０（　０）１（　１）１（　０）ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ等蒸留施設７１－６
１５８（　１６）１７（　１６）０（　０）０（　０）７（　０）０（　０）１６（１６）１５１（　１６）１６４（　０）１６５（　１６）し尿処理施設７２
４４（　５）５（　５）０（　０）０（　０）０（　０）０（　０）６（　５）４４（　５）４０（　０）４１（　５）下水道終末処理施設７３
１６（　２）０（　０）０（　０）１（　１）５（　２）０（　０）１（　０）１１（　０）１７（　０）１７（　２）共同処理施設７４

５，７０３（９１６）１５２（　６８）０（　０）１７７（１１６）５，１８０（８4８）０（　０）７６（　４９）５２３（　６８）５，７７０（１１７）５，７５８（８９３）合　　　　　計
（注）　（　）は仙台市分、内数
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第３部　環境保全施策の展開

２　地下水汚染対策
平成元年度に水質汚濁防止法が改正され、トリ

クロロエチレン及びテトラクロロエチレンの２物
質が排水基準項目に追加されて排水規制が行われ
るとともに、有害物質を含む水の地下への浸透が
禁止されました。
また、同時に、公共用水域と同様、各都道府県

知事が地下水の常時監視を行い、測定結果を公表
することとなりました。
平成８年の水質汚濁防止法の改正により、地下

水汚染原因者に対する改善措置の命令が規定され
ました。
平成９年３月には、地下水に関して、人の健康

の保護に関する環境基準２３項目が設定され、平成
１１年２月には、硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素、
ふっ素、ほう素の３項目が、平成２１年１１月には、
塩化ビニルモノマー、１，４－ジオキサンの２項目
が新たに追加されました。
環境基準を超える汚染が発見された井戸につい

ては、人の健康を保護する観点から飲用を禁止
し、上水道への切換等を指導しています。

環境対策課

１　工場・事業場対策
①　特定事業場対策
水質汚濁防止法では、湖沼や海域の内湾のよう

な閉鎖的な水域については、植物プランクトンの
増殖による水質汚濁を防止するため、その要因と
なる窒素・燐についても排水基準が定められてい
ます。
県内の公共用水域のうち、水質汚濁防止法によ

る一律の排水基準によっては生活環境を保全する
ことが十分でないと認められる阿武隈川、松島湾
等の水域については、より厳しい上乗せの排水基
準を設定しています。
さらに、水質汚濁防止法による特定施設となっ

ていない施設で水質の保全を図る上で規制が必要
であるものに対しては、公害防止条例により水質
汚濁防止法と同等の規制を行っています。　
公害防止条例の対象となっている事業場は、平

成23年度末現在で1,221事業場であり、そのうち、
61事業場に排水基準が適用されています。
排水基準の遵守状況の把握及び指導のため、こ

３　清らかな水環境を目指して講じた施策

環境対策課

▲図３−４−２−１４　業種別特定事業場の状況（平成２３年度）

その他
35％

し尿処理施設
2%

豆腐煮豆製造業
5% 保存食料品

製造業
4%

洗たく業
4%

水産食料品製造業
9%

自動式車両
洗浄施設
12%

畜産農業
15%

旅館業
13%

れら工場・事業場に対して立入検査を実施した件
数は、法に基づくもの666件、条例に基づくもの 
33件でした。このうち、排出水の水質検査を行っ
た件数は350件（法333件、条例17件）で、排水基
準に適合しない件数は11件でした。不適合の工
場・事業場については、汚水等の処理施設の管理
方法の改善等について指導を行いました。

３　農薬等対策
①　ゴルフ場に係る農薬対策
「ゴルフ場における農薬の安全使用に関する指
導要綱」及び「ゴルフ場における農薬の安全使用
に関する指導要領」に基づき、農薬の安全かつ適
正な使用及び危害防止を推進しました。
県内全てのゴルフ場を巡回し、農薬使用記録簿

をもとに農薬の使用状況や防除の実施状況につい
て確認と指導を行いました。
②　農薬の適正使用
ゴルフ場で使用される農薬については、「公共

用水域における農薬の水質評価指針値」を達成す
るため、実施団体に対し、水道水源となっている
河川、湖沼及び浄水場等の周辺を除外して実施区
域を選定するよう指導し、水道水源の汚染防止に
努めています。
農薬を使用する機会が増える６月から８月にか

けて農薬危害防止運動を行い、「農薬危害防止研
修会」を開催した他、農家等に対しては、農薬の
使用基準の遵守を指導しています。
また、農薬取扱者を対象とした研修会を開催す

るとともに、リーフレットや「宮城県農作物病害
虫・雑草防除指針」を作成し、指導機関と連携し
て農薬適正使用の啓発を図りました。

農産園芸環境課
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第４章　安全で良好な生活環境の確保

▼表３−４−２−６　窒素含有量及び燐含有量についての排水基準を適用する湖沼

▼表３−４−２−７　窒素含有量及び燐含有量についての排水基準を適用する海域

▼表３−４−２−８　公害防止条例（水質）に規定する特定施設設置届出数

▼表３−４−２−９　行政上の措置状況

広田湾　万石浦　松島湾　気仙沼湾　雄勝湾　女川湾　鮫ノ浦湾　志津川湾　松川浦

◎窒素含有量についての排水基準を適用する湖沼  
青下ダム貯水池（仙台市）　月山池（仙台市）　丸田沢ため池（仙台市）　富士沼（石巻市）　川原子ダム貯水池（白石市）　
内町ため池（角田市）　長沼（登米市）　平筒沼（登米市） 伊豆沼（栗原市、登米市）　内沼（栗原市、登米市）
小田ダム貯水池（栗原市）　上大沢ダム貯水池（大崎市）　化女沼ダム貯水池（大崎市）　鳴子ダム貯水池（大崎市）
阿川沼(七ヶ浜町）　惣の関ダム貯水池（利府町）　嘉太神ダム貯水池（大和町）　孫沢ため池（加美町）
漆沢ダム貯水池(鳴源湖)（加美町）　長沼（加美町）　
◎燐含有量についての排水基準を適用する湖沼 
青下ダム貯水池（仙台市）　大倉ダム貯水池（仙台市）　月山池（仙台市）　七北田ダム貯水池（仙台市）　
丸田沢ため池（仙台市）　宮床ダム貯水池（仙台市、大和町）　富士沼（石巻市）　川原子ダム貯水池（白石市）
樽水ダム貯水池（名取市）　内町ため池（角田市）　長沼（登米市）　平筒沼（登米市）  伊豆沼（栗原市、登米市）
内沼（栗原市、登米市）　荒砥沢ダム貯水池（栗原市）　小田ダム貯水池（栗原市）　栗駒ダム貯水池（栗原市）
花山ダム貯水池（栗原市）　上大沢ダム貯水池（大崎市）　化女沼ダム貯水池（大崎市）　鳴子ダム貯水池（大崎市）
七ヶ宿ダム貯水池（七ヶ宿町）　釜房ダム貯水池（川崎町）　松ヶ房ダム貯水池（宇田川湖）（丸森町、福島県相馬市）
阿川沼(七ヶ浜町）　惣の関ダム貯水池（利府町）　嘉太神ダム貯水池（大和町）　南川ダム貯水池（大和町）
牛野ダム貯水池（大衡村）　孫沢ため池（加美町）　漆沢ダム貯水池(鳴源湖)（加美町）　長沼（加美町）

平成２３年度末における届出数
平成２２年度
末における
届出数

平成２１年度
末における
届出数

特定施設の種類分類
番号 ①＋②合計②排水基準

適用外

　①排水基準適用
うち特別排水
基準適用

８（　０）５（　０）１（　０）３（　０）８（　０）８（　０）水産卸売市場の洗浄施設１
２１７（　３６）１９３（　３４）４（　２）２４（　２）２１９（　３６）２１６（　３６）集団給食施設２
８７２（１７９）８６６（１７４）３（　２）６（　５）８８５（１７９）８９４（１７９）ガソリンスタンド営業・自動車整備業の洗浄施設３
１（　１）１（　１）０（　０）０（　０）２（　１）２（　１）廃油再生用原料処理施設４
１１８（　１５）９２（　８）６（　１）２６（　７）１２０（　１５）１２１（　１６）公衆浴場業の洗場施設５
３（　１）２（　１）０（　０）１（　０）３（　１）３（　１）ごみ処理施設６
１（　１）０（　０）０（　０）１（　１）１（　１）１（　１）動物園７
１（　１）１（　１）０（　０）０（　０）１（　１）１（　１）病院の廃液処理施設８
０（　０）０（　０）０（　０）０（　０）０（　０）０（　０）ｱｽﾌｧﾙﾄ又は油脂類容器の洗浄施設９

１，２２１（２３４）１，１６０（２１９）１４（　５）６１（　１５）１，２３９（２３４）１，２４６（２３５）合　　　　　計

（注）（　）内は仙台市分、内数
※　県警が水産食料品製造業者を事件送致したもの

計画変更
命　　令

改善命令件数（法１３条）直罰処分
件　　数

排出水検査
のべ件数区分

一時停止命令改善命令

０（　０）０（　０）１（　０）０（　０）４９１（１９９）平成１９年度

０（　０）０（　０）０（　０）０（　０）４５１（１６１）平成２０年度

０（　０）０（　０）２（　０）　１（　０）※４４１（１７８）平成２１年度

０（　０）０（　０）０（　０）０（　０）４６９（１７７）平成２２年度

０（　０）０（　０）０（　０）０（　０）３５０（１４６）平成２３年度

（注）（　）内は仙台市分、内数

②　小規模（未規制）事業場対策
水質汚濁防止法及び公害防止条例に基づく生活

環境項目の排水基準が適用されない工場・事業場
の数は、平成２３年度末現在で６，３３９事業場となっ

ています。これら小規模な事業場からの負荷を軽
減するため、汚濁排水の削減方法や簡易な排水処
理施設の設置等について指導を行っています。

環境対策課
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第３部　環境保全施策の展開

③　畜産排水等の対策
畜産経営に起因する苦情の発生戸数は、以下の

表３−４−２−１０に示すとおりです。苦情の主な原因は
悪臭や水質汚濁が多くを占めています。
「家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進
に関する法律」（平成11年法律第112号）は、平成
16年11月１日からの完全施行に向け各地域で家畜
排せつ物処理施設の整備が進められました。
現在、簡易対応を実施している農家等において

も恒久的な施設整備を進めています。そのために
補助事業・制度資金融資等が活用されており、特
に資源リサイクル畜産環境整備事業により、畜産
経営に起因する環境汚染の防止と経営の健全化を
図るため、広域的な家畜排せつ物処理施設等の整
備を実施しています。
今後とも家畜排せつ物の適正な管理を指導する

とともに、畜産農業者と耕種農家の連携を強化
し、家畜排せつ物の利用の促進を図っていきます。

▼表３−４−２−１０　畜産苦情件数と飼養農家

畜産課

平成２３年平成２２年平成２１年平成２０年平成１９年平成１８年平成１７年
１９０２４７２４７２７６３００３２３４０５農家戸数

豚
９１８２６３３２２４６２９苦情発生戸数

４．７７．３１０．５１２．０７．３１４．２７．２発生割合
２０．５２４．７３３．３３２．０２５．３３７．１３５．４全体比
６１６６６６６６６９６８７８農家戸数

採
卵
鶏

１０１４２９３苦情発生戸数
１．６０．０１．５６．１２．９１３．２３．８発生割合
２．３０．０１．３３．９２．３７．３３．７全体比
４９５８５８５９７４７１７１農家戸数ブ

ロ
イ
ラ
ー

４４５９１２１苦情発生戸数
８．２６．９８．６１５．３１６．２１．４０．０発生割合
９．１５．５６．４８．７１３．８０．８０．０全体比
７０８７４４７７３８１０８４５８９１９３６農家戸数

乳
用
牛

１３２２２７３０２８３９３３苦情発生戸数
１．８３．０３．５３．７３．３４．４３．５発生割合
２９．５３０．１３４．６２９．１３２．２３１．５４０．２全体比
５,２８０５,７２０５,８６０６,０７０６,１５０６,３４０６,５３０農家戸数

肉
用
牛

１７２９１９２７２３２９１７苦情発生戸数
０．３０．５０．３０．４０．４０．５０．３発生割合
３８．６３９．７２４．４２６．２２６．４２３．４２０．７全体比
６,２８８６,８３５７,００４７,２８１７,４３８７,６９３８,０２０農家戸数

計 ４４７３７８１０３８７１２４８２苦情発生戸数
０．７１．１１．１１．４１．２１．６１．０比率

（単位：戸、％）

２　生活排水対策
工場・事業場排水規制の効果、下水道整備の促

進等、公共用水域の水質保全を図る条件は整いつ
つありますが、閉鎖性水域では依然として水質環
境基準が達成されない水域があり、これらの水域
では汚濁負荷に占める生活系の割合はむしろ大き
くなってきています。
生活排水を根本的に処理するには下水道等の集

合処理施設の整備が欠かせません。公共下水道の
ほか、地域の実状に応じ、農業集落排水処理施設、
コミュニティプラント及び漁業集落排水処理施設
等が県内各地で整備されています。
また、各家庭個別の生活排水処理施設としての

浄化槽設置についても補助制度があり、普及して
きています。

東日本大震災により、下水道をはじめとする生
活排水処理施設が被災し、公共用水域への汚濁負
荷が増えましたが、施設の早期復旧に努め、水質
保全を図っていきます。

▼表３−４−２−１１　生活排水処理施設整備対象人口・普及率と
生活排水対策目標

平成２３年度 平成２１年度 区　　　　　　　分

１，８７２，４０３２，０１６，２１０生活排水処理施設整備対象人口（人）

８１．３８６．６生活排水処理施設普及率（％）

１，７８８，２２７１，７８６，３３６処理区域内人口　　（人）公共下水道

７６，７３７８４，３７９処理区域内人口　　（人）農業集落排水処理施設

１，８４７２，１２８計画処理対象人口　（人）漁業集落排水処理施設

６，５１０６，６７５処理人口　　　　　（人）コミュニティプラント

１３８，５９３１３６，６６５処理人口　　　　　（人）合併処理浄化槽

２７２７処理区域内人口　　（人）簡易排水施設

※豚・採卵鶏・ブロイラーの平成２２年農家戸数については、農林業センサスのため調査を休止しており、平成２１年の農家戸
数を用いています。

環境対策課

※　東日本大震災により、平成２２年度については調査を実施していません。　
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第４章　安全で良好な生活環境の確保

①　下水道の整備
ア　下水道の整備状況
下水道は、健康で快適な生活環境の確保と公共

用水域の水質保全を図る上で重要な基盤施設とし
て全県的にその整備が進められており、平成２３年
度末における本県の下水道事業は、公共下水道事
業（市町村事業）が全３５市町村で実施され、供用
が開始されています。
また、流域下水道事業（県事業）としては７流

域（仙塩、阿武隈川下流、鳴瀬川、吉田川、北上
川下流、迫川、北上川下流東部）の整備を促進し
ており、全ての流域下水道で供用を開始していま
す。

本県の下水道普及率は毎年着実な伸びを示して
おり、平成２３年度末で７７．７％（図３−４−２−１５）となっ
ていますが、その内訳を見ると、市部の７９．６％に
対して、町村部は６９．２％と低く、地域的な不均衡
が生じています。
県は、平成２２年３月に生活排水処理基本構想

「甦る水環境みやぎ」の見直しを行い、社会基盤の
整備・拡充の効率化による、良好で均衡ある生活
環境の実現を図っており、全県に生活排水処理施
設を整備する上での下水道の整備目標は、比率で
８２．９％に設定して事業を展開しています。

▼表３−４−２−１２　各種の生活排水関連施設整備の状況（平成２４年３月末現在）

下水道課

処　理　人　口　等整　備　状　況　種　　　　　別
処理区域内人口　　　　　　　１，７８８，２２７人
下水道普及率　　　　　　　　　　　７７．７％
水洗化人口（Ａ）　　　　　　　１，６６８，３７９人

事業実施　３５市町村（１３市２１町１村）
供用開始　３５市町村（１３市２１町１村）公 共 下 水 道

事業実施　１０１地区（１１市８町）
供用開始　９７地区（１１市８町）
処理区域内人口　　　　　　　　　７６，７３７人
水洗便所設置済人口（Ｂ）　　　　　５７，０６２人

事業実施市町村　　　１１市８町
仙台市、石巻市、気仙沼市、白石市、名取市、角田市、
岩沼市、登米市、栗原市、東松島市、大崎市、村田町、
丸森町、山元町、大和町、大郷町、色麻町、涌谷町、美
里町

農業集落排水処理施設

事業実施　１１漁港１４地区（４市２町）
計画対象処理人口　　　　　　　　　８７９人
供用開始　１４地区（４市２町）
供用開始人口（Ｃ）　　　　　　　　１，８４７人

事業実施市町村　　４市２町
石巻市、塩竈市、気仙沼市、東松島市、女川町、南三陸町漁業集落排水処理施設

下水道処理区域外人口（Ｄ）　　　　６，５１０人事業実施市町村　　３市１町　
仙台市、東松島市、大崎市、美里町コミュニティプラント

下水道処理区域外人口　　　　　１３８，６０３人
使用開始済人口（Ｅ）　　　　　　１３８，５９３人

設置基数　　　　３５，８８３基
使用開始済基数　３５，７８１基合 併 処 理 浄 化 槽

処理区域内人口　　　　　　　　　　　２７人
供用開始済人口（Ｆ）　　　　　　　　　１２人

事業実施市町村　１町
加美町簡 易 排 水 施 設

生活排水処理適正処理人口　（G＝A＋B＋C＋D＋E＋F）　　　１，８７２，４０３人
行政区域内人口（H）　　２，３０２，７０６人　　　　生活排水適正処理率（G／H）　　８１．３％

▲図３−４−２−１５　下水道普及率の推移

（千人） （％）

昭和5560 平成10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 232221 （年度）

宮城県行政区域内人口 宮城県処理区域内人口 宮城県普及率 全国普及率
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第３部　環境保全施策の展開

イ　下水道終末処理場の水処理状況
東日本大震災により、特に沿岸部の処理場が大

きな被害を受け、４１ヶ所の処理場のうち４ヶ所が
稼働を停止している他、施設が復旧途上のため、
簡易処理を行っている施設があります。このた
め、BODが１．０～１５０mg/L（除去率０～９９．５％）、
SSがND～８２．０mg/L（除去率０～１００．０％）となっ
ており、震災前と比べて放流水質は悪化し、下水
道法に定められている放流水の水質基準
（BOD１５mg/L以下（計画放流水質の上限値）、
SS４０mg/L以下）を超過している処理場がありま
す。被災した処理場にあっては、放流水が被災前
の水質に早期に戻るよう、施設の復旧を行ってい
ます。
②　農業集落排水処理施設の整備
農村社会における混住化や生活様式の多様化等

により、農業用排水の汚濁が進行し、農業生産性
の維持・向上や農村生活環境に悪影響を及ぼして
いることから、農業集落排水事業により、農業集
落におけるし尿及び生活雑排水等の汚水を処理す
る施設を整備し、農業用排水の水質保全と農業用
排水施設の機能維持及び農村生活環境の改善を
図っています。
農業集落排水汚水処理施設は、平成２３年度まで

に１０１処理区域において整備を実施し、９７処理区
域で供用を開始しています。
今後も水質汚濁による環境への影響と水質保全

の重要性等に関する住民への積極的な啓発活動と
施設の整備を推進します。

③　合併処理浄化槽の普及促進
合併処理浄化槽は、し尿と生活雑排水を併せて

処理し、管きょで接続せず短期間で各戸に設置で
きることから、人口の散在、地形の影響等地域の
実情により下水道整備等集合処理が適さない中小
都市や農山村地域における生活雑排水処理施設と
して、社会的に高い期待を集めています。

一方、単独処理浄化槽は生活雑排水を未処理の
まま放流するため、公共用水域の水質保全及び生
活環境を保全する観点からの問題も多く、国では
平成１２年６月に浄化槽法（昭和５８年法律第４３号）
を改正し、「新設時の合併処理浄化槽の設置義務」
及び「既設単独処理浄化槽の合併処理浄化槽への
設置替え努力義務」を規定しました。
本県においても合併処理浄化槽の設置基数は

年々増加しており、平成３年３月末に３，８５９基で
あったものが、平成２４年３月末には３１，５３７基とな
り、その普及が進んでいます。
しかし、既に設置されている浄化槽総数５８，１５０

基（平成２４年３月末現在）に対する合併処理浄化
槽の割合は未だ６割にも達しておらず、今後も、
既設の単独処理浄化槽の合併処理浄化槽への転換
等も図りながら、より一層合併処理浄化槽の普及
を促進していくことが重要です。

３　湖沼水質保全計画
昭和４５年に完成した釜房ダムは、湛水面積３．９

挨、有効貯水量３，９００万逢の利水、洪水調節、発電
等の役割を果たしている多目的ダムです。
昭和５５年から６０年には水道水の異臭味障害が継

続して発生したため、昭和６１年２月に全 燐 に係る
りん

環境基準をⅡ類型として指定したほか、昭和６２年
に「湖沼水質保全特別措置法」（昭和５９年法律第６１
号。以下、「湖沼法」という。）に基づく指定湖沼
の指定を受け、第１期「釜房ダム貯水池に係る湖
沼水質保全計画」を策定して以来、平成１４年度に
第４期を策定し、水質保全に資する事業、面源負
荷対策、各種汚染源に対する規制等の水質保全対
策事業を総合的かつ計画的に実施してきており一
定の効果を示しています。
しかし、第４期計画の最終年度（平成１８年度）

に至ってもＣＯＤ２．０mg/L、全窒素０．４６mg/L及

農村整備課

廃棄物対策課

▲図３−４−２−１６　浄化槽設置基数の推移

環境対策課

0

10

20

30

40

50

60

70

80

単独処理 合併処理

平成14 15 16 17 18 19 20 21 22 23（年度）

22.1 26.0 28.1 29.4 31.0 34.0 35.8

40.4 39.1 37.8 36.6 35.7 35.2 33.8

（　

千　

基　

）

37.5

33.7

31.5

32.7 26.5
15.9

▲平埣地区汚水処理施設（登米市）

（※平成２２年度は東日本大震災の影響で集計ができない市町があった
ため、参考値を示しています。）



第
　
三
　
部

環
境
保
全
施
策
の
展
開

安
全
で
良
好
な
生
活
環
境
の
確
保

77

第４章　安全で良好な生活環境の確保

び全隣０．０１３mg/Lという目標水質を達成できな
かったことから、法の改正を踏まえ、長期ビジョ
ン等を追加した第５期湖沼水質保全計画を平成２０
年３月に策定し、水質保全対策を継続実施してい
ます。
釜房ダム貯水池のＣＯＤは、平成２～３年度に

高い値を示し、その後改善傾向がみられました
が、近年は横ばい傾向にあります。
全窒素（Ｔ－Ｎ）及び全燐（Ｔ－Ｐ）は、これ

まで横ばいから上昇傾向にありましたが、平成１９
年度に一時的に減少が見られたものの、平成２０年
度には増加し近年はほぼ横ばい傾向となっていま
す。
また、活性炭によるカビ臭除去、曝気循環によ

るカビ臭の要因となるフォルミディウムの異常増
殖抑制等に取り組んだ結果、一時期のような継続
的なカビ臭の発生はみられていません。平成２３年
度の化学的酸素要求量（ＣＯＤ）の７５％値は２．５mg
/L、全燐０．０１７mg/L及び全窒素０．５７mg/Lとなっ
ています。
煙川崎町公共下水道の整備
貯水池集水域内（指定地域）での平成２３年度
末の下水処理可能人口は、約５，１００人、普及率
７９．０％です。
煙ダム貯水池内の対策
異臭味の発生を防止するために、昭和５９年度
からのパイロット実験により曝気循環装置を導
入、第４期から多段式散気曝気装置４基、深層
曝気装置１基を新たに設置し、湖内水の曝気循
環を継続して実施しながら、カビ臭対策等効果
の検証を行っています。
煙工場・事業場系の排水対策
水質汚濁防止法、湖沼法及び公害防止条例に

基づく排水規制の他、規制対象外となる工場・
事業場に対しても必要に応じ汚水処理施設の設
置や適正管理の指導を行っています。
煙生活系の排水対策
下水道への接続を促進するとともに、下水道

区域外では、合併処理浄化槽の普及促進と維持
管理の適正化を指導しています。
煙畜産業に係る汚濁負荷対策
水質汚濁防止法の排水規制等基準の遵守の徹

底や畜舎の適正管理のほか、経営計画も含めた
農家の指導及び家畜排せつ物については「家畜
排せつ物の利用の促進を図るための宮城県計
画」に基づき適正な処理の促進を図っています。
煙面源負荷対策
山林や農用地等の面源由来の汚濁負荷の対策

を行うため、水田及び畑地等の面源負荷の大き
い流出水対策地区を指定し、施肥法の工夫等に
より地下水汚染を防ぐとともに、地力の維持向
上と環境負荷低減を両立させた土づくりの推進
から持続可能な農業等の確立に努めています。
煙流域住民の普及啓発と実践
地元関係団体で組織する「釜房ダム貯水池湖

沼水質保全対策推進協議会」の活動、小学生対
象の水辺教室の開催、広報紙・パンフレット・
生活排水対策用品配布等を通して、水質保全意
識の普及啓発と実践を進めています。
煙調査研究の推進
水質汚濁機構は、複雑多岐で未解明の部分が

多いため総合的な調査研究が必要です。国、県
及び仙台市等で水質汚濁に関する総合的な調査
研究を推進しています。

４　赤潮発生防止対策
平成２３年度には４回の赤潮発生が確認されまし

たが、漁業への被害はありませんでした。
今後とも赤潮の発生状況を監視するとともに、

赤潮の発生を防止するため、閉鎖的な内湾流域内
の工場・事業場に対する窒素・燐排水規制や排水
処理施設の設置及び適正管理の指導、下水道の整
備等による生活排水対策等閉鎖性水域の富栄養化
防止対策を推進していきます。

環境対策課

▼表３−４−２−１３　赤潮発生状況

漁業被害プランクトンの種類場所（海域）発生年月日

なしNoctilca scintillans仙台湾平成２３年５月２７日１

なしProrocentrum triestinum
Heterosigma akashiwo気仙沼湾（湾奥）平成２３年９月５日２

なしCeratium furca
Prorocentrum triestinum気仙沼湾（尾崎から大川河口）平成２３年１０月２４日３

なしCeratium furca 志津川湾荒島周辺平成２３年１０月２５日４
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第３部　環境保全施策の展開

５　水環境教育の推進
水生生物による水質調査は、河川に住む水生昆
虫等を調べ、その結果から、河川の水環境の状態
を知ろうとするもので、昭和61年度から、小中高
校生、一般県民及び市町村担当者等に呼びかけ
て、身近な河川の水環境を体験し、河川への親し

みや水環境保全意識の啓発のための機会を提供す
ることを目的として実施しています。
平成23年度には、県内の小・中・高等学校等合

計23団体654名の参加により白石川、広瀬川及び
名取川等で調査を実施しました。

環境対策課

▼表３−４−２−１４　水生生物による水質調査結果（平成２３年度）

参　　加　　団　　体　　名
水　質　階　級の　べ

地点数河　川　名水系名
判定不能ⅣⅢⅡⅠ

丸森町立丸森小学校１１阿 武 隈 川１

阿武隈川

宮城県柴田高等学校サイエンス部２２白 石 川２

宮城県蔵王高等学校自然科学部　宮城県柴田高等学校サイエンス部２２松 川３

宮城県柴田高等学校サイエンス部２２斎 川４

宮城県白石高等学校七ヶ宿校１１横 川５

丸森町立筆甫小学校１１内 川６

白石市立白石中学校１１沢 端 川７

仙台市立生出小学校赤石分校　仙台市役所７７名 取 川８

名 取 川 仙台市立大沢中学校　仙台市役所２２広 瀬 川９

川崎町立碁石小学校１１碁 石 川１０

仙台市立根白石中学校　仙台市役所２２七 北 田 川１１七北田川

色麻町立清水小学校１１保 野 川１２
鳴 瀬 川

加美町立加美石小学校第４学年１１田 川１３

登米市立柳津小学校自然科学クラブ１１黄 牛 川１４

北 上 川

宮城県佐沼高等学校自然科学部１１迫 川１５

栗原市立金成中学校１１夏 川１６

宮城県一迫商業高等学校１１長 崎 川１７

宮城県古川黎明高等学校自然科学部１１江 合 川１８

栗原市立金成中学校１１金 流 川１９

栗原市立金成中学校１１有 馬 川２０

気仙沼市立鹿折中学校１１２鹿 折 川２１
気仙沼湾

気仙沼市立面瀬小学校１１２面 瀬 川２２

気仙沼市立津谷小学校　宮城県本吉響高等学校３３津 谷 川２３
そ の 他

気仙沼市立馬籠小学校１１牛王野沢川２４

１１０１０２７３９合　　　計
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第４章　安全で良好な生活環境の確保

自然界においては、降水が土壌等に保持され、
若しくは地表水及び地下水として流下して海域等
へ流入し、又は大気中に蒸発して再び降水になる
一連の過程（「自然の水循環」）があります。
この自然の水循環において、水の浄化機能その

他の自然の水循環の有する機能が十分に発揮さ
れ、人間の社会生活の営みと水環境その他の自然
環境の保全との適切な均衡が確保されている状態
を保全し、宮城県のもつ恵まれた水環境を次代へ
引き継ぎ、現在及び将来の県民が豊かな水の恩恵
を享受し、快適な社会生活を営むことができるよ
う、平成１６年６月に「ふるさと宮城の水循環保全
条例」（平成１６年条例第４２号）が制定され、平成１７
年１月から施行されています。
県は、この条例に沿って、平成１８年度に、健全

な水循環の保全に関する施策の総合的かつ計画的
な推進を図るための基本的な計画である「宮城県
水循環保全基本計画」を策定しました。この「基
本計画」では、水循環の健全性を示す重要な要素
として、次の４つを取り上げています。

また、県内を、他県にまたがる大規模な北上川
流域及び阿武隈川流域とその２大流域にはさまれ
た、鳴瀬川流域、名取川流域、そして多くの小河
川から構成される南三陸海岸流域の計５流域に区
分しました。
この５つの流域ごとに、「基本計画」に基づく各

流域における健全な水循環の保全に関する施策の
効果的、具体的な推進を図るための「流域水循環
計画」を策定することとされています。
この「流域水循環計画」の策定は、「基本計画」で

の健全な水循環に重要な４つの要素の総合評価結
果をもとに、評価が低い流域から順次行うことに
なっています。
これまで、平成２０年度に「鳴瀬川流域」、平成２２

年度に「北上川流域」及び「名取川流域」の計画
が策定されました。今後は、「南三陸海岸流域」及
び「阿武隈川流域」の流域水循環計画策定に向け
た作業を進めていくとともに、計画策定済み流域

における計画の着実な推進に向けた取組を実施し
ていくこととしています。

１　「鳴瀬川流域」における取組
平成２０年度に流域水循環計画を策定した鳴瀬川

流域については、平成２１年度に県庁内関係課、関
係市町村・国の機関及びＮＰＯ等地域活動団体等
からなる「鳴瀬川流域水循環計画推進会議」を開
催し、意見交換を行う中で課題や事業の進め方に
ついて検討しました。
また、大和町、色麻町及び加美町の区域の一部

を条例第１３条に基づく「水道水源特定保全地域」
として指定しました。
平成２３年度は、関係行政機関や民間活動団体等

による流域計画に関連する事業や取組の実施状況
や計画で設定した管理指標の状況について取りま
とめを行いました。

２　「北上川流域」及び「名取川流域」にお
ける取組
北上川流域及び名取川流域については、平成２２

年度に流域水循環計画を策定し、平成２３年度は、
条例第１３条に基づく「水道水源特定保全地域」の
指定を行いました。
この地域の指定では、国有林管理者や河川管理

者、関係市町長等からの意見を考慮して、山間部
の水道水源地域のうち良好な水循環の保全を図る
上で特に重要と認められる区域を調整し、地域住
民や環境審議会からの意見聴取手続を経て、平成
２４年２月に「水道水源特定保全地域」の指定・告
示を行っています。
今後は、関係団体との意見調整等を行う中で、

事業の進め方や課題等について検討していくこと
としています。

４　健全な水環境を目指して講じた施策

【健全な水循環の４つの要素】
煙清らかな流れ　（水質のよさ）
煙豊かな流れ　（水量の豊かさ）
煙安全な流れ　（水災害に少なさ）
煙豊かな生態系　（自然環境の豊かさ）

環境対策課
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第３部　環境保全施策の展開

▲図３−４−２−１７　宮城県水循環基本計画における各指標の評価（各要素で最も良い状態を１０点とする）
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南三陸海岸流域（総合評価28.9点→29.2点）

清らかな流れ

豊かな流れ

安全な流れ

豊かな生態系

北上川流域（総合評価26.0点→27.4点）

清らかな流れ

豊かな流れ

安全な流れ

豊かな生態系

鳴瀬川流域（総合評価25.5点→25.7点）

清らかな流れ

豊かな流れ

安全な流れ

豊かな生態系

名取川流域（総合評価28.4点→28.7点）

清らかな流れ

豊かな流れ

安全な流れ

豊かな生態系

阿武隈川流域（総合評価29.1点→31.7点）

清らかな流れ

豊かな流れ

安全な流れ

豊かな生態系

宮城県全域（総合評価28.0点→28.9点）

清らかな流れ

豊かな流れ

安全な流れ 

豊かな生態系
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6.5
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7.1→7.4
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6.6→6.8
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（注）１グラフは、宮城県水循環保全基本計画策定時の各指標の評価（黒点線）と現時点の最新値による各指標の評価（青線）で示しており、各要
素で最も良い状態を１０点とする。

２上記指標の現時点の最新値は「清らかな流れ」は平成２３年度、「安全な流れ」は平成２２年度の数値に更新しており、「基本計画当初値→現況
最新値」で表記している。

３「豊かな流れ」と「豊かな生態系」については、県全体での更新可能な統計データにより更新し、「基本計画当初値→現況最新値」で表記し
ている。なお、流域ごとの統計データとはなっていないため、流域別グラフでは基本計画当初値のみ記載している。
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第４章　安全で良好な生活環境の確保

１　安全で活力のある土壌環境の保全

１　土壌環境の現状
県は、かつて二迫川地域及び新堀・出来川上流
地域において、カドミウムによる土壌汚染が確認
され、昭和５１年に旧鶯沢町、旧古川市について「農
用地の土壌の汚染防止等に関する法律」（昭和４５年
法律第１３９号）に基づく地域指定を行い、公害防除
特別土地改良事業を実施した結果、旧古川市につ
いては指定地域を全部解除しました。旧鶯沢町に
ついては更にカドミウム吸収抑制剤（ALC）を散
布し、平成２３年に指定地域の解除を行っており、
現在、県内には指定地域はありません。
一方、二迫川地域（旧築館町、旧栗駒町、旧鶯

沢町）及び小原・赤井畑地域（白石市）において
は、環境基準を超えるレベルではありませんが、
カドミウムを含む農作物が生産される地域が確認
されており、このような地域も土壌汚染地域とし
てとらえ対策を進めています。
①　二迫川地域
（栗原市：旧築館町、旧栗駒町、旧鶯沢町）
昭和４３年１１月、厚生省（当時）が実施したカド
ミウムに係る環境汚染調査の結果、昭和４４年３月
に旧鶯沢町二迫川支流鉛川沿岸の水田１４．３０haが
環境汚染要観察地域に指定されました。
このため、土壌汚染防止対策事業細密調査及び

県単独事業による補足調査（昭和４５～４７年度）を
実施したところ、旧３町で農用地２１０．４４haにカド
ミウム汚染が認められました。このうち、旧鶯沢
町の２３．６７haについて、昭和５１年９月に農用地土
壌汚染対策地域に指定し、昭和５５年度から昭和６０
年度にかけて公害防除特別土地改良事業を実施す
るとともに、昭和５６年度から平成元年度まで事業
実施後の状況把握調査を実施しました。
その結果、指定要件（玄米カドミウム濃度１芦

以上）が消滅したものと判断できる２２．９８haにつ
いて、平成３年１月に農用地土壌汚染対策地域の
指定解除を行っています。
さらに、残りの０．６９haについてもカドミウム吸

収抑制資材（ALC）を散布し、調査を継続した結
果、指定要件（玄米カドミウム濃度０．４芦以上）が
消滅したと判断し、平成２３年６月に指定を解除し
ました。
なお、これまでに非食用作物への転換や土壌汚

染対策事業等でカドミウム吸収抑制資材（ALC）
の散布を実施した結果、現在、食品衛生法（昭和
２２年法律第２３３号）によるカドミウム基準値（０．４
芦）を超過する産米の発生が懸念される農用地は
６９．６haと減少しています。
②　小原・赤井畑地域（白石市）
昭和４８年度の休廃止鉱山に係る環境調査及び休

廃止鉱山農作物等被害調査の結果、白石市小原・
赤井畑地域において、１．２８haの農用地でカドミウ
ムによる土壌汚染が明らかになりました。
その後、平成９年にカドミウム吸収抑制資材

（ALC）を散布し、カドミウム基準値（０．４芦）を
超過する産米の発生抑制を図っています。

２　安全で活力のある土壌環境を目指して
講じた施策

①　農用地の土壌汚染対策
ア　カドミウム吸収抑制資材散布による対策及び
効果追跡調査
水稲のカドミウム吸収を抑制するため、旧栗駒

町と旧築館町のほ場２６．６６haに吸収抑制資材
（ALC）を散布しました。
また、カドミウム吸収抑制資材の散布後の効果

を確認するため、過年度に資材を散布したほ場で
追跡調査を実施しました。
イ　カドミウム基準値超過米の生産防止対策の実
施状況
水稲のカドミウム吸収を防止するための生産防

止計画を作成し、その普及啓発や実施状況の確認
を行い、生産防止対策を着実に実施しました。
ウ　カドミウム基準値超過米の市場流通防止対策
の実施状況
カドミウム基準値超過米の市場流通を防止する

ため、二迫川地域等において産米のロット調査を
実施しました。
②　市街地における土壌汚染対策
近年、工場跡地の再開発等に伴い、重金属及び

揮発性有機化合物等による土壌汚染が顕在化して
きており、これらの有害物質による土壌汚染は、
放置すれば人の健康に影響を及ぼすことが懸念さ
れることから、土壌汚染の状況の把握に関する措
置及びその汚染による人の健康被害の防止に関す

第３節　土壌環境及び地盤環境の保全

農産園芸環境課

農産園芸環境課

環境対策課
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第３部　環境保全施策の展開

る措置等を定めた「土壌汚染対策法」（平成１４年法
律第５３号）が平成１５年２月に施行されました。そ
の後、法の施行を通して浮かび上がった問題点等
を踏まえ、汚染土壌の適正処理の確保、土壌汚染
の状況の把握のための制度の拡充、土壌汚染に対
する講ずべき措置の内容の明確化を図るために、
平成２１年４月に改正され、平成２２年４月より施行
されました。
改正土壌汚染対策法では、汚染の可能性のある

土地について、法令で定める要件に該当する工場
の廃止時等の一定の契機をとらえて調査を行い、
基準に適合しない土地については、その区域を、
健康被害が生ずるおそれがあり、汚染の除去等の

措置が必要な場合は要措置区域に、また、健康被
害が生ずるおそれがなく、土地の形質の変更の制
限が必要な場合は形質変更時要届出区域に指定・
公示することを定めており、要措置区域では汚染
の除去等の措置等を講ずることを求めています。
県内では、平成２４年３月末現在、要措置区域に

７か所、形質変更時要届出区域に２か所指定され
ています。
また、法に定める対策を推進するほか、土地所

有者等からの相談に応じ、土地所有者等の自主調
査で土壌汚染が明らかになった土地に対しては、
適切に対応するよう指導するとともに、危害の未
然防止に努めています。

２　安全な地盤環境の保全

１　地盤環境の現状
地盤沈下のみられる地域を対象に、地表面の変

動を観測するための水準測量調査を行うととも
に、地層ごとの地盤収縮量や地下水位の動向を観
測するための観測井を設置し、地盤沈下の状況を
把握してきました。

現在は、地盤沈下がみられる仙台平野地域、古
川地域、石巻地域及び気仙沼地域において、水準
測量調査等により、地盤沈下の状況を確認してい
ます。
また、地盤沈下のおそれのある地域において

も、地下水位の動向を観測しています。

環境対策課

▲図３−４−３−１　観測井位置図

▼表３−４−３−１　水準測量調査概要（平成２３年度）

仮不動点基準日
測量距離
水準点数
測量精度

実施機関地　　　域

仙台市青葉区本町三丁目８－１
宮城県公共水準点MI００H２２．　９．１

３４７．５km
３２３点
１級水準測量

国土地理院・宮城
県・仙台市・塩竈
市・名取市・多賀
城市・岩沼市・利
府町

仙台平野地域
(仙台市・塩竈市・
名取市・多賀城市・
岩沼市・利府町）

大崎市古川北町
大崎市古川水準点BH２３．１１．１

２４．０２km
２１点
１級水準測量

大崎市古川地域
(大崎市）

気仙沼市八日町一丁目
気仙沼市水準点０－

１４．４km
１４点
１級水準測量

気仙沼市気仙沼地域
（気仙沼市）

○地下水位観測井
●地下水位及び 地盤沈下観測井
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第４章　安全で良好な生活環境の確保

①　水準測量調査結果
国土地理院、県及び関係市町では、仙台平野地

域、古川地域及び気仙沼地域で水準測量を実施し
ています。主要な水準点の変動量をみると、昭和
５０年代後半までは最大で年間３～１０㎝程度沈下し
ていますが、昭和６０年代以降は徐々に沈静化の傾
向にあります。

ア　仙台平野地域
仙台平野地域では、仙台市、塩竈市、多賀城市、

名取市、岩沼市及び利府町で水準測量調査を隔年
実施しています。平成２０年度から平成２２年度まで
の２年間で、仙台平野全域の平均沈下量は０．４㎜
でした。

0
49 51 53 55 57 59 61 63 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 2223

5

10

15

20

25

30

35

40

45

岩沼市早股

多賀城市八幡

利府町菅谷

多賀城市南宮

仙台市宮城野区扇町

仙台市宮城野区扇町

名取市愛島笠島

塩竈市新富町

(ｃｍ)

（年度）昭和 平成

沈
下
量(

累
積)

▲図３−４−３−２　仙台平野地域主要水準点変動量

イ　古川地域
古川地域では、大崎市内２１地点で水準測量調査

を行っています。平成２３年度は、東日本大震災の
影響により９～９４㎜の沈下となりました。

沈
下
量
（
累
積
）

0

10

20

30

40

（ｃｍ）

50
昭和

52 54 56 58 60 62 元 3 5 7 9 11 13 15 17 19 21 23

大崎市古川中島町

大崎市古川北町一丁目

大崎市古川馬寄字河西

大崎市古川栄町

大崎市古川若葉町

大崎市古川北町五丁目

（年度）平成

▲図３−４−３−３　古川地域主要水準点変動量

ウ　気仙沼地域
気仙沼地域では、気仙沼市内１４地点で水準測量

調査を行っています。平成２３年度は、東日本大震

災の影響により、６２．５～７３．８唖（参考値）の沈下
となりました。

▲図３−４−３−４　気仙沼地域主要水準点変動量

気仙沼市錦町一丁目

気仙沼市栄町※

気仙沼市港町※

気仙沼市浜町一丁目

気仙沼市川口町一丁目※

気仙沼市弁天町二丁目

20

0

40

60

80

100

120

51 53 55 57 59 61 63 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22 23

(ｃｍ)

（年度）昭和 平成

沈
下
量
（
累
積
）

※平成２３年度は、東日本大震災によ
り、栄町、港町、川口町一丁目の
水準点が亡失したため欠測。ま
た、前年度までと実施方法が異な
るため、今年度沈下量は参考値。
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第３部　環境保全施策の展開

②　地層ごとの地盤収縮量の観測結果
仙台市宮城野区苦竹の観測井において地盤収縮

量の監視測定を行っています。観測の結果による
と、当該地区の沈下は最も地表に近い沖積層と、

その下の洪積層の収縮によって生じていると考え
られます。

▲図３−４−３−５　苦竹地盤沈下観測井における地層収縮量の経年変化

-2

-1

0

1

2

3

4

5

6

7

50 52 54 56 58 60 62 元 3 5 7 9 11 13 15 17 19 21 23

沖積層

洪積層

第三紀層上部

第三紀層下部

(ｃｍ)

（年度）昭和 平成

累
積
収
縮
量

③　地下水位の変動状況
ア　地盤沈下のみられる地域
地盤沈下のみられる地域の観測井の地下水位に

ついては、平成２３年１月の観測結果を見ると、例
年に比べ大きな水位の低下が見られますが、原因
は不明です。その他、経月水位は変動を示してい
るものの、経年的な変動はほぼ横ばいの傾向にあ
ります。
仙台平野のような沖積平野の季節的な変化とし

ては、夏期に水位が高く、冬期に低くなる傾向を

示します。特に、名取市上余田に設置している名
１観測井では、冬季に地下水位の低下が顕著で
す。
これは、地場産業であるせり栽培のために地下

水を大量に揚水することによるものと考えられま
す。
イ　地盤沈下のおそれのある地域
地盤沈下のおそれのある地域の観測井の地下水

位に顕著な変動はなく、ほぼ例年どおりの変動を
示しています。

▲図３−４−３−６　仙台市苦竹地区の地下水位変化図

地
下
水
位
（
標
高
ｍ
）

仙6（苦竹,6m）

仙7（苦竹,45m）

仙8（苦竹,100m）

仙9（苦竹,194m）

平成18 19 20 21 22 23 （年度）

0

1

2

3

4

5

6

▲図３−４−３−７　地盤沈下のみられる地域の地下水位変化図

平成18 19 20 21 22 23

名１(名取市上余田)

気６(気仙沼市潮見町)※

仙３(仙台市宮城野区扇町)※

（年度）

-2

-1

0

1

2

3

4

5

6

7

地
下
水
位
（
標
高
ｍ
）

※気６及び仙３について
は東日本大震災による
機器及び測定データの
流出により欠測

※平成２３年度は東日本大震災によ
り機器が故障したため欠測
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第４章　安全で良好な生活環境の確保

▲図３−４−３−８　地盤沈下のおそれのある地域の地下水位変化図

岩１(岩沼市吹上)

河１(石巻市鹿又）

多２(多賀城市新田）

石５(石巻市明神町)

平成18 19 20 21 22 23 （年度）

-2

-1

0

1

2

3

4

5

6地
下
水
位
（
標
高
ｍ
）

※河１：平成２１年度より
測定中止

石５：平成２１年度より
測定中止

２　安全な地盤環境を目指して講じた施策
昭和50年に、｢工業用水法｣（昭和31年法律第146

号）に基づき、仙台市東部地域、多賀城市の一部
及び七ヶ浜町の一部約90 挨を地域指定し、工業用
の地下水の揚水規制を実施しています。指定地域
内では、揚水設備（吐出口の断面積６ 哀を超える
もの）により地下水を採取し、これを工業の用に
供する場合は、知事の許可を必要とします。
また、昭和49年以来「地盤沈下防止対策要綱」

によって、仙台市苦竹地区等を指定し、地下水揚
水量の削減指導を行ってきており、平成８年に
は、それまでの要綱による指導を条例による規制
としました。現在、条例に基づいて揚水量の削減
規制を行っている指定地域は62.4 挨となっていま

す。
条例による規制では、指定地域内で、揚水設備

（吐出口の断面積６哀を超えるもの）により地下水
を採取しようとする者に届出を義務付けており、
業種及び用途にかかわらず、建設工事に伴う揚水
も対象としています。また、地下水採取量の記録
及び報告を義務付けるとともに、地下水採取量の
削減や水源転換等の指導を行っています。
現在、揚水設備の届出本数は、仙台市、塩竈市、

多賀城市及び利府町の指定地域内で223本となっ
ており、農業用井戸が最も大きい割合を占めてお
ります。また、建設工事に係る揚水設備の届出件
数は、平成23年度は12件（うち仙台市７件）でし
た。

▲図３−４−３−９　指定地域図
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第３部　環境保全施策の展開

騒音は、各種公害の中でも日常生活に関係の深
い問題であり、その発生源としては、工場・事業
場、建設作業、自動車、鉄道、航空機及び日常生
活など多様です。
騒音には、一般環境騒音、自動車交通騒音、航

空機騒音及び新幹線鉄道騒音があり、地域の土地
利用状況や時間帯等に応じて個別に類型分けされ
た「環境基準」が定められています。また、工場・
事業場騒音については騒音規制法（昭和４３年法律
第９８号）及び公害防止条例により、特定建設作業
騒音については、騒音規制法により「規制基準」
が定められ、生活環境の保全が図られています。
さらに、道路交通騒音については、騒音規制法

により「要請限度」が定められています。
平成２３年度の騒音に係る苦情件数は、１７１件で、

その内訳は、建設作業騒音が最も多く４８件
（２８．１％）、次 い で 工 場 ･事 業 場 騒 音 が４４件
（２５．７％）でした。

振動は、騒音と並んで日常生活に関係の深い問
題であり、その主な発生源は工場・事業場、建設
作業、鉄道及び道路です。
工場・事業場振動については、振動規制法（昭

和５１年法律第６４号）及び公害防止条例により、特

定建設作業振動については、振動規制法により
「規制基準」が定められ、生活環境の保全が図られ
ています。
さらに、道路交通振動については、振動規制法

により「要請限度」が定められています。
平成２３年度の振動に係る苦情件数は３６件で、そ

の内訳は、建設作業振動が最も多く１８件（５０．０ 
％）、次いで工場・事業場振動が１０件（２７．８％）で
した。

１　一般環境騒音
静かな音環境を保全するため、環境基本法（平

成５年法律第９１号）に基づき「騒音に係る環境基
準」が定められており、知事が地域の土地利用の
状況や時間帯等に応じ、地域類型を指定していま
す。
一般地域における環境基準の達成状況は、測定

調査を実施した４５地点のうち、４４地点で環境基準
を達成しました。
 

１　地域における生活環境の現状
第４節　地域における生活環境の保全（騒音・振動）

環境対策課

▲図３−４−４−３　振動に係る苦情件数の推移

（件）

建設作業 道路交通 工場・事業場 その他

平成19年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度

平成23年度

4 2 7 4

14 5 10 13

14 0 12 5

15 0 7 4

0 10 20 30 40 50

18 2 10 6

▲図３−４−４−４　発生源別振動苦情件数の内訳（平成２３年度）

工場・事業場
27.8%

その他
16.7%

道路交通
5.6%

建設作業
50.0%

▲図３−４−４−２　発生源別騒音苦情件数の内訳（平成２３年度）

営業
10.5%

その他
29.2%

建設作業
28.1%

工場・事業場
25.7%

家庭生活
6.4%

▲図３−４−４−１　騒音に係る苦情件数の推移

家庭生活 工場・事業場 建設作業 営業 その他
0 100 200 300 400

平成19年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度

平成23年度

14 56 50 15 56

31 71 62 35 111

28 58 60 26 63

24 68 58 28 76

11 44 48 18 50
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第４章　安全で良好な生活環境の確保

▼表３−４−４−２　自動車交通騒音面的評価結果総括表（平成２３年度）

２　自動車騒音
自動車騒音については、環境基本法に基づく

「騒音に係る環境基準」のほか、騒音規制法に基づ
く「要請限度」が定められています。指定地域内

＜環境基準による評価結果＞日評価

＜時間帯別評価結果＞

昼間又は夜間で
環境基準超過

昼間・夜間とも
環境基準達成総　　数項　　目 うち、昼間・夜

間ともに超過
うち、いずれか
の時間帯で超過

３，８２５２，９２３６，７４８６６，０３０７２，７７８戸数
５．３％４．０％９．３％９０．７％１００．０％割合

環境基準超過環境基準達成総　　数項 　　目時間帯
４，２９８６８，４８０７２，７７８戸　　　　数

昼　　　　間
５．９％９４．１％１００．０％割　　　　合
６，２７５６６，５０３７２，７７８戸　　　　数

夜　　　　間
８．６％９１．４％１００．０％割　　　　合

▼表３−４−４−１　一般地域における騒音の環境基準の適合状
況（平成２３年度）

適合率[％]全時間帯適合
地点数測定地点数測定地域地域の類型

１００．０１1塩 竈 市

Ａ及びＢ

１００．０１７１７多 賀 城 市

１００．０７７大 崎 市

１００．０４４亘 理 町

１００．０３３松 島 町

６６．７２３利 府 町

１００．０２２大 和 町

１００．０３３富 谷 町

９７．５３９４０計①

１００．０３３多 賀 城 市
Ｃ　

１００．０２２松 島 町

１００．０５５計②

９７．８４４４５合計①+②

３　航空機騒音
航空機騒音については、「航空機騒音に係る環

境基準」が定められており、知事は地域類型の当
てはめを空港・飛行場周辺について行うこととさ
れています。航空機騒音に係る環境基準の基準値
はWECPNL（加重等価平均感覚騒音レベル）とい
う評価指標として「Ⅰ類型（専ら住居の用に供さ
れる地域）」については７０以下、「Ⅱ類型（Ⅰ類型
以外の地域であって通常の生活を保全する必要が
ある地域）」については７５以下にすることが望まし
いとされています。
県は、国土交通省所管第２種空港の仙台空港、

防衛省所管の陸上自衛隊霞目飛行場及び航空自衛
隊松島飛行場の３飛行場について環境基準の地域

類型を指定しています。
平成２３年度は、東日本大震災に伴って発生した

津波で、測定局が流失等したため航空機騒音測定
事業の一部を中止ししましたが、県及び関係市の
協力のもと、仙台空港２３地点、航空自衛隊松島飛
行場※１地点及び陸上自衛隊霞目飛行場６地点で
航空機騒音測定を実施し、仙台空港及び陸上自衛
隊霞目飛行場については環境基準地域類型内の全
地点で環境基準を達成しました。
（※航空自衛隊松島飛行場については、配備機が被災し、

１地点でのみ測定を実施しています。）

 

において自動車騒音が要請限度を超え、沿道周辺
の生活環境が著しく損なわれている場合には、指
定市町村長は県公安委員会又は道路管理者等に対
して要請又は意見陳述をすることができるとされ
ています。
自動車騒音の評価については、平成１１年度の

「騒音に係る環境基準」の改正を受け、道路沿道の
住居等一戸一戸について評価する面的評価の手法
が導入されました。
平成２３年度は、県及び仙台市が合計２７地点での

測定結果を基に３３０評価区間で面的評価を実施し
ました。
評価区間内の対象戸数７２，７７８戸のうち、昼間夜

間ともに環境基準を達成した戸数は６６，０３０戸
（９０．７％）、区間内の全世帯が環境基準を達成して
いた区間は１８１区間（５４．８％）でした。
時間帯別の達成率は、昼間が９４．１％、夜間が

９１．４％であり、昨年度より昼間が０．５ポイント、夜
間が１．２ポイント減少しました。
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第３部　環境保全施策の展開

４　新幹線鉄道騒音等
新幹線鉄道騒音については、「新幹線鉄道騒音
に係る環境基準」が定められており、知事は地域
類型の当てはめを新幹線鉄道沿線について行うこ
ととされています。
新幹線鉄道騒音に係る環境基準の基準値はⅠ類

型７０デシベル以下、Ⅱ類型７５デシベル以下にする
ことが望ましいとされています。
新幹線鉄道に係る騒音・振動の測定は、沿線の

土地利用状況、軌道構造及び防音壁の種類等を考
慮して、地域を代表すると認められる１３ヶ所を選
定しています。
平成２３年度は、東日本大震災の発生により平成

２３年３月１１日以降は運転休止又は特別ダイヤによ
る一部区間の徐行運転を行っていましたが、９月

２３日に全線で通常ダイヤでの走行となったため、
新幹線鉄道騒音測定事業を再開し、騒音は１８地
点、振動は１０地点で測定を実施しました。
その結果、新幹線鉄道騒音の環境基準達成率は

２７．８％でした。達成地点の内訳は、Ⅰ類型５地点
（２５．０％）でした。
新幹線鉄道騒音については、昨年度（３６．１％）
と比較して達成率が８．３ポイント減少しており、
依然として環境基準の達成状況が低い状況です。
今後も引き続き実態把握に努め、鉄道事業者に対
し騒音防止対策の推進及び低周波音発生の未然防
止等を要請していく必要があります。
一方、新幹線鉄道振動については、全ての地点

で暫定指針値７０デシベルを達成しました。

▼表３−４−４−３　航空機騒音に係る環境基準達成状況（平成２３年度）

公共用飛行場周辺における航空機騒
音による障害の防止等に関する法律
に基づく第１種区域外で７５Wを超え

る地点数

公共用飛行場周辺における航空機騒音による障害の防止
等に関する法律に基づく区域※の区分別測定地点数達成地点数航空機騒音に係る環境基準

の地域類型別測定地点数測　定
地点数調査地域

無指定第３種区域第２種区域第１種区域無指定Ⅱ類型無指定Ⅱ類型

０６０００６０６０６名取市内

０１６００１１６１１６１１７岩沼市内

０２２００１２２１２２１２３合　計

＜仙台空港＞

＜陸上自衛隊霞目飛行場＞

達成地点数航空機騒音に係る環境基準
の地域類型別測定地点数測　定

地点数調査地域

Ⅱ類型Ⅰ類型Ⅱ類型Ⅰ類型

４２４２６仙台市内

４２４２６合　計

＜航空自衛隊松島飛行場＞

防衛施設周辺の生活環境
の整備等関する法律に基
づく第１種区域外で７５Ｗ
を越える地点数

防衛施設周辺の生活環境の整備等関する法律に基
づく区域の区分別測定地点数達成地点数航空機騒音に係る環境基準の地域類

型別測定地点数測　定
地点数調査地域

無指定第３種区域第２種区域第１種区域無指定Ⅱ類型Ⅰ類型無指定Ⅱ類型Ⅰ類型

－－－－－－－－－－－－石巻市内

－－－－－－－－－－－－塩竈市内

００００１１００１００１東松島市内

００００１１００１００１合　計

▼表３−４−４−４　東北新幹線鉄道に係る環境基準達成状況

達成率
暫定指針に基づく振動測定結果

達成率
環境基準に基づく騒音測定結果　　　項目

年度　　　
Ⅱ類型Ⅰ類型

達成地点数測定地点数達成地点数測定地点数達成地点数測定地点数
１００%１５１５３８.９%４４１０３２平成２１年
１００%１７１７３６.１%４４９３２平成２２年
１００％１０１０２７．８％００５１８平成２３年

※　平成１８年１２月２６日付け防衛施設庁告示第２０号による指定一部解除後の区域による。
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第４章　安全で良好な生活環境の確保

１　工場・事業場対策
「騒音規制法」及び「振動規制法」により、騒音
及び振動から生活環境を保全すべき地域を「指定
地域」として知事、仙台市長、石巻市長及び大崎
市長が指定しています。指定地域内においては、
法に定める特定施設を設置している工場及び事業
場（以下、「特定工場等」という。）における事業
活動及び法に定める特定建設作業に伴って発生す
る騒音・振動の規制を行っています。また、道路
交通騒音・振動については、市町村長が県公安委
員会等に対して所要の措置を執るよう要請するこ
とができるとされています。
また、公害防止条例では、法指定地域外におい

ても法の特定施設の騒音・振動を規制するととも
に、法の特定施設以外の特定施設を追加し、追加
した特定施設を設置している特定事業場について
は、指定地域内・外にかかわらず規制しています。
指定地域を有する市町村については当該市町村

が規制・指導に当たっています。
①　騒音防止対策
騒音規制法に基づく指定地域は、平成２３年度末

現在で２６市町村となっています。
騒音規制法に定める特定施設は、金属加工施設

等１１施設であり、さらに公害防止条例ではクーリ
ングタワー等７施設を追加して計１８施設について
規制しています。
特定工場等から発生する騒音に関しては、特定

工場等の敷地境界で規制基準の遵守義務が課せら
れており、県あるいは市町村は、特定工場等から

発生する騒音が規制基準に適合しないことにより
周辺の生活環境が損なわれると認められる場合に
は計画変更勧告又は改善勧告を行うことができま
す。
平成２３年度末現在で、騒音規制法及び公害防止

条例に基づく届出件数は特定施設２８，８２１件（特定
工場・事業場６，１５６件）※となっており、６４件の立入
検査を行い、苦情等に基づく４件の測定を行いま
した。
（※東日本大震災の影響により、女川町の分は平成２３年度

に届出のあった件数のみ計上しています。）

②　振動防止対策
振動規制法に基づく指定地域は、平成２３年度末

現在で騒音規制法指定地域と同じく２６市町村と
なっています。
特定工場等から発生する振動に関しては、特定

工場等の敷地境界で規制基準の遵守義務が課せら
れており、県あるいは市町村は、特定工場等から
発生する振動が規制基準に適合しないことにより
周辺の生活環境が損なわれると認められる場合に
は計画変更勧告や改善勧告を行うことができま
す。
平成２３年度末現在で、振動規制法及び公害防止

条例に基づく届出件数は、特定施設２０，０１１件（特
定工場・事業３，４４２件）※となっており、１９件の立入
検査を行いました。
（※東日本大震災の影響により、女川町の分は平成２３年度

に届出のあった件数のみ計上しています。）

２　静かな音環境等を目指して講じた施策
環境対策課
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第３部　環境保全施策の展開

▼表３−４−４−５　騒音に係る法律・条例に基づく規制（平成２４年３月３１日現在）
宮　城　県　公　害　防　止　条　例騒　音　規　制　法

県内全域仙台市の都市計画区域及び石巻市他２４市町村の都市計画法で定める用途地域（騒音
に係る環境基準の指定地域に同じ）指定地域

法律に定める１１種類にクーリングタワー等７種類を加えた１８種類金属加工機械等１１種類特定施設規定
対象 深夜営業騒音、拡声器騒音特定建設作業騒音、自動車騒音その他　

県保健所及び指定地域を有する市町村指定地域を有する市町村規制・指導
主体　　　

（備考）都市計画法に基づく用途地域の指定のない地域及び仙台市の一部の近隣商業地域については、公害防止条例施行規則に基づき「第２種区域」の規制基準を
適用する。

工
場
・
事
業
場
振
動

規
　
　
制
　
　
基
　
　
準
　
　
等

［深夜営業騒音］

（備考）
◇この規制基準は、２２時から６時までの時間に適用
◇音響機器の使用禁止時間は２３時から６時まで

［拡声器騒音］

［特定建設作業騒音］

（備考）
◇第１号区域；第１種、第２種及び第３種区域並びに第４種区域のうち学
校、保育所、病院、図書館、老人福祉施設等の敷地８０ｍまでの区域
◇第２号区域；指定地域のうち第１号区域以外の区域

［自動車騒音の要請限度］

（備考）
ａ区域；第１種低層住居専用地域、第２種低層住居専用地域、第１種中高層

住居専用地域、第２種中高層住居専用地域
ｂ区域；第１種住居地域、第２種住居地域、準住居地域
ｃ区域；近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域

そ
　
の
　
他

［指定地域を有する市町村（２６市町村）］
仙台市、石巻市、塩竈市、気仙沼市、白石市、名取市、角田市、多賀城市、
岩沼市、登米市、栗原市、東松島市、大崎市、大河原町、村田町、柴田町、
亘理町、松島町、七ヶ浜町、利府町、大和町、富谷町、大衡村、美里町、
女川町、南三陸町

夜間
（２２：００～６：００）

朝（６：００～８：００）
夕（１９：００～２２：００）

昼間
（８：００～１９：００）

時間区分
区域区分

４０デシベル４５デシベル５０デシベル文教地区、第１種低層住居専用地域、第２種低
層住居専用地域第１種区域

４５デシベル５０デシベル５５デシベル
第１種中高層住居専用地域、第２種中高層住居
専用地域、第１種住居地域、第２種住居地域、
準住居地域

第２種区域

５０デシベル５５デシベル６０デシベル近隣商業地域、商業地域、準工業地域第３種区域

５５デシベル６０デシベル６５デシベル工業地域第４種区域

第２号区域第１号区域規制種別

８５デシベル（敷地境界線）基準値

２２：００～６：００１９：００～７：００作業禁止時間

１４時間以内１０時間以内１日当たりの作業時間

連続６日以内作業期間

日曜日その他の休日作業禁止日

夜間
（２２：００～６：００）

昼間
（６：００～２２：００）区域の区分

５５デシベル以下６５デシベル以下
a区域及びb区域のうち
１車線を有する道路に面
する区域

６５デシベル以下７０デシベル以下
a区域のうち２車線以上
の車線を有する道路に面
する区域

７０デシベル以下７５デシベル以下

b区域のうち２車線以上
の車線を有する道路に面
する区域及びc区域のう
ち車線を有する道路に面
する区域

７０デシベル以下７５デシベル以下幹線道路に近接する空間
における特例

規制基準地域の区分

４０デシベル文教地区、第１種低層住居専用地域、第２
種低層住居専用地域第１種区域

４５デシベル
第１種中高層住居専用地域、第２種中高
層住居専用地域、第１種住居地域、第２種
住居地域、準住居地域

第２種区域

５０デシベル近隣商業地域、商業地域、準工業地域第３種区域

５５デシベル工業地域第４種区域

拡声器の設置場所
規制種別

航空機自動車店頭・街頭

地上１．２ｍの
地点において
６５デシベル以
下

拡声器の正面か
ら１ｍの位置で
７５デシベル以下

１つの拡声器の放送
音量又は他の拡声器
の放送音量との複合
音量として地上１．２
ｍの高さで７０デシベ
ル以下

音量基準

１０：００～１５：００８：００～１９：００使用時間

学校、保育所、病院、患者の収容施設
のある診療所、図書館、特別養護老人
ホームの周囲１００ｍ

使用禁止区域

□総幅員６．５ｍ
未満の道路の場
合１地点におい
て５分以内の使
用
□総幅員５ｍ未
満の道路におい
ては設置しない
□１回１０分以内
とし、次回の使
用までに１０分以
上の休止時間を
おく

□総幅員５ｍ未満の
道路においては設置
しない
□地上５ｍ以上の位
置での使用は拡声器
の延長が１０ｍ以内の
広場又は道路に落ち
るようにする
□１回１０分以内と
し、次回の使用まで
に１０分以上の休止時
間をおく

使用方法
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第４章　安全で良好な生活環境の確保

▼表３−４−４−６　騒音に係る特定施設設置届出状況（平成２３年度）

▼表３−４−４−８　振動に係る法律・条例に基づく規制（平成２３年度）

合　　　　　計公害防止条例に基づく
設置届出数

騒音規制法に基づく
設置届出数特　定　施　設　名

特定施設数特定工場等数特定施設数特定工場等数特定施設数特定工場等数
２,１９１３１９１,２３２１３８９５９１８１金属加工機械１
１２，９６５２，１７０４，６３５６７２８，３３０１，４９８空気圧縮機及び送風機２
１，０２４２０９６６３１３４３６１７５土石用又は鉱物用破砕機３
２１２１６４６１０１６６６織機４
２００１０２１０４４７９６５５建設用資材製造機械５
８７３１２４１１６３２０穀物用製粉機６

１，０９９３５０５４０１４３５５９２０７木材加工機械７
２６４１４１１２３抄紙機８
９１０２４８１５５３０７５５２１８印刷機械９

１，８１９８０８６４４０９５５４０合成樹脂用射出成形機１０
１１８２１２８１４９０７鋳型造型機１１
３１９９０３１９９０－－ディーゼルエンジン及びガソリンエンジン１２

２，００１８７９２，００１８７９－－クーリングタワー１３
３，７２７１，２６８３，７２７１，２６８－－バーナー１４
２４５７１２４５７１－－繊維工業用機械１５
１８２６５１８２６５－－コンクリート管等製造機１６
４４５４１４４５４１－－金属製品製造機械１７

１，２５１１９２１，２５１１９２－－土石等加工機械１８
２８，８２１６，１５６１６，４７５３，８４６１２，３４６２，３１０合　　　　　計

宮　城　県　公　害　防　止　条　例振　動　規　制　法
県内全域仙台市の都市計画区域及び石巻市他２４市町村の都市計画法で定める用途地域指定地域

法律に定める１０種類に冷凍機等３種類を加えた１３種類圧縮機等１０種類特定施設規定
対象 特定建設作業振動、道路交通振動その他

県保健所及び指定地域を有する市町村指定地域を有する市町村規制・指導
主体　　　

（備考）都市計画法に基づく用途地域の指定のない地域及び仙台市の一部の近隣商業地域については、公害防止条例施行規則に
　　　基づき「第１種区域」の規制基準を適用する。

工
場
・
事
業
場
騒
振
動

規
　
　
制
　
　
基
　
　
準
　
　
等

［指定地域を有する市町村（２６市町村）］
仙台市、石巻市、塩竈市、気仙沼市、白石市、名取市、角田市、多賀城市、岩
沼市、登米市、栗原市、東松島市、大崎市、大河原町、村田町、柴田町、亘理
町、松島町、七ヶ浜町、利府町、大和町、富谷町、大衡村、美里町、女川町、
南三陸町

［特定建設作業振動］

（備考）
◇第１号区域；第１種低層住居専用地域、第２種低層住居専用地域、第１種
中高層住居専用地域、第２種中高層住居専用地域、第１種住居地域、第２
種住居地域、準住居地域、近隣商業地域、商業地域及び準工業地域並びに
工業地域のうち学校、保育所、病院、図書館、老人福祉施設等の敷地８０ｍ
までの区域
◇第２号区域；指定地域のうち第１号区域以外の区域

［道路交通振動の要請限度］

そ
　
の
　
他

夜間
（１９：００～８：００）

昼間
（８：００～１９：００）

時間区分
区域区分

５５デシベル６０デシベル

文教地区、第１種低層住居専用地域、第２種低
層住居専用地域、第１種中高層住居専用地域、
第２種中高層住居専用地域、第１種住居地域、
第２種住居地域、準住居地域

第１種区域

６０デシベル６５デシベル近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地
域第２種区域

第２号区域第１号区域規制種別

７５デシベル（敷地境界線）基準値

２２：００～６：００１９：００～７：００作業禁止時間

１４時間以内１０時間以内１日当たりの作業時間

連続６日以内作業期間

日曜日その他の休日作業禁止日

夜間
（１９：００～８：００）

昼間
（８：００～１９：００）区域の区分

６０デシベル６５デシベル第１種区域

６５デシベル７０デシベル第２種区域

※　東日本大震災の影響により女川町については平成２３年度に届出のあった件数のみ計上

▼表３−４−４−７　騒音に係る工場・事業場立入検査状況

処分件数測定件数立入件数　　　　　　　区分
年度　　　　　　　

０６１１３平成１９年
０１２６９平成２０年
０２１６６平成２１年
０１６７４平成２２年
０４６４平成２３年



第
　
三
　
部

環
境
保
全
施
策
の
展
開

安
全
で
良
好
な
生
活
環
境
の
確
保

92

第３部　環境保全施策の展開

２　建設作業騒音等対策
騒音規制法及び振動規制法の指定地域を有する

市町村では、この指定地域内で特定建設作業を行
おうとする者に届出を義務付けており、作業方法
や作業時間等について規制しています。
騒音規制法及び振動規制法に定める特定建設作

業については、規制基準等が定められており、指
定市町村は、特定建設作業から発生する騒音・振
動が規制基準に適合しないことにより周辺の生活
環境が損なわれると認められる場合には、騒音・
振動の防止の方法等に対し、改善勧告や改善命令
等の措置を行うことができます。また、作業時間
や作業方法について違反した場合には改善指導が
なされています。
平成２３年度は、騒音規制法に基づく届出件数が

３６６件、振動規制法に基づく届出件数が２７７件あり
ました。

▼表３−４−４−９　振動に係る特定施設設置届出状況（平成２３年度）

▼表３−４−４−１０　振動に係る工場・事業場立入検査状況

合　　　　　計公害防止条例に基づく
設置届出数

振動規制法に基づく
設置届出数特　　定　　施　　設　　名

特定施設数特定工場等数特定施設数特定工場等数特定施設数特定工場等数
２，５６１２５８１，２７３１０６１，２８８１５２金属加工機械１
４，２８２９９７１，９６０４２６２，３２２５７１圧縮機２
１，０３１２０１６５６１３９３７５６２土石用又は鉱物用破砕機等３
１６７４００１６７４織機４
１４４８０７６４２６８３８コンクリート製品製造機械５
２３６１０６１３８５７９８４９ドラムバーカー又はチッパー６
２４２８８８１２１１６１６７印刷機械７
１７２１０６５７１０７３ゴム・合成樹脂練用ロール機８

１，８５７７１７１９３２１，１３８３９合成樹脂用射出成形機９
８４８３０４５４４鋳型造型機１０
４３８４３８－－金属加工機械１１
２６２７２２６２７２－－ディーゼルエンジン１２

８，９３０１，５３９８，９３０１，５３９－－冷凍機１３
２０，０１１３，４４２１４，２３３２，４５３５，７７８９８９合　　　　　計

処分件数測定件数立入件数　　　　　　　区分
年度　　　　　　　

０５５３平成１８年
０４２３平成１９年
０３１７平成２０年
０２７平成２１年
０１０１９平成２２年
００１９平成２３年

３　自動車交通騒音対策
自動車騒音の常時監視は知事（政令市にあって

はその長）の責務とされており、GISによる自動車
騒音面的評価システムを用いて、県内の主要路線
における環境基準の達成状況を算出しています。
また、高速自動車道等に係る騒音等の問題につ

いて「高速自動車道騒音等防止対策実施要領」を
定め、沿道市町村、東日本高速道路株式会社及び
宮城県道路公社と連携し、騒音等防止対策の推進
と効率化を図っています。対策要領の適用範囲は
東北及び山形自動車道、仙台東部道路、三陸自動
車道等の高規格道路となっており、毎年関係機関
の会議を開催し、測定結果を報告するとともに、
結果に基づく騒音防止対策の要請を行っています
が、平成２３年度は震災復旧・復興業務優先のため
会議を開催しませんでした。
さらに、新幹線及び高速自動車道を持つ１０県で

構成する「東北、上越、北陸新幹線、高速自動車
道公害対策１０県協議会」の会員として、毎年、東
日本高速道路株式会社に対して高速自動車道に係
る騒音対策の推進について要請を行っています。

▼表３−４−４−１１　騒音に係る特定建設作業届出件数

▼表３−４−４−１２　振動に係る特定建設作業届出件数

平成２３年度平成２２年度平成２１年度特定建設作業

６２７６４３くい打機、くい抜機又はくい打くい抜
機を使用する作業１

０００びょう打機を使用する作業２

２０４１９５２０１さく岩機を使用する作業３

４８２９２４空気圧縮機を使用する作業４

１０２コンクリートプラント又はアスファル
トプラントを設けて行う作業５

４８６８５９バックホウを使用する作業６

１７０トラクターショベルを使用する作業７

２４４ブルドーザーを使用する作業８

３６６３７９３３３合　　　　　計

平成２３年度平成２２年度平成２１年度特　定　建　設　作　業

７５９１７２くい打機、くい抜機又はくい打くい抜
機を使用する作業１

０００鋼球を使用して建築物その他の工作物
を破壊する作業２

１１１舗装版破砕機を使用する作業３

１９２１８５１７２ブレーカーを使用する作業４

２７７２７７２４５合　　　　　計

※　東日本大震災の影響により女川町については平成２３年度に届出のあった件数のみ計上。
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第４章　安全で良好な生活環境の確保

東日本高速道路株式会社及び宮城県道路公社で
は、騒音防止対策として、遮音壁の設置及び高機
能（低騒音）舗装を実施しており、平成２３年度末
までに東日本高速道路株式会社が講じた防音対策
は、遮音壁の設置が総延長３６．４娃（上下線別）、高
機能（低騒音）舗装の施工が３１娃（一車線換算）、宮
城県道路公社が講じた防音対策は、遮音壁の設置
が６．９娃（上下線別）、災害復旧に伴う高機能（低
騒音）舗装の施工が４．７娃（一車線換算）でした。

４　航空機騒音対策
県及び関係市は、周辺地域への航空機騒音の影

響を把握するため、通年測定や短期測定により環
境基準の達成状況や騒音低減対策の効果について
調査を行い、県が毎年開催する「仙台空港航空機
騒音対策会議」及び「松島飛行場航空機騒音対策
会議」で測定結果を報告し、関係機関に周知して
きましたが、平成２３年度は震災復旧・復興業務優
先のため会議を開催しませんでした。
航空機騒音対策としては、発生源対策の他、騒

音軽減運航方式の導入や空港周辺対策等がとられ
ています。
発生源対策は、国際民間航空条約を踏まえた航

空法に基づく航空機の耐空証明制度として実施さ
れており、航空機の型式証明検査に騒音基準の適
合証明が盛り込まれています。仙台空港では、現
在B７６７−２００／３００等の低騒音機への代替が推進
されています。
騒音軽減運航方式について、仙台空港では、滑

走路の一方に人家がない場合、その方向に離着陸
を行う優先滑走路方式、人家を避けた飛行経路を
飛行する優先飛行経路方式並びに急上昇方式等が
適宜採用されています。
航空機騒音の影響が及ぶ空港周辺地域について

は、学校や病院等の障害防止工事及び共同利用施
設の整備について助成し、また、航空機騒音の影
響の大きさに応じ、住宅防音工事、移転補償及び
緩衝緑地の整備等が行われています。

５ 鉄道騒音対策
沿線市町村の協力を得て東北新幹線鉄道沿線に

定点を定め、毎年騒音・振動測定を実施してきま
した。その測定結果は、県が毎年開催する「東北
新幹線鉄道騒音等対策会議」で報告し、関係機関
に周知していますが、平成２３年度は震災復旧・復
興業務優先のため会議を開催しませんでした。
しかし、新幹線及び高速自動車道を持つ１０県で

構成する「東北、上越、北陸新幹線、高速自動車
道公害対策１０県協議会」の会員として、東日本旅
客鉄道株式会社等に対して新幹線鉄道に係る騒音
対策の推進について要請を行っています。
新幹線騒音対策としては、車両単体対策及び構

造物対策等が実施されています。
車両単体対策としては、パンタグラフ数の削

減、カバー取り付けによる風切音やアーク音の低
減並びに先頭形状の変更による騒音・低周波音対
策が行われています。
構造物対策としては、新幹線鉄道騒音の環境基

準の達成状況が思わしくなかったことから、当面
７５デシベル以下とすることを目標に、住宅の集合
状況に応じた対策が昭和６０年度から段階的に講じ
られています。具体的には、吸音板設置、防音壁
嵩上げ、逆Ｌ型防音壁設置並びにレール削正等が
行われています。
また、新幹線の高速化に伴い、トンネル出入口

からの低周波音により家屋内の家具ががたつく等
の苦情が生じています。低周波音対策としては、
緩衝工の設置等の対策が講じられています。
新幹線以外の在来鉄道については、新設又は高

架化等のように環境が急変する場合の騒音の未然
防止の観点から、平成７年１２月に「在来鉄道の新
設又は大規模改良に際しての騒音対策の指針」が
定められ、沿線地域の環境保全が図られています。

６ 深夜営業騒音対策
カラオケに代表される深夜営業騒音の防止を図

るため、公害防止条例により飲食店営業等を対象
に規制を行っており、県及び市町村では立入検査
を実施するなどして指導を行っています。

▼表３−４−４−１３　深夜営業騒音規制状況（平成２３年度）

立入検査件数苦情発生地域の内訳苦情発生件数
計測定苦情立入計無指定商工業系住居系計使用禁止音量制限
２１２１１０８３２２１４８
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第３部　環境保全施策の展開

１　ダイオキシン類の常時監視
「ダイオキシン類対策特別措置法」（平成１１年法
律第１０５号）に基づき、環境中の大気、公共用水域
（水質、底質）、地下水質及び土壌の汚染状況を把
握するためのモニタリング調査を実施していま
す。平成２３年度は、大気１９地点、公共用水域（水
質４２地点、底質３８地点）、地下水質１５地点及び土壌
８地点で実施しました。
その結果、大気、底質、地下水質及び土壌は、

すべての地点で環境基準を達成していましたが、
水質については、河川４地点で環境基準を超過し
ていました。
なお、超過の原因は、化学的な解析により、過

去に長期間使用されていた水田除草剤などの農薬
に不純物として含まれていたダイオキシン類が、
これらの河川及び湖沼の底の泥に蓄積しており、
それが徐々に流出することで水質に影響を及ぼし
ていると考えられます。

▼表３−４−５−１　環境中のダイオキシン類モニタリング調査結果
（平成２３年度）

▲図３−４−５−１　平成２３年度公共用水域ダイオキシン類調査地点（水質・底質）

１　環境の監視測定体制の整備
第５節　化学物質による環境リスクの低減

環境対策課

環境基準
調査結果環境基準

超過地点数検体数地点数調査媒体
最大値最小値平均値

０．６pg-TEQ/㎥０．０３５０．００７６０．０１４０６２１９大 気

１pg-TEQ/L

２．７０．０４５０．３１４３４３４河川

公共用水域
（水質）

０．９５０．０４６０．２８４０４４湖沼

０．０７２０．０４９０．０５８０６０４海域

２．７０．０４５０．２９４９８４２全 体

１５０pg-TEQ/g

２２０．１４２．９０３１３１河川

公共用水域
（底質）

２１３．６１０．２０３３湖沼

７．５０．２３３．５０４４海域

２２０．１４３．５１０３８３８全 体

１pg-TEQ/L０．６２００．０４５０．１０２０１５１５地 下 水 質

１,０００pg-TEQ/g１７０．００２４３．２０８８土 壌

※この調査結果は、環境省、国土交通省、宮城県及び仙台市が県内で実施した結果の集計です。

２　環境ホルモン調査
環境ホルモンによる環境汚染は、科学的には未

解明な点が多く残されているものの、それが生物
生存の基本条件にかかわるとともに、世代を超え
た深刻な影響をもたらす恐れがあることから、国
では、平成１０年５月に策定した「環境ホルモン戦
略計画SPEED'９８」及び新たな科学的知見を踏ま
えて平成１７年３月に改定した「化学物質の内分泌
かく乱作用に関する環境省の今後の対応方針につ
いてExTEND２００５」に基づいて、取組を実施して
きました。その後、これまでの取組を再検討し、
平成２２年７月に「化学物質の内分泌かく乱作用に
関する今後の対応EXTEND２０１０」が取りまとめら

れ、今後の取組を、①基盤的研究及び野生生物の
生物学的知見研究の推進、②試験法の開発及び評
価の枠組みの確立、③環境中濃度の実態把握及び
ばく露の評価、④作用・影響評価の実施、⑤リス
ク評価及びリスク管理、⑥情報提供等の推進及び
⑦国際協力の推進としています。
このような国の対策と連携し、県は必要な対策

を実施するため、平成２０年度以降、環境ホルモン
に係る事業について、化学物質環境実態調査を活
用し、実態把握等を行っていますが、平成２３年度
は東日本大震災の影響により事業を休止しまし
た。
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第４章　安全で良好な生活環境の確保

１　ダイオキシン類対策
①　ダイオキシン類対策特別措置法の特定事業場
に対する監視指導
ダイオキシン類対策特別措置法の特定事業場

は、県所管域内に１２４箇所（平成２３年度末現在）あ
り、これらの特定事業場を対象に、ダイオキシン

２　有害物質による環境汚染防止対策

類の自主測定結果や施設の維持管理状況等の確認
のため、立入検査を行い適正な施設管理等の指導
を実施しています。
平成２３年度は、行政測定の結果、基準値を超過

した施設はありませんでした。

環境対策課・廃棄物対策課

②　ダイオキシン特別措置法の特定事業場に対す
る監視指導
廃棄物焼却施設などのダイオキシン類対策特別

措置法で定める特定施設の設置者は、法に基づ
き、施設からの排出ガス（排出水）等に存在する
ダイオキシン類濃度の測定を年１回以上行い、そ
の結果を知事（仙台市にあっては市長（以下同
じ。））に報告し、知事は、それを公表することに
なっています。
平成２３年度に実施された自主測定結果のうち、

廃棄物処理炉１施設で排出ガスが不適合でした。

当該施設は、基準超過確認後、自主的に稼働を休
止し炉を修復しました。修復後、基準に適合する
ことが確認できたため、現在は施設を再稼働させ
ています。
また、測定義務のある一般廃棄物最終処分場及

び産業廃棄物最終処分場の設置者は、法に基づ
き、処分場からの放流水及び処分場周縁の地下水
中のダイオキシン類の測定を年１回以上行うこと
が義務付けられていますが、すべての施設で基準
を満たしていました。

▼表３−４−５−２　平成２３年度監視指導状況

測定分析
件数

文書による
指導件数

立入検査件数
（延べ数）

届出事業場数
平成２３年度末現在平成２２年度末現在

１０４１２４１２２特定事業場
１０４１１８１１６ 大気基準適用事業場
０００６６ 水質基準適用事業場

▼表３−４−５−３　大気基準適用施設の自主測定結果（平成２３年度）

基準値測定結果
施設数事業場数

測定項目※１特定施設の種類
不適合未測定測定実施未測定

５０．００００００３７００１１０１排出ガスアルミ合金製造用溶解炉
０．１～１０※２０～５．７１３９４９７

４７６
排出ガス

廃 棄 物 焼 却 炉 　※３    ０～２０－４８１８５※３ば いじん
　※３   ０～１．１－４８０８４※３燃 え 殻

※１　測定項目のうち、ばいじんとは、集じん機によって集められた飛灰をいう。燃え殻とは、焼却残灰、炉清掃掃出物などをいう。
※２　廃棄物焼却炉に係る排出ガスの基準値は、廃棄物焼却炉の設置時期及び処理能力によって、０．１～１０ng−TEQ/㎥Ｎの間で定められている。
※３　廃棄物焼却炉のうち、構造によって、ばいじん、燃え殻が発生しないものがあり、この場合、その測定義務が適用されないため、測定項目ご

とに施設数が異なる。また、ばいじん、燃え殻については排出基準値は設定されていない。

（排出ガス：ng−TEQ/㎥Ｎ、ばいじん・燃え殻：ng−TEQ/g）

▼表３−４−５−５　最終処分場の自主測定結果（平成２３年度）

測　定　結　果
（pg-TEQ/L）施　　　設　　　数

測定項目
基準値自主検査未測定測定実施

排出基準　１００～２．８０２６２６放 流 水
環境基準　１０～０．３３０２６２６地 下 水

▼表３−４−５−４　水質基準適用施設の自主測定結果（平成２３年度）

測　　定　　結　　果
（pg-TEQ/L）事　　業　　場　　数

特定施設の種類
基準値自主測定未測定測定実施
１００．０２１０１１パルプ製造用塩素漂白施設
１００．１２０１１廃棄物焼却炉廃ガス洗浄施設
１０７．６０１１下 水 道 終 末 処 理 施 設
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第３部　環境保全施策の展開

２　PCB廃棄物対策
平成１９年３月に策定された「宮城県ポリ塩化ビ

フェニル廃棄物処理計画」では、県内に存するＰ
ＣＢ廃棄物を平成２７年３月までに適正に処理する
ため、国の基本計画及び「宮城県循環型社会形成
推進計画」に即して、県、仙台市等関係市町村、
保管事業者、収集運搬業者、処理施設設置者など
がそれぞれの役割を担いつつ、連携してＰＣＢ廃
棄物の確実かつ適正な保管と処理を推進すること
を定めています。
本県が参加する北海道事業は、平成２０年５月か

ら本格稼働しており、平成２３年度分は仙台市内３０
事業場と県内６６事業場のコンデンサ２３９台が処理
されました。
処理が行われるまでの間の適正管理を推進する

ため、電気機器に関する専門知識を有するＰＣＢ
廃棄物処理推進員４名を配し、適宜立入指導を
行っているほか、次年度の処理に向け、事業主体
である日本環境安全事業株式会社とも協議しなが
ら、処分対象者の選定等に当たることとしていま
す。

▼表３−４−５−６　PCB廃棄物保管状況
ＰＣＢ廃棄物保管事業場数　１，１６２事業者（平成２３年３月末現在）

その他の機器安定器柱上
トランス

低圧
コンデンサ

低圧
トランス

高圧
コンデンサ

高圧
トランス

　　　種類
区分　　　

４，０６０１７６，３８９２９１，２３５１４，０５０２８２，２７１４２１台 数
３３１３３０８１１２１０５４６１３２事 業 場 数

※台数で把握した種類を記載（このほかにＰＣＢを含む油、ウエス等あり）

１　PRTR制度による届出状況
化学物質による環境リスクの管理を図るため、

県内における化学物質の動向等の把握を行ってい
ます。
PRTR（Pollutant Release and Transfer 

Register）制度は、人の健康や生態系に有害な影
響を及ぼすおそれがある特定の化学物質が、どの
ような発生源から、どれくらい環境中に排出され
たか、あるいは廃棄物に含まれて事業所の外に運
び出されたかというデータを把握・集計し、公表
する仕組みです。
このPRTR制度の導入を柱の一つとした「特定
化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改
善の促進に関する法律」（平成１１年法律第８６号。以
下、「化管法」という。）の施行により、届出対象
要件に当てはまる事業者は、化学物質の排出量や
移動量を平成１３年４月から把握を始め、平成１４年
度以降、前年度分の排出量及び移動量の届出が義
務付けられています。
なお、化管法施行令の一部改正により、平成２２

年度把握分から届出対象業種に医療業が追加され
て２３業種から２４業種に、また、対象となる第一種
指定化学物質が３５４物質から４６２物質に見直されて
います。

①　届出事業所数と物質
県では、３７業種７３０事業所（仙台市を含む。）か

ら平成２２年度排出量等の状況についての届出があ
りました。
届出事業所の業種別では、燃料小売業が４１４事

業所（約５７％）で最も多く、次いで製造業の１７１事
業所（約２３％）と続いています。
また、届出のあった化学物質は、第一種指定化

学物質４６２物質のうち１３３物質となっています。
②　排出量及び移動量の概要
事業所から届出のあった平成２２年度の環境への

排出量の合計は約１，３６９ｔで、前年度より１９２ｔ減
少しました。
環境への排出量の内訳別では、大気への排出が

約１，１０３ｔ、公共用水域への排出が約１０１ｔ、事業
所敷地内埋立が約１５６ｔとなっています。
一方、移動量の合計は約１，１８６ｔで、前年度より

８７ｔ減少しました。その内訳は、下水道への移動
が約１ｔ、廃棄物としての移動が約１，１８５ｔと
なっています。
届出による排出量及び移動量の合計は約２，５５５

ｔで、平成１８年度から引き続き減少傾向にありま
す。

３　環境リスク管理の促進
環境対策課
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第４章　安全で良好な生活環境の確保

▼表３−４−５−７　宮城県の業種別PRTR届出状況（平成２２年度実績把握分）

届出数業　　　種　　　名届出数業　　　種　　　名届出数業　　　種　　　名
１８　鉄道業(１)なめし革・同製品・毛皮製造業０１　金属鉱業
２９　倉庫業(６)窯業・土石製品製造業０２　原油・天然ガス鉱業
３３１０　石油卸売業(５)鉄鋼業１７１３　製造業
１１１　鉄スクラップ卸売業（８）非鉄金属製造業（１３）食料品製造業内訳
０１２　自動車卸売業（１９）金属製品製造業（２）飲料・たばこ・飼料製造業（以下を除く。）
４１４１３　燃料小売業（６）一般機械器具製造業（０）   酒類製造業
１１４　洗濯業（３４）電気機械器具製造業（以下を除く。）（０）   たばこ製造業
０１５　写真業（０）   電子応用装置製造業（０）繊維工業
３１６　自動車整備業（０）   電気計測器製造業（０）衣服・その他の繊維製品製造業
０１７　機械修理業（１４）輸送用機械器具製造業（以下を除く。）（５）木材・木製品製造業（家具を除く。）
１１８　商品検査業（０）   鉄道車両・同部分品製造業（１）家具・装備品製造業
０１９　計量証明業（２）船舶製造・修理業、舶用機関製造業（７）パルプ・紙・紙加工品製造業
４０２０　一般廃棄物処理業（ごみ処分業に限る。）（３）精密機械器具製造業（以下を除く。）（８）出版・印刷・同関連産業
１１２１　産業廃棄物処分業（０）　医療用機械器具・医療用品製造業（１４）化学工業（以下を除く。）
０特別管理産業廃棄物処分業（０）武器製造業（０）   塩製造業
０２２　医療業（１）その他の製造業（２）   医薬品製造業
４２３　高等教育機関７４　電気業（２）   農薬製造業
４２４　自然科学研究所０５　ガス業（２）石油製品・石炭製品製造業
７３０合　　計０６　熱供給業（１０）プラスチック製品製造業

注：（　）内の数値は製造業の内訳３７７　下水道業（６）ゴム製品製造業

（単位：事業所）

▲図３−４−５−２　宮城県におけるPRTR届出による排出量・移動量の対象物質構成比（平成２２年度排出・移動）

▲図３−４−５−３　県内におけるPRTR届出排出量及び移動量
の割合

▲図３−４−５−４　県内におけるPRTR届出排出量・移動量の
推移（平成１８～２２年度）

届出排出量
53.6%

大気
43.2%

埋立
6.1%

土壌
0.4%

公共用水域
3.9%

届出移動量
46.4%

届出排出量

届出移動量

平成22年度

平成21年度

平成20年度

平成19年度

平成18年度

単位（t/年）

1,975 2,292

1,927 1,619

1,627 1,352

1,561 1,273

1,369 1,186

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000

単位（t/年） 単位（t/年）
0 100 200 300 400 500 0 100 200 300 400

①届出排出量合計（1,369t/年）

432
245

147
98
92

356

トルエン

塩化メチレン

キシレン

亜鉛の水溶性化合物

ノルマル－ヘキサン

その他

②届出移動量合計（1,186t/年）

307
230
227

82
47

292

鉛化合物

トルエン

マンガン及びその化合物

鉛

銅水溶性塩（錯塩を除く。）

その他

③　届出排出量と届出外排出量
PRTR制度では、化管法で定められた要件（対
象業種・従業員数・対象化学物質の取扱量）に合
致する事業者に届出を義務付けていますが、それ
以外の事業者の事業活動や自動車の使用といった
私たちの日常生活も、環境中への化学物質の排出
源となっています。
そこで、国では、これらの対象事業者以外の排

出源からの対象化学物質の排出量を推定し、届出
による排出量の情報と合わせて公表しており、県
内における平成２２年度の届出排出量及び届出外排 ▲図３−４−５−５　県内における排出量の推移

（平成１８～２２年度）

届出排出量

届出外排出量

0 2,000 4,000 8,0006,000

平成22年度

平成21年度

平成20年度

平成19年度

平成18年度

単位（t/年）

1,975 5,663

1,927 5,341

1,627 4,676

1,561 4,732

1,369 4,460

出量は、それぞれ前年度より192 t、272 t減少して
います。
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第３部　環境保全施策の展開

２　事業者の自主的な管理改善の促進に向
けた普及・啓発

①　宮城県化学物質適正管理指針の普及啓発
化管法第４条では、事業者に、取り扱う指定化

学物質について認識し、「化学物質管理指針」に留
意して管理を行い、その管理の状況に関する国民
の理解を深めるよう努力することを求めていま
す。
そこで、県は、事業者が「化学物質管理指針」

に基づいて行う自主的な管理の改善を促進するた
めの基本方針や管理計画等の策定に関するガイド
ラインとして活用していただくため、平成２０年３
月に「宮城県化学物質適正管理指針」を策定し、
関係者への普及・啓発を図っています。
②　リスクコミュニケーションセミナー
事業者自身による化学物質の適正管理と排出削

減はもちろん重要ですが、より合理的に環境リス
クを管理し、削減するためには、住民、事業者、
行政が化学物質に関する情報を共有し、意見交換
を通じて意思疎通と相互の理解を深める「リスク
コミュニケーション」の取組が有効とされていま
す。
そこで、平成２２年度には、事業者のリスクコ

ミュ二ケーションへの理解を深めるため、県内の
事業者や行政担当者等を対象に、「事業者のため

のリスクコミュニケーションセミナー」の開催を
始めました。
このセミナーでは、専門家（化学物質アドバイ

ザー）の講演のほか、県内の事業者から現場での
取組を紹介していただき、参加者で意見交換して
いくものです。
なお、平成２３年度は、震災復旧・復興業務優先

のため、本事業を休止しました。
③　リスクコミュニケーションモデル事業
「リスクコミュニケーション」が県内の事業者に
普及し定着することを目指し、平成２１年度から
「リスクコミュニケーションモデル事業」を実施し
ています。
モデル事業では、「リスクコミュニケーション」

の実施を希望する事業者に対し、企画立案、コー
ディネート、化学物質アドバイザー等の派遣等の
開催支援を行っています。
開催に当たっては、事前に地域住民等のアン

ケート調査を実施したり、開催当日にも地域住民
や県内事業者にも参加してもらうなど働きかけな
がら、「リスクコミュニケーション」の必要性や実
践について、目で見て体で感じてもらう普及啓発
を行っていますが、本事業も震災復旧・復興業務
優先のため、平成２３年度は休止しました。
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第５章　各種施策の基盤となる施策

１　学習機会の提供と施設の整備

豊かな自然環境を将来にわたって保全するとと
もに、多様化する環境問題に対応していくために
は、県民一人ひとりが環境との関わりについての
認識を深め、環境に配慮した生活に努めていくこ

とが重要です。
また、このような行動を促すためには、不断の

環境教育が必要不可欠であり、県は、次のような
学習機会の提供と施設の整備を行っています（表
３－５－１－１）。

１　県民の主体的な環境教育の推進

第５章　各種施策の基盤となる施策

第１節　環境教育・環境学習等の推進

▼表３−５−１−１　県内の環境教育推進施設
平成２３年度
来場者数施設の概要開設日所在地施設名

３２，９３４人
ラムサール条約の指定登録湿地であり、世界的に有数な冬鳥の渡来地である伊豆沼・内沼及び周辺地
域に関する自然環境の調査研究、環境教育などの機能を有し、伊豆沼・内沼及び周辺地域の自然環境
保全の拠点施設である。（http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/sizenhogo/sisetu/sanc.htm）

平成３年栗原市若柳字上畑
岡敷味１７番地の２

伊豆沼・内沼
サンクチュアリセ
ンター

１０，６５６人

蔵王の自然、野鳥の生態に関する展示や体験学習など、自然保護思想の普及啓発、環境教育などの機
能を有し、野鳥をはじめとした多種多様な生物種が生息する「蔵王野鳥の森」の自然環境保全の拠点
施設である。
（http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/sizenhogo/sisetu/kotori.htm）

平成６年刈田郡蔵王町遠刈
田温泉字上ノ原
１６２－１

蔵王野鳥の森
自然観察センター

１４，５２７人

明治１００年記念事業の１つとして開園。その後、楽しみながら自然を理解する施設として、アスレ
チックコースや音楽堂、遊歩道などを整備した。仙台近郊に位置することから、都市近郊の森林レク
リエーションの場及び野外活動の場として利用者は多い。
（http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/sizenhogo/sisetu/kenmin.htm）

昭和４４年宮城郡利府町神谷
沢字菅野沢４１

県民の森

２３，０８９人

昭和天皇御在位60年を記念して、昭和30年に第６回全国植樹祭会場となった大衡村平林地内の松
林（通称御成山）周辺を整備した森林公園。万葉植物を通じた歴史・文化・自然科学の学びの森とし
て、そして歌会や茶会などの場所として利用されている。
（http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/sizenhogo/sisetu/manyou.htm）

平成元年黒川郡大衡村大衡
字平林１１７

昭和万葉の森

４，８０２人

スギなどの人工林のほか、樹齢２００年以上のブナやミズナラの天然利林をはじめ、野生鳥獣も数多く
生息する一桧山県有林及びその周辺に、自然観察遊歩道や森林・林業の知識を習得できる「森林科学
館」を整備し、森林・林業、自然環境に対する理解を深める場として利用されている。
（http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/sizenhogo/sisetu/komorebi.htm）

平成５年栗原市花山草木沢
角間１０－７

こもれびの森

―

県民、事業者及び市町村等へ各種環境情報を提供する場として県保健環境センター内に設置してい
る。各種情報機器の整備のほか、書籍、パンフレット、映像ソフト、啓発パネル、エコマーク商品等
を収集・展示し、センター内での閲覧・利用のほか、貸出を行っている。
（http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/hokans/meic/intro/index.html)

平成２年仙台市宮城野区幸
町四丁目７番２号
（宮城県保健環境
センター内）

環境情報
センター※

自然保護課・環境政策課

※東日本大震災により施設が被災したため、平成２３年１１月から仮施設（仙台市宮城野区安養寺三丁目１５－１８）で業務の一部を実施しています。

２　環境に携わる人材育成・活用

県民の多様化・高度化する環境教育ニーズに対
応するため、環境分野での人的資源を活用した環
境教育リーダー制度を平成２０年度に創設しまし
た。平成２３年度は、
県民から２６回の派遣
要請があり、家庭で
できる節電の取組を
はじめとした講演等
を行いました。
 

３　子どもたちが行う環境学習・活動の支
援
子どもたちが主体的に行う環境学習・環境保全

活動の支援策として、「こどもエコクラブ事業」
（平成７年度から平成22年度まで環境省事業、平
成23年度より財団法人日本環境協会が継承。）が実
施されています。
平成２３年度末現在、県内の９０クラブに所属する

４，２５６人の子どもたちが会員登録をしています。

４　広報・普及活動
本県における廃棄物の３Ｒ（発生抑制（リデュー

ス（Reduce））、再使用（リユース（Reuse））、再
生利用（リサイクル（Recycle））に関する取組や
情報を提供する、リサイクル情報メールマガジン
「循環通信」（震災後一時休刊）を県民、廃棄物処

環境政策課

資源循環推進課
▲環境教育リーダー研修会
　開催時の様子

環境政策課
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第３部　環境保全施策の展開

２　学校における環境教育の推進

１　児童生徒の環境に対する意識啓発

学校教育においては、各教科、特別活動、総合
的な学習の時間等教育活動の全体をとおして環境
に関する学習活動が展開されています。
平成２３年度も体験を通して学習活動の充実が図

られるよう啓発しました。

２　環境教育支援事業
①　全日本学校関係緑化コンクール

ア　学校林コンクール
小・中・高等学校の中から学校林を活用し、環

境教育や緑化活動に顕著な教育活動を行った学校
を推薦しています。
イ　学校環境緑化コンクール
小・中・高等学校の中から、児童生徒に対する

計画的、組織的な環境緑化教育を推進している学
校を推薦しています。
②　愛鳥週間野生生物保護功労者表彰

日本鳥類保護連盟に対し、多年にわたり野生生
物保護に関する優れた功績を積み重ねている学校
を功労者表彰候補者として推薦しています。

③　愛鳥モデル推進校

県内の小中学校の児童生徒を対象に、探鳥会な
どの各種活動をとおして野生生物保護思想の普及
啓発を図ることを目的として、愛鳥モデル推進校
を６校設定しています。その設定期間は２年間で
す。

３　環境教育関連指定校
「確かな学力の育成に係る実践的調査研究」にお
ける環境教育に関する取組を活用した調査研究事
業として、以下のとおり指定しています。

＜平成２３年度文部科学省指定＞
○実践地域
気仙沼市

○実践協力校

義務教育課

義務教育課
設　定　学　校　一　覧

蔵王町立平沢小学校
大崎市立沼部小学校
栗原市立金田小学校
登米市立柳津小学校
石巻市立相川小学校
気仙沼市立小原木中学校

自然保護課・義務教育課

理関連事業者及び市町村等に毎月配信し、ごみの
減量化・再資源化促進の普及啓発を図りました。
また、３Ｒ推進月間（１０月）には、循環型社会

形成啓発や宮城県グリーン製品に関するパネルを
展示し、県民に対し３Ｒに関する知識の普及と実
践を呼びかけました。
 

５　国際的な視野に立った環境教育の支援

国連は、２００５年（平成１７年）からの１０年間を
「持続可能な開発のための教育の１０年」（略称
ESD： Education for Sustainable Development）と
定め、「持続可能な開発」の実現が可能となるよう、
社会・環境・経済・文化の各分野で直面している
諸課題に取り組み、その解決に向けた教育を推進
していくとしています。ESDを広めていくため
の地域の拠点として「仙台広域圏」が認定され、
仙台、大崎市田尻、気仙沼、七ヶ宿及び白石の各
地域において、それぞれの特色を生かした環境教
育に取り組むとともに、東日本大震災後は、学校
づくりや地域づくりを考える「未来づくりESDセ
ミナー」を開催（震災後１年を迎えるまでに９回）
するなど、宮城教育大学・国・県などの関係機関
が一体となって取組への支援を行っています。

環境政策課

▲３Ｒ普及啓発パネルの展示の様子（県庁１階ロビー）

義務教育課

▼表３−５−１−２　愛鳥モデル推進校（平成２２～２３年宮城県指定）

義務教育課
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第５章　各種施策の基盤となる施策

大谷小学校　大谷中学校
○研究課題　
「持続可能な社会の構築に向けた環境教育の在
り方の研究」
○取組の概要･成果
◇環境教育推進委員会の開催
◇「全国小中学校環境教育研究大会」の開催
◇テーマ
「持続可能な社会づくりのための環境教育推進」

　◇シンポジウム
「震災を乗り越えるための未来に向けたESD」
◇公開授業
大谷小　大谷中学校　計８授業

◇研究発表
口頭発表４発表　紙上発表４発表

○文科省「ユネスコスクール地域交流会in気仙沼」
の開催

○外務省「アジア太平洋次世代リーダー研修会」
の開催

○環境美化教育最優秀校表彰

４　環境教育実践「見える化」事業

県民や事業者が環境配慮行動を促進する方策と
して、「みやぎｅ行動（eco do!）宣言登録」を推
進していますが、その宣言内容を「見える化」す
ることは、環境配慮行動による二酸化炭素の排出
削減につながると考えられます。そこで、平成２３
年度から、小学校の環境教育を入り口として、「環
境配慮行動」が子どもを核として学校及び家庭で
取り組まれ、さらに地域全体での取組へと繋げて
低炭素型のライフスタイルが定着することを目指
し、環境教育実践「見える化」事業を開始しまし
た。
本事業は、①みやぎｅ行動（eco do!）出前講座、

②環境日記発表会・エコキッズ探検隊、③光の貯
金及び④小学校への電力監視測定器設置・運用の

４ステップで構成されていますが、平成２３年度は
震災復旧・復興業務優先のため、①みやぎｅ行動
（eco do!）出前講座のみ１９小学校で実施しました。
出前講座では「節電」をキーワードに、子ども

たちが学校や家庭でできる省エネ行動等を紹介
し、「わたしのｅ行動（eco do!）宣言」をしても
らいました。
ほとんどの子どもたちが、既に何らかのｅ行動

を実践していましたが、さらにｅ行動が広がるよ
う努めていきます。

▲ワカメの種はさみの様子

▼表３−５−１−３　みやぎe行動（eco do!）出前講座実施校

人数(人）学年学校名市町村名
４７４仙台市立高森東小学校

仙台市 ４５仙台市立実沢小学校
９８５仙台市立八乙女小学校
６３４石巻市立大街道小学校

石巻市 ２６５石巻市立桃生小学校
３３５石巻市立門脇小学校
１２５，６気仙沼市立月立小学校

気仙沼市 １５５，６気仙沼市立水梨小学校
７３６気仙沼市立面瀬小学校
８９４白石市立白石第一小学校白石市
８８５，６名取市立閖上小学校

名取市 １２７４名取市立増田西小学校
５３４名取市立下増田小学校
２４４登米市立浅水小学校

登米市 ３０５登米市立上沼小学校
３１５，６登米市立石森小学校
１２６大崎市立清滝小学校

大崎市
１３７６大崎市立古川第二小学校
４１６亘理町立長瀞小学校亘理町

１，００３１９校計

環境政策課

▲出前講座の様子（上段：大崎市立古川第二小学校　下段：
名取市立増田西小学校）
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第３部　環境保全施策の展開

１　法令による環境影響評価の実施状況
環境影響評価は、事業者自らが大規模な開発事

業の実施前に環境にどのような影響を与えるかに
ついて、環境保全の見地から広く意見を聴きなが
ら、調査・予測・評価を行い、環境に配慮してい
く制度であり、環境保全に関する重要かつ有効な
手段となっています。
県は、昭和５１年度に「公害の防止及び自然環境

の保全に関する環境影響評価指導要綱」、平成５
年度に「宮城県環境影響評価要綱」、さらに平成１０
年３月に「環境影響評価条例」（平成１０年条例第９
号）を制定して制度の充実を図り、大規模な開発
を行う事業者に対して環境影響評価の実施を指導
しています。
環境影響評価条例に基づき、平成２３年度までに

手続を実施した事業は合計４件となっています。
一方、国においては、昭和５９年に「環境影響評

価の実施について」が閣議決定され、環境影響評
価実施要綱を制定しており、さらに、平成９年６
月には「環境影響評価法」（平成９年法律第８１号）を
制定しています。

環境影響評価法に基づき、平成２３年度までに手
続を実施した事業は合計６件（途中で手続を中止
したものを含む。）となっています。
なお、平成２３年度には、新仙台火力発電所リプ

レース計画評価書の手続がなされました。

２　事業活動における環境配慮推進ガイド
ラインの策定
平成２１年１２月に､県内に立地する面積が２０ha以
上の工場・事業所を対象に、事業者の自主的な環
境配慮の推進を目的とした「事業活動における環
境配慮推進ガイドライン」を策定しました。
このガイドラインでは、事業者自らが事業内容

や地域の状況に応じた環境マネジメントシステム
を構築し､第三者機関によるチェックや事業者と
県、市町村との間で締結される環境配慮基本協定
などにより実効性の確保を図ることとしていま
す。
（※「事業活動における環境配慮推進ガイドライン」の概

要については､第５章第４節の「環境配慮基本協定」の記

述も御参考ください。）

▼表３−５−２−１　条例に基づく環境影響評価実施状況

１　環境影響評価

第２節　開発における環境配慮の取組

環境対策課

実施状況規　模場　所事　業　者事　業　の　名　称
Ｈ１２．１０　方法書
Ｈ１５．　３　準備書
Ｈ１５．１０　評価書

　７８．５ha大和町（社）宮城県土地開発公社大和リサーチパーク造成事業

Ｈ１３．　２　方法書
Ｈ１４．１２　準備書
Ｈ１５．　７　評価書

　２９．１ha河南町河南町河南町多目的ふれあい交流施設整備事業

Ｈ１５．１０　方法書
Ｈ１９．　７　準備書
Ｈ２０．　３　評価書

　１１．５km利府町
松島町（社）宮城県道路公社仙台松島道路4車線化事業

Ｈ２０．１０　方法書１９９．８ha富谷町富谷町成田第二土地区画
整理組合設立準備委員会（仮称）富谷町成田二期北土地区画整理事業

▼表３−５−２−２　法に基づく環境影響評価実施状況

実施状況規　模場　所事　業　者事　業　の　名　称
Ｈ１２．１０　方法書
Ｈ１６．　６　準備書
Ｈ１７．　７　評価書

１４．０km仙台市仙台市
（都市計画決定権者）仙台市東西線鉄道建設事業

Ｈ１３．　２　方法書
Ｈ１４．　１　準備書
Ｈ１５．　３　評価書

１８４ha名取市宮城県
（都市計画決定権者）

仙塩広域都市計画(仮称)名取市下増田臨空土地区画整理事業及
び(仮称)名取市関下土地区画整理事業

Ｈ１３．　４　方法書
Ｈ１４．　８　準備書１０．３km丸森町

相馬市(福島県)
国土交通省
東北地方整備局

一般国道１１５号阿武隈東道路建設事業
（Ｈ１６．２　事業規模縮小により法対象外事業となる）

Ｈ１６．　４　方法書
Ｈ１８．　７　準備書
Ｈ１９．　５　評価書

４４．６万kw七ヶ浜町東北電力株式会社仙台火力発電所リプレース計画

Ｈ１９．　２　方法書
→　再手続へ９５万kw級仙台市東北電力株式会社新仙台火力発電所リプレース計画

Ｈ２０．１０　方法書
Ｈ２２．　８　準備書
Ｈ２３．１０　評価書

９８万kw仙台市東北電力株式会社新仙台火力発電所リプレース計画
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第５章　各種施策の基盤となる施策

①　大規模開発行為に対する指導
県土の無秩序な開発を防止し、自然と調和した

地域社会の発展に資することを目的として、昭和
５１年に「大規模開発行為に関する指導要綱」（以下、
「大規模開発指導要綱」という。）を制定し、面積
が２０ha以上の一定の開発行為に関し必要な基準
等を定めるとともに、事業者に対し、その遵守を
指導しています。
なお、大規模開発行為の大部分を占めるゴルフ

場及び住宅団地開発は、経済情勢等の変化によ
り、昭和６２年から平成３年にかけての景気拡大期
（いわゆるバブル経済期）に比べると、近年の件数
は減少しています。

②　林地開発許可状況
林地開発許可制度は、森林の無秩序な開発の規

制とその適正な利用の確保を目的としています。
地域森林計画の対象となっている民有林におい
て、１haを超える開発行為をする場合、知事の許
可が必要となります。

なお、国や地方公共団体等が行う場合には、許
可制が適用されず、知事と協議することとなって
います。

２　開発行為への指導
自然保護課

▼表３−５−２−３　大規模開発行為実施状況（平成２３年度）

合計開発中開発完了

面積（ha）箇所数面積（ha）箇所数面積（ha）箇所数

２,８８２３６３４３３２,５３９３３住 宅 団 地

２１１２１１別 荘 地

２１５４２１５４工 業 団 地

２,８８２２４２４８１２,６３４２３ゴ ル フ 場

６９８８３９６３３０２５レジャーランド

９３３４４１４９２教 育 施 設

３７５４７１１３０４３そ の 他

７，１６６８０１，１０２９６，０６４７１合 計

▲図３−５−２−１　林地開発許可状況

▲図３−５−２−２　林地開発協議状況
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第３部　環境保全施策の展開

規制的手法は、公害を防止するための排出等の
規制・抑制や自然環境の適正な保全のための行為
の制限など、環境を劣化させる活動を直接制限・
禁止するもので、環境保全の効果がより確実であ
るため、これまで基本的な手段として広範に用い
られています。
県は、常に法令に基づき適正な運用に努めてき

たほか、条例に関して科学的知見を踏まえた必要
な見直しを行うとともに、新たな規制の必要性に
ついても継続的に検討してきました。

例えば、公害関係法令による特定施設以外の施
設等を規制する「公害防止条例」（昭和４６年条例第
１２号）は、昭和４６年４月の施行以降１６回の改正を
重ねています。
また、廃棄物の不適正処理事案が多発したこと

から、廃棄物関係法令に加えて産業廃棄物の適正
処理を確保するため、「産業廃棄物の処理の適正
化等に関する条例」（平成１７年条例第１５１号）が平
成１８年４月に施行され、新たな規制的措置を講じ
ています。

１　規制的手法

第３節　規制的手法及び誘導的手法

環境政策課

複雑・多様化する環境問題は、大規模発生源や
特定行為の規制を中心とする従来の規制的措置を
講じるのみでは限界があります。そこで、環境負
荷の少ない行動が選択されるよう、また、その行
動が効果的に行われるように、問題の様態に応じ
た多様な施策手法を導入することにより、事業者
や県民によってそれぞれの事業活動や日常生活の
中で自主的・積極的な取組が進められ、環境への
負荷の少ない経済社会を形成していくことが重要
です。このような施策として次のような誘導的措
置を講じています。

１　環境保全対策のための融資・助成等

公害の防止に関する施設等を整備する場合の金
融面の支援、環境問題技術の実用化に要する経費
の助成などをはじめとする支援制度を整備してい
ます。
その一例である「宮城県中小企業融資制度」で

は、環境配慮型経営に係る第三者認証等を取得し
ている中小企業者に資金面で優遇措置を実施して
います。
さらに、同融資制度に環境安全管理対策資金を

設け、ISO１４００１の認証取得等のための必要経費を
融資対象とし、県内中小企業者の環境マネジメン
トシステムの構築を支援しています。
平成２３年度からは、「みやぎ環境税」を活用し、

環境配慮に取り組む事業所等を支援しています。

２　環境配慮行動の支援等
①　みやぎe行動（eco do!）宣言

ｅ行動（eco do!）宣言とは、環境に優しい暮ら
し方に取り組むことを、県民や事業者の方が宣言
し、それを実践する制度です。平成１９年度から運
用を開始し、環境配慮行動を実践している方や、
これからはじめようとする方が、「これをやって
みるぞ！」という取組を宣言する場で、県民向け
の「わたしのｅ行動」と事業者向けの「わが社の
ｅ行動」があります。
例えば、「冷房の設定温度を２８℃、暖房の設定温

度は２０℃程度を目安とします」を選択し、実行す
ると、温室効果ガスである二酸化炭素が年間２７kg
削減され、光熱水費も１，８３０円節約になるなど、算
定可能なものは具体的な行動例による二酸化炭素
排出削減や節約効果の例も示しています。
「ちょっときっかけがなくて…」と思っている県
民や事業者の方にｅ行動（eco do!）を提案し、環
境配慮行動の促進と定着に向けた施策を展開して
います。

２　誘導的手法

環境政策課・商工経営支援課

※各種融資制度等の詳細は、環境政策課ホームページ内の「平成２４年
版宮城県環境白書＜資料編＞」の表３−５−３−１にてご覧いただくこと
ができます。

（http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/kankyo-s/hakusyofram.html）

環境政策課

e行動宣言をすると、県から「宣言登録書」がやってきます！
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第５章　各種施策の基盤となる施策

②　環境配慮への４つのステップ
一般的に、中小事業者が環境マネジメントシス

テムを構築し、第三者機関により認証を取得する
ためには、人的・経済的な負担が大きいといわれ
ています。
県は、特に中小事業者が環境配慮行動を実践で

きるよう、段階的な４つのステップに分け、初歩
から無理なく順序立てて環境配慮に取り組めるよ
うに誘導しています。
また、ISO１４００１、エコアクション２１、みちのく

EMSの認証取得事業者及びわが社のｅ行動（eco 
do!）宣言による環境配慮実践事業者に認定された
事業者のうち、環境配慮事業者の登録を受けた場
合、県の物品及び役務の調達において当該業者を
優先的に取り扱うことで、環環境保全活動の促進
を支援しています。

③　環境マネジメントシステムの普及啓発

環境マネジメントシステムの普及を促進するた
めのセミナーを平成１２年度から開催してきました
が、平成２３年度は震災復旧・復興業務優先のため、
セミナーを通じた普及啓発は実施しませんでし
た。今後も事業者における環境配慮行動の促進及
び定着に向けて、インセンティブを付与する施策
を展開していきます。
④　グリーン購入の普及

グリーン購入とは、購入の必要性を十分に考慮
し、品質や価格だけでなく環境のことを考え、環
境負荷ができるだけ小さい製品やサービスを、環
境負荷の低減に努める事業者から優先して購入す
る取組です。
県は、平成１８年４月に、環境への負荷の少ない

持続的発展が可能な地域社会の構築に寄与するこ
とを目的として、グリーン購入の取り組みにおけ
る県・県民・事業者等それぞれの役割を明記した
「グリーン購入促進条例」（平成１８年条例第２２号）
を施行しました。

これまで、小中学校や企業に対する出前講座の
実施や、環境に配慮した製品を「宮城県グリーン
製品」として認定し、その普及・促進に努めると
ともに、グリーン購入を促進するための活動を行
う民間団体「みやぎグリーン購入ネットワーク」
（以下、「みやぎＧＰＮ」という。）を支援するなど、
県内のグリーン購入の普及促進に取り組んでいま
す。
平成２３年度は、みやぎＧＰＮと共同で「グリー

ン購入セミナー」を開催するとともに、「グリーン
購入ガイドブック」を作成しました。
震災復興に向かう中で、消費活動のみならずラ

イフスタイル全体において、環境負荷の低減に努
める生活のあり方を考えることがグリーン購入に
つながります。
今後も各業態の性質に合わせたテーマでセミ

ナーを開催するとともに、「宮城県グリーン製品
認定制度」による環境配
慮製品の普及を促進する
など、グリーン購入に取
り組む事業者の拡大に努
めていきます。

⑤　地産地消への取組
近年、消費者の食料に対する安全・安心志向の

高まりなどを背景に地産地消の取組みが進んでい
ます。
地産地消とは、地域で生産されたものをその地

域で消費することを意味し、生産者と消費者が
「顔が見え、話ができる関係」で生産物を購入する
機会を提供し、農林水産業と関連産業の活性化を
図っていくものです。
また、地産地消を進めることは食料自給率の向

上や、輸送面では、いわゆる「フード・マイレー
ジ」の減少につながることから、二酸化炭素排出
量の削減など環境負荷の低減に効果があると考え
られます。
県は、平成２０年度から、毎月第１金・土・日曜

日を「食材王国みやぎ地産地消の日」と設定し、
生産者、流通・小売事業者及び消費者等の理解と
協力を得ながら、地産地消を県民運動として推進
しています。
今後もさらにこの取組みの普及啓発を図り、県

民全体の運動として定着を図っていきます。

▲環境配慮への４つのステップ及び支援

わが社のe行動（eco do!）宣言の登録

環境配慮実践事業者としての認定
（ステップ１に加え、「環境配慮実践事業者」とし
て認定・登録を受け、環境マネジメントシステム
の認証取得をするための準備段階となるステップ）

環境マネジメントシステム（みちのくEMS、
エコアクション21、ISO14001等）の構築・
認定取得支援

環境配慮行動優秀事業者

登録事業者の公表・宮
城県独自マークの使用

認定・登録事業者の
公表

宮城県の物品
等の調達の際
の優遇措置

優秀事業者の公表等

＜ステップ1＞

＜ステップ2＞

＜ステップ3＞

＜ステップ4＞

環境政策課

環境政策課・資源循環推進課

環境政策課

グリーン購入ガイドブック

▲

（※詳細な内容については、環境
政策課のホームページ内

（http://www.miyagigpn.net/
pdf/２０１１GreenPurchasingGui
deBook.pdf）にてご覧いただく
ことができます。）

食産業振興課
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第３部　環境保全施策の展開

⑤　アドプト・プログラムによる環境保全活動の
支援
このプログラムは、１９８５年、散乱ごみ増加と清

掃費用の増加に困ったアメリカ合衆国テキサス州
交通局が発案し、住民に協力を呼びかけた活動に
端を発しています。住民が高速道路の一定区間の
面倒をみる（＝清掃・美化する）という新しい道
路美化システムであり、「養子縁組をする」意の
adopt（アドプト）から命名されています。以後
この取組は広がりをみせ、米国内のみならず、他
国においても展開され、活動の場も道路から河川
や公園等のあらゆる公共スペースに浸透してきて
います。
日本においては、平成１０年の徳島県神山町での

導入を皮切りに、徐々に全国的な広がりをみせて
います。
県は、道路、河川、都市公園及び港湾等におい

てアドプト・プログラムを導入しており、サポー
ターの傷害保険加入、活動区域の表示板設置、
ホームページ等各種媒体によるPR活動を支援し、
活動意欲の高揚や普及に取り組んでいます。

ア　みやぎスマイルロード・プログラム

県管理道路上の道路美化活動に意欲のある個
人、団体（環境ボランティアサークル、町内会、
商工会等）、学校及び企業等を広く募集し、｢スマ
イルサポーター｣として認定し支援するもので、
自発的活動を旨としています。
また、活動区域の存す

る市町村は、ごみ袋の支
援やごみの回収・処分な
ど、可能な範囲でスマイ
ルサポーターを支援して
います。
平成２３年度は、２４６団
体が活動し、昨年度に比
べて１２団体増加しました。

イ　みやぎスマイルリバー・プログラム、みやぎ
スマイルビーチ・プログラム　　　　　　　　

　県管理河川・海岸の一定区間において、空き缶
やごみの回収、草刈り、清掃及び樹木の剪定・伐
採などの美化活動等を定期的に行い、良好な環境
づくりに積極的に取り組む団体（環境ボランティ
アグループ、商店街、職場の仲間、企業及びＮＰ
Ｏ等）をスマイルサポーターとして認定し、市町
村と協力して必要な支援を行っています。

平成２３年度は、１１０団体が活動し、昨年度に比べ
て７団体増加しました。
ウ　みやぎふれあいパーク・プログラム

県立都市公園の清掃活動や美化活動に意欲のあ
る団体・個人を広く募集し、「ふれあいサポー
ター」として認定し、定期的に公園内の清掃活動
や緑化活動のほか、独自の計画により進められる
自主的な活動を支援しています。関係市町には、
住民に対する広報誌などでの周知活動やふれあい
サポーターへの助言などの協力をお願いしていま
す。
平成２３年度は、１５団体のサポーターが活動して

いた県立都市公園４公園のうち３公園が震災復旧
事業等のため閉園となり、４団体のみの活動とな
りました。
エ　みやぎスマイルポート・プログラム

県が管理する港湾・海岸の一定区画において、
空き缶やごみの回収、草刈り、清掃、樹木の剪定
及び除雪などの美化活動等を定期的に行い、良好
な環境づくりに積極的に取り組む団体（環境ボラ
ンティアグループ、ＮＰＯ、自治会及び企業等）
をスマイルサポーターとして認定し、市町村と協
力して必要な支援を行っています。
平成２３年度は、２８団体が活動し、昨年に比べて

１団体増加しました。

道路課・河川課・都市計画課・港湾課

道路課

港湾課

▲スマイルロード活動の様子

河川課

都市計画課

▲スマイルポート活動の様子
　（写真提供：株式会社鴻池組東北支店）
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第５章　各種施策の基盤となる施策

公害防止に関する協定（以下「公害防止協定」
という。）とは、地方公共団体や住民団体等と事業
者との間で、事業活動に伴う公害を防止するため
に、事業者がとるべき措置を相互の合意により取
り交わす約束のことです。この公害防止協定は、
公害関係法令を補完するとともに、企業が立地す
る地理的・社会的条件に即したきめ細やかな公害
防止対策を実施することができるため、全国的に
も数多く締結されています。
本県における公害防止協定は、昭和４６年の仙台

港開港に伴い立地した大規模発生源である新仙台
火力発電所を対象として東北電力株式会社と昭和
４５年に締結したのを初めに、仙台湾地域の大煙源
を持つ事業所や排水による環境負荷の大きい事業
所を中心に締結してきました。
その後、平成７年に行われた公害防止条例の改

正により、知事は県民の生活環境を保全する上で
必要があると認めるときは、事業者に対し公害防
止協定の締結について協議するものとされ、協定
締結の根拠が明確になりました。また、平成１５年

４月には、公害防止協定の締結及び運用に関する
指針を定め、対象事業所の規模を規定するなど、
公害防止協定が担う役割の充実を図っています。
○公害防止協定等
http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/kankyo-t/
index-kyotei.html
（※より詳細な内容は上記ホームページでご覧
いただくことができます）

１　公害防止協定等の締結
県は、公害全般について総合的に公害防止対策

を講じる必要がある大規模な事業所の事業者と公
害防止協定を、大気中への二酸化硫黄の排出につ
いて対策を講じる必要がある事業所の事業者と覚
書を締結しています。また、仙台港湾公害防止対
策地域に立地する事業所及び県の企業立地促進の
ための奨励金交付要綱の規定による奨励金対象工
場等のうち、ばい煙発生施設等を設置する公害防
止協定締結事業者以外の事業者とは公害防止確認
書を取り交わしています。

１　公害防止に関する協定

第４節　環境保全協定

環境対策課

▼表３−５−４−１　公害防止協定の締結状況

締結年月日締結自治体事業所事業者 最新改定当初
Ｈ７．　３．２８Ｓ４５．　８．２１

宮城県
仙台市
塩竈市
名取市
多賀城市
七ヶ浜町
利府町

新仙台火力発電所東北電力株式会社

仙
台
地
域

仙
台
域

Ｈ２２．１１．２４Ｓ４６．　６．１４仙台製油所ＪＸ日鉱日石エネルギー株式会社
Ｈ２２．１１．２４Ｓ４７．１２．１４仙台製造所ＪＦＥ条鋼株式会社
Ｈ２４．３．３１廃止Ｓ４８．　３．３１仙台製造所東北スチール株式会社※１

Ｈ１７．　３．２４Ｓ５０．　３．２９仙台製造所日鐵住金建材株式会社
Ｈ１９．１１．３０Ｓ５３．　１．１７仙台工場麒麟麦酒株式会社
Ｈ１４．　５．２４Ｓ５４．　３．２７仙台工場東洋製罐株式会社

Ｈ１３．　５．１６本社工場東北ゴム株式会社
Ｈ２０．　７．　７Ｓ５８．　３．　３宮城県・七ヶ浜町仙台火力発電所東北電力株式会社
Ｈ１９．　６．　４Ｓ４７．１２．２８

宮城県
石巻市
東松島市

石巻工場日本製紙株式会社石
巻
地
域

Ｈ２４．３．３１廃止Ｓ４７．　７．２６石巻工場東北東ソー化学株式会社※２

Ｈ１３．　７．１０Ｓ５１．　５．２９石巻工場東海カーボン株式会社
Ｈ１６．　３．１６Ｓ５１．　５．２９石巻工場株式会社伊藤製鐵所

Ｈ２３．　７．　１Ｓ４７．　７．２５
宮城県・名取市
角田市・岩沼市
柴田町・亘理町

岩沼工場日本製紙株式会社
仙
南
地
域 Ｈ２２．１２．　１Ｈ１６．　３．３０宮城県・名取市仙台工場サッポロビール株式会社

Ｈ２３．　８．　５Ｓ４８．　６．１８宮城県・大崎市東北事業所ＹＫＫ ＡＰ株式会社

そ
の
他

Ｈ２１．　５．１３Ｓ６３．１２．　５宮城県・大衡村本社工場ラピスセミコンダクタ宮城株式会社※３

Ｈ１７．　５．２３Ｈ　２．　３．２７宮城県新地発電所相馬共同火力発電株式会社

Ｈ１６．　６．１０Ｈ　７．　６．１３宮城県・蔵王町蔵王工場仙台コカ・コーラボトリング株式会社，
仙台コカ・コーラプロダクツ株式会社

Ｈ２２．　８．２７Ｈ１４．　９．　５宮城県・栗原市細倉鉱山
三菱マテリアル株式会社，
細倉金属鉱業株式会社，
マテリアルエコリファイン株式会社

券
献
献
献
犬
献
献
献
鹸

券
献
犬
献
鹸

※１　東北スチール株式会社　（仙台製造所）との公害防止協定を平成２４年３月３１日付けで廃止しています。
※２　東北東ソー化学株式会社　（石巻工場）との公害防止協定を平成２４年３月３１日付けで廃止しています。
※３　OKIセミコンダクタ宮城株式会社は平成２３年１０月１日付けでラピスセミコンダクタ宮城株式会社に社名変更しています。
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第３部　環境保全施策の展開

▼表３−５−４−２　公害防止協議会設置状況

住宅団地、別荘地、工場団地及び墓地の造成並
びにゴルフ場、スキー場、レジャーランド、教育
施設及び厚生施設の建設等で開発面積が２０ha以
上の開発行為について、「自然環境保全条例」（昭
和４７年条例第２５号）及び「大規模開発行為に関す
る指導要綱」に基づき、開発行為者と「自然環境
保全協定」を締結し、自然緑地の保全や植生回復
等の自然環境の保全上必要な措置を講ずるよう指
導しています（表３－５－４－３）。
また、これらの造成工事等が開発途中で廃止又

は中止されることにより、災害の発生を招くこと

のないよう、「開発行為等の廃止等に伴う災害防
止工事及び植生回復工事施行に関する契約」を協
定と同時に締結し、開発行為者に防災工事保証金
を預託させるなどして、自然環境の保全に留意し
た開発を行うよう指導しています。
併せて、梅雨期等に防災パトロールを行うとと

もに、開発行為の完了時には工事の完了と自然緑
地及び造成緑地の保存状態の確認を行うなど、開
発行為に伴う災害の防止や協定等の履行を確保す
るために必要な措置を講じています。

設置年月日構成自治体目　　　的協議会名

Ｓ４７．　８．１７
宮城県・仙台市・塩竈市・
名取市・多賀城市・七ヶ浜
町・利府町

仙台港湾公害防止対策地域に立地する事業所と公害
防止協定等の締結及びその執行についての審議調整仙塩地域七自治体公害防止協議会

Ｈ元．１１．　６
宮城県・角田市・岩沼市・
柴田町・丸森町・亘理町・
山元町

相馬共同火力発電株式会社新地発電所の公害防止協
定に関する意見の調整

相馬共同火力発電株式会社新地発電所に
係る公害防止協議会

Ｈ１４．１０．　５宮城県・栗原市・登米市細倉鉱山の公害防止協定に関する意見の連絡調整細倉鉱山に係る公害防止連絡協議会

２　自然環境保全協定
自然保護課

▼表３−５−４−３　自然環境保全協定の締結状況

計その他教育施設レジャー
ランドゴルフ場工場団地別荘地住宅団地開発類型

年度
７９４３８２４４１３５平成1８年度以前
０平 成 １９ 年 度
０平 成 ２０ 年 度
０平 成 ２１ 年 度
０平 成 ２２ 年 度
１１平 成 ２３ 年 度
８０４３８２４４１３６合 計

２　公害防止協定等の進行管理
公害防止協定等締結事業者に対し、対象施設等

の新設、増設及び変更がある場合、計画立案段階
で公害防止協定に定める排出基準や周辺環境への
影響について協議・報告することを求め、当該計
画に伴い発生する環境負荷に対して適切な対策が
とられているかどうか確認しています。また、必
要に応じて公害防止協定書等を改定しています。
平成２３年度には、設備の更新等に係る事前協議

を６件、同報告を３１件、その他地位承継、施設廃
止等報告を３１件受け付け、また、公害防止協定等
の改定を２事業所について行ったほか、協定及び
協定附帯確認書の廃止手続きを２事業所について
行っています。
さらに、公害防止協定締結事業者（２１事業所）、

覚書締結事業者（２事業所）及び確認書取り交わ
し事業者（２事業所）については環境負荷項目に
関する自主検査結果等の報告を定期的に受けると

ともに、必要に応じて事業所への立入調査を実施
し、公害防止協定の遵守状況を確認しました。ま
た、公害防止協定締結事業所のうち、大気汚染物
質の排出量が多い事業所について、窒素酸化物濃
度や硫黄酸化物濃度等のデータをテレメータシス
テムにより常時監視し、協定の遵守状況について
確認しています。
なお、事故や公害発生時等には公害防止協定締

結事業者から報告を受けることとしており、平成
２３年度は排出基準超過時の報告を含め、４件の報
告があり、協定締結自治体と共に適切な対応を取
るよう事業者を指導しました。
このほか、公害防止協定の進行管理に関し表３－

５－４－２のような公害防止協議会を組織し、関係自
治体の意見調整を図っています。（東日本大震災
の影響により、平成２３年度は協議会の開催を休止
しました。）
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第５章　各種施策の基盤となる施策

環境配慮基本協定とは、宮城県に立地する事業
者の自主的な環境配慮への取組を促進するために
策定した「事業活動における環境配慮推進ガイド
ライン」（平成２１年１２月）に基づいて、事業者と県、
市町村が締結するものです。
このガイドラインでは、操業前及び操業後にお

いて、事業者がガイドラインに示す環境配慮事項
の中から、事業の内容や地域の状況に応じた適切
な環境配慮事項を選択し、自ら構築する環境マネ
ジメントシステムの中に計画として取り込み、計
画から改善までの一連のプロセスを推進していく
こととしています。
また、事業者は、ISO１４００１をはじめとする環境

認証の導入や外部の第三者機関によるチェックに
より、自らの環境マネジメントシステムを運用し
ていくとともに、「環境配慮基本協定」に基づい
て、定期的に県への報告等を行います。
一方、県は、「環境配慮基本協定」に基づく事業

者の取組を公開するなどして環境配慮に積極的に
取り組む事業者の認知度を高め、企業イメージの
向上を支援することなどが盛り込まれています。
これにより、事業者と行政が連携して環境配慮の

実効性の確保と取組推進を図るものです。
この協定を締結する事業者は、原則として事業

所の立地が決まり次第、知事との協議を開始し、
事業活動を開始するまでに協定を締結することに
なります。
平成２３年１月に、協定第一号として、県及び大

衡村は、セントラル自動車株式会社との間に「環
境配慮基本協定」を締結しました。
セントラル自動車の宮城工場では、自動車の生

産活動に伴う環境負荷低減に向けて具体的な目標
を設定して取り組んでいるほか、地域の自治会や
村、県の関係者を含めた環境協定推進連絡会を設
置して活動を進めました。
５月には、県及び大和町は、東京エレクトロン

宮城株式会社との間で環境配慮基本協定を締結し
ました。
この協定の締結によって、東京エレクトロン宮

城株式会社本社工場では、太陽光発電装置やLED
照明の使用、節電の徹底による消費電力の削減に
努めるなど、環境マネジメントの構築と運用によ
る環境配慮の取組の推進が期待されます。

３　環境配慮基本協定
環境対策課

▼表３−５−４−４　環境配慮基本協定の締結状況

協定締結者所在地対象事業所締結年月日年　度
セントラル自動車株式会社

宮　　城　　県
大　　衡　　村

大衡村セントラル自動車株式会社
宮城工場平成２３年１月１３日平成２２年度

東京エレクトロン宮城株式会社
宮　　城　　県
大　　和　　町

大和町東京エレクトロン宮城株式会社
本社工場平成２３年５月２６日平成２３年度

▲東京エレクトロン宮城株式会社との協定締結式
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第３部　環境保全施策の展開

各種の公害防止関係規制（大気汚染防止法、水
質汚濁防止法等）が守られ、産業公害の防止が徹
底されるよう、事業者が工場内に公害防止体制を
確立することを目的とした「特定工場における公
害防止組織の整備に関する法律」（昭和４６年法律第
１０７号。以下、「管理者法」という。）が制定されて
います。
この法律では、公害発生施設を有する特定工場

において、公害防止統括者、公害防止主任管理者
及び公害防止管理者を設けることにより公害防止
組織を整備することが義務付けられています。
公害防止組織の設置が義務づけられている特定

工場は、製造業（物品の加工業を含む）、電気供給
業、ガス供給業、熱供給業であって、管理者法施
行令で定められているばい煙発生施設、汚水等排
出施設、騒音発生施設、特定粉じん発生施設、一
般粉じん発生施設、振動発生施設及びダイオキシ
ン類発生施設のいずれかの施設を設置している工
場です。
また、特定工場の設置者は、選任した公害防止

管理者等を知事又は市町村長に届け出ることが義
務付けられており、選任状況は次の表３－５－５－１の
とおりです。

第５節　公害防止管理者の選任
環境対策課

公害防止管理者（人数）公害防止主任
管理者（人数）

公害防止統括者
（人数）特定工場数

ダイオキシン類関係騒音・振動関係水質関係大気関係
３８６２９７１０１０９１６３

▼表３−５−５−１　公害防止管理者等選任状況（平成２３年度）

１　公害苦情処理の受理状況
平成２３年度に県及び市町村の公害苦情相談窓口
が受付した公害苦情件数は９７４件でした。平成２２
年度の調査データは、東日本大震災により、石巻
市、多賀城市、東松島市、女川町及び南三陸町で
集計が不能となり、県全体の集計ができなかった
ため、東日本大震災前の平成２１年度の件数と比べ
てみると、約２００件減少している状況となってい
ます。この件数の減少は、東日本大震災による影
響も大きいと推察されるものの、平成１８年度以
降、受付件数の減少傾向が続いています。
公害苦情のうち、大気汚染、水質汚濁、土壌汚

染、騒音、振動、地盤沈下及び悪臭のいわゆる典
型７公害の苦情件数は４９９件で、全体の５１．２％を
占めています。
典型７公害の種類別で見ると、騒音が１６２件

（１６．６％）で最も多く、以下、悪臭が１３３件（１３．７ 
％）、大気汚染が９４件（９．７％）、水質汚濁が８２件
（８．４％）となっています。

１　公害苦情処理

第６節　公害紛争時の適切な処理等

▲図３−５−６−１　公害苦情件数の推移（注）

2322 （年度）21201918平成17

大気汚染
水質汚濁
土壌汚染
騒音
振動
地盤沈下
悪臭
典型７公害以外

0

500

1,000

1,500

2,000
（件数）

環境対策課

２　市町村別苦情件数
平成２３年度に市町村が受付した公害苦情件数は

９０６件で、そのうち市部が６２１件、町村部が２８５件と
なっています。

（注）　平成２２年度の件数には、石巻市、多賀城市、東松島市、女川町
及び南三陸町分は含まない。

環境対策課



第
　
三
　
部

環
境
保
全
施
策
の
展
開

各
種
施
策
の
基
盤
と
な
る
施
策

111

第５章　各種施策の基盤となる施策

２　公害紛争処理

宮城県公害審査会は、公害紛争処理法（昭和４５
年法律第１０８号）第１３条及び公害紛争処理条例（昭
和４６年条例第１４号）第２条の規定に基づいて昭和
４６年に設置され、各種の公害紛争の処理を行って
います。審査会は学識経験者等の委員１２人で構成
され、調停申請等に基づき委員の中から調停委員
等を指名し、紛争の解決を図っています。　

平成２４年３月末現在、係属中の事件はありませ
ん。
なお、宮城県公害審査会が設置された昭和４６年

以来、申請事件は調停１７件で、その結果として、
「調停成立」４件、「調停打切り」７件、「調停取下
げ」４件、「調停しない」２件となっています。

環境対策課

県民の生活環境の保全を目的として、平成１５年
４月、「宮城の環境を守る産廃NO作戦」を立ち上
げ、悪質な産業廃棄物事件を重点に検挙してきま
したが、平成２３年４月１日付けで、作戦名を「宮
城の豊かな自然を守る２０１１環境クリーン作戦」と
変更し、広く生活環境に障害を与える環境犯罪の
取締りを推進しました。
平成２３年中に検挙した環境犯罪は、１４０件１４７人

（前年比−９７件、−９０人）で、そのうち、公害関係
の環境犯罪は、廃棄物処理法、河川法違反等の検
挙であり、１０１件１１０人（前年比−８０件、−９１人）
となっています。
環境犯罪の発生件数は減少傾向を示しているも

のの、産業廃棄物の不法投棄や一般廃棄物の焼却
事犯等、モラルの低下に起因する犯行が多発しま
した。

▼表３−５−６−２　環境犯罪年次別検挙状況

３　環境犯罪対策
県警本部生活環境課

前年対比計河川法水質汚濁防止法廃棄物処理法　　　法令別
年別　　　　 人員件数人員件数人員件数人員件数人員件数

５２５５２１３１７９－１－－２１３１７８平成１９年
１６１７２２９１９６－－－－２２９１９６平成２０年
９１８２３８２１４－１２１２３６２１２平成２１年

－３７－３３２０１１８１１３－－２００１７８平成２２年
－９１－８０１１０１０１１２－－１０９９９平成２３年

▼表３−５−６−１　市部・町村部別苦情受理件数の推移

市町村
受理件数年度

町村部市部
４０５９７１

１，３７６平成1７年
（２９.４）（７０.６）
４９３１，０３２

１，５２５平成１８年
（３２.３）（６７.７）
３５８１，０４３

１，４０１平成１９年
（２５.６）（７４.４）
３８２７７８

１，１６０平成２０年
（３２.９）（６７.１）
３１７８０３

１，１２０平成２１年
（２８.３）（７１.７）
３６１４８５

８４６平成２２年
（４２.７）（５７.３）
２８５６２１

９０６平成２３年
（３１.５）（６８.５）

３　警察における環境・公害苦情の受理・
処理

①　受理件数
平成23年中における環境・公害苦情の受理件数

は229件で、前年に比べて48件減少しました。
態様別では、廃棄物関係が206件と最も多く、次

いで土壌汚染14件、悪臭６件、大気汚染１件、水
質汚濁１件及びその他１件となっています。
②　処理件数
平成23年中に受理した環境・公害苦情について

は、警告や検挙等により122件を解決しているほ
か、他の専門機関への引継ぎが42件、その他が65
件となっています。その他については、当事者の
話合い斡旋や廃棄物の投棄現場が不明の場合が含
まれます。

（注）１　（　）内は構成比（％）を示す。
２　表中、平成２２年度の件数には、石巻市、多城城市、東松島市、
女川町及び南三陸町分は含まない。

県警本部生活環境課
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第３部　環境保全施策の展開

環境に関する各種施策は、環境の状況把握や環
境影響の予測等に必要な調査研究を推進すること
が重要です。環境・農業・林業・水産の各種試験

研究機関の機能を充実させ、それぞれの目的に応
じた調査研究を実施しています。

１　技術情報の提供
環境保全に関する技術について、産業技術総合

センターで研究開発を行い、その成果を企業等に

▼表３−５−７−２　産業技術総合センターの技術研究概要

１　調査研究の拡充

第７節　調査研究及び技術の振興

環境政策課

▼表３−５−７−１　各分野の試験研究機関

ホームページアドレス所　在　地試験研究機関名分　野

http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/hokans/仙台市宮城野区幸町四丁目７番２号保健環境センター環　境

http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/res_center/名取市高舘川字上東金剛寺１番地農業・園芸総合研究所

農　業 http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/hk-nousi/大崎市古川大崎字富国８８古川農業試験場

http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/tikusans/大崎市岩出山南沢字樋渡１畜産試験場

http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/stsc/黒川郡大衡村大衡字はぬ木１４林業技術総合センター林　業

http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/mtsc/石巻市渡波字袖ノ浜９７－６（本所所在地）水産技術総合センター水産業

http://www.mit.pref.miyagi.jp/仙台市泉区明通二丁目２番地産業技術総合センター工　業

２　技術の振興
新産業振興課

技術移転しています。

２　技術支援の状況
環境関連の技術開発に積極的に取り組む企業に

対し、技術相談、分析機器の開放、分析・測定の
受託、共同研究等を行いながら、技術的課題を解
決することを通して技術支援をしています。

無機系廃棄物の粉砕加工による再資源化の研究調 査 研 究 名

１

平成２２～２３年度期 間

これまで、ガラス屑、使用済み碍子などの無機系の廃棄物は、埋戻し材や路盤材として利用されてきた。しかしながら、昨今の建設工事の減少から、その利用
が滞り、別用途での利用が期待されている。一方、無機系の充填材としてレジンコンクリート等（塗床等）の充填剤・骨材として有効活用を図りたいという要
望がある。本事業では、無機系廃棄物を粉砕加工しレジンコンクリート等の充填材（骨材）としての利用を図ることにより、無機系廃棄物の利用範囲を拡大す
ることにより廃棄物の排出量削減を目的とする。

目 的

（※平成２３年度は震災復興業務優先により事業を凍結したため、未実施である。）
無機系廃棄物を粉砕加工して、レジンコンクリートの骨材としての利用を検討し、塗り床材への適応を試みた。これまでの成果は次のとおり。
・県内から発生する無機系廃棄物の成分分析を行い、重金属を含まないものとしてガラス屑、使用済み碍子を選定した。これら無機系廃棄物をアトリッション
（摩砕）ミルにより粉砕加工し、振動篩により分級し、これを骨材として検討した。
・分級した破砕ガラス及び破砕碍子を用いて配合の異なる塗り床材の試験片を作製し、圧縮強度の試験を行い、高い圧縮強度を得るには粉砕物の粒度を調整し、
試験体の密度を高めることが重要であることがわかった。
・この結果から、破砕ガラスを利用した配合１種類と破砕碍子を利用した配合１種類を選定し、塗り床材として適応性をみるために各種試験を行い、破砕碍子
利用品が対照品より圧縮強度、剥離強度が若干劣るものの、他の試験項目は対照品と同程度以上の結果が得られた。
・以上の結果をもとに、県内の施工会社の協力を得て、破砕碍子を骨材として利用した塗り床材で試験施工を行った。施工後の割れなども見られず、現在まで
経過観察を行っているが特段の問題は起きていない。その後、施工会社では得られた成果をもとに実際の現場での施工を行っている。今回の取組により、使用
済み碍子を有効利用することができた。

概 要 及 び
成 果

エコ塗装技術の実用化と普及調 査 研 究 名

２

平成２２～２３年度期 間

自動車内装部品やモバイル通信機器、光学部品などを塗装対象として、エコ塗装技術の実用化並びに普及を目的に、二酸化炭素塗装におけるアプリケーション先
の拡大ならびに二酸化炭素塗装にかかわらず広くエコ塗装の観点での実用化支援を実施する。目 的

（※平成２３年度は震災復興業務優先により事業を凍結したため、未実施である。）
二酸化炭素塗装におけるスプレー噴霧量の最適化と塗膜の薄膜化に取り組んだ。これまでの成果は次のとおり。
・塗膜の薄膜化について、塗着粘度をコントロールすることで、従来の有機溶剤スプレー塗装では得られない、薄膜でかつ高品質の塗膜を得ることができた。本
件に関しては、共同研究機関と特許出願した。
・二酸化炭素塗装用の微量吐出ノズルの検討を開始した。これまでに開発ノズルに必要な仕様をあげ、焼結と高速切削技術により試作検討を行っている。

概 要 及 び
成 果

また、地域の大学等とのネットワークを形成
し、より困難な技術的課題を解決できるような体
制を整えています。
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環境の保全に関する施策の推進に当たって市町
村の果たす役割は重要なものとなっています。こ
のため、環境基本条例（平成７年条例第１６号）で
は、市町村の責務として「良好な環境の保全及び
創造に関し、当該市町村の区域の自然的社会的条
件に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有
する」と規定されています。このことを受けて環

境基本計画では、市町村の役割として、地域特性
を踏まえた独自の環境保全施策の推進、環境教育
の推進及び事業者・消費者の立場での環境保全活
動の率先実行などを提示しており、国・県に準じ
た施策や独自の施策を各主体と連携・協力して積
極的に推進することが期待されています。

第１節　市町村の取組

環境政策課
１　市町村の役割　

市町村が制定する環境関連条例及び各種計画の
制定・策定の状況は、表４－１－１以下のとおりです。

１　環境基本条例の制定 
環境基本条例は、公害の防止や自然環境の保全

など個別分野のみを対象とするのではなく、良好
な環境の保全や創造に関する施策等について、市

２　環境関連条例・計画の制定・策定

▼表４−１−１　市町村環境基本条例制定状況（平成２３年度末現在）
改正施行年月日施行年月日改正年月日公布年月日条　　例　　名市町村名

平成８年４月１日平成８年３月１９日仙台市環境基本条例仙 台 市
平成１７年４月１日平成１７年４月１日石巻市環境基本条例石 巻 市
平成１２年６月２２日平成１２年６月２２日塩竈市環境基本条例塩 竈 市
平成１８年３月３１日平成１８年３月３１日気仙沼市環境基本条例気仙沼市
平成７年９月２９日平成７年９月２９日白石市環境基本条例白 石 市
平成１１年４月１日平成１１年３月１１日名取市環境基本条例名 取 市

平成２２年４月１日平成１０年４月１日平成２２年４月１日平成１０年３月２６日角田市環境基本条例角 田 市
平成１１年４月１日平成１１年２月２４日多賀城市環境基本条例多賀城市
平成１９年４月１日平成１９年３月８日登米市環境基本条例登 米 市
平成１８年４月１日平成１８年３月１０日栗原市環境基本条例栗 原 市
平成１８年４月１日平成１８年３月２０日東松島環境基本条例東松島市
平成１８年３月３１日平成１８年３月３１日大崎市環境基本条例大 崎 市
平成２１年４月１日平成２１年３月１６日大河原町環境基本条例大河原町

平成１７年１０月１日平成１４年１月１日平成１７年６月２３日平成１３年１２月２５日柴田町環境基本条例柴 田 町
平成２０年７月１日平成２０年７月１日亘理町環境基本条例亘 理 町
平成１５年４月１日平成１５年３月２６日大和町環境基本条例大 和 町
平成１７年４月１日平成１７年２月２２日加美町環境基本条例加 美 町
平成１７年１０月１日平成１７年１０月１日南三陸町環境基本条例南三陸町

町村の基本的姿勢を示すものです。平成23年度末
現在で、計12市６町において制定されています。

環境政策課

第４部　環境保全に関する各主体の取組

▼表４−１−２　市町村公害防止条例制定状況（平成２３年度末現在）
改正施行年月日施行年月日改正年月日公布年月日条　　例　　名市町村名
平成８年４月１日平成８年３月１９日昭和４６年　　　　仙台市公害防止条例仙 台 市

平成１８年３月３１日平成１８年３月３１日気仙沼市公害防止条例気仙沼市
平成１９年１月１日平成１８年９月２５日大郷町公害防止条例大 郷 町

２　公害防止条例の制定
公害防止条例は、市町村において、各公害規制

法を補完するなど公害防止施策の総合的な推進を
図ること、その市町村の区域の自然的社会的条件

に応じた特定の公害を防止することなどを目的と
しています。
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第４部　環境保全に関する各主体の取組

３　総合的な地域環境計画の策定
総合的な地域環境計画は、市町村の環境の保全

に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るた
め、環境の保全に関する総合的かつ長期的な施策

の大綱等を定めるものです。平成２３年度末現在
で、１２市７町において策定されています。

▼表４−１−３　市町村地域環境計画策定状況（平成２３年度末現在）
改訂適用年月日適用年月日改訂年月日策定年月日計　　画　　名市町村名
平成２３年４月１日平成９年４月１日平成２３年３月１５日平成９年３月２４日仙台市環境基本計画（杜の都環境プラン）仙 台 市

平成１９年４月１日平成１９年４月４日石巻市環境基本計画石 巻 市
平成１４年１０月３日平成１４年１０月３日塩竈市環境基本計画塩 竈 市

平成１９年１１月　　平成１６年３月　　平成１９年１１月　　平成１６年３月　　気仙沼市環境基本計画気仙沼市
平成２１年４月１日平成１１年４月１日平成２１年３月３１日平成１１年３月３１日白石市環境基本計画白 石 市

平成１５年４月１日平成１５年３月３１日名取市環境基本計画名 取 市
平成２３年３月　　平成１２年３月１日平成２３年３月　　平成１２年２月１０日角田市環境基本計画角 田 市

平成２３年４月１日平成２３年２月７日多賀城市第二次環境基本計画多賀城市
平成２０年４月１日平成２０年３月２６日登米市環境基本計画登 米 市
平成２０年４月１日平成２０年３月２５日栗原市環境基本計画栗 原 市
平成１９年４月１日平成１９年３月　　東松島市環境基本計画東松島市
平成２２年１月　　平成２２年１月　　大崎市環境基本計画大 崎 市
平成２３年４月１日平成２３年１月２５日大河原町環境基本計画大河原町
平成２４年４月１日平成２４年２月　　第２次柴田町環境基本計画柴 田 町
平成２１年４月１日平成２１年３月　　丸森町環境基本計画丸 森 町
平成２２年４月１日平成２２年３月３１日亘理町環境基本計画亘 理 町
平成１５年４月１日平成１５年３月３１日大和町環境基本計画大 和 町
平成１９年４月１日平成１９年３月３１日加美町環境基本計画加 美 町
平成２２年３月２５日平成２２年３月２５日南三陸町環境基本計画南三陸町

４　地球温暖化対策の推進に関する法律に
基づく実行計画の策定
「地球温暖化対策の推進に関する法律」（平成１０
年法律第１１７号）第２０条の３に基づき、都道府県及
び市町村は自らの事務及び事業に伴う温室効果ガ
ス排出抑制を行う目的で、実行計画の策定が求め
られています。平成２３年度末現在で、１２市１２町１
村において策定されています。

なお、平成２０年６月の法改正により、自らの事
務及び事業に関する計画に加え、都道府県、指定
都市、中核市及び特例市においては、区域の温室
効果ガスの排出抑制についての施策の策定が義務
付けられています。

▼表４−１−４　地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく実行計画策定状況（平成２３年度末現在）
改訂適用年月日適用年月日改訂年月日策定年月日計　　　画　　　名市町村名
平成２２年４月１日平成１８年４月１日平成２２年３月２３日平成１８年３月３０日新・仙台市環境行動計画仙 台 市

平成２０年４月１日平成２０年３月２４日石巻市環境保全率先行動計画石 巻 市

平成２１年４月１日平成１６年４月１日平成２１年３月２４日平成１６年３月２４日塩竈市環境率先実行計画
（しおがまエコ・オフィスプラン)塩 竈 市

平成２１年２月　　平成２１年２月　　市の地球温暖化防止に向けた率先行動計画気仙沼市
平成２１年１月２１日平成１５年４月１日平成２１年１月２１日平成１５年３月３１日白石市地球温暖化防止実行計画白 石 市
平成２４年４月１日平成１４年４月１日平成２４年３月２３日平成１３年６月２１日名取市温室効果ガスの排出抑制のための実行計画名 取 市

平成２０年１１月　　平成２０年１１月　　角田市地球温暖化対策実行計画角 田 市
平成１４年４月１５日平成１４年４月１５日多賀城市地球温暖化防止計画多賀城市

平成２２年８月　　平成１７年４月１日平成２２年８月　　平成１７年２月　　岩沼市地球温暖化対策実行計画(第２期)岩 沼 市
平成２２年４月１日平成１９年７月１日平成２３年３月１４日平成１９年６月１９日登米市地球温暖化対策率先実行計画登 米 市

平成２１年４月１日平成２１年３月３１日栗原市地球温暖化対策実行計画栗 原 市
平成２１年４月　　平成２１年１月　　大崎市公共施設地球温暖化対策率先実行計画大 崎 市
平成２４年４月１日平成２４年２月２０日柴田町地球温暖化防止実行計画柴 田 町
平成２３年４月　　平成２３年１月　　川崎地球温暖化対策実行計画川 崎 町
平成２２年４月１日平成２２年３月３１日亘理町地球温暖化対策実行計画亘 理 町
平成２２年４月１日平成２２年５月７日松島町温室効果ガス排出量削減実行計画松 島 町
平成２３年４月１日平成２３年２月　　七ヶ浜町地球温暖化防止実行計画七ヶ浜町

平成１８年４月　　平成１８年１０月　　利府町地球温暖化対策実行計画
（利府町エコアクションプラン）利 府 町

平成１９年４月１日平成１４年４月　　平成１９年３月３１日平成１４年３月　　大和町有公共施設地球温暖化対策推進実行計画書大 和 町
平成１４年５月　　平成１４年５月　　大郷町有公共施設地球温暖化対策推進実行計画大 郷 町

平成１９年４月１日平成１３年４月１日平成１９年２月１日平成１３年３月１日富谷町有公共施設地球温暖化対策推進実行計画富 谷 町
平成１９年４月１日平成１３年４月１日平成１９年３月　　平成１３年３月　　大衡村有公共施設地球温暖化対策推進実行計画大 衡 村

平成２２年４月１日平成２３年１月２０日平成１３年５月３０日色麻町地球温暖化対策推進計画色 麻 町
平成１７年４月１日平成１６年１２月１７日加美町地球温暖化対策実行計画加 美 町
平成２１年４月　　平成２１年３月　　南三陸町地球温暖化対策実行計画南三陸町
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５　環境物品等調達方針の策定
環境物品等の調達方針は、「国等による環境物
品等の調達の推進等に関する法律」（平成１２年法律
第１００号。以下、「グリーン購入法」という。）第１０

条に基づき、毎年度、物品等の調達に関し、環境
物品等の調達の推進を図るために策定するもので
す。平成２３年度末現在で、７市２町で策定されて
います。

▼表４−１−５　環境物品等調達方針策定状況（平成２３年度末現在）

改訂適用年月日適用年月日改訂年月日策定年月日計画（方針）等名市町村名
平成２１年４月１日平成１３年４月１日平成２１年３月３０日平成１３年３月２９日仙台市グリーン購入推進に関する要綱仙 台 市
平成２０年７月１７日平成１７年４月１日平成２０年７月１７日平成１７年４月１日石巻市グリーン購入推進要綱石 巻 市

平成２１年４月１日平成１６年４月１日平成２１年３月２４日平成１６年３月２４日塩竈市環境物品調達方針
（しおがまエコ・オフィスプラン)塩 竈 市

平成２２年７月１日平成１４年４月１日平成２２年７月１日平成１４年３月３１日環境物品等の調達の推進に関する基本方針白 石 市
平成２０年１２月１日平成２０年１１月　　角田市環境物品等調達方針角 田 市
平成１９年４月１日平成１９年３月３０日多賀城市グリーン購入調達方針多賀城市

平成２２年４月１日平成１９年４月１日平成２２年４月１日平成１８年１０月２６日登米市グリーン購入調達方針登 米 市

平成２０年１１月２６日平成２０年１１月２６日大和町環境マネジメントシステム
グリーン購入推進手順書大 和 町

平成１７年４月１日平成１４年４月２０日平成１７年３月３０日平成１４年４月１９日ISOエコオフィス「富谷町役場及び出先機関における
グリーン購入の推進について」富 谷 町

自然環境の保全・創造に向けた取組として、住
民や民間団体が行う樹木の植栽や花壇づくりに対
して、多くの市町村が助成などの支援を行ってい
ます。
また、緑を保全する上で重要な施策である保存

樹・保存樹木の指定についても、各市町で独自の
制度を設けています。
さらに、開発等に対する抜本的な保全施策であ

る土地の公有地化については、仙台市において｢
杜の都の環境をつくる条例｣（平成１８年仙台市条例
第４７号）に基づき、市街地周辺に残された民有地

の緑を保存緑地に指定し、保全が図られていま
す。緑地保全協定を締結した保存緑地は、固定資
産税や都市計画税などが免除されるとともに、土
地所有者に対しては、保存緑地指定交付金及び保
存緑地保全協力援助金が交付されています。この
指定保存緑地は平成２３年度末現在で４６か所、
６６２．１７haとなっています。

▼表４−１−６　市町村におけるISO１４００１認証取得状況（平成２３年度末現在）

備考対　　象　　組　　織種　　　　　　類市町村名
自主規格の運営全庁(学校・公の施設を含む。)新・仙台市環境行動計画仙 台 市

自主規格の運営小･中学校、指定管理者運営施設を除く全部局しろいしエコプロジェクト
（ISO１４００１に準じたもの）白 石 市

自主規格の運営庁舎及び施設（一部施設を除く。）多賀城市環境マネジメントシステム多 賀 城 市

自己宣言段階的に適用範囲を拡大し、平成２４年度までに全組織へ適用
予定登米市環境マネジメントシステム登 米 市

自主規格の運営本庁舎、総合体育館、文化ホール、福祉センター大和町役場環境マネジメントシステム大 和 町

３　自然環境の保全・創造に向けた取組

６　環境マネジメントシステムの構築
国際標準化機構が定めた環境マネジメントシス

テムの国際規格であるISO１４００１の認証を取得し、
あるいはそれまでのISO１４００１第三者認証のもと
での実績を活かし、第三者認証によらず自己宣言

や自主規格の運営により、市町村自らの事務事業
における環境負荷の低減と環境保全・創造のため
の施策を積極的に推進する取組が行われていま
す。平成２３年度末現在で、４市１町において構築
されています。

環境政策課

※各市町村における詳細な内容は、環境政策課ホームページ内の「平
成２４年版宮城県環境白書＜資料編＞」にてご覧いただくことができ
ます。（資料編表４−１−１～４−１−３）
（http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/kankyo-s
/hakusyofram.html）

市町村は、各家庭や地域ぐるみでの環境負荷の
低減に向けた活動に対して、助成などの支援措置
を講じています。
各家庭での活動の支援としては、生ごみのたい

肥化容器や処理装置の購入等に対する助成など、
ごみの減量・資源化に向けた活動への支援が多く
の市町村で実施されています。
また、近年は、住宅用太陽光発電設備を設置す

４　環境負荷の低減に向けた取組
環境政策課
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る個人に対する補助金交付事業が増えており、自
然エネルギーの利用促進と住民の環境意識の高揚
が期待されます。
地域ぐるみの活動の支援としては、缶、ビンな

どの資源ごみを回収した団体等に対し、回収量に
応じた奨励金を交付する支援制度や、地域の美化
活動を推進するため、不法投棄防止パトロール等
を実施する環境美化推進員の委嘱などの取組も実

施されています。
平成２３年度からは、みやぎ環境税を財源とした

「みやぎ環境交付金」を活用し、公共施設等におけ
る二酸化炭素削減対策や自然環境保全活動等地域
の実情に応じた取組を強化しています。

５　環境保全に関する普及啓発

県民一人ひとりが環境とのかかわりなどについ
て理解を深め、環境保全活動を行う意欲を促すた
め、市町村においても積極的な普及啓発活動が行
われています。
各市町村は、環境の日・環境月間におけるイベ

ント等を含め、自然とのふれあい活動などの体験
学習、講演会及びシンポジウム等が開催されてい
ます。特に、地球温暖化や住民に身近なごみの減

量・分別・リサイクルをテーマとするものが多く
なっています。
また、環境保全に関する冊子、ごみ収集カレン

ダー及びごみ分別回収に関するリーフレット等が
各市町村で作成・配布されています。

▼表４−１−７　市町村の取組に対する県の支援制度等（平成２３年度）

６　市町村の取組に対する県の支援制度等

県は、市町村の環境保全に関する取組に対し
て、各種支援制度等を設けています。

担当課室制　　　度　　　等　　　概　　　要制度等名称

環境政策課地域の環境課題に対応するため、市町村が実施する事業に対し、交付金を交付するもの。
■メニュー選択型
次の６つのメニューから、市町村が地域の実情に応じて実施するもの。
①公共施設や学校などにおける二酸化炭素削減対策
②照明（該当、商店街）のLED化
③自然環境保全（イベント、環境教育を含む）
④野生鳥獣対策
⑤環境緑化推進
⑥省エネ機器導入支援
■提案型（平成２３年度は休止）
市町村の創意工夫による地域課題解決に向け、重点的に取り組む事業を支援するもの。

みやぎ環境交付金事業

廃棄物対策課県は、仙台市を除く県内の市町村が行う浄化槽の計画的な整備を推進し、もって生活雑排水に
よる水質汚濁の防止を図り、生活環境の保全及び公衆衛生の向上に資するため、市町村が行う浄
化槽設置整備事業に要する経費について、当該市町村に対し、予算の範囲内において宮城県浄化
槽設置推進事業費補助金を交付するもの。
補助金の交付対象経費は、市町村が、浄化槽設置整備事業実施要領（平成６年１０月２０日衛浄第

６５号厚生省生活衛生局水道環境部長通知）により浄化槽又は変則浄化槽の設置を行う者に対し助
成する事業に要する経費と別表で定める基準額のいずれか少ない額とし、補助率は１／６とす
る。

宮城県浄化槽設置推進事
業費補助金

農産園芸環境課バイオマスの利活用による農業振興、地域の循環型社会構築等のために必要なバイオマス変換
施設、バイオマス発生施設・利用施設等を整備し、その地域での効果的なバイオマス利活用を図
るものに対して、または、新技術等を活用したバイオマス変換施設、バイオマス発生施設・利用
施設等をモデル的に整備するものに対して助成するもの。
（農林水産省交付金）
■交付率：定額（１／２以内）

バイオマス地域利活用交
付金

環境政策課

環境政策課

※各市町村の具体的な取組内容は、環境政策課ホームページ内の「平
成２４年版宮城県環境白書＜資料編＞」にてご覧いただくことができ
ます。（資料編表４−１−４～４−１−５）
（http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/kankyo-s
/hakusyofram.html）

※各市町村の具体的な取組内容は、環境政策課ホームページ内の「平
成２４年版宮城県環境白書＜資料編＞」の表４−１−７及び表４−１−８にてご
覧いただくことができます。
（http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/kankyo-s
/hakusyofram.html） 
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７　市町村環境行政担当一覧

ＦＡＸ番号電話番号廃棄物担当課環境・公害担当課自然保護担当課市町村名

０２２－２６８－２８６１
（環境局総務課）０２２－２６１－１１１１（代表）

ごみ減量推進課
廃棄物管理課
廃棄物指導課

環境企画課
環境対策課
環境都市推進課

環境都市推進課
仙 台 市

市

kan００７０１０@city.sendai.jp（環境局総務課）e-mailアドレス
http://www.city.sendai.jpＨＰアドレス

０２２５－２２－６１２０（環境課）０２２５－９５－１１１１（代表）環境課環境課環境課
石 巻 市 isenv@city.ishinomaki.lg.jpe-mailアドレス

http://www.city.ishinomaki.lg.jpＨＰアドレス
０２２－３６５－３３７９（環境課）０２２－３６４－１１１１（代表）環境課環境課水産振興課・土木課

塩 竈 市 kankyou@city.shiogama.miyagi.jp （環境課）e-mailアドレス
http://www.city.shiogama.miyagi.jp/ＨＰアドレス

０２２６－２４－３５６６（代表）０２２６－２２－６６００（代表）廃棄物対策課環境課農林課・都市計画課・観光課
気仙沼市 kankyo@city.kesennuma.lg.jp（環境課）e-mailアドレス

http://www.city.kesennuma.lg.jpＨＰアドレス
０２２４－２２－１３１６
（生活環境課）０２２４－２５－２１１１（代表）生活環境課生活環境課農林課・商工観光課

白 石 市 seikatsu@city.shiroishi.miyagi.jp（生活環境課）e-mailアドレス
http://www.city.shiroishi.miyagi.jp/ＨＰアドレス

０２２－３８４－３１０２
（クリーン対策課）０２２－３８４－２１１１（代表）クリーン対策課クリーン対策課農林水産課・クリーン対策課

名 取 市 kuritai@city.natori.miyagi.jp（クリーン対策課）e-mailアドレス
http://www.city.natori.miyagi.jp/ＨＰアドレス

０２２４－６３－４８６２０２２４－６３－２１１８生活環境課生活環境課市民福祉部生活環境課
角 田 市 seikatsu@city.kakuda.miyagi.jp（生活環境課）e-mailアドレス

http://www.city.kakuda.miyagi.jp/ＨＰアドレス
０２２－３６８－２３６９
（生活環境課）０２２－３６８－１１４１（代表）生活環境課生活環境課農政課・道路公園課・生活環

境課
多賀城市 kankyo@city.tagajo.miyagi.jp（生活環境課）e-mailアドレス

http://www.city.tagajo.miyagi.jp/ＨＰアドレス
０２２３－２２－１２６４
（生活環境課）０２２３－２２－１１１１（代表）生活環境課生活環境課農政課・生活環境課

岩 沼 市 kankyou@city.iwanuma.miyagi.jp（生活環境課）e-mailアドレス
http://www.city.iwanuma.miyagi.jp/ＨＰアドレス

０２２０－５８－３３４５（環境課）０２２０－５８－５５５３（環境課）環境課環境課農林政策課・環境課
登 米 市 kankyo@city.tome.miyagi.jp（環境課）e-mailアドレス

http://www.city.tome.miyagi.jp/ＨＰアドレス
０２２８－２２－０３５０（環境課）０２２８－２２－１１２２（代表）環境課環境課農林振興課・環境課

栗 原 市 kankyo@kuriharacity.jp（環境課）e-mailアドレス
http://www.kuriharacity.jp/ＨＰアドレス

０２２５－８２－１８４６（環境課）０２２５－８２－１１１１（代表）環境課環境課環境課・農林水産課
東松島市 kankyou@city.higashimatsushima.miyagi.jp（環境課）e-mailアドレス

http://www.city.higashimatsushima.miyagi.jp/ＨＰアドレス
０２２９－２３－２４２７
（環境保全課）

０２２９－２３－６０７４
（環境保全課）環境保全課環境保全課農林振興課

大 崎 市 kankyo@city.osaki.miyagi.jp（環境保全課）e-mailアドレス
http://www.city.osaki.miyagi.jp/ＨＰアドレス

０２２４－３３－３２８４
（環境政策課）０２２４－３３－２２１１（代表）環境政策課環境政策課農林観光課

蔵 王 町
刈
田
郡

kankyou@town.zao.miyagi.jp（環境政策課）e-mailアドレス
http://www.town.zao.miyagi.jp/ＨＰアドレス

０２２４－３７－２５７７
（保健福祉課）０２２４－３７－２１１１（代表）保健福祉課総務課・保健福祉課総務課・産業振興課

七ケ宿町 shichi１２@town.shichikashuku.miyagi.jp（保健福祉課）e-mailアドレス
http://www.town.shichikashuku.miyagi.jp/ＨＰアドレス

０２２４－５３－３８１８
（代表）０２２４－５３－２１１１（代表）町民生活課町民生活課農政課・町民生活課

大河原町

柴
田
郡

kankyo１@town.ogawara.miyagi.jp（町民生活課）e-mailアドレス
http://www.town.ogawara.miyagi.jp/ＨＰアドレス

０２２４－８３－２９５２
（町民生活課）０２２４－８３－２１１１（代表）町民生活課町民生活課産業振興課・企画財政課・建

設課
村 田 町 mura-sei@town.murata.miyagi.jp（町民生活課）e-mailアドレス

http://www.town.murata.miyagi.jp/ＨＰアドレス
０２２４－５５－４１７２（代表）０２２４－５５－２１１１（代表）町民環境課町民環境課農政課

柴 田 町 environment@town.shibata.miyagi.jp（町民環境課）e-mailアドレス
http://www.town.shibata.miyagi.jp/ＨＰアドレス

０２２４－８５－１９０７
（町民生活課）０２２４－８４－２１１１（代表）町民生活課町民生活課産業振興課・企画財政課

川 崎 町 kawasaki１@town.kawasaki.miyagi.jp（町民生活課）e-mailアドレス
http://www.town.kawasaki.miyagi.jp/ＨＰアドレス

環境政策課
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第４部　環境保全に関する各主体の取組

ＦＡＸ番号電話番号廃棄物担当課環境・公害担当課自然保護担当課市町村名
０２２４－７２－３０３９
（町民税務課）０２２４－７２－２１１１（代表）町民税務課町民税務課農林課

丸 森 町
伊
具
郡 seikatsu@town.marumori.miyagi.jp（町民税務課）e-mailアドレス

http://www.town.marumori.miyagi.jp/ＨＰアドレス
０２２３－３４－６１７８
（町民生活課）

０２２３－３４－１１１３
（町民生活課）町民生活課町民生活課農林水産課・町民生活課

亘 理 町
亘
理
郡

kankyo１@town.watari.miyagi.jp（町民生活課）e-mailアドレス
http://www.town.watari.miyagi.jp/ＨＰアドレス

０２２３－３７－４１４４（代表）０２２３－３７－１１１１（代表）町民生活課町民生活課産業振興課・町民生活課
山 元 町 info@town.yamamoto.miyagi.jp（代表）e-mailアドレス

http://www.town.yamamoto.miyagi.jp/ＨＰアドレス
０２２－３５４－３１４０（総務課）０２２－３５４－５７０１（代表）総務課総務課産業観光課

松 島 町

宮
城
郡

info@town.matsushima.miyagi.jp（代表）e-mailアドレス
http://www.town.matsushima.miyagi.jp/ＨＰアドレス

０２２－３５７－５７４４
（環境生活課）０２２－３５７－２１１１（代表）環境生活課環境生活課産業課

七ケ浜町 kankyou@shichigahama.com（環境生活課）e-mailアドレス
http://www.shichigahama.comＨＰアドレス

０２２－７６７－２１０５
（生活環境課）０２２－７６７－２１１１（代表）生活環境課生活環境課企画課・地域整備課

利 府 町 seikatu@rifu-cho.com（生活環境課）e-mailアドレス
http://www.town.rifu.miyagi.jp/ＨＰアドレス

０２２－３４５－４８５２（代表）０２２－３４５－１１１１（代表）町民生活課町民生活課
まちづくり政策課産業振興課・町民生活課

大 和 町

黒
川
郡

kankyo@town.taiwa.miyagi.jp（町民生活課）e-mailアドレス
http://www.town.taiwa.miyagi.jp/ＨＰアドレス

０２２－３４７－６１２３（町民課）０２２－３５９－３１１１（代表）町民課町民課農政商工課
大 郷 町 cyomin@town.miyagi-osato.lg.jp（町民課）e-mailアドレス

http://www.town.miyagi-osato.lg.jp/ＨＰアドレス
０２２－３５８－３１８９
（町民生活課）０２２－３５８－３１１１（代表）総務部町民生活課総務部町民生活課企画部産業振興課・

建設部都市計画課
富 谷 町 tyouminseikatsu@town.tomiya.miyagi.jp（町民生活課）e-mailアドレス

http://www.town.tomiya.miyagi.jp/ＨＰアドレス
０２２－３４５－６６３０
（保健福祉課）０２２－３４５－５１１１（代表）保健福祉課保健福祉課農林建設課

大 衡 村 fukushi@village.ohira.miyagi.jp（保健福祉課）e-mailアドレス
http://www.village.ohira.miyagi.jp/ＨＰアドレス

０２２９－６５－４４００
 （町民税務課）０２２９－６５－２１１１ （代表）町民税務課町民税務課農林課

色 麻 町
加
美
郡

chomin@town.shikama.miyagi.jp（町民税務課）e-mailアドレス
http://www.town.shikama.miyagi.jp/ＨＰアドレス

０２２９－６３－４３２１（町民課）０２２９－６３－３１１２（町民課）町民課町民課農林課
加 美 町 tyoumin@town.kami.miyagi.jp（町民課）e-mailアドレス

http://www.town.kami.miyagi.jp/ＨＰアドレス

０２２９－４３－２６９３０２２９－４３－２１１３町民税務課町民税務課産業振興課
涌 谷 町

遠
田
郡

gr－madoguchi@town.wakuya.miyagi.jp（町民税務課）e-mailアドレス
http://www.town.wakuya.miyagi.jp/ＨＰアドレス

０２２９－３３－２１４１
（町民生活課）０２２９－３３－２１１１（代表）町民生活課町民生活課産業振興課

美 里 町 chomin@town.misato.miyagi.jp（町民生活課）e-mailアドレス
http://www.town.misato.miyagi.jp/ＨＰアドレス

０２２５－５３－５４８２（町民課）０２２５－５４－３１３１（代表）町民課町民課産業振興課
女 川 町

牡
鹿
郡

kankyo@town.onagawa.miyagi.jp（町民課）e-mailアドレス
http://www.town.onagawa.miyagi.jp/ＨＰアドレス

０２２６－４６－２６０７
（環境対策課）

０２２６－４６－５５２８
（環境対策課）
４６－２６００（代表）

環境対策課環境対策課産業振興課
生涯学習課（文化財担当）

南三陸町
本
吉
郡 kankyou@town.minamisanriku.miyagi.jp　（環境対策課）e-mailアドレス

http://www.town.minamisanriku.miyagi.jp/ＨＰアドレス
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１　事業者の役割
今日の環境問題は、通常の事業活動や私たちの

日常生活と結びついており、その解決のために
は、一人ひとりが環境問題を自らの問題として捉
え、環境負荷の少ない生活や事業活動を実践して
いくことが必要です。
環境基本条例では、自らの事業活動が環境への

負荷の原因となる事業者に対して、次のように規
定されています。

このことを受けて、環境基本計画では、環境マ
ネジメントシステムの導入による環境保全に取り
組む体制を整備するとともに、事業活動に伴って
生じる公害の防止、緑化の推進及び省エネル
ギー・省資源等の徹底などの取組を自主的・積極
的に行うことを提示しており、事業者には、事業
活動の全ての段階において、環境の保全に配慮す
ることと環境負荷削減に向けた取り組みを期待し
ています。

２　事業者の取組状況
事業者の環境配慮に関する関心が高まる中、事

業者の自主的な環境の取組として、ISO１４００１の認
証取得のほか、主に中小規模の事業者を対象と
し、ISO１４００１と比較して認証取得費用や人的負担
等が軽減された「エコアクション２１」や「みちの
くEMS」等の規格の認証取得事業者の大きな伸び
がみられています。さらに、トラックやバス等の
運送事業におけるグリーン経営（環境負荷の少な
い事業運営）を推進するための認証・登録制度で
ある「グリーン経営認証」を取得する事業者も増
加しています。
組織として何らかの環境マネジメントシステム

を構築していくことは、企業価値を高める有効な
手段であり、将来を見据えて必要なことと考えら
れます。
なお、環境配慮の取組を始めようとする事業者

に対する初歩ステップとして、県は、「みやぎｅ行
動（eco do!）宣言登録」の事業版である「わが社

のｅ行動（eco do!）宣言登録」の普及啓発に取り
組んでいます。
さらに、「環境情報の提供の促進等による特定

事業者等の環境に配慮した事業活動の促進に関す
る法律」（平成１６年法律第７７号）が施行されていま
すが、「環境レポート」や「CSRレポート」と題し
た環境報告書を作成し、公表する企業が拡大しつ
つあります。
また、地域との交流の一環として、環境保全活

動への参加や小中学校等で出前講座を実施するな
ど、事業所の環境問題・環境保全の取組に対する
意識の高まりがうかがえます。

▼表４−２−１　県内における環境マネジメントシステム等認
証取得事業所数（平成２３年度末現在）

１　事業者の役割及び取組状況

第２節　事業者・民間団体・個人の取組

環境政策課

昨年度比
（％）

導　　入
事業所数マネジメントシステムの名称

９６２４２ISO１４００１
（（財）日本適合規格協会調べ）

１１２５５エコアクション２１※１
（エコアクション２１事務局調べ）

１１９１９７みちのくＥＭＳ※２

（みちのく環境管理規格認証機構調べ）

１００１４０グリーン経営認証
（交通エコロジー・モビリティ（財）調べ）

１０３３３６わが社のｅ行動（eco do!）宣言

【環境基本条例で規定されている事業者の責務】
煙事業活動を行うに当たっては、環境への負荷の低減そ
の他環境保全のために必要な措置を講ずる責務を有す
る。
煙事業活動に関し、良好な環境の保全及び創造に自ら努
めるとともに、県又は市町村が実施する施策に協力す
る責務を有する。

※１　環境省が規格を策定した環境マネジメントシステム
※２　県内の各種団体、仙台市、宮城県等により策定された地域版環境マネジメント

システム

会議・イベントにおけるカーボン・オフセット※
の取組が広まっています！

　カーボン・オフセットを活用した商品、サービス及びイ
ベントが年々増えています。東北の事例では、「東北夏祭
りネットワーク」と連携した11の祭り（仙台七夕まつり
等）が、開催時の照明利用等で発生する二酸化炭素（CO2）
を東北の企業のCO2削減努力で創出された排出権と相殺
することで、「CO2の地産地消」を実現しました。
　今後も企業等が主体的に地球温暖化対策に貢献する手
段の一つとして期待されます。
※詳細は、付録・環境関係用語の説明を御参考ください。

▲取組イメージ
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第４部　環境保全に関する各主体の取組

県民や事業者などの各主体の環境配慮行動を促
進する方策として、平成１９年６月より「みやぎｅ
行動（eco do!）宣言※登録」の普及に取り組んで
おり、平成２３年度末での登録数は１７，８０９件（県民
１７，４７３人、事業所３３６社）になりました。
私たちは、大量生産・大量消費・大量廃棄型の

社会経済活動を続けた結果、地球温暖化をはじめ

とした環境問題に直面することになりました。
そのため、事業者や団体だけでなく、各個人が

「エネルギーを節約しよう」「資源を大切に使おう」
といった「身近にできること」から取り組み、自
らのライフスタイルを見直すことが重要です。

３　個人の取組
環境政策課

１　民間団体の役割
県民や事業者により組織され、緑化活動、リサ

イクル運動、啓発活動、調査研究及びその他の環
境保全に関する活動を行う営利を目的としない民
間団体は、公益的視点から組織的に活動を行うこ
とにより、県民や事業者が単独で活動を行うこと
に比べ大きな活動効果が期待されます。
民間団体は、県民・事業者では手が届きにくい、

草の根の活動や民間国際協力などきめ細やかな活
動を広範囲で展開しており、環境基本計画では、
緑化運動、リサイクル活動、緑のトラスト活動及
び国際的な活動など、環境保全に関する種々の調
査研究や環境に関する啓発活動などを提示し、そ
れらの活動を促進することとしています。

２　民間団体の取組状況
県内には、ＮＰＯ法人認証を取得し、環境保全

に関する活動を行う団体が、平成23年度末現在で
183あります。
環境保全に関する民間団体では、バイオマス・

自然エネルギーに関する事業、自然環境保護事
業、リサイクル事業、水・河川環境保護、森林整
備、農業用水の環境保全及び地域の資源を生かし
た事業など様々な活動が行われています。

２　民間団体の役割及び取組状況
環境政策課・共同参画社会推進課

※１８３団体の一覧については、環境政策課ホームページ内
の「平成２４年版宮城県環境白書＜資料編＞」の表４−２−２
にてご覧いただくことができます。
（http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/kankyo-s
/hakusyofram.html）

▲個人でできる環境配慮行動の一例（出展：みどりの小道環境日記２０１２宮城版より抜粋）

（※みやぎｅ行動（eco do!）宣言については、第３部第
５章第３節の記述も御参考ください。）
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県の環境行政組織は、現在、環境生活部の７課
１室及び各保健福祉事務所、保健環境センター及

び地方振興事務所等で構成されています。

１　環境行政組織の状況

▲図５−１−１　環境行政組織図（平成２４年４月１日現在）

保健環境センター　　　　 企画総務部
（022-781-5591） 微生物部

生活化学部
大気環境部
水環境部

原子力安全対策課 女川原発安全対策班（2607）
事故被害対策調整班（2340）
放射性物質汚染対策班（2341）
原子力センター 監視測定班（022-252-7324）

自然保護課 調整指導班（2671）
自然保護班（2672）
野生生物保護班（2673）
みどり保全班（2676）

資源循環推進課 企画指導班（2649）
調整班（2688）

廃棄物対策課 指導班（2648）
竹の内産廃処分場対策室 対策班（2691）

震災廃棄物対策課 予算管理班（2686）
処理推進第１班（2657）
処理推進第２班（2656）
施設管理班(2655)

環境保全連絡調整会議（会長：環境生活部長）

保健福祉部 保健福祉総務課（2513） 各保健福祉事務所　　　環境衛生部　　廃棄物対策班
（環境廃棄物班）
環境対策班

経済商工観光部 経済商工観光 各地方振興事務所　　　林業振興部　　森林管理班
総務課（2712） （気仙沼）　　　　　　（農林振興部）（森林整備班）

農林水産部 農業振興課（2832） 農業・園芸総合研究所　園芸環境部（022-383-8133）
古川農業試験場　　　　土壌肥料部（0229-26-5107）

環境管理委員会（委員長：副知事）
環境審議会
自然環境保全審議会

環境対策課 調整指導班（2662）

知　事 副知事 環境生活部　　　　環境政策課

大気環境班（2665）
水環境班（2666）
環境影響評価班（2667）

環境計画推進班（2663）
地球環境班（2661）
環境産業振興班（2664）

自然環境保全審議会
自然エネルギー等・省エネルギー促進審議会
グリーン購入促進委員会
公害審査会
環境影響評価技術審査会
女川原子力発電所環境保全監視協議会

(注) 課室名の後の（　　　）内が4桁のみのものについては、その

女川原子力発電所環境調査測定技術会

連絡先が「022-211-○○○○」であることを示しています。

第５部　環境行政の推進体制

環境政策課
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第５部　環境行政の推進体制

１　環境審議会
宮城県環境審議会は、環境基本法（平成５年法

律第91号）第43条及び環境審議会条例（平成６年
条例第13号）に基づき、公害対策審議会に替えて
平成６年８月に設置され、本県における環境の保
全に係る基本的事項を調査、審議しています。
平成23年度の委員は、学識経験者20人、県議会

議員２人及び国の行政機関の職員３人の計25人で
構成されています。
また、専門的事項を調査するため、水質専門委

員８人及び地盤沈下専門委員６人が委嘱されてお
り、平成23年12月からは原発事故の影響により、
放射能対策専門委員６人が委嘱されています。 

▼表５−２−１　環境審議会開催状況

環境政策課

２　審議会等の状況

審　　議　　内　　容開催年月日区　　分

・　平成２３年度公共用水域水質及び地下水質測定計画の策定について（答申）
・　二迫川地域農用地土壌汚染対策地域の指定解除について（諮問・答申）
・　北上川水系及び名取川水系に係る水生生物保全環境基準の類型指定について（答申） 
・　宮城県地球温暖化対策地方公共団体実行計画（区域施策編）の策定について（継続審議）

平成２３年６月２日

環境審議会 ・　平成２４年度公共用水域水質及び地下水質測定計画について（諮問）
・　公害防止条例施行規則の一部改正について（諮問・答申）
・　北上川流域及び名取川流域の水道水源特定保全地域の指定について（諮問・答申）

平成２４年１月１９日

・　平成２４年度公共用水域水質及び地下水質測定計画について（答申）
・　釜房ダム貯水池湖沼水質保全計画（第６期）の策定について（諮問）平成２４年３月２８日

・　平成２４年度公共用水域水質及び地下水質測定計画について平成２４年２月１３日水質専門委員会議
・　東京電力福島第一原子力発電所事故を踏まえた宮城県内の放射線・放射能に関する測定及

び線量低減対策のあり方について（諮問）※平成２３年１２月２０日

放射能対策専門委員会議

・　「東京電力福島第一原子力発電所事故を踏まえた宮城県内の放射線・放射能に関する測定及
び線量低減対策のあり方について」の環境審議会長への諮問について（報告）

・　県の放射線・放射能への取組及び県内の放射性物質の汚染状況について
・　東京電力福島第一原子力発電所事故被害対策基本方針（案）について
・　放射性物質汚染対処特措法に基づく除染について
・　放射性物質に汚染された廃棄物の処理について

平成２３年１２月２６日

・　東京電力福島第一原子力発電所事故被害対策基本方針（案）について
・　除染実施計画策定に係る課題について平成２４年１月３０日

▼表５−１−１　県の保健福祉事務所（保健所）の所在地及び所管区域

電話番号※所管区域所　在　地環境行政担当班機　関　名

０２２４－５３－３１１８白石市、角田市、蔵王町、七ヶ宿町、大河原町
村田町、柴田町、川崎町、丸森町

〒９８９－1２４３(大河原合同庁舎内）
柴田郡大河原字南１２９－１環境廃棄物班仙南保健福祉事務所

（仙南保健所）

０２２－３６３－５５０６
０２２－３６３－５５０１

塩竈市、名取市、多賀城市、岩沼市、亘理町、
山元町、松島町、七ヶ浜町、利府町、大和町、
大郷町、富谷町、大衡村

〒９８５－０００３
塩竈市北浜４－８－１５

環境対策班
廃棄物対策班

仙台保健福祉事務所
（塩釜保健所）

０２２９－８７－８００２
０２２９－９１－０７１１

大崎市、栗原市、色麻町、加美町、涌谷町、
美里町

〒９８９－６１１７（大崎合同庁舎内）
大崎市古川旭４－１－１

環境対策班
廃棄物対策班

北部保健福祉事務所
（大崎保健所）

０２２５－９５－１４１８
０２２５－９５－１４４７石巻市、登米市、東松島市、女川町〒９８６－０８１２(石巻合同庁舎内)

石巻市東中里１－４－３２
環境対策班
廃棄物対策班

東部保健福祉事務所
（石巻保健所）

０２２６－２２－５１２７気仙沼市、南三陸町〒９８８－００６６
気仙沼市東新城３－３－３環境廃棄物班気仙沼保健福祉事務所

（気仙沼保健所）

２　自然環境保全審議会
宮城県自然環境保全審議会は、自然環境保全法

（昭和年法律第８５号）第５１条及び自然環境保全審議
会条例（昭和４７年条例第２６号）に基づき、昭和４７
年１０月に設置されました。審議事項は、「鳥獣の
保護及び狩猟の適正化に関する法律」（平成１４年法

律第８８号）及び「温泉法」（昭和２３年法律第１２５号）
の規定に基づく権限に属する事項のほか、自然環
境に関する重要事項を調査・審議しています。平
成２３年度末現在の委員は、学識経験者１９人、国の
行政機関の職員１人及び町村の職員１人の計２１人
で構成されています。

自然保護課

（平成２４年１０月１日現在）

※　会議開催ではないが、文書で環境審議会会長に諮問したもの。

※上段が環境対策班、下段が廃棄物対策班の番号を示しています。



第
　
五
　
部

環
境
行
政
の
推
進
体
制

　

123

▼表５−２−２　自然環境保全審議会開催状況

議　　　　　　　　　　　　　題開催年月日会議の種別

・　牡鹿半島ニホンジカ保護管理計画の変更について 
平成２３年９月１３日

審　　議　　会
・　宮城県ツキノワグマ保護管理計画について
・　県指定田代鳥獣保護区の指定について
・　第１０次鳥獣保護事業計画の変更について

平成２４年２月９日
・　特定鳥獣保護管理計画の変更について
・　県立自然公園船形連峰泉高原園地事業及び泉高原スキー場事業の一部変更について平成２３年９月１３日自然環境部会
・　掘削に関する審議　　　　２件

平成２３年７月２８日
温  泉  部  会

・　動力装置に関する審議　　３件
・　掘削に関する審議　　　　２件平成２３年１０月３１日
・　掘削に関する審議　　　　１件平成２４年２月９日

▼表５−２−３　環境影響評価技術審査会開催状況

審　議　等　の　内　容開催年月日区　分
・　会長及び副会長の選出について

平成２４年２月１５日環境影響評価技術審査会
・　石巻市蛇田中央土地区画整理事業に係る事後調査(最終)について
・　大和リサーチパーク造成事業に係る事後調査(中間)について
・　新仙台火力発電所リプレース計画に係る環境影響評価書について
・　環境影響評価条例における震災特例措置について（案）

３　自然エネルギー等・省エネルギー促進
審議会
宮城県自然エネルギー等・省エネルギー促進審

議会は、「宮城県自然エネルギー等・省エネルギー
促進条例」（平成１４年条例第４１号）第１７条に基づき、
平成１５年１２月２５日に設置され、同条例第９条に定
める本県における「自然エネルギー等の導入促進
及び省エネルギーの促進に関する基本的な計画」
並びにその他重要事項を調査審議しています。平
成２３年度末現在の委員は、学識経験者等１７人、行
政機関の職員２人及び一般公募委員１人の計２０人
で構成されています。

４　グリーン購入促進委員会
グリーン購入促進委員会は、「グリーン購入促

進条例」（平成１８年条例第２２号）第２０条に基づき、
平成１８年６月１２日に設置され、グリーン購入の促
進に関する重要事項を調査、審議しています。平
成２３年度末現在の委員は、学識経験者等７人で構
成されています。

５　公害審査会
宮城県公害審査会は、公害紛争処理法（昭和４５

年法律第１０８号）第１３条及び公害紛争処理条例（昭
和４６年条例第１４号）第２条に基づき、昭和４６年４
月に設置され、公害（典型７公害）に係る紛争に
ついて、あっせん、調停及び仲裁を行う機関です。
平成２３年度末現在の委員は、弁護士及び学識経験
者等の１２人で構成されています。

６　環境影響評価技術審査会
宮城県環境影響評価技術審査会は、「環境影響

評価条例」（平成１０年条例第９号）第４７条に基づき、
平成１１年１月に設置され、環境影響評価その他の
手続等に関する技術的な事項を調査審議していま
す。平成２３年度末現在の委員は、学識経験者１２人
で構成されています。

環境政策課

環境対策課

また、専門的事項を調査・審議するため、専門
委員１０人が置かれています。
下部組織として自然環境部会と温泉部会が設置

されています。自然環境部会は１０名、温泉部会は
１０名で構成されており、会長が審議会委員及び専

門委員のうちから部会に属する者を指名していま
す。各部会の審議事項は、自然環境保全審議会条
例に基づき、その権限に属する事項について調
査・審議を行っています。

資源循環推進課

環境対策課
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宮城県環境基本計画で進行管理している事業のうち、震災復旧・復興業務優先により、平成23年度に休
止した事業については以下のとおりです。

　平成23年度休止事業一覧

掲載（関連）頁担当課事業の名称等

26

環境政策課

自然ネルギ―等・省エネルギー促進事業（宮城県自然エネルギー・
省エネルギー大賞の実施）

26「ダメだっちゃ温暖化」宮城県民会議

26みやぎEV・PHV普及促進事業

101
環境教育実践「見える化」事業
（事業の一部を中止し、出前講座のみの実施。）

105環境マネジメントシステムの普及（普及啓発セミナーの開催）

98
環境対策課

リスクコミュニケーションの実施等の事業者等への普及

―松島リフレッシュ事業環境改善効果評価調査

34

資源循環推進課

くろかわ地域循環圏創造推進事業

９９みやぎの３Ｒ普及啓発事業

34宮城県グリーン製品普及拡大事業

37再生資源等有効活用推進事業

―
新産業振興課

地域イノベーション創出型研究開発支援事業

112産業技術総合センターでの研究開発

48

自然保護課

蒲生干潟自然再生事業

44金華山島森林復元事業

44栗駒山自然景観保全修復事業

49みどりのふるさとづくり人材育成・支援事業

38農産園芸環境課農業用廃プラスチック排出抑制事業

―事業管理課宮城県グリーン製品調達モデル事業

50都市計画課加瀬沼公園整備事業
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（あ）
ISO１４００１
ISO（国際標準化機構の略。スイスに本部を置く非政府組織）が定めた、地球環境の保全に関する環境
マネジメントシステムの国際規格。ISO１４００１の認証は、環境マネジメントシステムを経営システムの中に
取り入れていることを意味し、環境に配慮した経営を自主的に行っている証明になる。

赤潮
プランクトンの異常増殖により、海水が赤褐色を呈する現象。一時的に溶存酸素が欠乏するなどして魚

貝類が死滅し、漁業被害を伴うことがある。

悪臭物質
特有の臭いをもつ化合物は４０万にも達するといわれるが、悪臭を発する物質を化学的にみると窒素や硫

黄を含む化合物のほかに低級脂肪酸などがある。悪臭防止法では、現在アンモニア、メチルメルカプタン、
硫化水素、アセトアルデヒドなど２２物質を悪臭物質として定めている。２２物質のうち窒素を含む化合物は
２物質、硫黄を含む化合物は４物質、窒素・硫黄を含まないものは１６物質となっている。

アスベスト
クリソタイルなど６種類の繊維状鉱物の総称。耐熱性、耐摩耗性、断熱性、防音性等の性質があるため

各種建築資材や自動車のブレーキライニング等に幅広く使用されてきた。近年、発がん性など健康への影
響が懸念され、製造や使用が規制されている。

（い）
硫黄酸化物（SOx）
硫黄と酸素の化合物。このうち二酸化硫黄（SO２：亜硫酸ガス）は、大気汚染物質として早くから問題

視されてきた。重油等の硫黄分を含む燃料が燃えるときなどに発生する。刺激性が強く、呼吸機能に影響
を及ぼす。

一酸化二窒素（亜酸化窒素）
常温常圧では無色の気体。麻酔作用があり笑気とも呼ばれる。二酸化炭素、メタン、クロロフルオロ

カーボン（CFC：chlorofluorocarbon、狭義のフロン）などとともに代表的な温室効果ガスの一つである。
温室効果の強さは二酸化炭素を１とすると一酸化二窒素では約３００倍である。

一酸化炭素（CO）
炭素化合物の不完全燃焼により生成する、無臭の極めて有毒な気体。人体に入ると血液中のヘモグロビ

ンと結合して酸素の供給を阻害し、酸素欠乏状態を引き起こす。

一般廃棄物
家庭から生じた廃棄物と、事業活動に伴って生じた廃棄物のうち産業廃棄物以外のもの（事務所・商店

等から生じた紙ごみ、飲食店から生じた生ごみなど）をいう。

（え）
ESCO事業
Energy Service Companyの略。ビルや工場の省エネルギー改善に必要な包括的なサービス（省エネル

ギー診断・設備機器等の整備・省エネルギー効果の検証・設備機器等の維持管理）を提供する事業で、必

　環境関係用語の説明
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要な費用は、ESCO事業を行う者（ESCO事業者）により保証された光熱水費の削減分で対応する事業。

（お）
オゾン層
強い紫外線による光化学反応で、成層圏に達した酸素（O2）がオゾン（O3）に変わり形成されたオゾン

濃度の高い大気層。地上から２０～２５kmに存在する。オゾンは生物に有害な波長を持つ紫外線を吸収する。
近年、極地上空でオゾン濃度が急激に減少している現象が観測され、フロンガス等によるオゾン層破壊が
問題となっている。

温室効果
大気中の微量ガスが、地表面から宇宙空間に放出されるべき熱を吸収してしまい、大気の温度が上昇す

る現象。赤外線の形で放出されるべき熱を吸収する気体には、水蒸気、二酸化炭素、フロンガスなどがあ
るが、近年特に、人間の活動に伴う二酸化炭素の増加が著しく、気候の温暖化が懸念されている。

（か）
カーボンオフセット
直接的な施策によって削減できないCO２（カーボン）を、森林吸収源を守る植林やクリーンエネルギー

などの事業に資することなどにより、排出した分を相殺（オフセット）する仕組み。市場原理を活用した、
自主的な取組として注目されている。

化学的酸素要求量（COD：Chemical　oxygen　demandの略）
海域や湖沼の汚濁の度合いを示す指標。有機物等の量を過マンガン酸カリウム等の酸化剤で酸化すると

きに消費される酸素量（mg/L）で表したもの。数値が大きいほど汚濁が進んでいることを示す。

環境基準
大気の汚染、水質の汚濁、土壌の汚染及び騒音に係る環境上の条件について、人の健康を保護し、生活

環境を保全する上で維持することが望ましい基準として、環境基本法に基づき、定められているもの。

環境の日
１９９３（平成５）年に公布・施行された環境基本法により、６月５日が「環境の日」とされた。この日に
は、１９７２（昭和４７）年の国連総会において決議された「世界環境デー」にあたる。「環境の日」は、事業者
及び国民が広く環境の保全について関心と理解を深め、積極的に環境を保全する活動を行っていくことを
めざして設けられた。また、６月を「環境月間」とし、環境問題についての認識を新たにするための諸行
事が行われている。

環境への負荷
人が環境に与える負担のこと。単独では環境への悪影響を及ぼさないが、集積することで悪影響を及ぼ

すものも含む。環境基本法では、「人の活動により環境に加えられる影響であって、環境の保全上支障の原
因となるおそれのあるものをいう。」と定義されている。

環境マネジメントシステム
事業主が自主的に環境保全に関する取組を進めるに当たり、環境に関する方針や目標等を設定し、これ

らの達成に向けて取り組んでいくことを「環境管理」又は「環境マネジメント」といい、このための工場
や事業所内の体制・手続き等を「環境マネジメントシステム」という。
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（き）
希少種
存続基盤が脆弱な種または亜種。現在のところ絶滅危惧種にも該当しないが、生息条件の変化によって

容易にこれらのランクに移行する要素を有するもの。

規制基準
排出基準、排水基準、燃料基準などの総称。法律や条例に基づいて、事業者等が遵守しなければならな

い基準として設定されているもの。

揮発性有機化合物（ＶＯＣ）
揮発性を有し、大気中で気体状となる有機化合物の総称でトルエン、キシレン、酢酸エチルなど多種多

様な物質が含まれる。浮遊粒子状物質（ＳＰＭ）や光化学オキシダントの原因物質であり、自動車単体へ
の規制の他、平成１８年４月から、塗装・接着・印刷業者等に対する排出規制がなされている。

休猟区
一定の地域における狩猟鳥獣が減少した場合、その増加を図るために必要があると認めたときに設定す

るもので、その期間全ての鳥獣の捕獲が禁止される。

京都議定書
地球温暖化を防止するため、６種類（二酸化炭素、メタン、一酸化炭素、ハイドロフルオロカーボン、

パーフルオロカーボン、六フッ化硫黄）の温室効果ガス（GHG）の排出削減を法的に義務付けるよう求め
た国際協定。１９９７年に京都市で開かれた「気候変動枠組み条約第３回締約国会議」（COP３）で採択され
た。先進国の温室効果ガス排出量について法的拘束力のある数値目標が設定されており、２００８年から２０１２
年の５年間に、１９９０年（一部ガスは１９９５年を選択できる）比で日本は６％の削減が義務付けられている。た
だし、この数値はあくまで国の目標であって、国民あるいは事業者の目標（義務）ではない。

（け）
K値規制
煙突の高さに応じて硫黄酸化物の許容排出量を決める規制方法。地域の汚染の程度に合わせて１６段階に

分けて定数（K値）を決め、計算式により求められた許容量を超える排出を制限するもの。

健康項目
水質汚濁物質の中で、人の健康に有害なものとして定められた項目。環境中の濃度については、「人の健

康の保護に関する環境基準」が設けられており、すべての公共用水域に適用される。健康項目については、
現在、カドミウム、トリクロロエチレン等の有機塩素系化合物、シマジン等の農薬など２７項目が設定され
ている。また、要監視項目としてクロロホルム等２６項目が位置付けられている。

（こ）
公害
環境基本法では、「事業活動その他の人の活動に伴って生ずる相当範囲にわたる大気の汚染、水質の汚濁

（水質以外の水の状態又は水底の底質が悪化することを含む。）、土壌の汚染、騒音、振動、地盤の沈下（鉱
物の掘採のための土地の掘削によるものを除く。）及び悪臭によって、人の健康又は生活環境に係る被害が
生ずることをいう。」と定義している。この７公害を通常「典型七公害」と呼んでいる。
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光化学オキシダント
大気中の窒素酸化物や炭化水素などが、紫外線により光化学反応を起こし、生成される酸化性物質群を

いう。中でも、主要な物質がオゾンとパーオキシアセチルナイトレート（PAN：RCO3NO2）であり、いず
れも人体及び植物に有害である。

光化学スモッグ
大気中の窒素酸化物や炭化水素類が、酸素と光化学的に反応して光化学オキシダントを生成する大気汚

染現象をさし、一般にスモッグを発生し、視界不良をともなう。スモッグはスモーク（煙）とフォッグ
（霧）から合成されたことば。夏季の日差しが強くて、風の弱い日に発生しやすい。

公共下水道
下水道法による下水道の種別の一つで、「主として市街地における下水を排除し、又は処理するために地

方公共団体が管理する下水道で、終末処理場を有するもの又は流域下水道に接続するものであり、かつ、
汚水を排除すべき排出施設の相当部分が暗渠である構造のものをいう。」と定義されている。

公共用水域
水質汚濁防止法では、「河川、湖沼、港湾、沿岸海域その他公共の用に供される水域及びこれに接続する

公共溝渠、かんがい用水路その他の公共の用に供される水路（下水道法に規定する公共下水道及び流域下
水道であって、終末処理場を設置しているもの（その流域下水道に接続する公共下水道を含む。）を除く。）
をいう。」と定義されている。処理場のない下水道は公共用水域となる。

国内クレジット制度
京都議定書目標達成計画（平成２０年３月２８日閣議決定）において規定されている、大企業等による技術・

資金等の提供を通じて、中小企業等が行った温室効果ガス排出量削減量を認証し、自主行動計画や試行排
出量取引スキームの目標達成等のために活用できる制度。平成２０年１０月に政府全体の取組として開始され
た。中小企業のみならず、農林（バイオマス）、民生部門（業務その他、家庭）、運輸部門等における排出
削減も広く対象としている。

コリドー（回廊）
野生生物の生息地間を結ぶ、生息地と同質の環境を有する帯状の地域をいう。個体の移動を助けたり、

多様な遺伝子組成を維持する上で重要である。

（さ）
最終処分場
最終処分とは、廃棄物を自然環境に還元することであり、これには陸上埋立処分、水面埋立処分及び海

洋投入処分がある。最終処分場とは、一般廃棄物及び産業廃棄物を最終処分するのに必要な場所、設備の
総体をさす。産業廃棄物の最終処分場には、埋め立てる廃棄物の性状に応じて安定型（廃プラスチック類
等）、管理型（汚泥等）、遮断型（有害物質の溶出が埋立処分に係る判定基準を超える廃棄物）の３つのタ
イプがある。

産業廃棄物
事業活動に伴って生じた廃棄物のうち、燃え殻、汚泥、廃油、廃酸、廃アルカリ、廃プラスチック類な

ど２０種類をさす。産業廃棄物については、事業者が自らの責任で、環境汚染が生じないように適正に処理
すべきことが義務付けられている。
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酸性雨（Acid rain）
大気中の硫黄酸化物や窒素酸化物が取り込まれて、水素イオン濃度（pH）５．６以下となった酸性の雨を
いう。原因物質の排出源としては、工場や自動車からの排出ガスなどがあげられる。

（し）
COD（Chemical oxygen demand）　→「化学的酸素要求量」参照。

自然環境保全地域
高山性植生、亜高山性植生、優れた天然林などのうち、保全することが特に必要な地域として、自然環

境保全法または自然環境保全条例に基づき指定された地域。

自然公園
優れた自然の風景地を保護するとともに、その利用の増進を図ることにより、国民の保健・休養及び教

化に資するとともに、生物多様性の確保に寄与することを目的として、自然公園法や県立自然公園条例に
基づいて、土地の所有の如何にかかわらず区域を画して指定される公園のことをいう。国が指定する国
立・国定公園と県が指定する県立自然公園がある。

持続可能性（Sustainability）
「環境、社会と調和する経済」を志向し、「持続可能な」経済発展を目指すこと。経済の成長は「地球環
境の容量内で」のみ可能であり、さらに今日のグローバリゼーションの進展を踏まえ、世界的な貧富の差
の縮小など社会的側面も視野に入れ、環境や社会を無視した「経済の無限な成長」と、一方で環境・社会
を重視する余りの「成長を否定した縮小主義」の双方を否定し、環境と経済成長の両立を図るという考え
方。

持続可能な開発のための教育の１０年
（United Nations Decade of Education for Sustainable Developmen：UNDESD）
国連で採択された決議の一つで、２００５年１月１日から始まる１０年を「持続可能な開発のための教育の１０

年」と宣言したもの。持続可能な社会の実現に向けて、一人一人が、世界の人々や将来世代、また環境と
の関係性の中で生きていることを認識し、行動を変革するための教育を推進していこうとするもの。

自然エネルギー等
技術的に実用化段階に達しつつあるが、経済性の面での制約から普及が十分でないもので、石油代替エ

ネルギーの導入を図るために特に必要なもの（新エネルギー利用等の促進に関する特別措置法による定
義）。太陽光発電、風力発電、太陽熱利用、雪氷熱利用、バイオマス、いわゆるリサイクルエネルギー（廃
棄物発電等）のほか、従来型エネルギーの新利用形態として、クリーンエネルギー自動車、天然ガスコー
ジェネレーション、燃料電池に分類される。

（せ）
生活環境項目
水質汚濁物質の中で、生活環境に影響を及ぼすおそれがあるものとして定められた項目。環境中の濃度

については、「生活環境の保全に関する環境基準」が設けられており、水素イオン濃度（pH）、生物化学的
酸素要求量（BOD）、化学的酸素要求量（COD）、溶存酸素量（DO）、浮遊物質量（SS）、大腸菌群数など
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について定められている。環境基準は、河川、湖沼、海域別に水道、水産、農業用水、工業用水などの利
用目的に応じた水域類型を設け、各々の水域類型ごとに定められている。

生活排水
し尿と日常生活に伴って排出される台所、洗濯、風呂などからの排水をいう。「生活排水」のうち、し尿

を除くものを「生活雑排水」という。

生物化学的酸素要求量（BOD：Biochemical oxygen demandの略）
河川の汚濁の度合いを示す指標で、水中の有機物等の汚濁源となる物質が微生物により無機化されると

きに消費される酸素量をmg/Lで表したもの。数値が大きいほど汚濁が進んでいることを示す。

絶滅（ＥＸ）
我が国ではすでに絶滅したと考えられる種及び亜種。（植物では変種を含む。）を示す。

（そ）
騒音レベル
JISに規定される指示型の騒音計で測定して得られる値で、騒音の大きさを表す。一般には耳の感覚に

似せた騒音計の聴感補正回路Ａ特性で測定した値をｄB（デシベル）（A）で表す。

（た）
ダイオキシン類
ポリ塩化ジベンゾ－パラ－ジオキシン（PCDDs）、ポリ塩化ジベンゾフラン（PCDFs）、及びコプラナー

ポリ塩化ビフェニル（コプラナーPCB）の総称。通常、環境中に極微量に存在する有害な物質。人の生命
及び健康に重大な影響を与えるおそれがある物質であることから、平成１２年１月「ダイオキシン類対策特
別措置法」が施行され、廃棄物焼却炉などからの排出規制が行われている。

代替フロン
オゾン層破壊へ影響が大きいとして、モントリオール議定書により１９９６年末までに全廃された特定フロ

ン類の代替品として開発が進められているフロン類似品のことで、フロンと同様あるいは類似の優れた性
質を持つもの。代替フロンとなりうる条件は“塩素を含まないこと又は塩素を含んでいたとしても分子内
に水素を有し成層圏に達する前に消滅しやすいこと”、“地球温暖化への影響が少ないこと”、“毒性のない
こと”である。代表的な代替フロンとしては、ハイドロクロロフルオロカーボン（HCFC）やハイドロフ
ルオロカーボン（HFC）などがあげられる。しかし、HCFCのような物質でも全く無害というわけではな
いため、先進国では２０２０年までに全廃することとなっている。

ＷＥＣＰＮＬ
（Weighted equivalent continuous perceived noise level：加重等価平均感覚騒音レベル）
航空機１機ごとの騒音レベルに加え、機数や発生時間帯などを加味した航空機騒音に係る単位。ICAO

（国際民間航空機関）が提案した国際単位。なお、我が国における航空機騒音を評価する単位は平成25年４
月１日からLden（時間帯補正等価騒音レベル）に移行する。

炭化水素（HC）
炭素と水素の化合物の総称。オキシダント生成の原因物質の一つ。
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（ち）
窒素酸化物（NOx）
窒素と酸素の化合物の総称。主として重油やガソリン、石炭などの燃焼によって発生する一酸化窒素

（NO）や二酸化窒素（NO2）などをいう。発生源は自動車、ボイラー、工場、家庭用暖房など広範囲にわ
たっている。

中間処理
廃棄物を無害化、安定化、減量化するために行う焼却、破砕、脱水、中和、コンクリート固型化などの

処理をいう。

鳥獣保護区
「鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律」に基づき、野生鳥獣の保護・繁殖のために必要があると認
めたとき、環境大臣または知事が指定するもので、すべての鳥獣の捕獲が禁止され、鳥獣の成育及び繁殖
のために必要な施設などが設置される。鳥獣保護区のうち、特に鳥獣の繁殖に重要な箇所は特別保護地区
として指定され、森林の伐採や工作物の設置など鳥獣の保護・繁殖に影響を及ぼすおそれのある行為が規
制される。

（て）
低公害車
大気汚染物質の排出や騒音の発生が少なく従来の自動車よりも環境への負荷が少ない自動車の総称。電

気自動車、メタノール自動車、天然ガス自動車、ハイブリット自動車等が開発されている。

低排出ガス車
排出ガス中の有害物質が最新規制値より低減された自動車。国土交通大臣は有害物質を平成１２年度排出

ガスレベルより２５％低減された自動車を「良－低排出ガス認定車」、５０％低減された自動車を「優－低排出
ガス認定車」、７５％低減された自動車を「超－低排出ガス認定車」、また平成１７年度排出ガスレベルより５０％
低減された自動車を「☆☆☆低排出ガス車」、７５％低減された自動車を「☆☆☆☆低排出ガス車」と認定し
ている。

dB（A）（デシベル）→　「騒音レベル」参照。
　

テレメーターシステム
ある地点の測定データを遠隔地点に設置した受信器に送って記録させるシステム。大気汚染テレメー

ターシステムでは、大気常時測定局及び主要な工場・事業場等に自動計測器を設置し、その観測データを
常時中央監視センターに伝送して迅速に集中把握している。

典型７公害　→　「公害」参照。

天然記念物
動物（生息地、繁殖地及び飛来地を含む。）、植物（自生地を含む。）及び地質鉱物（特異な自然の現象を

生じている土地を含む。）で、学術上価値の高いもののうち、国や都道府県などが指定したものをいう。
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（と）
都市・生活型公害
工場等に起因する従来の産業公害に対して、都市化の進展や生活様式の変化などを背景として起こる公

害をいう。例えば、自動車の騒音や排出ガスによる大気汚染、生活排水による都市内中小河川等の水質汚
濁、近隣騒音などがあげられる。

（に）
二酸化炭素（CO２）
炭素化合物の燃焼や生物の呼吸により生成される無色無臭の気体。炭酸ガスとも呼ばれる。現在の大気

中には約０．０３％含まれているが、化石燃料の大量消費等エネルギー起源による二酸化炭素の大量排出によ
り、ここ数十年の間に大気中濃度が急速に高まっており、数ある環境問題の中でも最も根深く、かつ解決
が困難な地球温暖化問題の原因となっている。

二酸化窒素（NO２）
一酸化炭素（NO）と酸素の作用等により発生する赤褐色の刺激性の気体。比較的水に溶解しにくいの
で肺深部に達し、肺水腫等を引き起こす。

（の）
農業集落排水処理施設
集落の散在する農村に適した汚水処理システムとして、おおむね１，０００人以下の規模で実施される、いわ

ゆる農村下水道のこと。

農薬
農薬取締法では、「農作物等を害する病害虫の防除に用いられる殺菌剤、殺虫剤その他の薬剤及び農作物

等の生理機能の増進又は制御に用いられる成長促進剤、発芽抑制剤その他の薬剤をいう。」と定義されてい
る。農薬取締法では、製造・輸入業者による農薬の登録、無登録農薬の販売の禁止、製品容器への表示事
項、販売業者の届出、農薬ごとに適用作物・使用量・使用濃度・使用方法・時期・回数を詳細に定めた農
薬使用基準等について定めている。水道法では水質基準を定めているが、農薬類は水質管理目標項目とな
り、ゴルフ場使用農薬については排出中の農薬濃度の指針値が別途示されている。

ノルマル立方メートル（㎥Ｎ）
温度が零度で圧力が１気圧の状態に換算したガス量を表す単位。

（は）
パーフルオロカーボン（PFC）
フルオロカーボン類の一つで、フルオロカーボン（FC）の構成要素である炭化水素の水素をフッ素に置
き換えた有機化合物。パーフルオロカーボン（PFC）は、大気寿命（大気に残存する期間）が長く、温室
効果ガスの一つとして第３回気候変動枠組み条約で追加された。オゾン層破壊係数はゼロであるが、温室
効果はCO2の数千倍と非常に強力で、現在は排出することが非常に厳しく監視されている。

ばい煙
燃料その他の物の燃焼に伴い発生する硫黄酸化物、燃料その他の物の燃焼又は電気の使用に伴い発生す

るばいじん、及び物の燃焼、合成、分解、その他の処理に伴い発生するカドミウム等の有害物質をいう。
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廃棄物
廃棄物の処理及び清掃に関する法律では、「ごみ、粗大ごみ、燃え殻、汚泥、ふん尿、廃油、廃酸、廃ア

ルカリ、動物の死体その他の汚物又は不要物であって、固形状または液状のもの（放射性物質及びこれに
よって汚染された物を除く。）をいう。」と定義されている。また、産業廃棄物と一般廃棄物に分けられる。

ハイドロフルオロカーボン（HFC）
フルオロカーボン類の一つで、オゾン層破壊の原因であることから１９９５年末に製造が中止された「特定

フロン」クロロフルオロカーボン（CFC）に代わる「代替フロン」として、おもに冷媒や発泡剤、洗浄剤
として利用されている。クロロフルオロカーボンやハイドロクロロフルオロカーボン（HCFC）とは違い、
ハイドロフルオロカーボン（HFC）はオゾン層破壊係数がゼロであるが、強力な温室効果ガスであり地球
温暖化係数は大きい。

（ひ）
BOD（Biochemical oxygen demand）　→　「生物化学的酸素要求量」参照。

微小粒子状物質（ＰＭ２．５）
大気中に浮遊する粒子状物質であって、粒径が２．５μｍの粒子を５０％の割合で分離できる分粒装置を用
いて、より粒径の大きい粒子を除去した後に採取される粒子をいう。健康への影響が懸念されているた
め、平成２１年度に環境基準が定められた。

BDF（Bio Diesel Fuel）
生物由来の油から作られる軽油代替燃料（ディーゼルエンジン用燃料）の総称。バイオマスエネルギー

の一つで、菜種油、オリーブ油、ひまわり油、大豆油、コメ油、ヘンプ・オイル（大麻油）などの植物油、
魚油及び廃食用油（天ぷら油等）など、様々な油脂がバイオディーゼル燃料（BDF）の原料となりうる。
なお、パーム油や獣脂は、低音期に固定してBDFの流動性を下げ、エンジントラブルの原因となるため、
BDFの原料としては好ましくない。BDFは、化石燃料と同様にCO2を排出するが、原料となる植物の成長
過程で光合成によりCO2を吸収しており、ライフサイクル全体でみると大気中のCO2増加に関与しない
カーボンニュートラルの性質を有している。

ビオトープ
野生生物の生息可能な自然生態系が機能する空間を意味する概念。密接に結びついた生物群集と、それ

を支える環境とが一体となって存在するある限られた空間をいう。

ＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル：Poly chlorinated biphenylの略）
不燃性で化学的にも安定であり、熱安定性に優れた物質で、絶縁油やノーカーボン紙、インクなどに使

用されていたが、現在は製造が禁止されている。カネミ油症事件の原因物質。

（ふ）
富栄養化
湖沼や内海などで、窒素や燐などの栄養分が水中に豊富になる現象をいい、これにより、藻類等水生生

物が異常に繁殖する。もともとこの現象は自然状態でもみられるが、人間活動に伴う工場排水や生活排水
に加え、畜産排水や農耕地から流出する肥料成分によって進行し、藻類による着色や悪臭など、利水上問
題にされる。
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複層林施業
森林を構成する樹木の中から一部の個体だけを伐採し、その跡地に植樹するなどして、複数の樹冠（樹

木の枝と葉の集まり）層を有する森林に造成する施業法。

浮遊粒子状物質（ＳＰＭ）
浮遊粉じん（燃焼に伴うばいじん等大気中に浮遊する微細な粒子）のうち、粒径１０μm（マイクロメー

トル）以下のもの。大気中に比較的長時間滞留し、呼吸器系に影響を及ぼすことから環境基準が設定され
ている。

フロンガス
炭化水素の水素原子が、いくつか塩素原子とフッ素原子で置き代わった化合物の総称。熱に強く、冷媒

や溶剤として優れた性能を持つため、クーラーや各種スプレー、半導体製品の洗浄剤として広く利用され
てきた。しかし、成層圏に達してオゾン層を破壊することから、地表に到達する紫外線を増加させ、人間
や生態系に影響を及ぼすおそれがあるとして、国際的に問題となっている。

（へ）
閉鎖性水域
湖沼や内湾など周辺を陸で囲まれた水域。水の交換性が悪いので水質が汚染しやすく、水底に汚濁物質

が堆積しやすい。富栄養化が進行している水域が多い。

（ほ）
保安林
水源のかん養、土砂の流出その他災害の防備など特定の公共目的を達成するために、森林法に基づき、

立木竹の伐採・土地の形質の変更などの一定の制限が課せられている森林をいう。保安林は、その指定の
目的により１７種類がある。

ポリ塩化ビフェニル　→「PCB」参照。

（め）
メタン（CH４）
無色、無臭、無毒の可燃性気体。天然ガス、石炭ガス、自動車の排気ガスなどに含まれる成分。温室効

果ガスの中でも二酸化炭素の次に多く排出され、地球温暖化の原因にもなる。

（ら）
ラムサール条約
正式には「特に水鳥の生息地として国際的に重要な湿地に関する条約」といい、１９７５（昭和５０）年に発

効した。イランのラムサールで採択されたことから、こう呼ばれる。水鳥の生息地として国際的に重要な
湿地及びそこに生息・生育する動植物の保全を進めることと、湿地の適正な利用を進めることを目的とす
る。日本は１９８０（昭和５５）年に加入し、現在、北海道の釧路湿原やクッチャロ湖、本県の伊豆沼・内沼な
ど、全国で３３ケ所が指定されている。
なお、２００８（平成２０）年１０月に、韓国昌原市で開催された締約国会議において、「化女沼」が、「伊豆沼・

内沼」、「蕪栗沼・周辺水田」に次ぎ、県内３か所目の条約湿地として登録された。
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（り）
緑地環境保全地域
良好な自然環境を形成し、都市環境または都市構成上その存在が必要と認められる区域、都市の無秩序

な拡大を防止し、市街地外周部の緑地を保全するために必要な樹林地等良好な自然環境を形成している区
域など、その区域における自然環境を保全することが地域の良好な生活環境の維持に資するものについ
て、県自然環境保全条例に基づき指定された地域をいう。

（る）
類型指定
水質汚濁及び騒音の環境基準について、国が設定した類型別の基準値に基づき、都道府県知事が、水質

汚濁に関しては水域の利用目的、水質の現状など、騒音に関しては都市計画区域などを勘案し、具体的な
地域をあてはめ指定することをいう。

（れ）
レッドデータブック
国際的にはIUCN（国際自然保護連合）によって刊行された世界の絶滅のおそれのある種の現状を明ら
かにした資料。日本では、環境庁により昭和６１年度から４年間、「緊急に保護を要する動植物の種の選定調
査」が実施され、日本版レッドデータブックが刊行された。

（ろ）
六フッ化硫黄（SF６）
フッ素と硫黄からなる化合物。常温大気圧においては化学的に安定度が高く、無毒、無臭、無色、不燃

性の気体。１００年間の地球温暖化係数はCO2の２３，９００倍と大きく、大気寿命が３，２００年と長いため、ハイド
ロフルオロカーボン（HFC）、パーフルオロカーボン（PFC）とともに京都議定書で削減対象の温室効果
ガスの１つに指定された。
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 Ｅメールアドレス kankyop@pref.miyagi.jp
 ホームページアドレス http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/kankyo-s/
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宮　城　県

県が関わる環境関連のマーク

みやぎ地球温暖化対策地域推進事業 エコドライブ運動推進事業

宮城県グリーン製品認定証票 ごみ天使
「考えよう ごみの行先、地球の未来」

みちのく環境管理規格 みやぎグリーン購入ネットワーク

この環境白書は580部作成し１部当たりの単価は690円です。
「宮城県環境白書」の作成（紙の総使用量）に
おける一冊当たりのCO2排出量は143.6gです。

みやぎｅ行動（eco do!）
マスコットキャラクター




